
800R－45

/

」

ゲ
ぺ

r

二 ㌧
!;〆

ζ

ノr

ノ

経 営 情 報 調 査 報 青 書 一(iII)

一二工噸 工業 ・造船業 ・獅 送業一 、
.

/

!

〆

ノ

ン

ノ
〆

ノ

}・r

ノ
ノ

ニ

ピ

.㎜
晶

ノ 〆

/ζ

昭 和46年5月

UIP旺 £ ・

蝸 法人 巨本情 報処 理 開発 セ ン ター二

(

へ

＼

ピ



本調査は,日 本 自転車振興 会の機 械工 業振興資金 によ る 「昭和

45年 度情報処理 に関す る調 査研 究補 助事業 」の一環 として実施

した ものです。
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序 に 代 え て

当財 団 でぱ,経 営情報 シス テム に関 す る諸 問題 解 決 の た め,情 報 の ニー ズ と情

報 の体 系 化調 査 を業 種 別 の ケ ー ス ス タデ ィと して実 施 して お ります。

本 報 告 書 は.工 作 機 械 工 業,造 船 業,複 合 輸送 業 の3業 種の 結 果 を と りま とめ

た もの で あ ります 。 これ を も って,3年 間で10業 種の ケ ー ス ス タデ ィを終 了 致

しま した。'

こ こに,本 調 査 実施 に 際 し,ご 協 力 い ただ きま した経 営 情報調 査委 員 会 委員 お

よび専 門 委 員 会 委員 各 位 に心 よ り・感 謝 い た し ます。

昭 和46年5月

財団法人 日本情報処理 開発 セ ンター

会長 難 波 捷 吾
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1・ 調 査 の 目 的 と 内 容
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1 調 査 の 目 的 と 内 容

わが国は諸 外国砒 べ高い経済成長を続け,い わゆる高密度社会を形成 し,産 業の専門化,細 分
化の傾向は一段と雄 する動きをみせている・各産業界にあ。ては,・ のような麺 しっつある社会

に適応への・随 を得憶 志決定を行なうためは 境繍 の搬 的情 理翻 体制擁 立
する必要が

生じてきている。

このような状況のもとで洛 企業において
,・ ン・.・一夕の高度利用による経営情熱 ステムが口耳

ばれており機 能としては・有効かつ頗 の情報がタ… グよく鯉 提供 し得る。。テ。腰 求

されている。

本調査は・縫 麟 ・・テ・への・プ・一チの一手段として
,ま ず,・日常の経営醐 にと。て,如

何 な る情 報 の ニ ー ズが あ り・ そ れ が,ど の よ うに収 集 され:利 用 され てい るか.賠 繍 の ニー ズ

に対して現実の充足度が+分 でない場合にはどのように対処されているか等に
ついての現状把握をね

らいとしたものである。

本年度の調査は,工 作機械工業,造 船業,複 合輸送業の3業 種を対象に作業を進めた。

(1)工 作 機 械 工 業

工作 馴 工 業 は・ 資本 財産 業 であ り,特 に鉄 鋼 業,造 船 業 ,自 動 車工業,そ の 他搬 産 業機 械 工業 等

基幹 産 業 に対 す る聾 な役 割 を してい る・ しカ・し,・ れ ら基 幹 麟 の動 凧 鋭 角 的 な影 響 を受 賜 く
,

したがって工作 機 械 工 業全体としては,多 角 的 な機械 工 業 と して,柔 軟 性の あ る経 営形 体 を と りつ つあ る
。

この ため 情報 処理 シス テム は,景 気 変動 予測,他 産 業 の 設備 投 資 情報 等 の プ ラ ンニン グ情 報 と
,生

産管 理 を中心 とす るオ ペ レー シ ョナ ル情 報 とが 関連 し て形 成 して い るこ とに主 眼 を置 き
,今 回 の ケ ー

ス ス タデ ィで は 「経 営 管理 機 能 関連 ブ ロ ッ ク表 」 を作成 した
。 した が って,こ れ を前提 条件 に,各 サ

ブ シス テ ムに お け る情 報 の種 類 お よび機能 的 な結 合 に つ い て調 査 した
。

(2)造 船 業

造 船 業 は,多 品種 少 量生 産 型 の 典型 的 な産業 構造 を有 してい る
。最 近,需 要 の増 大 に対 処 す るた め

の設 備投 資の 増加,お よび労働 集 約 型 か らの 脱皮 の た めの対 応策 と しての 省力 投 資 の増加 と云 う
二 つ

の必 要性 か ら経 営情 報 シス テムが 認 識 されて きて い る
。

糊 査 は・ ・れ らの もとに大 型 新造 艦+画 の た めの プラ ンニ ン グ情 齢 中 心 に作 業 雛 め た
.各 造

船 所 と 槻 在か な り長 期 間 に扮 ・・て受 注手 持 ちが あ り
,こ こで は戦 略 的 計画 とし ての 長 期 プ ラン

ニ ングを5～10ケ 年 と し醐 術 的 計 画 と して の醐 プ ラ
ンニ ン グ(蟻 の)を3-5ケ 年 と して

,

それ ぞ れの情 報 の ニー ズ を明 らか にす る ことを主 旨 と した
。

一1・ 一



③ 複 合 輸 送 業

輸 送業 は,物 的 流 飾 動 一 包装 満 役 魂 送・囎 細 み合 わせ ・ これ 鮪 髄 に結 び付 け端 同

輸送体 制 の 編 成へ と向 か い は じ めた。 しか し単 な る物 を運 ぶ とい うこと だけで な く・ これ を コン トロ

_ル す る情 報 の流 れ とを 合理 的 に組 み 合わ せ る シス テ ムが要 求 され て きてお り,こ の シス テ ムの運 用

の中 心 とな るの が複 合 輸送 業 であ る。

本調 査 は,海 運 業 をベ ー ス と した複合 輸送 業 にお け る,プ ラ ンニ ング情 報 として,需 要予 測,長 期

収 支計 画(設 備投 資計 画,配 船 ・傭船 計 画,資 金 計 画,要 員 計 画等 を含 む)を,ま た オ ペ レー シ ョナ

ル情 報 として は,物 資別 輸 送 情 報 とい うタテ割 りの 情報 体 系 の な か で代 表 的な コンテ ナ輸送 シス テム

を中 心 に行 な っ た。

以上 の3業 種 の調 査 の結 果 か ら総 合 的 に みて 次の 点 が指 摘 で き る。

本調 査 の対 象企 業 は,各 業 界 で は最 右翼 の 規 模 を有 し,プ ラニ ン グ情 報 と しての諸 長 期計 画 の た め

の 情報 につ いて は,現 在 収集 可 能 な範 囲 で は・ 既 に収 集 され てい る。

したが って,今 後 の課 題 と して,こ の情 報 を如 何 に経 営 の 意思 決 定 に タ イ ミング よ く折 込 むか とい

うこ とで あ ろ う。

また,オ ペ 。一 シ 。ナ ル ・シ ステ ムで{ま,企 業内 外 の 趨 的 端 靴 各 自の ・～ レで・ 大 型 コ ンピ

ュー タ を駆 使 し,ニ ーズ に対 す る充 足度 もか な り高 く,成 果 が 上 げ られ て い る。

、
∀、
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II.工 作 機械工業 にお け る経 営情報 調査
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1 工 作 機 械 工 業 の 特 質'

1.1産 業 構造 上 の特 質

工 作 機械 工 業 は,一 部 の大 手企 業 を除 け ば,中 小企 業が 非常 に 多 く,労 働集 約 的 産 業で あ る。 そ の

特 徴 は表 一(1)の従 業 員 別企業 分布 表 の通 りで あ る。

も

表 一(1)従 業 員 別 企 業 分 布 表

昭和42年 '昭 和43年
昭和44年

従 業 員 区 分
企業数 生産 額

シェアー 企業数
生産 額

シェアー
企業数 生産額

(億円)
生 産額

シェアー

100人 未 満 19 3.6 17 3.7 17 59 、2.9

100人 以上300人 未 満 36 17.8 34 15.4 40 351 17.1

300人 〃500人 〃 14 15.1 12 11.2 13 204 9.9

500人 〃1,000人 〃 15 10.3 18 16.3 18 371 18.0

1,000人 〃2,000人 〃 10 21.9 9 16.2 8 300 14.6

2000人 〃 竃oqo人 〃 3 14.4 5 20.9 6 464 22.5

aoOO人 〃5,000人 〃 3 6.1 3 7.5 2 122 5.9

5,000人 〃10000人 〃 2 3.3 2 3.4 2 77 3.8

10000人 以上 4 7.5 2 5.4 3 109 5.3

計 106 100 102 100 109 2,057 100

資料 日本工作機械工業会

■

わ が国 の工 作機 械 を製造 してい る従業 員20名 以上 の企 業 は
,現 在約268社 あ る。 これ を従業 員

規 模 別構 成 よ りみ る と,人 員100名 以 上 の企 業が50%も あ り,20～500未 満 で は80%に も

達 す る。 ま た表 一(1)に よ り昭和44年 主 要 企業109社 に つい て み る と,従 業員500名 未 満 は
,70

社 もあ るが,生 産 額 シェア ーは30%に とど ま って い るこ とが わか る。

主 な国 の 工作 機械 工 業の 構造 を見 る と,イ ギ リス を除 き
,各 国 と も従業 員 数100名 未 満 の小 規模

な事 業 所数 が全事 業 数 の50%以 上 を占 め,500名 未満 まで とす ると イギ リス を加 え て
,す べ ての

国 が,80～90%以 上 に な って し ま う。 この よ うに世界 的 に事 業所 の規 模 が 小 さい の は
,工 作機 械

工 業 の 一つ の 特 徴であ る。 しか も,需 要量 が少 ない上 に機 種 が多 種 少 量生 産 で あるため
,規 模 に よ る利

益 を追 求することがで きない。 特 に,鉄 鋼業,金 属 ・機 械工業 等 の景 気変 動 に鋭 角 的 な影 響 を受 け るた

め,工 作 機 械工業 は,企 業 の 弾力 性,資 本 の力 率性 を小 規模経 営 に 求 めざ るを得 ない こ とにな ると考

え るれ る。
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国 名(年)

事 業 所 の 分 類 ぐ 従 業 員 数 に よ る 分 類)
1事 業 所

当 り平 均

従 業 員 数

1-10<100

'

IF100<500 皿 一500<1000 IV<1000 計

事業所 数 従 業 員 数 事業所数 従 業 員 数 事業所数 従 業 員 数 事業所数 従 業 員 数 事業所 数 従 業 員 数

西 ド イ ツ(
1966)

261
(57.2%)

35人99%

9,076

145
(31.9%)

263人37.3%

34,256

35

(77%)

747人28.5%

26,162

15

(3.2%)

1,485人24.3%

22,274

456
(100%)

210人100%
91,768

201

フ ラ ン ス

(1967)

173

(786%)

31人22.6%

5,300

36
(16.7%)

206人315%

7,400

7

(32%)

629人187%

4,400

4
(1.8%)

1,600人27.2%

6,400

220
(100%) 23,500

107

イ タ リ ー

(1966)

287

(89.7%)

30人58.2%

8130

33.
(10.3%)

190人41.8%

6,270

320
(100%) 15,000

47

ベ ル ギ ー

(?)

16

(593%)

41人183%
662

9・

(33.3%)

216人537%

1,940

2
(7.4%)

507人28D%

1,013

27
(100%) 3,615

134

オ ラ ン ダ

(1967)

17

(85.0%〉

4、6人30.8%

780

3

(15.0%)

583人692%
1,750

20
(100%) 2,530

127

イ ギ リ ス

(1966)

63
(31.5%)

39人5.3%

2,498

102
(51D%)

163人35.5%

16,632

20
(10D%)

499人21.3%

9,974

15
(7.5%)

1,179,人37.8%

17,684

200
(100%) 46188

234

ス ウェー デ ン

(1966)

26

(702%)

38人25%

1,000

9
(24.3%)

178人40%

1,600

2
(5.4%)

700人35%

1,400

'37

〈100%) 4ρ00
108

ス イ ス

(1966)

120
(795%)

39人23.5%

4,700

20
(13.2%)

240人24%9

4800

7
(46%)

743人26%

5,200

4
(26%)

1,325人26.5%

5,300

151
(100%) 20,000

132

全 ヨ ー ロ ッ パ
963

(67.3%)
35人16.3%

32,746

357
(24.9%)

206人35.5%

74,648

73
(5.1%)

660人232%
48,149

38
(2.7%)

1,359人21.9%

51,658

1,431
(100%) 207,201

145

ア メ リ カ

(1963)

464
(77.2%)

32人18.1%

14,710

98
(16.3%)

228人269%

21,869

22
(37%)

708人192%
15,583

17
(2.8%)

1,704人35.7%
2&965

601
(100%) 81,127

135

合 計
1,427

(702%)
34人16.8%

47,456

455
(22.4%)

210人33.1%

96,517

95
(4.7%)

671人22.1%

63,732

55
(2.7%)

1,466人28.0%

80,623

2,032
(100%) 288,328

142

日 本

く.

187

うち鍛圧 機

械57(
503%)

116

うち鍛 圧 機

械30
(31.2%)

21

うち鍛圧 機

械6(
5.6%)

48

うち鍛 圧

機 械11
(12.9%)

372

うち鍛 圧機

械104(
100%)

日本(工 作機
械工業のみ)

130社(48.5%) 86社(32.1%) 15社(5.6%) 37社(13.8%) 268社(100%)

資 料OECD
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このような産業髄 をもつ工作馴 工業のわが国の一部上場会社1・ 社と
,・ ・リカの代表的会社

10社 と砒 較したの幟 一(・)であ … れ・・よると
,ア・・カの一部大半を除・ナぱ 資本金 従類

等の雛 砿 ほ洞 じ程度であ りぽ 趾 ・ま旧 米の主要磯 間の格差はないと云え、
.し かし,

これを経営内容的にみると・特に・嚇 蝿 労鮭 備率など賊 かなりの格差があ。。と、、表 、

表一(3)日 米工作機械工業主要企業の規模比較

亀

`

会 社 名 資 本 金 従 業 員 総売上高
工作機械
売 上 高

専 業
比 率

工作 機械
シ ェアー

A
百万 円

4,500
名

4,315

百万 円

30,000
百万 円

12,434
%

41
%

5.2

B 2,500 2,215 12,217 11,967 98 5.0

日

C 2,500 2,212 12,085 10,622 88 44

D 2,450 1,894 12,965 8,323 64 3.5

E 1,500 2,824 17,792 10,292 58 4.3

5社 平均 2,690 2.692' 17,008 10,728 63 22.4

F 3,150 1,728 6,742 4,292 64 1.8

本 G 2,000 1,416 9,374 5,426 58 2.3

(

4乞

)

H

I

2,000

1,500

2,499

1,334

15,261

9,645

7,097

4,000

47

42

3.0

1.7

J 1,200 2,162 9,164 3,857 42 1.6

5社 平均 1,970 1,828 10,037 4,934 49 10.3

10社 平 均 2,330 2,260 13,523 7,831 58 32.7
ノ ー ト ン 20,199 18,380 116,647

シンシナテ ィ・ミー リング 14,993 14,610 101,183 72,360 73
ア

エ キ セ ロ 9,286 16,930 133,241 24,480 30

メ ブ ラ ウ ン シ ャ ー プ 8,606 4,200 23,631 15,120 55

リ
カーネーアン ドトレ ッカー 4,376 2,903 30,275 29,160 100

カ

ギ イデ ィン プ ル イ ス 2,406 5,401 36,086 30,600 100

サ ン ド ス ト ラ ン ド 2,178 13,586 108,145 14,040 18
(

43年
モ ナ ー ク 1,881 1,197 13,593 9,000 100

) ロ ツヂア ン ドシッ プ レ イ 1,224 585 5,347

ワ ー ナ ー ス エ ー ジ 1,223 5,648 56,816 34,560 65

10社 平 均 6,637 8β44 62,496

資料 日本工作機械工業会

一5一



で わ か る。 以 上 の こ とか ら,工 作 機械 工 業 は,機 械 工 業 ひい て は・ 全 産 業 に対 し・ 重 要 な役 割 を果 して

お り,企 業 内 に お いて は,合 理 的か つ 効 率 的 な経 営 シス テム体 制 が必 要 であ ろ う。

表一(4)日 米工作機械工業の経営比較

収 益 性 資産,資本構成比 生 産 性
流 動 総資本

会 社 名 売上高
利益率

営 業
利益率

総資本
利益率

固 定
資 産

自 己
資 本

比 率 回転率 労 働
装備率

1人 当り
売上高⇔

A 5.3 174 4.7 21.5 22.7 1296
回0

.9 1,247
稠

594

B 10.3 20.0 8.1 27.2 547 244.5 0.8 823 439

C 6.5 20.0 5.6 24.5 31.3 133.5 0.9 960 511

日 D 7.3 15.3 63 24.0 30.0 146.4 0.9 1,245 539

E 12.4 20.8 14.5 39ユ 49.9 179.2 1.2 999 498

5社 平均 7.9 18.6 7.2 26.1 346 1492 0.9 1,076 527

F 107 215 10D 16.9 60.8 273.5 0.9 609 334

G 63 16.2 5.7 29.9 26.5 118.8 0.9 1,798 544

H 4.9 12.3 4.5 16.0 25.6 138.0 09 741 482

本 1 6.9 13.1 76 40.5 40.7 119.2 1.1 1,979 573

J 8.6 15.0 7.7 27.9 354 135.2 0.9 1,126 353

5社 平均 70 15.0 6.6 250 35.1 141.8 0.9 1,143 446

10社 平 均 7.6 173 7.0 25.7 34.8 146.5 09 1,103 494

ノ ー ト ン 5.3 9.9 60 386 72.9 449.8 1.1 2,043 529

シンシナティ・ミー リング 5.7 12.4 8D 273 63.9 311.2 14 1,223 .577

ア エ キ セ ロ 6.0 11.9 8.1 43ユ 62.6 240.6 1.4 1,293 656

ブ ラ ウ ン シ ャ ー プ 5.9 8ユ 5.1 402 672 445D 0.9 2,375 469

メ ヵーネーアン ドトレッカー 7.2 15.4 89 40.6 65.0 273.8 1.2 2,226 869

ギ ィ デ ィ ン グ レ イ ス 4.4 9.5 50 27.6 55.8 271.0 1.1 1,494 557

リ サ ン ド ス ト ラ ン ド 6.0 12.5 5.7 38.0 43.8 194.2 1.0 2,975 663

モ ナ ー ク 9.1 18.4 11.8 33.6 77D 285.6 L3 2,955 946

カ ロ ツヂ アンドシ ツプレイ 4.8 9β 5.5 29.4 75.0 278.2 1.2 2,306 762

ワ ー ナ ー ス エ ー ジ 114 173 13.7 26.4 73.9 4593 12 2,210 838

10社 平 均 6.6 12.5 7.8 34.5 65.7 320.9 1.2 1,913 624

資料 日本工作機械工業会

一6一

■

■♪

⑨



●

勺

■

`

s

1.'2技 術 展 望

現 代は,技 術史 的 に はIron-Ageか ら軽 合金 ,プ ラス チ ック時 代へ の移 行 期 の 始 ま りとい われ て

い る。 加 工 の対 象 とな る材料 の変 革 が,加 工 万法,加 工 機械 に及 ぼす影 響 は非 常 に大 きいが,現 状 の

工業 製 品 の常 用 材料 が こ こ5～6年 の 間 に,大 巾 に非 金属 に置 き換 え られ るこ と はな い であ ろ う。

金 属材 料 の加 工 方 法 として,塑 性加 工,電 気 化学 的加工,鋳 造 ,熔 接等 の い わゆ る切粉 の出 ない 加

工技 術 は・ 切 削加 工 技術 に比 して進 歩 発 展 の テ ンポが早 く
,そ の傾 向 は,更 に 強 ま る もの と思 わ れ る

が ・ 当 分 の間 は・ 切 削,研 削加 工 が 機 械 工業 の加 工 の主 役 を演 ず るで あ ろ う
。 世 界 的 に も,中 後進 国

の工業 化 の 動 きの中 で,金 属切 削 用 工 作 機 が全 て の工業 を支 え るマザ ーマ シ ン とし ての現 在 の地位 を

短 期 的 に失 う もの とは思 われ ない 。

しか し,中 進 国 の工業 化の 進 み に っれ て ,日 本 の工 作 機械 工業 の 世界 に占 め る役割 り,地 位 は,大

き く変 化せ ざ るを得 な い であ ろ う。 日本 の 立地 条 件
,工 業 化 の テ ンポか ら考 え て も,製 品 として の工

作 機 械 は,よ り付加 価 値 の高 い もの,重 量 当 りの価 格 の高 い もの へ と変 って ゆ くべ きで あ る。 また基

本的には従来のように先進国からの技術導入を前提とし噺 製品開発噸 ること1難 しくな り旧 本

独自の開発を考えねばならない時期に入 っていると言えよう。

1.Zl工 作機械の技術的動向

工作機械の技術的な仕様を決定す る要因は今後どのように変化するか
。

以下,関 連する要因について順次考察 してみる。

(1)加 工対象物

① 材質:鯛 鋸 材料は講 造 機素の設計上の要求から蹴 的搬 耐 蝕鰐 の高いものとな

り,従 来より難削材料の比率が高まる。

② 寸法,形 状:

電カプラント,航 空機,船 など構造物の大型化に伴い,よ り大形化する傾向と一万精密機械工

業隔 子工業のニーズから・より小 さな・一クに対するミ知 化の傾向 とが強まる
.幾 何学的な

形状にっいては,従 来よりも複雑なものになり,精 密加工が増加す るであろ う。

③ 加工精度

加工願 の平均的水準は・搬 に向上する・旭 生産方式珂 能 とするための部品の互醐 の

蘇 のためだけでな く・部品の畝 性機 構の効率,小 型化等畷 計上の要求栃,寸 法搬 ,
表 面願 腰 求 す 禰 囲が広 が り,搬 の オ ーダ ー も一桁 雛 は上 が る もの と思 われ る。

(2)加 工 ロ ット,加 工 方 式

① 多 量生 産 ロ ヅト

特 定 の標 準 化 され た 部品 以 外 は,多 量 生 産製 品 の多様 化 の傾 向 の た め,現 在 よ りロ ットサ イズ

が大 巾 に増加 す る ・ とはな い・ ・の分 野 に対 して は
,ト ・ ンス ・ ・一 ・ シ ンの加 工 部品 の変々,

対 す る フ レキ シ ビ リテ ・の向 上 が要 求 され るの であ ろ う
.加 工 万法,切 削工 具 の開 発 に よ る加 工

ー7一



サ イ クル タ イム の大 巾 な減 少 に対 す る努 力 は 必要 で あ る。 一方,今 後 は従来 機械 化 され て なか つ

た分野 での マ テ リアル ハ ン ドリン グの 自動化 へ の要 求 が強 ま り,製 品 完 成 まで の トー タル シス テ

ム としての 自動 化 が技 術 的 な課 題 とな って クロ ーズ ア ップ して くる と思 われ る。

② 中 量 ロ ット

あ らゆ る分 野 で機 械 部 品 の標準 化 へ の企 業 努 力 が強 ま るため,中 量 ロ ットの 部 品 の種 類 は,増

加 す る もの と思 わ れ る。

この 分野 に対 して も,専 用 工 作機 械 の加 工対 象 に対 す る フ レキ シ ブ リテ イの向 上 が要 求 され,

NC化 の 傾 向 が強 ま るで あ ろ う。 汎用 工作 機 械 は,専 用機 的 な使 われ 万 が要 求 され る よ うにな ろ

う。

③ 少 量 ロ ット

先進 国 で は従来 の汎 用 工 作 機 械 の守 備 範 囲は,加 工 精度 上 の要求,製 作 期 間 の短 縮 に対 す るニ

ー ズ,熟 練 工 の不足,人 件 費 の増 加 等 の ため,NC工 作 機械,マ シニ ングセ ン ターに お きか え ら

れ て行 くであ ろ う。 これ らの 傾 向が 定 着す るた め には,ツ ー リングの標 準化,NC工 具 の規 格 化

が前提 とな り,ま た 工具 の寿 命 の 向上 に 対す る努力 が高 ま る。NC装 置 は,大 巾 に価 格 が低減 し

信 頼性 が向 上す るこ とが 必要 であ るが,電 子 技 術 の発 展 の テ ンポ は充 分 その 要 請 に応 え る もの と

思 われ る。

(3)切 削加 工技 術

加 工材 料 の 難 削化,加 工 精 度 の向 上等 の た め に,切 削 工具 の進 歩,切 削方式 の改 良等 に対 す る進

歩 が期 待 され て い る。

切削 前 の素 材 の製 造 技 術 の進 歩 に よ って 切削 代 は現在 よ り大 巾 に減少 す るで あ ろ う。 これ らの傾

向か ら考 え る と,従 来 の 切削 方 法 の中 で は,研 削加 工 の 占 め る分野 が拡 大 して行 くで あ ろ う。 難 削

材 料,(軽 合金,ス テ ン レス,耐 熱 合 金etc… ・…)に 対 し ては 切削加 工 以 外 の加 工万 法 が 開発 改

良 され,切 削 加 工 に置 き挺 られて い くよ うに思 わ れ る.切 削工 具 は,加 工精 度 ・ カ・工能 率 の 向上

等 唾 求 授 け て,工 具輪 の向 上醐 待 され る.ま ナ・工 作 蹴 の鰍 運 転 を可能 とす るた めに は・

現 醐 粉 の処 理 が ネ 。ク とな 。て い るの で,近 い将 来 に は,工 具 に よ るチ ・プ プ レー ク処理 の 改良

が 大 き な課 題 とな ろ う。 ・

振 鋤 削欝 の新技 術 に よ ・て切 削動 力 の低 下 を実 現 す る・ とが 出来 れ ば ・ 工作 蹴 本 体 の構

造,設 計 に大 きな磐 を及 ぼす で あ ろ う.カ 同工能 率 の 向 上,切 削 力 の低 下 に よ る力・工鞭 の 向 上等

の技 術 的腰 求 か ら,切 削 ス ピー ドは,蜘 こ上 が り,醐 ・伴 ・て ・工 繊 械 は・ ます ます 高速 化

され るで あ ろ う。

(4)工 作 機 械 の制 御方 式

従 来 の徽 的制 御,電 気 油 圧的 制 筋 式 は,汎 用機 専 繊 で は・ そ の ま ま受 け つ がれ・ よ り改

良 され るで あ ろ うが,プ ロセ ス コン ピ ュ ー タの発 達 に っれ て,計 算 機 制御 方 式 が大 巾 に採 用 され

る よ うに な ろ う。 また 制御 の対 象 も,機 械本 体 だけ で な く,マ ニ シ ン グセ ンター の よ うに,ツ ー ル

の交換,加 工 物 の交 換,加 工 物 の搬 送 の 分野 に広 が り,DNC(DirectNeumerica1
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Contro1)に よ る複 数 の工 作 機械 と搬送 装 置 の 制御 方式 が
,実 用 化 され る時 期 に入 る。DNCの

時代 で は・ 更 に複 数 の工 作機 械 に対 す る仕 事 の割 当て,ス ケ ジ ュ ー リン グ,お よ び上 位 の生 産 管

理,機 械 工 場全 体 を対 象 とした コン ピ ュ ー タ コ ン トロー ル シス テム が一部 実用 化 され る もの と思

われ る。

現 在 の プ ログ ラム コ ン トロー ル方式 に,更 に実 稼 動中 の状 況 に適応 させ るため のい わ ゆ る適 応 制

御方 式 の研 究 が進 み,NC機 は更 に実用 に耐 え る性能 を有 す るよ うにな る もの と思 われ る。 この た

め に は,計 測 技 術,装 置,お よ び計測 値 の処理 に対 して も,プ ロセ ス コ ン ピュー タ が寄 与 す るで あ

ろ う。

加 工 精 度 の向 上 の た め に は,工 作機 械 の運 転 時 に お け る熱 変形 の防止 や,切 削荷 重,ワ ー ク荷 重

に よる変型 の防 止 の た め構 造設 計 上 の改 良 が行 われ て い る。 しか し,こ れ には 限界 があ り,こ れ ら

の影 響 を除 くた めの 修 正 制御方 式,あ るいは 被加 工 物 の精 度 を直接 的 に計測 す るこ と に よ る 精 度

修 正方 式 が研 究 され,実 用 化 され るで あ ろ う。

(5)工 作 機械 の生 産 性

工 作 機械 の生 産 性 は,従 来,個 々の工 程 に対 す るオ ペ レー シ ョンサ イ クル タ イム が主 要尺 度 で あ

つた が,今 後 は 更に 素 材 の イ ン プ ットか ら,完 成 部 品 に ア ウ トプ ットされ るまで の総 合 的 な スル ー

プ ットが着 目 され 評価 指 数 とな るで あ ろ う。

言い か え る と総 合 加 工 シ ステ ム にお け る機 械 工場 の工 作機 械 の役割 りが総 合 的 に評価 され ね ば な

らない こ とを意 味 して い る。

ま た加工 精 度 の 向上 に伴 って,指 数 関係 的 に 加工 コス トが増 加 す る と言 わ れ てい るが
,一 般的 な

加 工精 度 の向 上 の要 求 の中 で生 産 性 を上 げ るた め に は,関 連 す る広 範な 技 術 の開 発 利用 を計 らね ば

な らな い。

(6)計 測 技 術

加 工 精 度 の 向上 のた め に は,計 測技 術の 進歩 が その前 提 とな る。

・れ らの 齢 し た調 技 術は,工 作 醐 お よび その 制 働 式 に も組 み込 まれ て行 くであ ろ う
。

(7)構 造設 計

加 工精 度 を得 るた め には,従 来 の静 的 な剛性 に対 す る要 求 の他 に
,加 工 時 にお け る動 的 な剛 性

(振 動特 性)が 問題 で あ るが,こ れ らに対 して の研 究 が進 み,工 作機 械 に対 して も動 剛 性 を考 慮 し

た,構 造 設 計 が要 求 され るよ うに な ろ う。

この研 究 の成 果 として,機 械 の軽量 化 が進 む可 能性 が大 きい
。 特 に汎用 機 に対 して は この 方 面 の

ら

研 究成 果 は,コ ス ト低 減 の大 きな 要素 とな ろ う。

(8)工 作 機械 の生 産 シス テ ム と設 計 方式

工 作機 械 は,一 部 の小 型 汎用機 をの ぞ き多量生 産方 式 を とる こ とは 困難 と思 われ る
。

ま た汎 用 機 も(個 々 のユ ーサ 一側 の 使 い万 は あ る仕 様 範囲 に止 って お り)仕 様 の 多様 化 に応 じ得

る構 成設 計,ユ ニ ット,ビ ルデ ィング シス テム に基 づ く設 計 が 主流 を占め るであ ろ う
。 また機 械 の

搬 的 な機 素 につ い て は・ 規 靴 擦 靴 が 拡大 し
,・ れ らの 部品 は専業 の ・・一 ツ メー か か ら供
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給 され るよ うな体 制 が推 進 され るよ うに な ろ う。 従 って,工 作 機械 メー カー で は 自社 の製 品独 自の

部 品(構 造材,機 種 特 有 の 主要 部品 お よ び技 術的 に 自社生 産 を要 す る小 型部 品)を 製 作 す る機 械 工

場 と組 立 工場 及 び中 間部 品倉 庫 が 主 要 な工場 構 成 とな り,こ の三 つの ブロ ックを総 合 的 に最 も効率

よ く運 営 す るた めに は,マ テハ ンを も含 め て,EDPに よ る総 合 的な 集中 管理 方 式 が と られ るよ う

に な ろ う。 製 品 の高級 化 に伴 な って組 立 工場 で は組 立 作業 後の,調 整,検 査作 業 が 大 きな 比率 を占

め る よ うに な り,主 要 な 自動 化 の目標 と な る もの と思 わ れ る。

1.2.2工 作機 械 メー カー の今 後 の方 向

上 述 した よ うな技 術 的動 向 か ら,将 来 の工作 機械 メーカーは,製 品 を製 作 し販 売 す るだ けで は,主 体

性 を失 う。 した が って,将 来 は,関 連 した広 範 な 分野 の技 術,製 品 の供 給先 に対 す る生 産 シス テ ムに

ま で タ ッチ し得 る,シ ステ ム ビル ダ ーへ と変 換 して ゆ くで あ ろ う。

また 国 際競 争 力 を増 す為 に は,ま ず 開発 力 をつ け るこ とが 先決 条 件な ので,製 作 機 種 の 統 合整 理 の

方 向 に動 い て行 く もの と予想 され る。

.φノ
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2.情 報 シ ス テ ムの 必要 性

工作機鱗 昇順 らず・礫 活動はすべ・冷 んらかの情報に基い・,髄 し,計 画し,醐 が
行 なわれているわけで・領 その必難 の言・もないが

,従 来多 くの麟 は,局 所的に発生し,人

間がその間醜 肛 レ 総合的判断}・役立たせてきている
.そ のため,そ の情報のタイム.。 グ

や精度の点で・その斉合性において隔 醗 生して・・るのが現状である
.一 路 先の多靴,環 境

の国際化等・企業をとりまい・いる殿 の変イヒ
,社 会の鹸 化に伴い請 報は質量 ともに高 次的

に増加して行 くものと考える・今後の企業は,・ れに対肌 ・ゆく努力必 要であ り,。 れ らの情
報に対して,

いかにして必要情報を選別し

それを素直にインプットし得る環境をつくり
,

早く引き出し得る効率のよいフ・・リングを考え
,

早く,安 い,処 理システムを設計し,

タイムリーに役立つ報告制度を確立し
,

今後の経営管理に役立たせうるか,

は,企 業に課せられた大きな責務である
。

特に労働 の質と量の今後の変化は重大な要因と考えられ・
.そ し・い+数 年の技術革新に伴

う高度成最 らびに都市化のためにぽ 働需給髄 は楡 変化をき・
・した.蝿 労餉 の第三次

産業への移動が激しい 一万頃 近は第一次産業・・ら第二次産業への流入がにぶ 。てい。
.。 うした

労働 の不蹴 今後の礫 の成長酬 え,ま た需醐 係から詮 の大巾醐 加をも,、らすもの、

考えられる・したが ・て湧 難 産性を高め・ための省力設備の投資・地
詐 業お、ぴ醐 の標

靴 単離 が今後 も益・進むであろう・業務の定型化は燗 性の抑圧の嗣 姓 、つつあり
_方新

しい労働力は醐 ・ベルの高い もの・・代置され・すう勢にあ・
ので淀 猶 務の。ン。..,

化は,何 をおいても当然なすべきことであろう。

このように燗 の介入を出来う・限 り排除す・・とは洛 離 間
の… 一。。一スを賜 にし,

トータルシステムを通して・織 の縮 化・・図 られ・わけであ・.す なわ・省力のためのみでなく,蝸
こ購 いかに燗 をより醐 ・介入・せ・か・⇔ れわれ

の情報・・テム本来の狙いであり,われわれ
が指向するマンマシンシステムである

。

要するに労働力の質量の変化に対・て・企業側とし・,従 来のぜい・・くな労働 の使い万は知

能 となろうし・燗 の もてる能力を・・レ糊 しうる・・テ・を考えねばなら
ない。
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3.情 報 化 とそ の 問 題 点

急速に醒 しつ、ある情報化の中で,工 作機械業界をとりまく環境は多くの変化をきナ・しているが

その情靴 は,企 業内麟 処理及び繍 の系　・1化又醒 グループ形成等の点において・必ずしも他業

界醜 し水準は高くないのが現状である.・ れには業界自身それなりの理眠 あり・例えば垣 の割

りに離 も多く閣 連部品・一・一迄考えると前 述し了・ごとく調 模の小さな企業撒 多く乱立し

ている状況である。以下その特性と情報の問題点について述べる。

(1)多 種少量生産体制である。

工作機械と一概に言 っても,小 型の旋盤から当社の取扱 っているような百 トン以上もする大型工

作機迄その生産の規模及びその方式 も自ら異るのも当然である。

しかし標準機 と言えども,客 先の多様化に応じた市場指向型のシステムが要求される一万,大 型

機および専購 縦 来の イ・デ・ト的顧 か ら,早 くも脱皮し,離 別部組のモジ・一ル化の方向に

あることは事実であるが,現 状機種に応じて層別管理 の体制をとらざるをえず,そ の上での総合性

の機能が発揮しうる必要があり,従 来の画一的システムでは不可能 とな ってきている。

そこで方向としては機種の整備とその標準化の上に,そ の部組のモジュール化により,客 先の多

様化と仕様の変化に迅速に対応しうる体制が必要であり,定 型業務の自動化を前提 とした,デ ータ

の整備と源流 ワンインプッテイングシステムの方向づけが大切である。

② 生産設備財である。

我が国の高度成長を支えてきた華々しい面の陰には,そ の性質上,景 気変動のたびに大巾な受注

の増減の滅 受け,そ の裾 は他業界敵 して甚大であ りは 講 本比率硯 られ るよう}こ吟 業

体質 の脆 弱 性 を示 して い る。

これ は企 業 内 の シ ステ ム以 前 の 問題 と して,業 界 の体 制 整 備 お よ び機種 調整 の 促 進 は もとよ り,設

備 投 資 につ なが る過 当競 争 の防 止 に,わ れ わ れ知 恵 の結 集 を図 る必要 が あ る。

今 後 は政 府の景 気調 整 の 機能 も年 を 追 って 改善 され,省 力設 備 投 資 の ウエ イ ト も高 ま り,そ の需

給 の タ イム ・ラグ も短縮 され るで あ ろ うが,当 分 は設 備,要 員 の計 画 に対 して は;充 分 先 見性 が 必

要 で あ り,そ の 意 味か ら景 気 の予 測 力強 化 の シス テム が需 要 予 測 シス テ ム と共 に企 業 の メ イ ンシ ス

テ ム とな らね ば な らな い 。

(3)労 働 集約 的 で あ る。

過 去 は と もか く,労 働 力 を多 く必 要 とす る企 業 は,そ の対 策 を怠 る と,成 長 発展 す る権 利 を放 棄

す るこ とを意 味 し,今 後 は 。 ンピ。一夕を離 し撫 人工 場 イヒを指 向 しっ ・澱 階的 に シス テ ムイヒを進

める必要 があ り,そ の進 め万 そ の もの が シ ステ ムの本 質 で もあ る。

既 に我 が国 にお い て も,DNCが 実 用 化 の段 階 に近 づ きつsあ るが・ 各 メ ー カー機 器 の 間 の イ ン

タ_フ ェー スが ハ ー ド及 び ソフ ト両 面 にお いて 接続 を困難 に してい るの が現状 で あ る。
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,設 計 の 自動 化 も一 部 配管 配線 の分野 に限 られ,設 計 の 自動化 と同 時に,手 配 に必要 な標 準 時

間 の見 積 り,NCテ ー プ等 かA手 配 伝票 に至 る,手 配 準 備 の作 業 が 同時 に行 わ れ るよう に な るに し

て も,相 当の 年 月 を要 す るこ とで あ ろ う。
、 ～.、 、ノ ㍉,・ 、 、 ∴ 、,,

(4)固 有 技 術 度 が高 い。,、
"

昔 の職 人的 技 術 の 保存 も現 在 な お尊 重 され てい る面 もあゐ が,機 械 の精 密 化,自 動化 を通 し て,

解決 しつ つ あ り,最 近 の ア ダ プテ イブ コ ン トロ ール の ご と く,経 験、的技 術 を吸収 レ,更 に 高度 な技

術 コ ン トロー ル が可 能 に な りつsあ る。 な お設 計 面 に おい て も,図 面 の 標準 化,GT ,化と共 に設 計

ロ ジ ック のパ ター ン化 を狙 って,C .A.Dシ ス テ ムの実 用 化 も図Aれ よ うとして お り,一 万 特許

情 報 も含 めノこ各 種 技 術 情 報(D検 索 シス テ,A,も,e社 で研 究 され つSあ り,,従 来 の固 有技 術 も,シ ス テ

ム の内 に麟 化 卿 れ て い く,ele・!9Fdi違い ない・i・一,一

・一 方洛 企 業の 成 即 興 は・ 親 繰 を と りまい て小 さ耳 場・ 企業 が乱立 して い るのが 現 状 で

あ り
:t、米 国 のCと く部 品(D標 準 化 が進 み・ 専 業 化 されて い な い ため・ 観 工場 の一 部 の ごと き密 接 な

・関 係 に あ りなが らパQ ・c・Dの 点 にお い て充 分 な 管理 が お こなわ れて い ない のが 実状 で あ る・..1

-.一部G・,,.T,!4に 苦 り∴7ァ ミリー、別専 用」 場 化 の動 き・もあ るカ㍉ 景 気 変動 の波 の しわ を その 都 度受

け やす い た め・
iそ σ～効 果 もあ ま り期 待で ミ如'。..t.

将 来 団地 化 の機 会 に親 企業 との 間 に,ネ ットワー ク も考 え られ るが,外 注工 場 か らみ ての 恩 恵 に

っ い ては,多 少 の 疑 問 が残 ってい る。

4 寸

`

一13一



一

声

』

(0レ ベル)

予 測 システ ム

(1レ ベル)

プラ ンニ ング システ ム

(2レ ベル)

オペ レー シ ョナル

プ ランニ ング システ ム

(3レ ベ ル)

総 合 フ ァイル システ ム

(4レ ベル)

オペ レーシ ョナ ルシ スァ ム

経営管理機能関連プロ

`

l
i
`

1
1

110

(1ス テ ップ'i

O20(2ス テ ブプ)1(3ス テ ププ'!(4ス テ フプ'i(5ス テップ'

ili

lll
ll

130140150

予 測

021景 気予測

022需 要予測

0^3技 術予測

Ot外 部関連情報

120

構 造 計 画 マーケプティング計画 目標 管理指 数 目標設 定モ デル 目 標 設 定

1口 長 期設 備計 画

112〃 要員 〃

113〃 生産性 〃

114〃 プbジェクト 〃

121マ ーケ ッティング

122製 品開発

123長 期生産計画

124〃 売上計画

131長 期原単位及び管

理基準の設定

141予 測モデル

142設 備投資選択モデル

143管 理指数関連モデル

144財 務計算モデル

151目 標 損益 計画

152資 本 構造 目標

210 220 230 240 250

設備 人員 計 画 受 注 計 画
原単位データおよび管理基準

メ ン テ ナ ン ス 追跡 計算 モ デル 計 画 作 成

211要 員 計 画

212能 率 〃
213設 備 〃
214能 力 〃

215部 門費 〃
216外 注 〃

221マ ーケッティング

222受 注計画

223生 産 〃

224売 上入金 〃

231販 売基準及びデータ

232見 積 〃
233製 造 〃

234単 価 〃
235品 質 〃

241時 系列展開モデル

242資 金調達 〃

243製 造損益計算

244部 門費算定モデル

251管 理目標の指示

252予 想レS,P/L

作成

310 320 330 340 350

r

＼
設備人員ファイル

r

＼

_、　ツ
/

＼

、

手配用ファイル

＼

ノ
管理基準ファイル1

ノ

、 r
＼

実績ステータス

フ7イ ル

410 420 430 440 450

設 備人 員 管理 受 注 管 理 自 動 手 配 追 跡 管 理 差 異 分 析

41]要 員配 置

412能 率 管理
413設 備 〃

414操 業 〃
415部 門費 〃
416外 注能力 〃

421引 合情報管理

422設 計製造仕様検討
423自 動引当

424オ ーダーエントリイ
425受 注選別
426サ ービス管理

431販 売票発行
432工 事命令書発行

433製 造明細書 〃
434必 要血計算

435手 配調整
436自 動出票

441工 程管 理

442.原 価 〃
443品 質 〃

444入 金 〃
445出 金 〃
446資 金調達 〃

451遅 延分析
452原 価 〃

453品 質基準 〃
454入 金 〃
455出 金 〃

456資 金調達分析

『

ロ ック表

一

『

営 業 活 動 設 計 業 務 加 工 作 業 運 搬 作 業

CAD

IR

技術情報並びに図面

NC化

DNC化

生産管理との総合化

自動倉庫化 ●
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4.経 営 情 報 シス テ ムの概 要

工 作 機械 業界 の コン ビ ・ 一 ・の 高 度利 用 を阻 む噸 に っい 引 ま卿 述
の通 りで あ 、、治 後 は こ

れ らの 問題 を解決 す る ため洛 ・ 一 か は ・ ン ピ
・ 一 夕 の高度 利用 に

,飾 的 な 。 プ 。一 チ を行 な

うであ ろ う。

さて願 にあ げ た・M・Sへ の ・ プ ・一チ と言 う蜴 ・・ら
,第1図 の 縮 管 理 離 関 連 プ 。 。 ク

表 を想 定 した・ ・れ は 一例 を 示 し たに す ぎな … 鴻 営 管 理機 能 を,
つの 。ベル と,つ の 。 テ 功 ζ

フP'ク 化 した もので あ る
・5つ の ・べ・レ1故 の とお りで あ る

。

0レ ベル;予 測 システ ム

1レ ベ ル;プ ラ ンニ ング シ ステ ム

2レ ベル;オ ペ レイ シ ョナ ル プ ラ ンニ ン グ シス テム

3レ ベ ル;フ ァイル シス テ ム

4レ ベ ル;オ ペ レイ シ ョナ ル シ ス テ ム

今後MISへ の ・プ ・一 チの た め ・・は
・ ・の ・つ の ・べ 晦 に一元 化 されt、デー,ベ ース の 。 。テ

ム化 と同時 に洛 レベル 間 の ・ ・テ グ ・一 ・蜘 何 な ・・ ジ ・クで取 ・か が課題 、
な 、で あろ う。

シス テ ムの⑭ 万 と して は
・ オ ペ ・… ナル な ・ベル か ら逐次 進 め ざ ・を得 な い 翁渡 終 的 には

1レ ベル の プ ラ ンニ ング ・・ テ ムで 表 現 され た経 営者 の判 断詣 示
が4・ ベル の オAe。,。 。ナル シ

ス テ ムにお いて な され る伝票 発 行指 示 につ な が
・た ものに な ・は ずで あ ・

.。 の 。 とは ボ 、ム ァ 。プ

式 管理 か ら・ ト ・プダ ・・式経 営 馳 体 制へ の脱 皮 を翻 す 。 も
の であ 、。

5つ の ステ ップは下 記 の通 りで あ る
。

1ス テ ップ は"何 で"の プ ロ ツクで 資 源 管理 プ ロ ツクで あ る
。

2ス テ ・プ はtt何 を"の カ ・クで繰 の取 り扱 う励 決 定 し晒 す ・ブ
。 。クで あ 、。

3ス テ ップ はtt如 何 に"の ブ ・ ・クで醜 指 数 お ・ び原 靴 を管理 す ・ブ
・ 。ク であ 、

。4
ステ ップ はttす るには""す れ ば"の ブ ・

・ クで・ ・の・ テ ・ プでの1・ ベ ル では
,最 靴,

モ デル と して の シ ミ・レー シ・汲 び机 上追 跡 の計 餓 能 を持 ち
,4・ ベル で は難 の オA・」,。

ヨンの追職 能 を持 つ
・ 更 に ス テ ー ・… イル への実 績 デ ー ・の ・ ・一 ・バ ック機能 を も含 み

もつ もの であ る。

5ス テ ップ で はs"ど うな ・"ttど うな ・た ・の評価 ブ ・ ・クであ り
,。 の 。 テ 。プで の オAe。 一

ン ヨナル シス テムで は 計画 難 の 差異 の分析 を行 な
い,離 した ブ ・。クへ の 。,一 ド,・ックの 機

能 を筋 ロ ジ ックの変 更 や騨 位 の メ ンテ ナ ・・は燗 が介 入 す ・
.又 。の 。 テ 。プでの,

プ ランニ ング シス テム
・ オペ ・一 ・ ・ナル プ ・ンニ ・ グ ・・テ ・で は

,パ ラ.+を 介 、て 。 、
ユ‥ ションに よ り

・計 画 の緬 を行 な う・ ・の模 した繕 鯉 靴 醒 ブ ・ 。猿 の指 向す
ると

ころ は・ 一 言で 言 えば 「手配 の 自動 化1・始 ま りぽ 配 の最 適 但 終 る」 と言
え る。
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}

以下各 レベ ル を追 って 簡 単 に説 明す る。
r、 、'一 ・+,

4.1オ ペ レ イ シ ョ ナ ル シ ス テ ム

。の.ベ ルは,引 合情報からパラ・・シー・作成お・嘩 呼 ㌃ 貫垣 ぺ、と一シ㌘ ル

な トー タル シス テム を指 向 した もので あ る。..

以下 各 プロ ッグに分 け で記 述す る。

.㍑ 煕 鷲1:計 画、れた設備人員纏 ナ・資』 す・1・めのものであ・・

当ブ・ ・クは次の・つのサブ・・テムかξ構成・れてL``'・,"1 .ll∵1

411

412

413

414

4i5

416

420

要員配置

・能率管理

設備管理

操業管理

部門費管理

外注能力管理

t'11-

、㍉

受注管理ブロック

。の ブ 。,ク は引 舗 鞭 理 か ら受躍 男‖蛭 ・い わ ゆ ・オ ー ダー エ ン トリイ'シス テムで あ る.'一

ここでは客先噸 に応 。て,部 緬 ・部品の引当源 価お・び納期の見積りが行なわれるカ㍉ この計

算 ・・は223の 生 産計 画 ・・メ ンテ ナ ンス ・n・43・ の 剛 ・ ・ク}こつ な カ1る1手 配 時}こは33'o

の手 配用 。 。イル か らタ イム と・ ス トの情 報 が引 き 出 され る・

この ブ 。,ク 敵 の6つ の サ ブ システ ム カ・ら轍 され て い る・''"

421

422

423

424

425

426

430

手 配 伝 不

引合 情 報 管 理

設 計,製 造 仕様 検討

自動 引 当 ・

オ ー ダ ーエ ン トリ イ

受 注 選 別

サ ー ビス管 理

西の鷲 ㌶ 蹴 省力のみの狙、・ではな・,本醐 ・はジ・ブ間の日程罐 を

鑑 蒜 ㌻ 二巖 ㌫:㌫ 二漂 ㌻芸 二鴎 ご三㌃
・
に最適 化 の,,め に は,42・ の受 注 管理 ブ・ ・クの醐 見積 りの際 の ・ケ ジ ・'リ ング機能 が総 合 性

を発揮 す 。必要 があ り,麟 の 変僻 応 じつ つ・ 総合 的 見堪 り手 醐 フ ァ イルの デ ー タは・ メ ンァ

ナ ンス され ねば な らない 。

この プ ロ ツクは次 の6つ の サ ブ シス テ ムか ら構 成 され て い る。
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431

432

433

434

435

436

440

販売票発行

工事命令書発行

製造明細書発行

必要量計算

手配調整

自動出票

追 跡 管理 ブ ロ ック

この プ ロ ツクは計 画 に もとつ い て,実 績 を追跡 管理 す るブ ロ ックで あ る。 そ の 計 画 は240(追 跡

計 算 モ デル)プ ロ ツクで 机上 シ ミュレー ションが行 なわ れ,そ の 可能 性が既 に追 求 され て い る。

しか し実 際 には ロ ジ ックの 斉 合性 の 問題,デ ータ の タ イム ラ グ,マ ニ ュ アル の不 備,管 理 の 不徹 底
・`

か ら差異 を生 ず る。

したが って この ブ ロ ックは物 と金 とにつ いて,そ の実 績 をす べて350実 績 ス テ ー タス フ ァイル に

タイ ム リーに供 給 して置 く必 要 が あ る。

同時 に その ス テ ータ ス フ ァイル か ら,逆 に必 要 な情 報 を受 け て,次 の追 跡管 理 に役立 たせ る。

こ のブ ロ ックは次 の6つ のサ ブ システ ムか ら構成 され てい る。

441

442

443

444

445

446

工程管理

原価管理

品質管理

入金管理

出金管理

資金調達管理

450差 異 分 析 ブ ロ ック

従 来 の評 価 ブ ロ ックは,計 画 と実 績 との 差異 の表示 に止 ま り,人 の努 力 とか 意 欲 に原 因 を転 稼 し過

ぎ る き らいが あ ったが,本 来 はそ の と りま く環境 の分 析 が主 体 で なけれ ば な らな い。 即 ちこの プ ロ ツ

クで は原 単 位 とか 管 理基 準 を通 して評 価 を 行 い,差 異 を 計画 及 び ト ップ機能 ヘ フ イー ドバ ックす るプ

ロ ツクであ る。

この フ ロ ックは440追 跡 管理 と対応 す る もので6つ の サ ブ シ ステム よ り構 成 され てい る
。

451

452

453

454

455

456

遅延分析

原価分析

品質基準分析

入金分析

出金分析

資金調達分析

こ の オペ レー シ ヨナル シス テ ムの各 ブ ロ ックの5つ の 機能 に対応 して
,必 ず オ ペ レー シ ヨナル プ ラ

ンニ ング システ ムの 計 画機 能 が存 在 す る。 計画 ブ ロ ック と実行 ブ ロ ックは同 一 ロジ ックで構成 され て

一17一



い るため,サ イ クル は本 質 的 な 問題 で な く,毎 日であ れ ば実 行機 能 で あ るし,1月 あ るい は1年 サ イ

クルで あれ ばこれ が 計画 機 能 で あ る。

このオ ペ レー シ ヨナル プ ラ ンニ ング シ ステ ムの計 画機 能 とオ ペ レー シ ヨナル シス テ ムの 実行機 能 と

の間 に両方 をつ な ぐ,総 合 フ ァイル シス テム の フ ァイ ル メ ンテ ナ ンスの機 能 が存在 す る。 この 三 つ

の シス テ ムの機能 を総 称 して オペ レイ シ ヨナル ト一 夕ル シス テム と も言 え るで あ ろ う。 これ ら各 レベ

ル(オ ペ レー シ ヨナル プ ラ ンニ ング シス テ ム,総 合 フ ァイル システ ム,オ ペ レー シ ョナル シ ステ ム)

お よび ス テ ップ の縦横 の 機能 の イ ンテ グ レー トは,MISへ の アプ ロ ーチ の基 本 的条 件 とな ろ う。 そ

のた めに,デ ー タ ベ ース管 理 の一元 化 と計算 プ ロ グ ラムの モ ジ ュー ル化(即 ち プ ロ グ ラムベ ー ス管理)

が必 要で あ り,こ れ らの 進展 は今 後 の ソ フ トお よびハ ー ドの 開発 に まつ ところが 大 きい。

A

「¥

ウ

4.2総 合 フ ァイ ル シ ス テ ム

各 ステ ップに応 じて,5つ の フ ァイ リング を考 え てあ るが,今 後 は1つ の総 合 フ ァイル シス テム と

して デ_タ の イ シテ グ レー トを考 えてお く必 要 が あ り,ど この プ ロ ツクか ら もア クセ ス し得 るこ とが

大 切 であ る。

310設 備 人 員フ ァイル

この ファイ ルは,現 時 点 の設 備 人 員 ファイル で あ る。そ して 設 備計 画 お よび作 業 者 の 作業 実 績 の デー

ターを貯 え,両 者 の組 合 せ か ら生 産 計画 立案 の 際 の負荷 平 準化 の シ ミュ レー シ ョンに よ り,設 備 人 員

に関 す る計画 実施 に役 立 たせ る もの で あ る。 そ れ と共 に設 備償 却 計 算,残 業 管理 等,部 門費 の計 画 管

理 に も役 立 っ もの であ る。

(1)設 備 フ ァイ ル

(2)人 員 ファ イル

① 能 率計画

計 画

設 備 能 力

⑤ ④(手配用
フ ァイル)

生 産 計 画 遂 行 上 の 前 提 条 件

GTフ ァミリィと内外製関連

部品単位,部 組単位の外製三]1前対策

部品 レベルの事前IE活 動の推進

設備 レイアウト計画

設備,人 員稼動計画

一面

理

ノイ

(計

符

万
1　

品

ル

個

イ

部

方

図 一(2)設 備 人員 フ ァイル
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320受 注 計 画 管 理 フ ァイ ル

この ファイル は・難 計 画 お よび受 注醐1・ 必要 な儲 総 合 的 に
フ ・イル して あ り,受 注,生 産,

趾 ・ 入合 の調 お よび購 の ・ テー ・ス フ・イル であ ・
.サ ブ ・。イル と して;exの5つ の 。 。イ

ルが あ る。

(1)得 意先 ファ イル

'(2)製 品 部組 織 成
フ ァ1イル

(3)引 合情 報 フ ァイル

(4>内 外競 合 製品 情 報 フ ァイ ル

(5)流 通 機 構 フ ァイル

●

納 期 見 積
1(手 配用 フ

ァイル

部 個 品

ファイノ

偏
見

設
人

万

部 組

舗

ファイル

L(実績 ステータス。.イ 、り

ノ

注

画

理
イア

受

計

管
フ

部個品

ファイル

別
価

ル

期
単

方

r売 上 ・入金 ・販売利益予想

TOV

ファイル

図 一(3)受 注 計 画管理 フ ァ イル

」
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330手 配 用 フ ァイ ル

。 の 。 。イ ルは 注 入計 画,手 配緬 お よび製 造 手醐 の タ・ ・,・ ス トに 関す る基 本 的 な デ ー タ

の 。 。イ ルで あ る..。 の 。 。イル は樋 の 構成 デ ー タ と部 品 個 ・の 殴 な デ ー タ との二 つ カ'らな つて

い る。

こ の 。 。イ ルは 常 に最 新 の情 報 が蓄 積 され る よ うに メ ンテ ナ ン ス され て いて ・ 管醗 準 フ ァ イル

と実 績 ス テ ー タス フ ァイル とは相 互 に リンケー ジが と られ て い る。

手 配 用 。 。イル の 構成 方 灘 つ い て は洛 ・ 一 ・一 ・瀧 ソ フ ・の開 発 ・・努力 してい るの が現 状 で ・

あ る。

(1)構 成 フ ァイル

② 部 品 デ ー タ ファ イル

■

.5

(受 注 計画 管理 フ.イ ル)(管 理基準 フ ・イル)

.言緬

ファイル

手配済

ファイル

手 配用

ファイル

手 配待

ファイル

内外作

基 準
ロジック

(部 個品 ・ ・イル)

製 作 手 配
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図 一(4)手 配 用 フ ァイル
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340管 理 基 準 フ ァイ ル

この フ ァイル は手 配用 の ベ ース とな って い る基本 的 デ ー タを構成 す る原単 位(標 準 時 間等)を 対 象

とし情 理 難 の 変 化 を追 跡 し管 理 す る こと 醜 し・と してい る ・ ・イルで あ る
.そ の よ うな意 味か ら

管 理基 準 フ ァ イル を通 して 管 理 水 準 の維持 向 上 が計 られ るわけ でφ る。

350実 績 ス テー タ ス ファ イル

こ の フ ァイル は 企業 活 動 の実 績 デ ー タの ステ ー タ ス フ ァイルで あ る
。

受 注 か ら入金 まで の 製 品別 の ス テー タスの変 化 を 時系 列 に常 に掌握 す る フ ァイルで あ り
,更 に 部 品

レベル で出 票 か ら組 立 完 了 まで の ステ ー タス変 化 を記 録 してお くフ ァイル で もあ る
。

この フ ァイ ル作 成 に あ た つて は,必 要 に よ り横 断 面,縦 断 面,と もに各 ステ ー タス を タ イ ム リー に

引出せ るよ うに締 して お く必 要 があ る・ こ うす る こ とに よ り
,例 えば従来 の月末 決 算 は,何 時 で も

可能 とな るはず で あ る・ しか しな が ら当面 はイ ・プ ・トの タイ ム ・ グが問題 として残 るで あ ろ う
。

これ らの問題 が鰍 され て・ は じめ て ・チ ー タ・ カ・タ ・・ リー}・櫨 で き る よ うに な るで あ ろ う
。

こ うした シ ステ ム の積 重 ね がMISの 基礎 づ く りに はか かせ な い
。

●

b

4.3オ ペ レ ー シ ョ ナ ル プ ラ ン ニ ン グ シ ス テ ム

こ の レベ ルの機 能 は次 の5つ の ブ ロ ックか ら構 成 され て い る
。

210

220

230

240

250

設 備 人 員 計 画 ブ ロ ック

受 注 計画 ブ ロ ック

原 単 位 デ ー タお よ び管理 基 準 メ ンテ ナ ンス プ ロ ツク

追 跡 計 算 モ デ ル ブ ロ ック

計 画作 成 ブ ロ ック.

この レベ ルで本 質 的 な 計 画灘 を持 ・て い るブ ・ ・クは
,21・(設 備 人員 計 画 ブ 。 。ク)と ,22

0(受 注調 プロ ツク)で あ り
・ ・ の灘 お よび 調 値 が繊 細 を作成 す ・場合 設 備 人 員 は ほぼ 一

定 であ るか ら受 注 残 とプ ・ス ァル フ ・の 需野 損・1値の展開 で
,醐 計画 の 記 生 産 計 画等 が 作成 、れ

る・ 従 が つて設 備 ・ 人 員・ 受注 ・ ・イル カ泊 牒 務 礪 績 され
,メ ンテ ナ ・・ され て 、・れ ば,24。

の追跡 計算 モデ ル ブ ロ ・ク鞭 う・ とに よ ・て
,醐 の謝 算 は完 成 す ・.甦 よ りよい計 画立 案 の た

めに は難 計 醜 設 備 人員 パ ラ ・一 夕 ーお よび 騨 櫃 理 難 酸 化 させ
て25。 の計 酢 成 ブ 。.

クに よ つて 予想 貸 借 対照 あ 予想 損益 調 書 渇 理 指 辮 の動 き襯 察 し
・ ・。 レー シ 。ンを剰 返 す

ことに よ り最 適 計 画 への ア プ ロー チ が行 な われ る
。

更 に計 画の 斉 錐 編 め るた め には・ オ 〔 レーシ・ナル レベ ルを 制約 してい ・原 靴 が
,醗 指 勲 よ

って,シ ミュ レー シ ョン時点 で 更 新 され,自 動 手 配 につ な がれね ば な らな い
。 一 方 プラ ンニ ング シス テ

ムに対 して は・ パ ラメ ー タ ー と して イ ンプ ・トされ て い る130の 目標 管理 指 数 ブ。 。クに フ, 一 ドバ

ツクす る必要 があ る。
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4.4プ ラ ン ニ ン グ シ ス テ ム

この レベ ルの機能 は,

110

120

130

140

150

次 の5つ の ブ ロ ックか ら構 成 され てい る。

構造 計画 ブ ロ ック

マー ケ ッテ ィン グ計画 プ ロ ツク

目標 管 理指 数 ブ ロ ック

目標 設定 モデ ル ブ ロ ック

目標 設定 ブ ロ ック

この レベ ルの機 能 は,一 言 で 言 え ば,企 業 の経 営 計画 策 定 の際 の 構造 及 び 目標 設 定 の シ ミ ュレー シ

ョンモ デル であ る。 この モ デ ルで 使 用 され る内生 変 数 は,130ブ ロ ックの 目標 管 理 指数 で あ り,外

政変 数 お よび政 策 変数 は,020プ ロ ツクの 景 気 予測 指 数 お よび 需要 予 測 値 で あ る。この モテツレは一貫

した シ ミュレー シ ョンモデ ル で あ り,予 測 モ デ ルに おい て需 要 予測 値 を算 出 し,こ れ に よ って,12

0の ブ ロ ックの マ ーケ ッテ ィング計 画 で 売上 高 を算 定 し,こ れ に基 い て,設 備 選 択 モ デ ルで 構造 を策

定 し,財 務 計 算 モ デル で総 合 調整 して,150プ ロ ツクの 目標 設 定 として の 長期 体 質 改善 目標値 を ア

ウ トプ ットす る。 又 この モ デル で 内生 変 数 と して使 用 され る,130ブ ロ ックの 目標 管理 指数 は,短

期計画 作 成 の際 に,目 標値 と して 取扱 われ る。

4.5予 測 シ ス テ ム

この レベ ルは つ ぎの4っ のサ ブ シス テ ムか ら構成 され,ト ップが 意思決 定 を行 な う際必 要 な 予測 デ

ータを提 供す るこ とを 目的 とす るシ ステ ム であ る。

021

022

023

024

景気予測

需要予測

技術予測

外部関連情報

企 業 活動 の中 で 予測 はい ろ い ろ な分野 で な ん らか の形 で行 な われ て お り,予 測 な しで は経 営 はな り

たた ない。 「経 営 とは 意思 決定 で あ る。 」 と言 わ れ,意 志決 定 とは未 来 の価 値 に対 す る選 択 で あ るか

ら,そ こに予 測 の重 要 な役 割 が存在 す る。

予測 は常 に システ ムの最 適 化 を 目標 と して 動 い てい る。 企 業 の中 で の予 測 は将 来 の 企業 の利 益 を最

大 にす るため の決 定 を行 な う手順 の一 つ と して の意 味 を持つ わ け であ る。

この よ うに予測 はあ くまで も意 思決 定 の た め の補助 手 段 として の役 割 を 果 たす もの で あ るか ら,適

確迅 速 な決 定が 行 なわ れ 紅 ば その 目的 を達 成 した こ と とい え る。 従 って,予 測 値 そ の もの が 当 ったか

どうかは それ程 重要 で は な く,タ イ ム リー な予 測 デ ー タの提 供 が重 要 視 され る。

この レベル で は こ う したニ ー ズ を満 足 させ,4.4プ ランニ ン グシ ス テム 以下 の各 シス テ ム との シ ミ

ュ レーシ ョンがで き るよ うな シス テ ムが 必要 で あ る。

畠
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5.経 営 情 報 シス テ ム プ ロ 。ク 説 明

5.1オ ペ レ ー シ ョ ナ ル シ ス テ ム

この レベル の プ ロ ・'クの相 互 関連 は図 ヨ ・)「オ ペ ・ 一 ・ ・ナル シ・ テ ム」 の ・
一 の勘 で あ 、、㍉

以 下主 要 ブ ロ ックにつ い て説 明 す る
。

410設 備 人 員 管理

短期 計画 の実 施 お よび 追跡管 理 を行 な う
。

411要 員配 置

作業 者 の各 設 備馴 ・対 す る習 鞭
・ 幽 減 作㍊ な どの正 しい融 鍛 備 人員 。 。イル に イ

ンプ ッ トす る。

412能 率 管理

設 備 順 フ ・イル よ り能 鳩 定 ・行 な う場合 のパ ラ・一 夕 とな ・能率 係数 の 具㈱ 実施,そ の追 跡

を行 な う誤 聯 と して は設 備 ・・ ア ・ ・
・ … サ ばGT… ,。 一一,、、,・,ty,N具 な どで

あ る。

413設 備 管理

新 入 荷 縄 改 善 設 備な … プ ・ツ ・デ ・ ・な正 ・い情 報 ・論 題
フ ァイル に イ 。 プ 。,し

,短 期計 画
の 追 跡 を行 な う。

414操 業 管 理

411・413に よ り正 し く
・ ・ ン テ ナ ン ス され 斑 献 ・ ・ 。イルに

,412の 能 率 、,ラ.一
夕ー を イ ン プ ・ トし潮 力 の雛 を 行 な う

・ その 場 合 その 時 点 に おけ る鯖 に対 し弾 力 性 の あ 、蝶

管理 を行 な う。

4.15部F弓 費 管理

411～414を 経 費 の 観点 か ら管理 した もの
。

416外 注 能 力 管理

短期 計 画 に おけ 訓 注 政 策 に基 い て外 注 能力 の 縦 管 理 を行 な う
。

420受 注 管 理

(1)こ の プ ロ ・クは 受皓 針 な らびに受 注書楓 ・も・づ ・・てQ
.・.… 関 す 。鯉 を行 な う.

① 顯 に対 して は仕様 検 討 の過 程 で で き ・だ け鮮 化 の加 を 目指 ・
,市 標準 イ』 髄 こ

よ り品質 の 向上,安 定 を計 る。

② コス トに対 して は利益 瓶 受 注 選鵬 準 に よ り客 先 仕様 満 足 し
,か つ,。 ス,,ニ マ ム

を指 向 す る。

③ 醐 に対 して は・ 引 当 醐 のモ ・ 一 ・レ化 部 品 の 標靴 に よ 畷 短 欄 を指向
す 。.

このQCDを 同時 題 す るた めに は生 劇 画 と受 注 を いか 醐 和 さ
せ ・かが 瓢 と な るが

,.
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れ につ いて は酬 部品 ・ベ ル によ る引 当 … レー ・ ・ンを行 な う・ い わ ゆ る、引 当機 能 の充 実

で対 処 す る ことに な ろ う。

(2)標 準 機 の管理

⊇ に関 して は引 合情 報 ・・よ り・PEC・ ・イル 樋 ・て 客 先の 擬 す る仕 様 を決 定 し・仕

込 部組,仕 込部 品 との 自動引 当 を行 な うこ とに よ り納 期,コ ス トの 計算 を行 な う。

これ を遂 行 す るた め に

① 霜 野 測 に も・つ く紬 部 品(・G制)・ ・よ る仕込 調 を遂 行 す る・(PG洛 離 共 通

な パ ー ツ ・グル ー プ)

②,G制 を離 す ・ 前提 とし て設 計の モ ・ 一 ・叱 部 品 の 標靴 のueを 計 る・

③ 仕様 の引 当 は.ベ ル ・バ イ ・… ル で行 な うた め受 注引 合 に つい て ・・仕 込 セ/騨 位 で引 当

を行 な う.し た が 。 て仕 込 ・/#の 構 成 はSPEC・ ・イル と生 産 ス テ一 夕フ ァイル と同一 の

形態をとる必要がある。

(3)イ ンデント機管理

①,。 デ。,機 に関しては設計仕撒 定段階において・PEC・ ・イルと照合し・できるだけ

騨 騰 で品質 ・ス ト,欄 ・ついて客先仕様満 足させる繍 を指向する・

② 原鵬 積に関・てはSPEC・ ・イ・レ源 価算出サブルーチンフ・イルにより設講 想に対

す 。原価の変化を迅速畷 諦 にフ・一 ・バ・クし・設計仕撒 越 階における原価の追求を

行なう.こ の段階で営業見積へもつながるわけである・

422設 計製造仕様検討

。のサブ.。 。テ。は引舗 報にも・ついてその仕様 ・当社の好ましい・思われる製品仕様の罐

を技術的にはかる・,め,製 罐 成仕様・・イルで・多 くのパリー ・・ンの中からシミュレーション

を通、て製品仕様を引出、,か つ製品の信雛 の立場から・でき・だけ標靴 様の給 せで客先を満

足 させる製品が製造できるか否かを検討する。

423自 動引当

。のサブ.。 。テムは営粗 積溌 番㍊ 鍵 緬 工程および原価管轄 広く使用される酷 で

あ る。

すな わ ち,営 親 積 の なか で は,騰 繊 ・ス ・の検 討 の た め・・客先 仕様 に も とづ し'て生産 状

況 。 。イル か ら引 当 計算 ・行 な ・,客 先 の満 足 す ・Q・Dが 当 社 サ イ ドとい・端 整 し う るか を検 討

す 。.そ し て溌 番 の 際 に この離 を糊 して タ ・ ム・ ・ス ト礪 す る引当 明纏 を作 成 す る・

それ に も、つ い て生 産 調 。 。イル の ・ ンテ ナ ンス・喀 先 の 変化 に応 ・て行 な われ 同 時 に仕 込 調

の 引当 状況 が 作 成 され る.・ の ・ とは 次の ・ テ ・プの 自動原 価鰭 へ の基礎 とな る・

425受 注 選 別 シス テム

,。 デ 。,機 の受 注 につ い て は,引 舗 雛 ・・ プ ・ ・す ・ ・ とに よ り・ オー ダーエ ン トリイか ら

原 価 硫 欄 見 積 お 、 び鯖 状 況が ア ウ ・プ ・ ・され ・⑪ そ れに基 づ い て最 も効 鞠 な受 注 を

選 別 す るシ ミュレーシ ョ ンが行 なわ れ る。
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これ は 好況の 時 には,数 あ る引合 の 中 か らの最 適 化受 注の選 別 機 能 と して,ま た不 況 の 時 には 引 合

を受 注 す るた め の必要 限 界 利益 の算 出機 能 と して利用 され る。

一 方
,受 注情 報 に よ る経 営先 行資 料 の1っ として受 注損 益 表 があ る。 受 注 額 は毎 週,週 間受 注 表 に

と りま と め られ,計 画値 との差 異 は グ ラフ表 示 され 報 告 され る。 月末 には 月間 受注 高 に対 す る利 益計

算が 行 な われ,納 期 別 に累積 され て,販 売損 益 の先 行 資料 と して 活 用 され て い る。 一方 受 注条 件 の 一

つ で あ る支 払条 件 に は景 気 の微 妙 な動 きを示 す情 報が 入 っ てい るの で,こ れ を販 売 金 利 シス テム で取

り出 してい る。

販 売 金利 シス テム で は,標 準 の支 払 条 件 を定 め てそ の条 件 に よ りは み 出す場 合 は 一定 の 利率 で 金 利

を課 し,利 益 よ り差 引 く。 逆 に標 準 の 条 件 よ り高い 場 合 は,マ イ ナスの 販売 金 利 と し,そ の 額 を 利益

に プ ラスす る。 この販 売 金 利の 推 移 をみ てい くと,そ のま ま支 払 条件 の推 移 が,次 の 式 によ り月数 に

換 算 され て,景 気 動 向の 先 行指 標 と 同時 に資 金管 理 に利 用 され る。

ノR
π=

S・1
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π';検 収 か ら決 済 ま での 月数

S;受 注 金額

1;利 率(月 利)

R;販 売 金 利

430自 動 手配(手 配 業務)

受注 品の 製造 は設 計 図面 の 作 成 か ら始 ま る。

図面 が で き る と製 造 明細 書(部 品 構成 表 の こ と で,構 成 部品の 名 称,品 番,材 料,個 数 な どが 記入

されて い る)を 作 成 す る。 一方 同 じ図 面 に よ うて そ の図面 に表 わ され た単体 部品 また は,組 立 部 品 を

作 るた めに必要 な作 業 工程,標 準 時 間,素 材寸 法;GTコ ー ドな どが デー タ シー トに 記 入 され,製 造

明細 書 と共 に コ ンピ ュー タにイ ン プ ッ トされ て仕 事票,注 文 書 な どの部 品調 達 に必 要 な 伝票 一式 が作

成 され る。 標準 機 につ い て は一 度作 られ た 図面 は,モ デ ル チ ェン ジす るまで は繰 返 し使用 され る。従

って,部 品 調達 に必 要 な 情 報 も繰 返 し使 用 され る。インデント機 の場 合 は 客 先 要求 に応 じて,一 部 の部

品 を除 き受 注 の都 度,新 図 面 を発行 す る。 そ のた め に部 品調 達 に必 要 な情 報 もそ の都 度作 られ る。 当

社 に は標 準機,イ ンデ ン ト機の 両 者 が あ り,あ る製造 部門 で は両 社 を同一 作 業 場 で製 造 す る。

作業 場 におけ る部 品進 度 管理 は標 準 機,イ ンデ ン ト機 の 区分 な しに 部品 の特 性 に よ り層 別 管 理 を行

な う。 即 ちAラ ン ク部品 は コ ンピ ュー タに よ る自動 ス ケ ー ジ ュー リン グ,Bラ ン ク部 品 はGTに よ る

管理,Cラ ン ク部 品 は イン ベ ン トリー コ ン トロール で あ る。 しか るに作業 手 配ま での 過程 は 出図 条件

によ りおの ず か ら標 準 機 イ ン デ ン ト機 それ ぞれ方 法 を異 に してい る。

標 準 機 とイ ンデ ン ト機 の 手配 業 務 に つ いて 下記 の ブ ロッ ク毎 に説 明す る。(図 一(6)「標準 機 イ ンデ

ン ト機手配 業 務][i/0関 連 図参照)
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図 一(6)標 準 機,イ ンデ ン ト機手 配 業務1/0関 連 図
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① 部品 調達 デー タ整 備

② 部 品 展開

③ 手 配調整(内 外作 決 定)

④ 出 票

(1)標 準 機 の 部 品調 達 デ ー タ整 備

難 機 の 都 踊 猷 必要 な デー タ・ 即 ち技 術 情 報(品 番
,名 疏 材料,親 子 関鵬),生 産 技 術

情 報(作 業 工 程,治 工 具等),手 配 情報(発 注 先
,内 外 作,単 価)は,ユ ニ ッ ト単 位 で あ らか じ め

部 個品 マス ター フ ァイル に登 録 されて お り常 に正 し い情 報を維 持 して お く
。

部個 品 マス タ ー ・ ・イル は デ ・ス クに収納 され,ユ ニ ・ ト靴 の 部品 繊 と各 綱 情 報 が 図 一(7)

「部個 品 マス ター フ ァイル チ ェー ンス トラク チ ャー 」の 如 きチ ェー ンで結 ばれ てい る
。

9

図 一(7)部 個 品 マ ス タ ー フ ァイ ル チ ェー ン ス ト ラ クチ ャー
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② 標 準機 の ・部品 展開

部 服 開 は仕 雄 産 調 に もとづ き,ユ ニ ・ ト単 位 に引 当 製 番 縦 完 成 日・ 台数 等 を イ ン プッ

トし,納 品 。スタ ー 。 。イ ル と照 合 しな カ・ら手配 に 必要 な 量 と馴 顔 出 し・ 輿`部 品殖 フ ァ

、ル と照 合 し ネ 。 トの 引 当講 を行 な う・ とに よ り手縫 緒 出す ・・ ま躍 開 と 同時 購 入 品 の

納 入 日計 算 加 工 鍋 の 完成 日お よびバ ・ ク ワー ・に よ り各 躍 の 小 日髄 ・一 ク特 性に よ りあ ら

か じ め パ ター 。化 されて い る 日酬 算 ・ジ ・ク 縦 ・て計 算 を行 な う・ 醐 されナ・部個 品 デー タは

手 配 すべ き鮮 の 日程 が くる まで部 個 品 ・ラ ・ザ … ン と して叉 鋤 … され る・ これ は 仕

掛 の魏 と手 配.リ ー ズ後 におけ る麺 をな るべ く源 流 処 理 して し ま う・ とをね らし'とす る・

③ 標 準 機 の出 票調 整(イ ンデ ン トと同 一扱 い)

出 票 統 制 を行 な う。 とに よ り源 価 的 に ・ま先 物 注 入 を減 ら し幽 品の 減 少渇 醐 こは鋤 こお

け る鯉 す べ き部 品点 数 の 減少 をね らい と して い る・ 購 入 品 は難 手番 と ・一 ドタ イムに よ り計算

され た予 定 手配 日の10日 前 に 自動 的 に注 文 書 を作 成 す る。

加 工 部 品 は層 別 管理 を行 な ・てい るの で 部品 酷 に よ り出 票条 件 を歎 ず る・ 即 ちス ケ ジゴ リ'

。 グ部 品は 素材 嫡 が 確 認 さ傾 に 作業 予 定表 醐 込れ 塒 に・ 徒 頼 一式 醗 行 ず る・

_方GT部 品 は,素 材 入 荷 が輸 され,出 湘 程 の12日 前 か ら離 す る・ とがで きる・ たtこし・

。 の時GTラ ィ 。の手 持 ち飾 を15日 分 以下 にな らな ・・よ う醜 し うる機 能 も腰 で あ る・

ま,、,デ ー,燥 。。 テ ・の導 入 に よ る現 場 ・ テ ・ タ・の ・ … 一な 掌握 とス テ 一夕 ス マ ネ ジ

.ン トシ ステ ムによ る縦 の管 理 を 行な う こ とによ ・て層 別間 の リンケー ジが とられ る・

例えば,A,・ ・部品が事故により日程力状 巾に勘 るよう暢 合は 産計画ブr・ ク極 じて

そ の 部 品 に関連 す るB… 部品 も出票 罐 に よ ・て 遅 らせ ・ 余 分な 幽 品 を減 らした り躁 急部

品 に 道 を あ け る とい う き めの 細 かな 管理 を行 な う。

(4)イ ンデ ン ト機の 部 品調 達 デ ー タ整備

設 計 は注 文 の都 顕 し く行 な い,設 計 デ ー タ ・・ 一 ・を作 成 し,・ ・ プ ・ ・す る・ そ れ}`よ り製

造 明網 羅 行 し,出 図指 示 書 や加 工 デ ー ・ ・シー ト(繊 踊 ・ 外注 先撮 燐 購 が言己入 さ

れ て い る)を 作 成 す る.力;エ デ一 夕 ・一 ト}・は 工程,工 数 ・GT・ 一 ド等 の 生 巌 術'願 を 記入 し'

イ 。プ 。 トす る.イ ・プ 。 トされ た 加 工 部品 は,GT・ 一 ドを用 い て ・ ・ ミリ・に 区分 され る・

その 。 。 、リ,を 用 い て あ らか じめ長期 鯖 … レー ・ ・ ンに よ・ て作成 され た フ ァ ミ リィ'

デ 。 ジ 。ン.テ ー ブルか ら耕 作,加 工課,加 工 ラィ ・・ 部品 ラ ・クの指 定 を行 な う・

⑤ イ ン デ ン ト機 の手 配 調 整(内 外作 決 定)

醐 鮪 。 、。レー ・ 。ンによ ・て大 きな 負荷 ・ ・バ ラ・ ・に対 す ・平 靴 を行 な し'・その 結 果・

フ ァ ミリ ィ ・デ シジ ョ ンテ ー ブルが 作 られ る。

。 の 。一 ブルに よ 借 本 酬 儒 道 が(・)の・ テ ・プで行 なわ れ る・ しか し・ ・ づ ・レ作 成 時 と手

晒 、の,,ム,グ に よ ・ギ ・ッ プ粧 ず … の ギ ・ップ 醐 収 す るた め納 作 力〉ら外 作・あ るい

は外 作 か ら離 に 変劇 能 な,ギ ャ ップ ・ ン ト・一 ・用 の ・ ・ ミリ・を設 け てお き・ その フ ァ ミリ

ィパ ラメ一 夕ー を利用 し て負荷 調 整 を容 易 に す る。
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440追 跡 管 理

この フ ロ ック はQCDに 関 す る現 状 掌 握 を 行 ない 自動 手配 ブ ロ ック,設 備 人員 管 理 ブ ロ ックに タ イ

ム リー に コ ン トロール可 能 な情 報 を送 るこ とを 目的 とす る
。

441工 程 管理

従来 のEDP工 程管 理 の利用 は,ジ ョ ブ ショ ッ プの 負 荷 お よ び予定 日程 に対 す る遅延 の指 摘 に止 ま

り,ス テ ー タス掌 握 の 点 で横断 面的 であ り,し か もタ イ ム ラグが 発生 し,手 配調 整 の劣 化 を招 き
,し

たが って生 産 計 画の変 更,ト ラブル 発生 に充 分 対処 しえ な い。

そ こ でセ/#部 品 別の 追 跡管 理 は専 ら人 手 に よ らざる を得 な い のが現 状 で あ る。

この 問題 の解 決 のた め には,430自 動 手 配 ブ ロック にお いて述 べ た出票 時 点 の 手配 調 整機 能 の強

化 と共 に生産 計 画 お よ び生 産状 況 の変 化 に対 応 した各 工 程 の 時 点 で,あ るべ きステータスを 日々 計算 し
,

これ に基 い てタ イ ム ラグの ない ステ ー タス の フ ィー ドバ ッ クに対 し日程 の コ ン トロール指 示 がな され

るべ き であ る。

その た めに は,デ ー タ収集 シス テ ムの導 入 を行 ない,現 場 ス テー タス(生 産 計 画 変 更,個 数 分割,

材 料 進 度,加 工進 度,機 械 稼 働 等)の タイ ム リー な掌 握 と以上 述 べた ス テー タス マ ネ ジメ ン ト.シ ス

テ ムに よ り縦 の追 跡管 理 を行 な う。

442原 価 管理

受注 ブ ロ ッ クにおい て計 画製 造 原価 が 設 定 され た が 追跡 管理 ブ ロックで は,製 造 原価 コ ン トロ ール

の た め,設 計 完 了 時点,手 配 伝票 が 出 た時点 等 々の ステ ー タス が変化 した諸 時点 で現状 コ ス トを掌 握

し計 画製 造原 価 をキー プす るため の 管理 活動 を行 な う。 その ために はで きるだ け早 い 時期 に ス テ ー タ

ス を掴 み,コ ス トの変 化 を追 跡 し,VA活 動 を活 発 に す る,こ の よ うにス テー タス の変 化 毎 に コス ト

を掌 握 し,各 関 連 ブロ ッ クに情 報 を タ イム リー に 送 り,原 価 管 理 活動 の総 合化 を は か る。

443品 質 管理

品 質 管理 基準 に もとづ き社 内検 査 情 報な らび に サ ー ビス情 報 は常 時管理 され,管 理 基 準 を超 えた り,

その 傾 向が 生 じる と,ア ラー ム情 報が ア ウ トプ ッ トされ,設 備 人 員 ブロ ックの保 守 管 理 プ ロ ブク,ま

た差 異 分 析 ブ ロ ックの 品 質管 理基 準 分 析 に デ ー タを送 るこ とを 目的 とす る
。

444入 金 管理

受注 管 理 ブ ロ ッ クで設 定 された販 売 条 件 に もとづ き営業 入金 が 行 なわれ て い るか ど うか 追 跡 す る と

同時 に 入 金予 定 表 を ア ウ トプッ トし営 業入 金 活 動 の資 料 とす る。

445出 金 管理

設 備 費支 払 計 画,材 料 費支 払計 画,外 注 費支 払 計 画等 を もとに 月別支払 予 定 表,業 者 別 支払 予 定 表,

買掛 残 一覧 表 の作 成 を行 ない 資金 計 画の 基礎 資料 とす る。

ス テー タス 管理 と財 務 計算

原 価 の追跡 管 理 は主 と して セ/#に も とつ く管理 で あ り,こ れは ステ ー タス フ ァイル か らみ る と

縦 の ス テー タ ス管理 とい うことが で き る。 一方,ス テ ー タス を横 にみ る と各 ス テー タス の横 の集 計

は財 務 計算 に お け る各 勘 定科 目の残 高 を示 す こ とにな る。 した が って この ス テー タ ス フ ァイルが 常
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に メ ンテ ナ ン ス され て い る とい うこ とは,従 来 の財 務 会 計の 分 野 の 計算 は い っ で もこの フ ァイル を

通 じて ア ウ トプ ッ ト可 能 と な る。

した が っ て,B/S,P/Lの 作成 は い つで も可 能 で あ る。 この こ とは従来 の財 務 会計 が ス テー

タ ス フ ァイ ル に吸 収 され て い る ことを意 味 し てい る。

自動振 替

ステー タ ス管 理 を可 能 にす るため に は ス テー タスの変 化 を自動 的 に処 理 す るい わ ゆ る自動 振 替 機 .

能 の 整備 を必 要 と す る。 そ のた めに は各 ス テー タ スに お け る原 価情 報が 常 に積 上 げ られ て い る こ と

が 必要 で あ る。 自動 振 替 に よ り仕込 部 品,仕 込 部組 の取 ま とめ,製 品勘 定 へ の振 替等 を 自動 的に行

ない煩 さな 事務 手続 を迅速 正 確 に処 理 す る とと もに ス テー タスの 変 化 を把 握 す る。 この ことを通 じ

て原 価 の追 跡,財'務 計算 の た めの フ ァイル処 理 が 可能 とな る。

決 算 シ ス テム

自動 振 替 を通 じて 常 時 ス テー タス フ ァイル が メ ン テ ナ ンス され,現 状 ス テー タ スが把 握 され ると

財 務会 計の 諸資 料 は ステー タス フ ァ イル に あ るた め決算 業 務 にお い て も,フ ァ イル 項 目の 仕訳 け に

よ る ア ウ トプ ッ トを作 れ ば,そ れ が貸 借 対照 表 あ るい は損 益計 算 書 と な り,い わゆ る財務諸 表 がい

っ で も作成 で きるた と にな る。

450差 異分 析

(1)差 異 分 析 の 目的.

追 跡 管理 ブ ロ ック で掌 握 され た計 画 と実績 に差異 が 出 た ものに つい て は この ブロ ックに おい て差

異 発生 の 原因 追 求 が行 な わ れ る。 この分 析対 象 は原 単 位 とか 管理 基準 であ り,差 異 発生 の 原 因 がこ

れ らの 設 定 に 問題 が あ った か否 か が 究 明 され ねば な らな い。 ロ ジック に よ る自動 手配 は 計 画 と実績

に差 異 が 生 じた 場合,こ の ロ ジッ クのパ ラ メー ター で あ る原 単 位 とか 管理 基 準 の究 明によ り機能 的

改善 が個 々に促 進 され る。

した が って,原 因究 明 も比 較的 単 純 化 され,自 動 手 配 とい う手 段 を用 い るこ とによ り計 画機 能 も

向上 させ るこ とが で き る。

これ らの分 析 結 果 は 目標 管理指 数 ブ ロック や原単 位 デー タ管 理 お よび管 理基 準 メ ンテ ナ ンス フ ロ

ッ クの 計 画 レベル に フ ィー ドバ ック され よ りよい 計 画作 成 の た めの 修正 が行 な われ る。

② 対 象範 囲

追 跡管 理 が行 な われ る ものは全 て この差 異 分析 ブ ロ ッ クの対 象 とな るが 主要 な もの は,遅 延 分 析,

原価 分析,品 質管 理 基 準分 析,資 金関 係 の 分析 が あ るが,こ れ らの コ ン ピュー タ化 に よ る仕 事の 標

準 化,ロ ジ ックに よ る事 務 の 合理 化 は積 上 げ改 良 が で き るた め,事 務 の改 善 を進 め る とと もに計 画

機能 の充 実 を同時 にはか るこ とがで き る。

(3)分 析 手法 の 開 発

差 異 分 析 を合理 的 に行 な うため に は,分 析方 法の 開 発 を行 な わね ばな らな いが,こ れ は今 後 の研

究 をま た ね ば な らない 。
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(4)評 価分析機能

差異分析 プロ・クによる分析および評価機能{湘 織上,脹 室と緒 査室が担当し全社的立場か ら

部分調和よりむしろ全体との調和の観点から評価され ることになろう
。

従来の結果に対する評価から・・の分析機能を通して機会搬 の観点から評価 しうるよ りよ、・計

画への追求がなされねばな らない。

5.2オ ベ レ ー シ ョ ナ ル ・プ ラ ン ニ ン グ ・ シ ス テ ム

この オ ペ レー シ ョナル ・プ ランニ ン グ ・シス テ ムの指 向す る ものはいわ ゆ る実行 計 画 と短 期 計 画
の

有 機 的船 であ る・ ・の短 搬 画 は図 一(8)「短 期 計 酢 成 プP・ ■・表」 に 示 す よ う},オA・ 。一.'。。 ナ

ル'レ ベル によ る予 測 お よび積 上(ずされ た受 注 計 画か らの時 系 列 蹴 ・よ
・てB/S,P/Lま で 展

開 す るの であ るが ・ 当 社 では・ 向 う6カ ・胴 雄 切 ・て業 務 計 画予算 と して,年2回 実施 して い る。

この 縣 列 醐 の 働 に政 策変 数 また は ・・ラ・一 夕ー とし て鯉 難 鞭 肌
.・ の 管理 難 路 部

門 の 目標 管理 の 位置 を しめ る。

以下,オ ペ レー シ ョナ ル ・プ ラン三 ン グ と して の短期 計 画の主 要 な点 を説 明 す る
。

210設 備 人 員計 画

短搬 員 計輌 垣 期計 画の初 鞭 実施 計 画 で あ るが渓 施 時の 状況 変 化 を加 味 す るた め
,設 備 計

画 売 上計 画・ 生 産 計 画・ 資 金計 画等 との 総合 調整 を行 ない 次 の実 行計 画 を作成 す る
。

(1)人 員構成 計 画

② 採 用 計画

(3)配 置計 画

(4)教 育計 画

212能 率計 画

短 期 能率 計 画 は・ 長期 計 酢 成 の 際 のぷ メー ター で あ る生 産 性 鰍 ・もとづ
、・て 、蹄 動 計 画 を

立 案 す る。

ボ レー シ ・ナル'レ ベ ル の実擬 果 の原 因 分析 は従 来覇 変 化等 に帰 因 きせ て
・・る点 が多 い が,

IEプ ロ ジ ェク ト活動 の分 析 に今 後 主眼 をお くべ きであ ろ
。

213設 備 投資 計 画

長期 計 画 に よ り予 算が 齪 され て い るの で短 期 計 画 では 次 の纐 の鱈 を行 な い
,実 施 に移 す。

(1)景 気動 向,受 注情 報 を参 考 に しな が ら発 注時 期
,設 備規 模 を検 討 す る。

(2)生 産計画を鯖 齢 するこ・により設願 敵 よ・能力工数増加分が
,ど のよう陸 産疏 寄与

するか搬 討する・線形調 法を糊 することば り
,総 合的にネ。ク・・シ・の確認を行ない所

定の生産計醗 達成するためのよりよい設備蹴 の組合せを検討する
.謙 投資は長期 、亘るから

その際設備申請には・かなちず灘 能力を明記する必要があり
,こ れが順 醒 計画とあいま。て

長期的個有の標準能力工数計画のインプッ トにならなければならない。
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B/S

評 価 ・分析

■

一

.◆

管 理 基 準 に よ る展 開 プ ロセ ス
時 系 列 展 開 に よ る作 成 プ ・ セ ス(除 く管 理 基 準)

図 一(8) 短 期計 画 作 成 プ ロセ ス表
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214能 力 計 画

(1)設 言十自白プ]言十1画

① 毎 月向 こ う6か 月 間 の設 計 計 画 を,設 計 の要 素(計 画 時 間
,製 図時 間,検 図 時 間等)ご と に,

積上 げ 計算 を行 な い負荷 表 を作 成す る。

② 新 設 計の もの に つい て は過 去 の類似 機 械 のS曲 線 を使 用 して 負荷 積 み を行 な う
。

③ 設 計能 力 計 画 に もとづ き,受 注 の可 能 性,納 期 見積 の た めの 資料 とす る。

(2)機 械稼 働 計 画

① 課別 の設 備 積 上 げ 計算 が主 体 であ るが,設 備 の 入荷,修 理 予 定等 を織 込 ん で 標準 能 力 を設 定 し,

期 の 加工 費 単価 設定 の 基 礎 とす る。

(3)組 立 能 力 計 画'

組 立 計 画 に基 づ き作 業 別時 系 列 展開 手 法 によ り人 員配 置計 画 をス ペ ー ス計 画 と総 合的 に行 な う
。

215部 門 費計 画

(1)部 門 費総 枠 の 決 定(プ ランニ ン グ ・システ ム参照)

① 必要 利 益積 上 法'

② 損 益 分岐 点 法

に よ り,売 上 高 に 対応 す る固 定 費枠 を決定 し
,こ れ を 部門 費予 算 枠 とす る。

(2)納 費 は政 策 ・ス トで あ る人 件 費・ 減 価 償却 費 研 究 職 欝 が大 半 であ るカ㌧ その 他の もの は
,

受 注・ 生 産 売 上 の 醐 水 準 砒 肌 発 生 す ろ変 動 費 とみ てよ ・・洛 艶 の算 出 ・ ジ
。 クは 長期 部

門 費 費 目算 定 と同 じ もの を使 用す る。

216.外 注能 力計 画

生 産 計 画に基 づ い て,前 述 の ご と く
)社 内 機械 稼 働計 画が た て られ,外 注 能力 の必 要量 が 算出 され

る。

順序 と して・ 一 括外 注 ・ 酬 持 ち外 注・ 一般 外注 の決 定 と㌶ が
,そ の継 費 計 算 の 試算 に もとつ

い て シ ミュレー シ ョ ンが行 な われ る。

その 際,必 要 利 益計 算,限 界 利 益 に基 づ く外 注 費支 出 許容 額 の 算 定 を行 な い
,こ の面か ら もチ ェ ッ

クされね ば な らな い・ この 際 に も・ 内外作 共 通 ・ バ リ・が パ ラ・ 一 ダ ーと して役 割 を果 し
,そ の 期

の 標準 外作 フ ァ ミ リィとな る。

220受 注 計 画

221マ ー ケ ッテ ィン グ情 報

マーケ ・テ ・ ング情 報 シス テ ムは次 のよ うな サ 方 ス テム か ら構 成 され
,マ ー ケ 。テ,ン 嬬 醐

や意 思決 定 に 反 映 させ て い くこ とを 目的 とす る。

(1)引 合 情 報.

② 得意 先情 報

(3)競 合 製 品 情 報

(4)市 場 調 査
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㈲ 流通機構

(6)価 格検討

(7)広 告宣伝

(1)引 合情報

客先からの引合に関す るすべての情報を収録し,契 約成立までの状況を動態的に把握することに

より,次 のような機能 をもたせる。

① 受注計画作成

引合情報を確度別,受 注予定月別に分類し,販 売計画システムの受注計画および短期計画シス

テムの受注計画につないでい く。

販売緬 システ・では引鵠 報の・ンテナンスにより受注計画の駈 を行なう・直接受注緬

瀦 びつかないが将蜘 受注緬 の・・一スとなり得る櫟(例 えばプラ・ ト計画や腸 麟 計画

な どの情 報)も プ ロ ジ ェク ト情 報 とし て 収 録 して お き,営 業 活動 の 促 進 を はか る。

② オー ダー エ ン トリイ シス テ ムへ の イ ンプ ッ トデー タ

引 合情 鋤 一 ドは オー ダー エ ・ トリ・ シス テ・(後 述)の イ・ プ ・ トデ ー タ とな り源 価 見積

と醐 見 積の 。 、一 ドバ 。ク を受 け る.そ れ によ ・て橘 先 との営 業折 餓 勘 ると 同時 頃 適

化受 注 のた めの シ ミュレー ショ ンを行 な う。

③ 引 合 実績 の分 析

受 注実線 つ い ては,か な り詳細 なデ ー タカ勒 られ ・分 析 され てい るが・ 引合実 線 こつ い て

は いま まで あ ま り関心 が散 れ なカ・った が,難 原 因 の分 析 臓 燭 機 他 社製 品 との 齢 状 況

な ど引 合 実績 か らと られ るデー ター は販 売活 動 の た めに 有 益な デ ータが 少 な くな い。

④ 先行 指標

受 注 の先 行指 標 と して,・ ク ・の 受 注動 向 を把 握 す る と同 時 に・ 繊 細 で は生 産 涜 上・ 入

金 計 画の フレー ム ワー ク として 重要 な指 標 とな る。

② 得 意 先情 報

縮 靴 関 す ・繍 を噛 し た縮 先 ・ ス ・ 一 ・ ・イルか ら臆 のデ ー タ を必 要 に応 じて検 索 し・

販 売 活動 を補 佐 す るこ とを 目的 とす る。

一方
,得 意 先 。 ス ・一 ・ ・イル は 得意先 ・一 ・をキー ・一 ・として・ 他 の シス テ ム との連 携 を持

ち,仮 名 略称 をは じ め,住 所,業 徹 どの 得 意先 に 関す る情 報 源 とな る・

得 意 先 マ スタ ー フ ァイル の情 報 内容 は次 の とお りで あ る。

得意 先,一 ド,得 意 先 名 称,住 所 謡 都 業種 抽 域 ・一 ド・ 資 本 金 従頻 数 ・

納 入 実 績 債権 債 務 残 高,資 本 系 列.取 引 銀行,信 用度,そ の 他

(3)競 合製品情報

国内外の齢 製品に関す・情報(仕 様,価 格 流通機構 ・・ア・納入顯 醐 等)を 収録

し販売競争の資料を提供する。
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(4)市 場 調 査

市獺 食の 分 析 ・プ リケ シ ・ ンや・ 過去 に行 λ・・姉 鋼 査線 な どを中心 と しナ、噛 調 査 に関

す る総合 シ ス テム であ る。 新 製 品 の企 画や 発売 準 備
,特 定 製品 の 拡販 対 策 に用 い られ る。

(5)流 通 機}黄

製 品別・ 地 区別 な ど流 離 構 の整 備 と現 状 の ス テー タス把 駝 目的 と した シス テムで 次の よ うな

内容 を持 っ てい る。

総 代理 店 サ ブデ イラー ネ ッ トワー ク

総 代理 店契 約 関係

製 品別 販 売 代理店 情 報(テ リ トリー と実績)

地 域 別納 入実 績 分 布

他 社流通 機 構 情 報

海 外販 売網 情 報

そ の他 流 通機 構 に関 す る情 報

⑥ 価 格 検討

新 製 品の 発 売,モ デ ル チ ェン ジ,コ ス トア ップな ど価格 の姶 討 を行 な う場 合
,見 積 シ ス ニム との

ドッキ ン グを'Lか りなが ら,マ ー ケ ッ トプ ラ ィズ や 目標 シェ アや利 益 管理 な どの 要因 とか らませ て

価 格 を検 討 す る シ ステム で あ る。 い くつ か の価 格 決 定要 因の条 件 をOR手 法 や シ ミ
ュ レー シ ョンに

よ って,最 適価 格 を決 定 す るた めの 資 料 を提 供 す る。

222受 注計 画

(1)受 注 計 画

受注 計画 は時 系 列 展開 に よ り,諸 計 画 が 展開 で きるた め
,短 期計 画の なか で も,中 心 的計 画 で あ

り・ 醐 計 画の基 準 に基 づ き・ 引合 情 報濡 野 測 極 じて受 注 計 醜 イン プ
。 トし損 益 計算,

工 場負 荷の 山 積,資 金 負 荷 の 山積,納 期 チ ェ ックの シ ミュレー シ ョン を行な い,最 適 受注 計 画 を作

成 す る。

(2)受 注 利益 計 画

当 社 では製 品 価格 制 度 とい う一種 の 標準 原価 制度 を採 用 し てお り
,こ れ は期 毎 に加 工 費単 価 をは

'じめ材 料 費単価 な どの単 価 見 直 し を行 な い
,こ れに よ っ て製 品 毎 の製 品 価格 が 設 定 され る。

利益 計算 はすべ て この製 品 雌 雄 準}・して涜 価 哩 品 価格 に よ ・て算 出 きれ る販 売損 益 に
,

注 入 実績 原価 と製 品価 格 に よ ・て算 出 され る製 造損 益 が加 算 されて 営業 利 益 が計 上 きれ る
。

販 売損 益=売 価 一(製 品価 格+口 銭 †荷 造 運 賃+ロ イ ヤ リテ ィ)

製造損 益 一製 品 価格 一 注入 実績 原価

営業 損 益=販 売損 益+製 造 損益

この販 売利益 の 計 画 に必 要 な ア イテ ム は受注 計 画 管理 フ ァイル に入
ってい るが,不 足 分 は標 準 値が

イ ンプ ッ トされ る,そ して必 要 に 応 じ て各 種 の 利 益計 画が作 成 され
,必 要 利益 に到 達 し ない場 合は

シ ミュレー シ ョン を行 な っ一 管理 目標の ポ イ ン トが決 定 され る
。 営 業 関係 の利 益 計画 に は,こ の 他
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に 受注 損 益計 画が あ るが,こ れ は受 注 時 点に お いて,損 益 計 算 を行 な う受注 損益 の 計 画 で・ 不確 定

な要 素 が多 いの で,予 測 や 目標 値 の要 因 に よ って決定 され る。

223生 産 計画

受 注 計画 か ら生 産 計画 へ 展 開 す る場 合.受 注残 お よび受 注決 定分,、受注 内定分 に つ いて は納 期 と製

品 リー ドタイ ムを キ ー と し て 時系 列 展 開 が行 な われ る。 そ してオ ー ダ ー レベ ル の機 種形 格 か ら製 造

レベ ルの 部組,部 品 レベル にSPECフ ァイ ル を介 して 展 開 され る。

一方,標 準 機 は受 注 が決 定 し な くて ≠・需 要 予 測 に よ って仕 込 計 画 を立 案 し なけれ ば な らな いが,同

一 機種 で もバ リー エー シ ョ ンが多 く受注 として実 現 す るの が どの機種 形 格 か予 想 が 困難 な た め,部 組

に よ る仕 込 計 画,部 品 に よ る仕 込計 画,PGに よ る仕 込計 画 をそれ ぞれ の予想 に も とつ い て 計 画立案

しなけ れ ばな らな い。

これ ら受 注機,標 準機 の生 産 計 画 設 定 に当 た って 部組 お よ び部 品 の在庫 引 当,オ ン ・オーダー分 の引

当計 算 を行 な い,ネ ッ トの 部組,部 品 製番 の生 産計 画諸 量 を算 出 す る。 更 に 負荷 積 計算 を して能 力計

画との調 整 が で きる シス テ ム とす る。 この 場合 デ リィバ リ ィ期間 が 機種 ごとの パ ラメー タ として 利 用

され る。

224売 上 入金 計 画

(1)売.ヒ 計 画

売上計 画は 受注 情 報 また は,引 合 情 報 の なか の売 上予 定 月 を キー コー ドと して,製 品 曇‖,売 上月

別 に作 成 され る。

しか しなが ら寺上 計 画は生 産計 画の 変動,受 注状 況 の変動,客 先 の受 入 態勢 な どの状況 によ り,

絶 えず流 動 的 であ る。 こ う した変 動 情 報 を営業 サ イ ドと工 場 サ イ ドの 両面 か ら受け入 れ て・ 受 注計

画管 理 フ ァイル に フィ ー ドバ ッ ク させ る。 それ に よっ て,引 当分,朱 引 当分 の 動 向 をた えず把 握 し

て,仕 込 計 画の資 料 とす る。

② 入 金計 画

入 金 計画 の作 成 にっ いて は,そ の 情 報源 の精 度 か ら次 の3っ に大 別 して処 理etれ る。

① 受 注情 報か らの 入金 計 画

② 引 合情 報か らの入 金 計 画

③ その 他 の情 報か らの入 金 計画

以上 の3つ の情 報の イン プ ッ トに よって.入 金 計画 が ア ウ トプ ッ トされ る。

入金 計 画の 変動 要 因 は 祉 計 画 の それ よ り,更 に多 く変動 情 轍 ひん ぱ ん に発 生す る・

e

変動 願 の イ ン プ 。 トは,ほ ぼ売 上 計 画 と同 じル ー チ ンで吸 上 げ られ てす べて 受 注言+晒 理 フ ァ

イル に収録 され,最 新 の入 金 計 画 が把 握 で きるよ うにな って い る。

230原 単 位 デー タ お よび 管 理 基準 メン テ ナン ス

この オ ペ レー シ ョナル ・プ ラン ニン グ ・レベ ル で種 々の 計画 が 計 算 され るが,こ の際 使 用 され る原

靴 デ_タ はオ ペ レー シ 。 ン レベ ル に おけ る実擬 果 か ら・ ・一 ドバ ・クを受(ナて常 に メ ン テナ ンス

され てい なけれ はな らな い こ とは勿 論 で あ るが,241の 時 系 列 展 開 モ デル を使 用 して の計 算 シ ミュ
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レー シ ョ ンに お い ては・ ト・ プの意 思 を反蹴 るた めの 管理 難 にた えず照 し合せ て原靴 が 魏 を

受け る こ とに な る・ その 意 味 で騨 位 デ ー タの ・ ンテ ナン ス は
,・ の ・・ テ ムに お 、・て軽 な キ ー ポ

イ ン トに な る と同時 に企 業体質 改善 の 目安 と もな る
。

主要 な基 準 と して,

(1)見 積基 準

② 販 売基 準

③ 製 造基 準

(4)単 価 基 準

㈲ 品質 基 準

等 があ る。

240追 跡 計算 モ デ ル'

241時 系 列 展開 モデル

醐 計 画の餓 能 ブ ・ッ クは ・ プ ・ グ ラム ・パ ・ケ ー ジに モ ジ 。一ル化 して 登録 され て い る
.い わ

ゆ るプ ロ グラ ム ・ベー スの シ ス テム であ る
。 この 短期 計 画作成 プ ロ グラム はオ ペ レ ー シ ョン.レ ベ ル

で使 用 され るパ ラ・一 夕ー がす べ て指 示 で き るた め
,こ の計 画嗣 難 し う る実 行 計 画 と な る.し

たが って現 ステー タス を連結 す る こ とに よ り現 状 と将 来 の姿 を斉合 的に結 び
,計 画値の シ ミュ レー シ

ョ ンが可 能 であ る・ ・の 棚 方 グラム であ る時 系 列 醐 プ ・グ ラ・は
,デ ー タベ ー ス鯉 の 上 で,

い ろい ろ の角 度 か ら計 画 値が 計算 でき る もの でな け れ ばな らな い
。現 在行 なわ れ てい る計 算 は,売 上

入 金計 画 をは じめ,次 の よ うな ものが あ る。

(1)製 造 費 注入 計 画

雄 計 画が縣 列 醐 され 発番 手 酬 画 ま で ブ ・一 クタ ウン す る と
,・ れ を機種 別要 素別 騨 位

に直 す ことに よ り月別 製 造 費注 入 計 画 が で き る。

(2)材 料,部 品 必 要量 計 算

生 産 鯛 麺 聞 し・ 鞭 引 当… ト鵬 を行 ・・い
,ネ 。 トの 腰 細 数 を算 出 し,更 に 縮 品

フ ァイル を参照 す るこ とに よ り
,材 料 お よび 部 品の 所 要量 を計 算 す る。

(3)入 金予 想計 画

入 金 計 画 を参照

(4)支 払 予 想 計 画

原 材 購 入ぼ 鱗 入 噺 支 払 条 件 薮 塒 鳥 日に集 計 し潰 繊 支 手銭 と と も岐 払 月 脈

と りま とめ る こ とを も って 月別支 払 計 画 とす る
。

⑤ 資 金 予想 計 画

入 金予 想 計 画 と支 払 予 想 計 画 で必要 資 金 の 計 算 を行 な う
。

250計 画作 成

製 翻 部個 品 ・ ・イル 繰 約 し捜 溢+醜 理 ・ ・イル を利 用 し て短 期 難 計 画 を時 系列 閲 し
,

生産 調 製 造斑 入計 画涜 上 緬 入 金計 画
,難 計 購 ・醜 聞 計 算 を行 な う。 と、,より

,予

一39一



、

想 残 高計 画が 算 出 で きる。 これ らを利用 して,損 益計 算・貸 借対照 表 の作 成 が 出来 る。

。の 受 注計 晒 理 ・ 。イルに は,タ イム,コ ス トが 集約 され て お り'計 画 受 注管 理 に使 用 され る こ

とは前 述 の とお りであ る。

5.3プ ラ ン ニ ン グ ・ シ ス テ ム

この プ ラ ンニ ン グシ ス テムの 指 向す る総合 計 画 と して の 長期 計 画 は,調 整 され均 衡 の とれ た 個別 計

画 の集 積 であ る。 これ らの 個 別 緬 は 各 ブ・ ・クC'と 壱破 示 され てい るが ・ ・れ ら個別 計eg」相互 の有

機 的関連 を フ ロー として 図示 す れ ば図 一⑨ 「長期 計 画 機能 関 連 表」 の よ うに なろ う。

また 図 一(9)の中 の経 営 目標 は,経 営 方 針 を数 字 的 に具 体化 した もの であ り,プ ランニ ン グシ ステム

の 基本 とな る もので あ る.そ の 熔 と体 系 磯 路 図示 すれ ば図 －eo)「経 営 目鮪 麟 数 関 連表 」 のC

と くに な ろ う。

以下,プ ラ。 ニン グ・ ・テ ム の各 ブ ・ ・クに示 され 細 別 計 画の 主 な もの につ いて ・そ の作 成 プ ロ

セ ス とその プ ロセ スにお い て 必要 と され る情 報に っい て 簡 単 に説 明す る。

110構 造計画

111長 期設 備 計 画

長 職 備 計 画 は,醐 祉 計 画 と製 朋 発 縮 瞳 つ い て取 鞭 搬 資・ 拡 搬 資 戦 略投 資

(研 究醗 壊 す 。設 撒 資 再 生授 爵)等 の 投資 を全般 的 な バ ラ ンス や各 鞭 の 投資 枠 との罐

を計 りなが ら,最 有 利 な個 別 投 資計 画を策 定 す る もの であ る。

従 って,こ の 計画 に は設 備 能 力 規模 計 画 生産 技 術 の 分析 と予 測 が含 ま れ る。

(1)長 期設 備計 画 の プ ロセ ス

① 長 期設 備計 画の前 提 とな る長 期 売 上計 画,製 品 開発 計 画 を決 め る。

② 鮪 設備の分析・生産技術の分析,予 測をして長期祉 計画のために必要な酬 ・ついての情

報を集める。

③ 設備投資の代替案を評価,選 択し,優 先順位をつける。

④ 資本構造計画(長 期資金計画)と の調整を行なう。

⑤ 長期設備計画の決定。

(2)設 備計画作成過程における情報

① 現有設備の分析

現有設備の分析は,取 替更新投資,拡 張投資等のための分析である。

ア 現有設備の稼働年数及び償却状況 ・

イ 現有醐 設備の工程別蹴 台数(工 程別能力のアンバランス)お よび鯛 状況(シ フ蹄 ‖・

性能低下,故 障停止の度合,修 理費発生状況等)

ウ 同業各社との設備の質および設備投資の傾向比較.

② 生産技術の分析と予測

設轍 資にと。て最 も質 な課題は,「 技術鞠 のテ・ポの速さに対して・繊 設備の購入は

償却前に陳腐化してしまわないか。」である。
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ア 過 去 に生産 技術 に どの よ うな変 化 が起 こ った か
,将 来 は どのよ うな変 化が起 こ るか。

イ その 生 産技 術 の革新 に よ って,設 備 お よ び労 働 の 性格 は今 後 どのよ うに 変 わ るか
。

ウ 同業各 社 の生 産 技 術水 準 。

③ 設 備投 資 の評 価,選 択,優 先順 位

個 別 的な プ ロ ジェ ク トの 評 価 と選 択の ため には 割 引 利益率 法 を使用 し,投 資 収益 の 大 き さに よ

って 優 先順 位 を決 め る。 しか し,戦 略 投 資 は具体 的 な成 果 が 計数 化 されな い た めに,割 引 利益率

法 の対 象 か ら除 外す る。

112長 期 要 員計 画

長 期要 員 計 画 は,長 期 設 備計 画,長 期 売上 計 画,長 期 生産 計画 に基 づ い て,所 要の 労 働 の質 と量 と

費用 を算 定 し,確 保 す う もの であ る。従 って,こ の 計 画 には,能 力構 造 計 画(事 業 開 発の方 向 と企業

成 長 に関連 して),能 力 開 発計 画,賃 金水 準 計 画 労 働 生産 性予 測 等が 含 まれ る。

(1)長 期要 員計 画 の プPセ ス

① 長 期要 員 計画 の 前提 にな る長 期 売 上計 画,長 期 設 備計 画,長 期 生産 計 画 を決 め る。

② ミク ロ的 見地 か ら所 要労 働量 を積 上げ 計 算 を す る。

③ マ ク ロ的 見 地か ら付加 価 値 分 析 手法 と回帰 式 手 法 によ り所 要労 働 量 を算 定す る。

④ ミク ロ的 見地 か らの所 要労 働 量 を,マ フ ロ的 見地 か らの所 要労 働量 で チ ェ ッ クし,そ れ が多 い

場 合 に は,個 別 計 画段 階ま で フ ィー ドバ ックす る。

⑤ ④ の チ ェ ック を満足 した 場合,長 期 要 員i計画 は決 定 きれ る。

(2)要 員計 画作 成 過程 にお け る情 報

① ミク ロ的 見地 か らの 積上 げ 計算

ア 要 員算 定上 の 前提 条 件 の決 定

(D労 働時 間短 縮 計 画 と残 業 時 間計 画

(ii)シ フ ト制 計 画

(ijD外 注 計 画

イ 現 在 の従 業 員の 能力,訓 練 等 の 分 析

ウ ㍊ を各系統別に課の段階まで分解し・長期売国 画 長期設備細 長難 産計峰1・ よ

って規定された規模に従パ それぞれの課の定年退職 自然退職による減耗と
,拡 張および新

規事業に伴 う増員による新規採用計画および合理化に伴 う余剰人員の配置転換計画を作成して

労働の量と質を決める。

エ(ウ)の 算定をなす場合に労働生産性の予測をする必要がある
。

(D長 期設備投資計画に基づ く,設 備の近代化による生産性向上

(ii)事務機械化による生産性向上

⑩ 作業分析,事 務分析等による生産性向上

ω 組織の改善による生産性向上

オ 賃金水準計画
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(D過 去 一 定 期間 の一 人 当 り名 目国 民所 得 の伸 び率 と,製 造 業 賃 金 指数 の伸 び率 との弾 性値 を

使 って,将 来 名 目 国民 所 得 が あ る一 定 の予 測 値 で伸 び た場 合 の 製造 業平 均 賃金 指数 の 伸 び率

を予 測す る。 更 に こ の製 造 業平均 賃金 の 伸 び率 と過 去 に お け る自社 の平 均 賃金 伸 び率 との相

関係 を把 握 して,将 来 に お け る製造 業 平均 賃 金 を用 い て予 測 す る。

⑩ 同 業各 社 の 賃金 水 準 と比 較 し,修 正 の程 度 を 決 め る。

カ(ウ)よ り,賃 金 表,昇 給 制 度,採 用計 画 が決 め られ,(オ)よ りベ ー ス ・ア ップ率 が予測 され るの

で,将 来 の人 件 費 が算 定 され る。

② マ ク ロ的 見 地か らの付 加価 値 分 析手 法 と回帰手 法

ア 付加 価 値 分析 手 法

(i)人 件 費 の源 資 を次 の 方法 に よって 算 定す る。

売上 高(長 期 売 上 計 画 に よ る)× 計 画 付加 価 値率 ×計 画労 働 分 配 率

(ii)従 業員 一 人 当 りの 人 件 費 を次 の方 法 に よ って算 定 す る。

n-1計画 時 点 にお け る一 人 当 りの人 件費 ×(1+年 ベ ー ス ・ア ン プ率)

×人 員構 成 比 ×労 働 時間短 縮 カバ ー率

⑩(D÷ ⑪ で要 員数 が算 定 され る。 この要 員数 の 枠 内 で質 的 な面 を考 え る。

イ 回帰 式 手法

(D業 務 を営業,製 造,技 術,工 務,総 務,経 理 等 の 系統 別 に分 け る。

(ii)過 去 一 定期 間 につ い て 回帰 分析 をす る。

‖ID(ll)で算 定 した回 帰 式 に長 期 計 画 の該 当数 字 を 入れ て 要 員 を算 出す る。
、

113長 期 生 産性 計画

023技 術 予測,112長 期 要 員 計画 参照

120マ ー ケ ッティ ン グ計 画

122製 品 開 発

メー カ ー は絶 えず現 状 の製 品 に対 し,顧 客 は満 足 してい るか ど うか,ま た,ど の よ うな新 しい製 品

を期待 して い るか,と い っ た情 報 を収 集,分 析 して,製 品開 発 の プ ロ ジェ ク トを追求 しな けれ ば な ら

な い。

(1)現 状製 品 の 分析

製 品 の ライ フ ・サ イ クル はつ ぎのよ うな過程 を辿 るのが通 例 で あ る。

試 作期→ 導 入 期→ 成 長 期→ 成 熟期→ 飽 和 期→ 衰 退 期,

現 状 の 製品 がそ れ ぞ れ ラ イ フ ・サ イ クル の どの ポ ジ シ ョン を占 め てい るか を市場 動 向あ るい は技

術的 見地 か ら調 査 分 析 を行 な い,常 に製 品 の履 歴管 理 を してお く必要 が あ る。 こ うし た管理 が 新製

品 企 画 の 活動 につ なが る重 要 な情 報 源 とな るので あ る。

② 製 品 開 発 の機 能

新製 品開 発 の機能 はつ ぎの通 りであ る。'

① 新製 品 に 関す る情 報 を収 集 し,調 査 分析 を行 な い,市 場 が何 を要求 して い るか を把握 す る。
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② ① の情 報 に基 づ い て,新 製 品 を企 画,研 究 し,市 場 に提 供 す るた めの 準 備 を行な う。

③ 市場 に提 供 した 製 品 の 育成 を図 るた めの側 面援 助 を行 な う。

(3)製 品開 発情 報の 収 集 と管 理

製品 開 発 の た めの情 報源 は つ ぎ のよ うな と ころが考 え られ るが,そ こか ら収 集 され た情 報 は製 品

.開 発 情 報 つ アイル に フ ァイ リング され,い つ で も用 途 別 に 検索 で きるよ うに して ある。

〔情 報源 〕

① 外 部情 報

ア

イ

ウ

工

オ

カ

キ

ク

海外,国 内文献雑誌

海外技術情報

特許公報

同業者製品

技術コンサルタン ト

大学研究機関

ユーザー

商社;代 理店

② 内部情報

ア

イ

ウ

工

オ

カ

キ

一 般 従業 員

販 売 記 録

トップマ ネ ジメ ン ト

研 究技 術 ス タ ッフ

セ ー ル ス マ ン

企 画調 査 ス タ ッフ

サー ビス マ ン

(4)製 品開 発の シス テ ム化

製 品 開 発 の プ ロ ジェク トに は(3)で述 べ た通 り多 方 面 に わ た る情 報 と専 門 的な 知 識 を必要 とす る の

で,プ ロ ジ ェク トご とに それ ぞれの 分 野 に おけ るエ キ スパ ー トで構 成 され たチ ー ムを編 成 し
,一 貫

した シ ステ ム活 動 を行 な うこ とが 望 まし い。 こ うした製 品開 発 活動 は計画 に 対 して
,質 的 量的 な チ

ェ ック と進 捗 度 チ ェ ッ クを行 な って フ ォロー す る と同時 に結 果 に対 しては あ らゆ る角 度 か らの 評価
,

反省 が され な け れ ばな らな い。 評 価,反 省 の結 果 は ま た次へ の 製 品 開発 や製 品 改良 へ の貴 重な デ ー

タ と して フ ィー ドバ ック され る。

123長 期 生 産 計 画

長 期 生 産 計 画 は,長 期 売上 計 画 と長 期設 備 計 画 に基 づ いて,.生 産量 を算 定す る ものであ る。

長 期 売 上 計 画に基 づ い て製 品別 生 産 数量 を算 定 し,長 期 設 備 計 画に 基づ い て,生 産能 力 と適 正 な 利

益 を生 み 出 し うる製 造 原 価 を算 定 す る もの であ る。 し たが って ,こ の 計 画に は,生 産 性 計 画,生 産 技

術 計 画,生 産 要員 計 画,外 注 計 画,棚 卸 在 庫 計 画,製 造 原 価 計 画等が 関連 す る。
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(1)長 期 生 産 計画 プ ロ セス

① 長期 生 産計 画の 前 提 とな る長期 売 上 計 画,長 期 設 備計 画 を決 める。

② 長期 生 産計 画の 決 定

(2)生 産 計 画作成 過程 に お ける情 報

① 材料 費 の算 出 ・

製 品 の材 料原単 位表 を,設 備 改 善,設 備 投 資 に よ る生産 技術 の改善 等 に よ る材 料節 減 率 に よ っ

て,計 画時 点 の材 料原 単 位 表 を作 成 す る。 これ に計 画 時 点の 計 画製 品 回転 期 間 に よっ て算 定 され

た 在庫 計 画 を勘案 した 生産量 を乗 じ,更 に材料 単 価 を乗 じて,材 料 費を算 出 す る。 材 料単 価 にっ

いて は,時 系 列 に よ る回帰 分 析,物 価 指 数 との相対 比較等 に よ って予測 す る。

② 加 工 費の 算 出

製品 の工 程別加 工 工数 原単 位表 を設 計 改善;設 備投資 に よ る生 産 技 術の 改善 等 によ ろ加 工 工数

節減 率 に よ って,計 画時 点 の 工程 別 加 工 工数原 単 位 表 を作 成 す る。 以下 材料 費の 算 出 と同様 に し

て,加 工 費 を算 出 す る。 加 工 費単 価 の 予測 は次 の よ うに して行 な う。

ア 長 期設 備計 画,長 期 要 員 計 画 よ りマ シ ンア ワー,マ ン ア ワー の 標準操 業 度(シ フ ト制,能 率

向上 を考慮 に 入 れ た)に おけ る工 程 別工 数 を算定 す る。

イ 製 造間 接費 を下 記 の ご と くに 分 類 す る。

(Dコ ミッテ ッ ド ・コス ト.

人 件 費,減 価償 却費,保 険料,賃 借料(電 算 機 レン タル を含 む),租 税公 課等

(ii)オ ペ レィ テン グ ・コス ト

工場 消耗 品費 消 耗 工具 費,支 払 動力 料,運 搬費,旅 費交 通 費等

Qjj)ポ リ シイ ・コ ス ト

教 育 費等

ウ 製造 間接 費 の決 定 を下記 に よ っ て行 な う。

(i)コ ミッ テッ ト ・コ ス ト

長期 設備 計 画,長 期 要 員計 画 に よ り決 定 す る。

(ii)オ ペ レィテ ン グ ・コ ス ト

回帰 式 をた て て計 算 す る。

(iiDポ リシ イ ・コス ト

特 定の政 策 に 基づ い て決 定 す る。

エ ぴ)とθ よ り工 程 別加 工費単 価 を算 定 す る。

③ 外 注加 工 費,直 接 経 費 の算 出

① の 材料 費 の算 出 と同様 に して 算 出 す る。

④ ① ～③ に よ り製造原 価(生 産 高)が 算 出 され る。

⑤ 生 産 性計 画,生 産 要 員計 画 長期 要 員計 画参照

⑥ 生 産技 術 計 画
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長期 設 備 計画 お よ び技 術 展 望参 照

124長 期 売 上計 面

長期 売 ヒ計 画 は・需 要予 測 に基 づ い て,計 画必 要 利 益お よ び計 画占有 率 を満 足 す る よ うな
,製 品 肌

地 域別,需 要 部 門別,売 上数 量 と額 を算 定 す る もの であ る
。 したが っ て,こ の計 画に は販 売 価格 の 予

測 と占 有率 の設 定 が含 まれ る。

(1)長 期 売 上 計 画の プ ロセ ス

① 長 期 売 上計 画 の前提 とな る需要 予測 を行 な う。

② 製 品 別販 売価 格の 予 測 を行 な う。

③ 計 画占 有 率 によ って 製 品別,地 域 別,需 要 部門 別,売 上 数量 と額 を算定 す る。

④ ③ で算 定 され た売 ヒ高 を基 に して,長 期 計 画 プ ロセ スを 一巡 し,そ の結 果 の 利益 を必 要 利 益 と

総 資 本 利益 率 で チ ェ ック す る。 計 画水 準 に達 して い ない場 合 に は
,も う一 度 売 上 計 画 に フ ィ._ド

ノこッ クす る。

⑤ ④ のチ ェ ック を満 足 した場 合,長 期 売 上 計画 は決 定 され る。.

② 売 上計 画作 成 過 程に お け る情 報

① 販 売 価格 の予 測

販 売価 格 の予 測 は,価 格 決 定 メ カニ ズ ムが 複 雑 なた めに 非 常 にむず か し い
。 しか し,売 上計 画

をた て るた めに は、 ど うして も予 測 し な けれ ば な らな い。 販 売価 格 は,長 期 的 に は製 造 原 価 と競

争 製 品,代 替 製 品 との 相対 価 格 で 決 ま る。販 売 価 格の予 測 は次 の よ うに して 行 な う
。

ア

イ

ウ

工

物価指数(卸 売物価指数,投 資財物価指数等)と 製品の販売価格との相関関係よ り予測する
。

製造原価を予測し,こ れと相関関係で販売価格を予測する。

同業各社の販売価格の動きの予測をもとに算定する。

の～σ)により,総 合的に判断して決定する。

② 占有率の設定

占有率を予測することは,予 測期間における競争の性格の想定,そ れに対する歳事活動方針の

決 定,他 社 の 出方 の予 測 等 を意 味 し非 常 に 困難 であ る。 しか し
,占 有率 は予 測 す るもの でな く,

基 本 目標 と して トップが決 定 す る もので あ る。

130目 標 管 理指 数

図 一〇〇)「経 営 目標 管理指 数 関 連 表 」 参照

140目 標設 定 モデ ル

プ ラ ンニ ング'レ ベ ル で は,種 々の 個別 長 期計 画が計 算 され 冶る
。

これ は一般 経済 の 動 向,市 場調 査 ,技 術 予 測等 に もとづ き経 営方 針 が示 され ると,そ れ らの経 営 意

思 が 長期 原 単 位 およ び管 理基 準 と し て数 量 的 に示 され,こ の 目標設 定モ デルに パ ラ メー タ ー として イ

ン プ ッ トされ る。

一方
・ 経 営活動 の水 準 が全 国総 需要 とい う形'cイ ン プ ッ ト9れ る こ とに よ り,上 記 パ ラ メ_夕_を

介 して 売上規 模,設 備 投 資規 模,生 産規 模,要 員 数,材 料 経 費,損 益 状態等 を有 機的 に計 算 する。
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ま た 。の 目鰍 定 モ デル で は,シ ミ。レー シ ・ ンによ り経営意 思 と して の醐 騨 位や 管理 基準 の

変化 帳 期 計唖 どの よ うに影 響 を与 え ・か を継 す ・働 に・ 願 分析 の 手法 を も・て鑓 的に表

現 し,ま た不 確 実 性 を知 るた めに確率 的 に把 握 で き るよ うにす る。

この こ とによ り企 業 の体 質 改善 の た めに は,ど の原単 片 を どの よ うに変 え・ どの管 理基 準 を いか に

設 定 すれ ば 目灘 営計 画 に接 近 で き るか を期 ご との縫 縮 の推 移 と して縣 す るこ とに よ ・て 知 る

ことがで きる。

この よ うに シ ミュレー シ ョンを繰 り返 えす こ とに よ って,長 期原 単 位 の 斉合 性 を得 ては じめて 目標

管理指数 として確 定 し,こ れ に もとづ き長期 経 営計 画が 設 定 され る。

こ こでい う,長 期 原 単 位 や 管理 基準 の設 定 は,今 後 の研 究に またね ばな らないが ・ プ ラン ニ ン グレ

ベ ル,オ ☆ 一 シ 。ナル ・プ ラ ンニ ング ・レベル,オ ペ レー シ ・ナル'〔 ルにお ける原 単 位・ま たは

管 理基 準 の関 係 は次 の よ うに な ろ う。

す な わ ち,プ ラ ンニ ング ・レベル の パ ラ メー タで あ る 目標管 理指 数 は オペ レー シ ョナ ル ・プ ラ ンニ

ング.レ ベ ルで は,管 理 目標 に な って い る,ま た オ ペ レー シ ョナル ・プ ラ ンニ ン グの管理 目標 は原単

位 をパ ラ メー タ と して シ ミュ レー シ ョ ンされ た もの で あ り,更 に,こ の原 単 位 は,オ ペ レー ショ ナル

レベ ルの430自 動 手 配 ブ ロ ックの原 単位 として使 用 され,差 異 分 析 ブ ロ ックで実 績 として 評価 分析

され,常 に プ ラ ンニ ング,オ ペ レー シ ・ナル ・プ ラ ンニ ン グに フ ・一 ドバ ック され る関係 に あ り・ こ

れ らの メカニ ズ ムの 中 で 目標 設 定 モ デル の シ ミュレ ー ショ ンが行 なわ れ ね ば な らない。

150目 標設 定

151長 期 損 益 計 画(目 標損 益計 画)

長鵬 益 計 画 は,長 期 証 言胸 長期 設備 部 長難 産 計 画・ 長腰 員 計 画に基 づ い て利 益 額 を

算 定す る もの で あ る。

ω 長 期損 益 計 画 の プ ロセ ス

① 長期損 益 計 画 の前 提 とな る長 期売 上 計 画,長 期 設 備計 画 長期 生産 計 画 長 期要 員 計 画 を決 め

る。 ・

② ミク ロ的 見地 か ら積 上 げ計 算 を す る。

③ マ ク ロ的 見 地 か ら損 益分 岐 点 手 法(限 界 利 益計 算)と 必要 利益額 の 算 定 をす る。

④ 、ク 。槻 地 か らの計 算 獺 益 斑 点 手法 でチ ・ ・クU・ 更に 計 画利 益 雛 腰 禾U益額 と比 較

し,そ の 水 準 に 達 してい ない 場合 には,個 別計 画 段 階 まで フ ィー ドバ ッ クす る。

⑤ ④ のチ ェ ッ ク を満足 した 場合,長 期 損 益計 画は決 定 され る。

② 損 益 計 画作 成 過 程 に お け る情 報

① ミクロ的 見地 か らの積 上 げ計算

ア 売 上高 は長期 売 上 計 画 に よ り算 出す る。

イ 売 上原 価 は長 期生 産 計 画よ り在 庫計 画を勘 案 して 算 出 す る。

ウ 販 売 直接 費 は荷 造 運賃,商 社 口 銭 ロイ ヤ リテ ィ等 よ りな るが,売 上高 に対 す るパ ー セ ン ト

で算 出す る。
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工 販 売間接 費,一 般 管理 費 は 製造 間 接 費算 定 と同様 に して算 出 す る。 た だ し,ポ リシ ィ コ ス

トと して,123-(2)一 ② で述べ た もの の他 に広 告 宣 伝費,販 売促 進 費,研 究 開発 費,外 国 出張

旅 費等 を含 む。

オ 営業 外 損益 は,支 払 利 息,受 取 利 息,配 当 金,租 税 特 別措 置法 上 の諸 引 当金 等 であ る。

カ ケ)～㈲ に よ り税 引 前利 益 が算 定 され る。

② マ ク ロ的 見地 か らの損 益 分 岐点 手 法 と必 要 利益 の 算定

'ア 損 益 分岐 点 手 法

長期 売 上 計 画,長 期 生 産 計 画,長 期損 益 計 画 に基 づ い て,変 動費 率,限 界 利 益率 を算 定 し利

益 額 を チ ェ ックす る。

イ 必要 利 益 の算 定

(D必 要 利益 の 内訳 を次 の ごと くに解釈 す る。

配 当 金;株 主 に対 す る報 酬

企 業 危 険 料;将 来 の不 測 の危 険 に対 す る保 障

企業 成長 資 金;将 来 の 発 展更 新 に対 す る準 備 金

(ii)(i)を 計算 す る場 合 に

配 当 金;資 本 金 ×Xl%

利 益 準 備 金;配 当 金 ×10%

企 業 成 長資 金;有 形 固 定資 産 ÷ 忽 年
2

(こ れ は設 備投 資 に 必要 な資 金 を 自己資 本 で 賄 う考 え方)

自己 資 本充 実;総 資産 ×z3%'

(存 続 年 数 法 の考 え方)

152長 期資 金 計 画(資 本 構造 目標)

長 期 資 金計 画 は,長 期 売上 計画,長 期 設 備計 画,長 期 生 産計 画,長 期 要 員計 画,長 期損 益 計 画に基

づ い て,所 要 資 金 を算 定 し,資 本 構造 を計 画 し,所 要 資 金 を調 達 す るものであ る。・

(1)長 期 資 金 計 画 の プ ロセ ス

① 長期 資 金 計 画 の前 提 とな る長期 売 上 計 画,長 期 設 備 計画,長 期生 産計 画 長 期 要員 計 画,長 期

損 益 計 画 を決 め る。

② ミク ロ的 見地 か ら積 上 げ計算 に よ り所要 資 金 を算 定 す る。

③ マ ク ロ的 見地 か ら回転 期 間 手法 と回帰 式 手 法 に よ り所 要資 金 を算 定 す る。

④ ミク ロ的 見 地 か らの所 要資 金算 定 を,回 転 期 間 手 法 と回帰 式 手法 で チ ェ ックす る。

⑤ ④ の チ ェッ クが満 足 され た ら所 要 資金 の調 達 を計画 す る。

⑥ 所要 資 金 調 達 計 画 の結 果 の財 務 構 成 を財務 比 率(自 己資 本 比 率 流動 比 率,固 定 資 産対 長期 資

本 比 率等)と 資 本 コ ス ト水準 に よ りチ ェ ック し,目 標 水 準 に達 しな い時 に は,個 別 計 画段 階 まで

フ ィー ドバ ッ クす る。

⑦ ⑥ の チ ェッ ク を満足 した場 合,長 期資 金計 画 は決 定 され る。.
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(2)資 金計 画作 成 過 程に お け る情 報

① ミク ロ的 見地か らの所 要 資 金算 定

ア 目標 貸借 対照 表 を作 成 して,基 準 年 度 との比較 を行 ない資 金計 画を作 成 す る。

イ 目標貸 借対 照表 を作 成 す るの に勘 定 科 目 ごとの 積上 げを行 な う。

(i)現 金預 金

拘 束預 金(基 準 年度 の 拘 束預 金+借 入増 加 分 ×x1%)+月 平均 売 上 高 ×x2ケ 月

(ii)受 取 手 形

景気 レ ベル を5段 階(不 況,や や不 況,普 通,や や好 況,好 況)に 分 け,そ の レベ ルC"と

に製 品 別売 上入 金 比率,現 金比 率,手 形 比率 およ び受取 手 形の サ イ ト別 パ ター ン を設 定 し算

定 す る。

⑩ 売掛 金;製 品 別の 景気 レベル に よ る納 入 後 回収期 間の パ ター ン を設 定 し算 定 す る。

(V)仕 掛 品;月 平 均 生産 高(製 造 原価)のxケ 月 を残 高 と して算 定 し,注 入 高 は長 期 売 上計 画

とこの残 高 計 画 によ り算 定 す る。

㊥ 製 品;長 期 売 上計 画 と長 期 生産計 画に基 づ いて算 定 す る。

(W有 形 固 定資 産;長 期 設 備計 画 お よ び減 価償 却 計 画 に基 づい て算 定 す る。

(帥 支 払 手 形;受 取 手形 と同様 に景 気 レベ ル ご との月平 均 入 金 高に 対 す る発行 限 度 と手形 サ イ

トパ ター ン(手 形 サ イ トXl日,エ20/・,X3日X40/・ 等)を 設 定 し算 定 す る。

剛 買掛 金;景 気 レベ ル ご とに 材料 お よ び外注 費 と設 備 の現 金支 払率 の パ タ ー ンを設 定 し算 定

す る。

0)0前 受金;景 気 レベ ル毎 に 製 品別 前 受 金 の入 金,精 算 パ ター ン を設定 し算 定 す る。

(X)借 入金;不 足 資 金 を借 入 金 で賄 う もの と して 算 定す る。

(XO法 定 準 備 金;配 当率xo/・ と して積 立 額 を算 定す る。

図』 剰余 金;利 益処 分 計 画に基 づ い て算 定す る。

② マ ク ロ的 見地 か らの 回転 期 間 手 法,回 帰 式 手 法

ア 回転 期 間 手法

目標貸 借 対照表 を作 成 す るのに 目標 回転 期 間 を 使用 す る。

イ 回帰 式 手法

目標 貸借 対 照表 を作成 す るの に回 転 式 手法 を使 用す る。

③ 所 要 資 金の 調達

自 己資 金 で賄 えな い額 は外 部 よ り調 達 す る。 外 部調達 源泉 を どこに 求 め るか は・ 長 期 計 画で規

定 され る資本 構 成 を基 準 に して考 え る。

④ 財 務比 率 の チ ェッ ク 、

ア 流 動比 率,固 定 資本 対 長期 資本 比 率,自 己資 本比 率,資 本の コス ト水準 の4つ の 要素 でチ ェ

ッ クす る。

イ 流 動比 率,固 定 資本 対長 期 資 本比 率 は,最 悪 の場 合の 資産 の 流動 化 に よ る返 済 の可 能 性 安
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海 外 景 気 国 際収 支
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自工製造
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設 計

特別仕

材纈[垂]
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自 社 製 品

他社への発注
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図 一〇D工 作 機 械 工 業 の 需 要 イ ン パ ル ス 図 表
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全 性 を示 し,自 己資 本 比率 は,経 営介 入 に対 す る安 全 性.と金 利支 払,元 本 返済 に 対す る安 全 性

を示 す。 資本 コス ト水 準 は 長期 資 金 割合 を多 くして,資 本 コス トを低 くし,資 本構 成 を安 全 に

す るた めの チ ェ ッ クポ イ ン トであ る。

5.4予 測 シ ス テ ム

020予 測

021景 気予測

機械工業の受注動向は景気の先行性を表わすものとされ,経 済企画庁の景気指標(先 行系列)に も

とり入れ られてい るが,な かでも工作機械工業は景気動向に敏感な典型的な工業 とされてい る。

この傾向は特に景気の下降期に著しく,上 昇期に転換する感度は比較的鈍 く,な だらかな回転をた
'

ど るの が通 例 で あ る。

この こ とは,あ る程 度 設 備 投資 関 連産 業 に つ いて は共 通 の現 象 と思 われ るが,機 械工 業 をお もな需

要 先 とす る工作 機 械 工業 は,重 畳 的 な影 響 を受 け るわけ であ る。

好況期 に入 り,仕 事 量が 増 えて くると,ま ず 残業,臨 出の 実 施か らは じま って,交 代 制 の 採用 な ど

現 有能 力 の フル稼 働 を計 る。 一方 外 注 先の 開拓 な どの 対 策 も併せ て と りな が ら,増 産 計 画 を消 化 して

い く。

それ で もなお 能 力が 不 足 して く ると,は じ めて 設 備増 設 の 検 討 に着 手 す る。 最 近 では長 期 計 画の一

環 と して,長 期 設 備 計 画 を立案 してい る企業 は多 いが,具 体 的 な設 備 計 画は 当然 の こ とな が ら景 気見

通 し,金 融 事情 な どか らか な り流動 的 で あ る。

遡 ・不醐 に 入 ると,ま ず設 備緬 の 再検 討 か らは じ ま・ τ・予 算 の削 減 剰 延べ ・ 外 注 の紗

な どの過程 を経 て,残 業,露 出規 制,配 置転 換,操 短 とい った 対 策 が 講 じ られ る。 こ うした 景気 変 動

に対 す る弾 力的 な企 業 経 営 が 工作 機 械 工 業の 景 気変 動 に敏 感 な体 質 を宿 命づ けて い る。

最 近 省 力化 の ため の設 備 投 資 が 喧伝 されて,不 況 下 にお い て も省 力 化設 備投 資 は減 少 し ない ので

工作 機械 工業 の体 質 も変 化 す るの で は ない か とい わ れて い る。

しか しな が ら,当 面 ま だ そ の比 重は極 めて 小 さ く,体 質 改善 の 要 因 として 効果 を表 わす までに は,

かな り時 間 を要 す る と思 われ るの で,当 分の 間,景 気予 測 は 工作 機 械 工業 の 課 題 と して残 され るで あ

ろ う。(酬D「 工作 機械 工 業 の需 要 イ ンパル ス図表 」参 照)

(1)企 業 内景 気 予 測

景気 予測 は毎年 官公庁 はじ め銀 行,各 種研 究 所な どか ら発表 され る。 政府 はそ れ に よ って政 策 や

予 算編 成 方針 の 立 案 を行 ない,銀 行 は じめ各企 業 に お いて は,経 営 方 針の 指 針 と して,多 方面 に利

用 されて い る。

景 気 予測 は 複雑 なモ デ ル式 や 膨大 な デ ー タを駆使 して行 な われ るの で,一 般 企業 にお いて 独 自の

予 測 を行な うこ とは困 難 で あ る。

しか しな が ら各種 の予 測 の なか で は楽 観 論 か ら悲 観論 まで かな りの 巾が あ るの で,そ の企 業 の 立

場 と して どの レ ベル で お さ え るか の 統 一的 見 解 を と りまとめ てお く必 要が あ ろ う。

～
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なぜ な らば,企 業 の中 で景 気予測 を利 用す る場 合 その フ レー ム ワー クが 違 っ て い たの で は意 味 が

な い。 必 要 な予 測 値 はそ の企 業 な りの 調整 を加 え た上 で
,パ ラメー ター 化 して共 通の 値 を定 めて お

くこ とが望 ま しい。

(2)海 外 景気 予 測

最 近 公定 歩 合 に よ る金 融政 策 をは じめ,株 式 市 場 の株 価 の動 きに至 るま で
,経 済の 国際 的な 連動

性 が 高 ま り,海 外の 景 気 動 向が 一企 業 に与 え る影 響 は資本 の自由化 が す す むに っれ て
,ま す ま す重

要 に な っ て くるであ ろ う。

工作 機 械 工業 にお い て も,輸 出市 場の 拡大 や 自 由化 に対 す る防衛策な どの 体制 を整 え るた め に 海

外 景 気 動 向の 情 報 は不 可欠 な もの とな って き た。

しか しな が ら,海 外 の景気 動 向 の適 確,迅 速 な 情 報の 入手 は極 めて困難 であ る
。 ま して その 見 通

しに つ い ては極 く限 られた デー タしか 入手 で きな い
。

今 後 は輸 出振 興 会 な どの公 的 機 関 や大 手商 社 の情 報網 を活 用 した情 報ル ー トの確 立が 必要 とな ろ

う。^

(3)景 気 日誌

景 気の 変換 点 の 前後 で,ど の よ うな 経済 現 象 が あ らわ れ,ど のよ うな対 策 が と られた か,あ るい

は技 術 革新 の波 が 景 気 動向 に どの よ うな影 響 を与 えた か
,こ の よ うな過 去 の デー タ分 析 や 将来 の 予

測の 作業 を進 め るにあ た って,景 気 日誌が 必 要 とな って く る。 景 気 日誌 は 次 のよ うな 区 分 で編 集 さ

れ るがIR手 法 に よ る検 索 が で き るフ ァイルが 望 ま しい
。

一 般 経 済 編

関 連産 業 編

同業 企業 編

社 内編

技 術 関 係 編

関 連 制度 編

022需 要予 測

(1)予 測 手 法 の 選 別

予 測 には 多 くの 手 法 が あ り,コ ン ピュー タの活 用 に よ っ て,ま す ます 高度 な予 測手 法 が 開 発 され

っっ あ る。 しか しな が ら予 測 手 法が 複雑 だか ら
,そ れ に よ って 得 られ る結 果 の精 度 が 必ず し も高 い

わ けで はな い。 用 途 に応 じて,最 適 の方 法 を選 別 す る必 要 が あ る
。

同一一の デー タ を何 種 類 か の手 脚 ・か け て予 雌 を算 馳
,そ の 標準偏 差 の比 較 で最 髄 を選 別す

る方法 な どがあ る。

その た めに ・ な るべ 徽 多 くの デ ー タ を収翼ミし
,出 来 るだ け多 くの手 法 醐 使 で き る シス テム に

して,試 行 錯誤 を く りか え しな が ら,よ り適 確 な予 測値 の追 求 が 出来 るよ うに したい。

② 予 測 デー タの 収集,分 析

需 要予測 を行な う場 合,ま ず 問題 にな るのが デー タの 収集 で あ る。予測 に必 要 な労 力 の80%は
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デ ー タ収 集 で あ る とい わ れ てい る。

また,デ_タ 収集 は,場 合 によ って は原 デー タの 収集,フ ァイ リングだ けで な く・ 予測 手 法 に か け

る前 に分 析,修 正 を行な わな けれ ば な らない こ と もあ る。 季節変 動,不 規 則 変動の 除去(セ ン サス

局 法,.EPA法 等 に よ る)や,調 査対 象 件 数 の変 更に よ る カ バ ・・".)tジの修 正 な どであ る・

需需 要 予 測 に必要 な デー タは社 内情 報 と社 外 情 報 に分 けて,そ れ ぞれ フ ァイ リン グ,メ ンテナ ンス

され てい な け れ ばな らない6必 要 に応 じて,外 部 の デ ー タバ ンクか らと り寄 せ で き るよ うな情 報 に

つ いて は,メ ンテ ナ ンスの 手間 を はぶ く意 味 か ら,そ れ を利 用 し て も良 い。

① 社 内 情 報

予 測 に 必勲 社 内情 報 は,い つで も禾IJ用で きるよ うに フ ・イル されて いなtナれ ばな らなしが

実 績 関係 の デー タは 瓢 ・ ・イ ルが その まま予 測 鞭 え るよ う・ ・一 マ ・テ ・ ング され て い るこ

とが 望 ま しい。

ま た,予 測 に必 要な パ ラメー ター も統 一 され た 値 が常 に用 意 され て な けれ ばな らな い。

② 社外 情 報

ア 一 般経 済指 標

官公庁 や 日銀か ら出 され るデー タで,公 表 されて い る もの が多 い。

イ 関連 産業 関係

関連 産業 関 係6デ ー タは各 業界 別の 工 業 会 な どで と りま とめ られて ・'るもの ・訟 庁 に よっ

て集 計 され てい る もの,必 要 に応 じて 調査 す る ものな どが あ る・

ウ 工作 機械 業 界 関 係

業 界全 般 に 関するデータは 日本 工機 械 工 業会 は じめ・関 係官 庁 か ら公 表 され る力走・ 齢 メー カ

ー に 関す るデー タは入 手 しに くい。

エ 海 外 関 係

海 外 関係 の デー タはな かな か 入 手 し に く くタイ ミング として も遅 くな る。

(3)予 測手 法 の応 用 例

① 『FORECASTER』

時 系列 デー タに よ る予 測 はつ ぎの ス テ ップ を経 て,将 来 を予 測 す る手 法 で あ る。

・ア 時 系 列 デー タの 変 化構 造 を分析 す る。

イ 構 造 ど う しの 関連 をみ る。

ウ 時系 列の理 論 モ デ ル を想 定 す る。

『FORECASTER』 は この よ うな時 系 列予 測 の 手法 を集 めた ア プ リケ ー シ ョン プロ グラ

ムで,、 回 の時 系 列 デー タの ・ ・ プ 。 ト・・よ 。て,い くっ か の手測 よ る予 讃‖厳 出 し標 準偏

差(St。,d。,dD,vi。ti。n・'以 下S・Dと い う)を ス ケ ー ル と し て ・ 最 適 予ZaU値 を選 別

出 来 る シ ス テ ム で あ る。

同_手 法 の 中 で もパ ラ ・一 夕 ー と リLド タ イ ム 別 にs・Dが で き る の で パ ラ ・ 一 夕 ー の 選 別 が

容易にできる。ただし,経 済的要因による景気転換点や技術革新による変動予測はこの手法では
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で きな い の で別 の 手法 によ るチ ェ ックが必 要 とな る。

② 先行指 標法

先 行指 標 法 は,時 系 列 デ ー タ を分 析 し,そ の 中か ら予測 値 の基 準 とな る系 列(一 致系 列)を 定

め,そ の系 列 に先 行 す る時 系 列 デ ー タ を選 び出 して
,そ の景 気(予 測値)の 先行 指 標 とす る方法

であ る。

この手 法 の 特徴 は つ ぎの とお りであ る。

ア 抽 出 され た成分 の 変動 を景 気 と考 え る ことによ り量 感 と転 換 点 を合 わせ て 把握 で き る。

イ 抽 出 され た成 分 に対 す る各 時 系列 の影 響係数 を知 るこ とが で き る。

ウ 影 響係数 の時 系列 化 を調 べ る こ とに よ り先 行指 標 構成 系列 にお け る内部 構造 要 因 の変 化 を探

るこ とが で き る。

③ 単 一 回帰 モ デル

予 測 しよ うとす る系 列 に 対 し,過 去 の時系 列 か らみ て,相 関度の 高い系 列 を選 択 し て,最 小 二

乗 法 によ る回帰 式 を作 成 す る。 これ が 回帰 モ デル であ り,こ れ に外 生 変数 を挿入 し て予 測 値 を求

め る方法 で あ る。

全 国粗鋼 生 産 高 と当 社研 削 盤 出 荷台 数,自 動車 登 録台 数 と専 門機生 産 高 な ど の回帰 モ デル が そ

の 一 例 であ る。

乙 の手 法の 問 題点 と して はっ ぎの よ うな こ とが 考 え られ る。
、

ア 予測 し よ う とす る時 点 での 外生 変数 が,求 め られ な けれ ばな らな い。

イ 技術 革 新 あ るい は,需 要 構造 の変 化 によ っ て,相 関 度の 急 激 な 低下が あ る得 る。

ウ 需要 と コ ンペ チ ター との 関 係 で,占 有率 の 変 動に よ る誤差が 考 え られ る。

●
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5.5経 営 情 報 一 覧 表

5.5.1オ ペ レ ーシ 。 ナ ル ・ シ ス テ ム ・イ ン プ ・ ト・ ア ウ トプ ・ ト表

(D原 価 見 積 ・納 期 見 積

情 報の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門
情 報量又 は

サ イ ク ル
情報形態 必要度 充足度 備 考

設計仕様 インプッ ト 設 計 生 産 部 都 度 シ ー ト A A

見積条件 〃 生 産 部 〃 〃 カ ー ド A A

見積計算式 〃 〃 〃 〃 デ ィ ス ク A A

予定加工単価 〃 〃 〃 〃 〃 A A

原単位 〃 〃 〃 〃 〃 A A

原価見積明細書 アウ トプット
〃 〃 〃 シ ー ト A A

A部 品諸元表 〃 〃 〃 〃 〃 A A.

設備能力 インプッ ト 〃 製 造 部
〃 デ ィ ス ク A A

設備負荷余力 〃 製 造 部
〃 〃 テ ー プ A A

原単位 〃 〃 〃 〃 デ ィ ス ク A A

生産期 〃 〃 〃 〃 カ ー ド A A

内外作 〃 〃 〃 〃 〃 A A

各種負荷予測表 アウトプッ}
〃 〃 〃 シ ー ト A A

■ ◆
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(2)設 計

1

切

や
ー

情 報 の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門 情報量又は
サ イク ル 情報形態 必要度 充足度 備 考

設計仕様書 インプッ ト 営業 ・設 計 設 計 都 度 文 書 A A

基本設計構想 〃 設 計 〃 〃 〃
A A

設計計画表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

設計工数計画表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

鋳造手配通知 アウ トプッ ト 〃
鋳 造 部 〃 〃

A A

特材,購 入品通知 〃 〃
資 材 部 〃 〃

A A

鉄橋手配通知 〃 〃
材 料 部 〃 〃 A A

設計通知書 〃 〃 関連 部 門 〃 〃 A A

図 面 表 〃 〃 〃 〃 〃
A A

図 面 〃 〃 〃 〃 〃
A A

製造明細表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

(3)手 配 プ ア イ ル

情 報の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門 情 報量 又 は
サ イ ク ル 情報形態 必要度 充足度 備 考

部品構成 イ ンプット 設 計 設 計 ・製 品 都 度 シ ー ト A A
加 工部品 デー タ 〃 生産技 術 製造 ・生 産 〃 〃

A A

購 入 部品 デー タ 〃 〃
生 産 ・材料 〃 〃 A A

貯 蔵 部品 デー タ 〃 〃 〃 〃 〃 A A

設 計 デー タ 〃
設 計 設計製造・生産 〃 〃 A A
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(4)部 品 展 開

情 報 の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門
情報量又は
サ イ ク ル

情報形態 必要度 充足度 備 考

生産計画 インプット 生 産 生 産 都 度 シ ー ト A A

作表指示
〃 〃 〃' 〃 カ ー ド A A

製造部品表 ア ウトプッ ト
〃 製 造 ・材 料

〃 シ ー ト A A

部品構成表
〃 〃 設 計 ・製 造

〃 〃 A A

購入品発注予定
〃 〃 材 料

〃 〃 A A

手 配 デー タ
〃 〃 製 造 ・材 料

〃 デ ィ ス ク A A

変更処理通知
〃 〃 生 産 ・技 術

〃 シ ー ト A A

部品支給
〃 〃 製 造

〃 〃 A A

⑤ 材料(素 材)調 達

情 報 の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門
情報量又は
サ イ ク ル

情報形態 必要度 充足度 備 考

鋳造手配通知 インプ ット 設 計 関 連 部 門 都 度 文 書 A A

〃 〃 〃 A A

特材 ・購入品通知
〃 〃

〃 〃 〃 A A

鉄構手配通知
〃 〃

〃 〃 〃 〃 A A

図 面
〃

〃 〃 〃 A A

製造明細表
〃 〃

鋳造仕事票 アウ トプッ ト 鋳 造 鋳 造
〃 〃 A A

(特 材)注 文伝票
〃 〃 資 材

〃 〃 A A

▼ ●
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情 報 の 種類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門 情 報量 又 は
サ イ ク ル 情報形態 必要度 充足度 備 考

(鉄構)仕 事票 アウ トプッ ト 鋳 造 鉄 構 都 度 文 書 A A

材料出庫票 〃 〃 関 連 部 門 〃 〃 A A

購入依頼書 インプット 生 産 部 〃 〃 〃 A A

見 積 書 〃 取 引 先 〃 〃 〃 A A

(購入)注 文書 アウ トプット 資 材 資 材 〃 〃
A A

納 品 書 インプッ ト 取 引 先 〃 〃 〃 A A

(6)機 械 加 工

情 報の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門 情 報量 又 は
サ イ ク ル 情報形態 必要度

輪

充足度 備 考

鋳造手配通知 インプッ ト 設 計 関 連 部 門 都 度 文 書 A A

特材 ・購入通知 〃 〃 〃 〃
〃

、
A A

鉄構通知 〃
、

〃
〃 〃 〃 A A

図 面 〃 〃
〃

〃 〃 A A

製造明細表 〃 〃
〃 〃 〃 A A

材料入荷通知 〃 製 造 〃 〃 〃 A A

仕事票 アウ トプット 〃 〃 〃 〃 A A

作 業 ス リッ プカ ー ド 〃 〃 〃 〃 カ ー ド A A

部品統制票 〃 〃 〃 〃 文 書 A A

工数負荷表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

外注納品一覧表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

遅延部品一覧表 〃 〃 〃 〃 〃 A A
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(7)鉄 橋

情 報 の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門 情 報量 又 は
サ イ ク ル

情報形態 必要度 充足度 備 考

鉄構手配通知 インプッ ト 設 計 鉄 構 都 度 文 書 A A

図 面
〃 〃

〃 〃 〃 A A

製造明細表
〃 〃 〃 〃 〃 A A

板金板取図 アウ トプット 鉄 構 〃 〃 〃 A A

板金加工仕様書
〃 〃 〃 〃 〃 A A

仕 事 票
〃 〃 〃 〃 〃 A A

注 文 書 〃 〃 〃 〃 〃 A A

納 品 書
〃 〃 〃 〃 〃 A A

負 荷 表
〃 〃 〃 〃 〃 A A

(8)組 立 調 整

情報 の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門
情報量又は
サ イク ル 情報形態 必要度 充足度 備 考

製造明細表 インプッ ト 設 計 関 連 部 門 都 度 文 書 A A

図 面
〃 〃 〃 〃 〃 A A

組立仕様書 アウ トプッ ト 生 産 製 造 〃 〃 A A

組立仕事票
〃 〃 〃 〃 〃 A A

組立進度表
〃 〃 〃 〃 〃 A A

.
」
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(9)総 合 調 整
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情 報の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門 情報量又は
サ イ ク ル 情 報形態 必要度 充足度 備 考

設計通知書 インプッ ト 設 計 関 連 部 門 都 度 文 書 A A

製造明細表 〃 〃 〃 〃 〃
A A

鋳物送達票 〃 鋳 造 鋳 造 〃 〃
A A

材料入荷通知 〃 関 連 部 門 関 連 部 門 〃 〃
A A

遅延部品一覧表 〃

,

生 産 生 産 ・製 造 〃 〃
A A

組立進度表 〃 製 造 製 造 〃 〃 A A

製品検査表 〃 〃 〃 〃

.

〃 A A

5・5・2オAeレ ー シ ・ ナル ・プ ラン ニ ン グ ・ シ ス テ ム
,イ ン プ 。 ト,ア ウ ト プ 。 陵

(1)受 注 計 画

情 報 の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門
.

情報量又は
サ イク ル 情報形態 必要度 充足度 備 考

引合カ ー ド インプッ ト 営 業 事業部
営業管理部 L500枚/月 カ ー ド A B

販 売 票 〃 〃 事業部 ・経理部
営業管理部 1,000枚/月 伝 票 A A

工事命令書 〃 営 業,生 産 〃 1,500枚/月 〃 A A

出荷伝票 〃 営 業 〃 1,500枚/月 〃 A A

製品価格通知 〃 見 積 躍 800枚/月 〃 A A

現 金 入 出金 カー ド 〃 営 業 〃
2000枚/月 カ ー ド A A
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情報 の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門 情報量又は
サ イ ク ル

・情 報形 態 必要度 充足度 備 考

手形入金伝票 インプット 営 業
事業部・経理部
営 業 管 理 部

200枚/月 伝 票 A A

引合状況一覧表 アウ トプッ ト 営 業 管 理 部
TOP・ 事業部
営業管理部

1/週 文 書 B B

受注計画表 〃 〃 TOP・ 腱 ・幽
営業鰯 郵辱諜部

〃 〃 A B

引合状況推移表 〃 〃
多

〃 グラ フ B B

成約率一覧表 〃 〃 〃 1/月 文書 ・グラフ B B

失注原因分析表 〃 〃 各 営 業 部 〃 文 書 A B

.

受注損益総括表 〃 〃 TOP・ 社長室
営鞠 ・諜 部

〃 〃 A A '

受注損益明細表 〃 〃 各営業部営
業管理部

〃 〃 A A

課別受注実績一覧表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

製品別地区別受注総括表
〃 〃 各営業部,営 業

所 ・営業管理部
〃 〃 A A

製品別課別受注高一覧表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

製品別課別受注高明細表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

製品別輸出受注高明細表 〃 〃 社長室・営糟 理部
各営業部・営業所

〃 〃 A A

NC工 作機械受注高明細表 〃 〃 事 業 部
営 業 管 理 部

〃 〃 A A

注文主別製品別受注高一覧表 〃 〃 営業管理部
各 営 業 部

〃 〃 A A

業種別製品別受注高一覧表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

製品別地域別輸出受注高
一覧表

〃 〃 〃 〃 〃 A A

製品別型格別受注実績
〃 〃 〃 〃 〃 A A

工作機械機種別
業種別受注高一覧表

〃 〃 〃 〃 〃 A A

可
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情 報の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門 情 報量又 は
サ イ ク ル 情報形態 必要度 充足度 備 考

製品別課別受注残高一覧表 アウ トプッ ト 営 業 管 理 部 営 業 管 理 部
各 営 業 部 1/月 文 書 A A

製品別地区別
受注残高一覧表

〃 〃 〃 〃 〃 A A

製品別課別受注残高明細表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

製品別輸出受注残高明細表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

NG工 作機械
受注残高明細表

〃 〃 〃 〃 〃 A A

注文主別製品別
受注残高一覧表

〃 〃 〃 〃 〃 A A

業種別製品別
受注残高一覧表

〃 〃 〃 〃 〃 A A

製品別地域別
輸出受注残高一覧表

〃 〃 〃 〃 〃 A A

工作機械種別
業種別受注残高一覧表

〃 〃 社長室 ・営業管
理部 ・営業部

〃 〃 A A

② 売 上 計 画

情 報の 種類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門 情 報量 又 は
サ イ ク ル 情報形態 必要度 充足度 備 考

引 合 カ ー ド, インプ ット 営 業 事 業 部
営 業 管 理 部 1,500枚/月 カ ー ド A B

販 売 票 〃 〃 事業部・経理部
営 業 管 理 部 1,000枚/月 伝 票 A A

工事命令書 〃
営 業,生 産 〃 1,500枚/月 〃 へ A

出荷伝票 〃 営 業 〃 1,500枚/月 〃 A A

製品価格通知 〃 見 積 〃 800枚/月 〃 A A

現 金入 出金 カー ド 〃
'

営 業 〃
2,000枚/月 カ ー ド A A

手形入金伝票 〃 〃 〃 200枚/月 伝 票 A A
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情 報の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門
情 報量 又 は
サ イ ク ル

情報形態 必要度 充足度 備 考

製品別課別売上高一覧表 アウ トプッ ト 営 業 管 理 部
社長室 ・経理都
営繊 ・尊撲部

1/月 文 書 A A

〃 〃 明細 表 〃 〃 経理部 ・営業管
理部 ・事業部

〃 〃 A A

製品別輸出売上高明細表
〃 〃 〃 〃 〃 A A

NC工 作機械売上高明細表
〃 〃 〃 〃 〃 B A

注文主別製品別
売上高一覧表

〃 〃 〃 〃 〃 B A

業種別製品別売上高一覧表
〃 〃

'

〃 〃 〃 B A

製品別地域別輸出売上高一覧表
〃 〃 〃 〃 〃 A A

製品別型格別売上高一覧表
〃 〃 〃 〃 〃 B A

工作機械機種別業種別売上高一覧表
〃 〃 〃 〃 〃 A B

売上計画総括表
〃 〃 〃 2/月 〃 A B

売上計画明細表
〃 〃 〃 〃 〃 A B

製品別課裂遍`饗 明纏 〃 〃 経理部 ・営業管
理部 ・営業部

1/月 〃 A A

注文主別=鯖 明纏 〃 〃 〃 〃 〃 A A

製品別課犠 縫 響明糠 〃 〃 〃 〃 〃 B A

製品別課別年令順売掛金残高明細表 〃 〃 〃 〃 〃 B A

製品別課別売掛金残高一覧表
〃 〃 〃 〃 〃 A A

製品別地区別売掛金残高一覧表
〃 〃 〃 〃 〃 B A

注文主別製品別売掛金残高一覧表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

業種別製品別
売掛金残高一覧表

〃 〃 〃 〃 〃 B B

●
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情 報の 種類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門 情報量又は
サイ ク ル 情報形態 必要度 充足度 備 考

製品別課羅 ∠魏
明細表 アウトプッ ト 営 業 管 理 部 経理部 ・営業管

理部 ・営業部 1/月 文 書 A A

注文主別§鍵 裂
醐 細表

〃 〃 〃 〃 〃 A A

製品別辞別注文生別
前受金残高一覧表

〃 〃 〃 〃 〃 A A

製品別課別
前受金残高一覧表

〃 〃 〃 〃 〃 B A

製品別地区別
前受金残高一覧表

〃 〃 〃 〃 〃 B A

注文主別製品別
前受金残高一覧表

〃 〃 〃 〃 〃 B A

業種別製品別
前受金残高一覧表

〃 " '∫ 〃

、

〃 B A

辞別売上実績一覧表 〃 〃 社長室 ・経理部
営業醐 ・≧諜 部

〃 〃 A A

製品別地区別売上総括表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

一

(3)入 金 計 画

情 報の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門 情 報 量 又は
サ イ ク ル

情報形態

・

必要度 充足度 備 度

引 合 カ ー ド インプッ ト 営 業
事 業 部
営 業 管 理 部

1,500枚/月 カ ー ド A B

販 売 票 〃 〃 事業部 ・経理部
営 業 管 理 部

1,000枚/月 伝 票 A A

工事命令書 〃 営 業,生 産
〃 1,500枚/月 〃 A A

出荷伝票 〃 営 業 〃 1,500枚/月 〃 A A

製品価格通知 〃 見 積 〃 800枚/月 〃 A A
,

現 金入 出 金 カー ド
〃 営 業 〃 2000枚/月 カ ー ド A A

手形入金伝票 〃 〃 〃 200枚/月 伝 票 A A
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情 報の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門 情報量又は
サ イ ク ル 情報形態 必要度 充足度 備 考

Q/#順 入金明細表 アウ トプット 営 業 管 理 部
事業部 ・経理部
営 業 管 理 部

1/月 文 書 A A

決済日単位入金明細表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

課別入金実績一覧表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

製品別地区別入金総括表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

営業入金計画実績比較表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

製品別金種別入金一覧表
〃 〃 〃 〃 〃 A A

累計製品別金種別入金一覧表
〃 〃 〃 〃 〃 ・A A

製品別辞別金種別
入金一覧表

〃 〃 〃 〃 〃 A A

累計製品別辞別金種別
入金一覧表

〃 〃 〃 〃 〃 A A

入金計画総括表 〃 〃 〃 3/月 〃 A A

入金計画明細表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

製品別金種別
入金計画一覧表

〃 〃 〃 都 度 〃 A A

製品別月別決済高一覧表 〃 〃 〃 1/月 〃 A A

(4)機 械加工費振替予定単価表

情 報の 種類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門
情報量又は
サ イ ク ル 情報形態 必要度 充足度 備 考

事業部別課別人員計画

課別工程別能率計画

設備入荷計画

インプッ ト

〃

〃

人 事 部

製 造 部

工 務 部

製 造 部

' 〃

〃

1/期

〃

〃

文 書

〃

〃

A

A

A

A

A

A

◆
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情 報 の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門 情報量又は
サ イ ク ル 情報形態 必要度 充足度 備 考

月別計画消化工数計画 インプッ ト 製 造 部 生 産 部 1/期 文 書 A A

月別計画実働時間表 〃 〃 〃 "
.

〃 A A

事業部別課別部門費計画 〃 生 産 部 製 造 部 〃 〃 A A

部門費予算破賦基準 〃 経 理 部 経 理 部
`

〃 〃 A A

部門費配賦表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

㈲ 業務計画予算表

情 報の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門 情 報量 又 は
サ イ ク ル 情報形態 必要度 充足度 備 考

.

総合損益計画予算表 アウ トプット 社長室 ・事業部 社長室 ・事業部 1/期 文 書 A A

月別損益計画予算表 〃 〃 〃 〃 「 〃 A A

販売利益 ㈲ 計画表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

受注利益(A)計 画表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

月別売上計画表 〃 〃 〃 〃

s

〃 A A一

月別生産計画表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

月別受注計画表 〃 〃 〃 " " A A

月別入金計画表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

部門費予算表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

製造費注入計画予算表 .〃 〃 〃 〃 〃 A A

資材外注 ・購入計画表 〃 〃 〃 〃 〃 A A

一
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情 報の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門
情報 量 又 は
サ イ ク ル

情報形態 必要度 充足度 備 考

資金計画表 アウ トプッ ト 社長室 ・事業部 社長 室 ・事 業部 1/期 文 書 A A

,

〃 〃 〃 A A

予想貸借対照表
〃 〃

〃 〃 〃 A A

月別輸出売上計西表
〃 〃

5.5.3プ ラ ン ニ ン グ ・ シ ス テ ム

(1)長 期 設 備 計 画

イ ン プ ッ ト,ア ウ トプ ッ ト表

情 報 の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門
情 報量又 は
サ イ ク ル

情報形態 必要度 充足度 備 考

売上計画

製品開発

インプッ ト

〃

営 業 管 理 部
事 業 部
社長室・営幽
研究所・i－
事 業 部

社長室 ・生産都
営鋼 郵・諜 部

〃

社長室 ・生産部

1/期

不 定 期

1/期

文 書

文書 ・雑誌新聞刊行物

文 書

A

A

A

A

B

A

現有設備分析
〃

生 産 部 事 業 部

同業他社動向

1)設 備能力 インプッ ト
社長室 ・生産部
事 業 部

■

社長室 ・生産部
事 業 部

不 定 期

〃

文書 ・雑誌
新聞刊行物

A

A

C

C 、

2)設 備投資額 〃 〃 〃

〃 A C

3)外 注政策
〃 〃 〃

関連会社事情

1)設 備能力 インプッ ト
社 長 室
関 連 会 社

社長室 ・生産部
事 業 部

1/期

〃

文 書

〃

A

A

B

B

2)設 備計画
〃 〃 〃

〃 〃 A B

3)生 産計画

生産技術情報

〃

〃'

〃

生 産 部
技 術 管 理 部

〃

〃 不 定 期
文書 ・雑誌
新聞刊行物

A B

●, ●
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② 長期要員計画

情 報 の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門 情 報 量 又は
サ イ ク ル 情報形態 必要度 充足度 備 考

設備計画 インプッ ト 生 産 部 社 長 室
生産部 ・事業部

1/期 文 書 A A

売上計画 〃 営 業 管 理 部
社長室 ・生産部
営難 理部・諜 部

〃 〃 A A

生産計画 〃 生 産 部 〃 〃 " A A

要員計画

1)労 億時間短縮計画 インプ ット 人 事 部
社長室 ・生産部
人事部 ・事業部

1/期 文 書 A A

2)シ フ ト制計 画 〃 生 産 部 〃 〃 〃 A A
、

3)外 注計画 〃 〃 〃 〃 〃 A A

・)各系誓裂要賑 〃 人 事 部 〃 〃 〃 A. A

5)労 働生産性計画 〃 生 産 部 〃 〃 〃 A A

6)賃 金水準計画 〃 人 事 部 〃 〃 〃 A A

7)付 加価値計画 〃 〃 〃 〃 〃 A A

労働事情

1)雇 用指 数 インプッ ト 労 働 省 社長室 ・人事部 1/月 刊 行 物 B B

2)求 人 ・求 職 〃 〃 〃 〃 〃 B B

3)賃 金水準関係統計 〃 〃 〃 レ伯 ～1/年 〃 A B

同業他社動向

1)労 働時間短縮計画 インプット 人 事 部
社長室 ・人事部
生産部 ・事業部 不 定 期 雑誌 ・新聞

文 書
A C

2)労 働生産性計画 〃 生 産 部 〃 〃 〃 A C



)

ー

や

0
1

情 報の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門
情報量又は
サ イル ル 情報形態 必要度 充足度 備 考

3)賃 金水準計画 インプッ ト 人 事 部 社長室 ・人事部
生産部 ・事業部 不 定 期

雑 誌
新聞 ・文書

A C

4)付 加価値計画 〃 〃 〃 〃 〃 A C

物 価

1)卸 売り物価指数 インプ ッ ト 日 銀 社 長室 ・人 事 部 1/月 刊 行 物 A A

2)消 費者物価指数 〃 総 理 府 〃 〃 〃 A A

・)鑓 霧 生瀦 〃 日 銀
〃 〃 〃 A A

(3)長 期 生産 計 画

情 報の 種 類(名 称) 区 分 発行 部 門 利 用 部 門 情報量又は
サ イ ク ル 情報形態 必要度 充足度 備 考

売上計画 インプット 営 業 管 理 部
事 業 部

社 長室 ・生 産部

営業醐 郡 ・…i撲部
'

1/期 文 書 A A

設備計画
〃 生産部 ・事業部

社 長 室
生産部 ・事業部

〃 〃 A A

材料原単位表

1)材 料節減率 インプッ ト 生 産 部
社 長 室
生産部 ・事業部

1/期 文 書 A B

2)材 料単価 〃 生産部 ・資材部 〃 〃 文書 ・雑誌新聞刊行物 A B

加工工数原単位表
〃

1)加 工工数節減率 インプ ット 生 産 部
社 長 室
生産部 ・事業部

1/期 文 書 A' B

2)加 工費単価 〃 社長室 ・生産部
経 理 部

〃 〃 〃 A B

生産諸元 〃 生 産 部 〃 〃 〃 A A
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情 報 の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門 情 報量 又 は
サ イ ク ル 情報形態 必要度 充足度 備 考

生産技術情報 インプッ ト 生 産 部
技 術 管 理 部

社 長 室
生産部 ・事業部 不 定 期 文書 ・雑誌

新聞刊行物 A B

関連会社事情

1)設 備計画 イ ンプッ ト 社 長 室
関 連 会 社

社 長 室
生産部 ・事業部 1/期 文 書 A B

2)生 産計画 〃 〃 〃 〃 〃 A B

同業他社動向 〃 社長室 ・生産部
営業費醐3・事業部

〃 不 定 期 文書 ・雑誌
新聞刊行物

A C

(4)長 期 売上 計画

一
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情 報の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門 情 報量 又は
サ イ ク ル 情報形態 必要度 充足度 備 考

景 気 予 測 インプッ ト 社長室 ・営業理
理部 ・事業部

社 長 室 ・生 産部
営業当理部・事業部

1/期 文書 ・雑誌
新聞刊行物

A 。B

需 要 予 測 〃 〃 〃 〃 〃 A B

技 術 動 向 〃 椎 ・技術醐
生産部・事業部

〃 〃 〃 A B

売 上 高 計 画

1)販 売価格見通し インプッ ト 社長室 ・営業管
理部 ・事業部

社長室 ・生産部灘
理部・事瓢 1/期 文 書 A B

・

2)製 造原価予測 〃 社 長 室生
産部 ・事業部

〃 〃 〃 A B
1

τ

3)物 価指数 〃 日 銀 〃 1/月 刊 行 物 A A

4)同 業他社の動向 〃 社長室 ・営業醐i部
生 産 部 ・事業 部

〃, 不 定 期 文書 ・雑誌
新聞刊行物 A C

占有率見通し 〃

1)同 業他社の動向 インプット 社長室・営繊生
産部 ・事業部

社長室 ・生産都
営鞠 ・事業部 不 定 期 文書 ・雑誌

新聞刊行物 A C



㈲ 長期損益計画(目 標損益計画)

情 報の種類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門
情 報 量 又 は
サ イ ク ル

情報形態 必要度 充足度 備 考

売 上 計 画 インプ ット
営 業 管 理 部
事 業 部

社長室 ・生産都営織 部・諜 部 1/期 文 書 A A

設 備 計 画
〃 生産部 ・事業部

社 長 室生産部 ・事業部
〃 〃 A A

生 産 計 画
〃 〃 社長室 ・生産部営繊 ・諜 部

〃 〃 A A

要 員 計 画
〃 人事部・事業部

社 長 室
生産部・事業部

〃 〃 A A

・

同業他社動向
〃 社長室 ・経理部

社 長 室経理部 ・事業部 不 定 期
雑誌文書

新聞手崎 物
A C

ー

や
N
ー

⑥ 長期資金計画(資 本構造目標)

情 報 の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門
情 報量 又は
サ イ ク ル

情報形態 必要度 充足度 備 考

売 上 計 画 インプッ ト
営 業 管 理 部
事 業 部

社長室 ・生産都営管部
・事業部 1/期 文 書 A

●

A

設 備 計 画
〃 生産部 ・事業部

社 長 室生産部 ・事業部
〃 〃 A A

生 産 計 画
〃 〃 社長室 ・生産部営業管醐 ・…撲 部

〃 〃 A A

要 員 計 画
〃 人事部 ・事業部

社長室 ・生産部
事 業 部

〃 〃 A A

損 益 計 画
〃 経理部 ・事業部

社 長 室経理部 ・事業部
〃 〃 A A

目標貸借対照表

1)過 去の眺 分析表 インプッ ト
社 長 室
経理部 ・事業部

社 長 室
経理部 ・事業部

1/期 文 書
刊 行 物

A A

・)麟 駅響 動 〃 墓騒i誰i㌶
社長室 ・経理都営纈 部・事業部

〃 〃 A B

関連会社事情

1).長 期 計 画 インプ ット
長 室

蘭 連 会 社
社 長室 ・経 理 部

.生産部・営業趣 郵
1/期 文 書 A B

'
㎞
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情 報の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利'用 部 門 情 報量 又 は
サ イ ク ル 情報形態 必要度 充足度 備 考

2)資 金計画 インプッ ト 社 長 室
関 連 会 社

社長室・経理部
螂 ・営鞠 1/期 文 書 A B

税務関係事情

1)齢 歓 び租税特別 インプッ ト 社長室 ・経理部 鮭罐事藁 不 定 期 雑誌 ・新聞
刊 行 物 A B

金 融 事 情

1)銀 行貸出黎霧金利 インプッ ト 日 銀 社長室 ・経理都
営勤 事業部 1/月 刊 行 物 B A

2)公 社債利廻 り 〃
東京証券取引所 〃 〃 〃 C A

3)資 金調達方法動向 〃 社長室 ・経理部 〃 不 定 期 雑誌 ・新聞
刊 行 物 B B

同業他社動向

i

1)B/Sp/L分 析 インプッ ト 社長室 ・経理部 社長室 ・経理部
諜 負理部・事業部 不 定 期 雑誌 ・新聞

刊 行 物 A B

2)資 金調達状況 〃 〃 〃 〃 〃 A C

3)増 資 ・配 当政 策
-

〃 〃 〃 〃 〃 A C

　

5.5.如 予 測 シ ス テ ム イ ン プ ッ ト,ア ウ ト プ ッ ト表

(1)景 気 予 測

情 報 の種類(名 称) 区 分 発 行 部 門 .利 用 部 門 情 報量又は
サ イク ル 情報形態 必要度 充足度 備 考

国内経済見通し インプッ ト
経済企画庁 ・各
種銀行 ・研究所

社長室 ・事業部
営 業 管 理 部 1/年 刊 行 物

雑 誌 A B

各国経済見通し 〃 国 連 ・新聞社
各国大使館 ・他 〃

不 定 期 〃 B C

企業経営者の
景気見通し調査

〃 経 済 企 画 庁 〃 4/年 文 書 A B

主要企業の短期経済観測 〃 日 銀 〃 〃

》

〃 A B



情 報の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門
情 報量 又 は
サ イ ク ル

情報形態 必要度 充足度 備 考

法人企業統計調査 インプット 大 蔵 省
社長室 ・事業部営 業 管 理 部 3年 毎

刊 行 物
雑 誌

A B

本邦主要企業経営分析調査
〃 日 銀

〃 2/年 〃 B A

各種金利水準
.〃 〃 社長室 ・事業部営業鋼i部・翻 不 定 期 新 聞 A A

全国銀行資金新規貸付
〃 〃 .〃 1/月 刊 行 物 B A

日銀券発行高
〃 〃 〃' 〃 〃 B A

不 渡 手 形
〃 手 形 交 換 所

〃 〃 〃 C A

株 式 市 況
〃 証 券 取 引 所

〃 毎 日 新 聞 ・月報 B A

国 際 収 支
〃 日 銀

〃 1/月 刊 行 物 B A

ー

や

膳
-

(2)需 要 予 測

情 報 の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門
情報 量又 は
サ イ ク ル

情報形態 必要度 充足度 備 考

国内経済見通し インプッ ト
経済企画庁 ・各
種銀行 ・研究所

社長室 ・事業部
営 業 管 理 部

1/年 刊 行 物
雑 誌

A B

産業設備見通し
〃 通産省'各 銀行

〃 〃 刊 行 物 B B

鉱工業生産指数
〃 通 産 省

〃 1/月
通 産 統 計
月 報

A B

〃 〃 〃 A B

鉱工業出荷指数
〃 〃

鉱工業在庫指数
〃 〃 〃 〃 〃 A B

機械受注統計
〃 経 済 企 画 庁

〃 〃 機 械 受 注統
計月 報

A B

法人税即納率
〃 国 税 庁

〃 〃 電 話連 絡 A C

法人企業投資予測調査
〃 経 済 企 画 庁

〃 2/年 刊 行 物 A B

▲
'
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情 報 の種 類(名 称) 区 分 発 行 部 門 利 用 部 門 情報量又は
サ イ ク ル 情 報形態 必要度 充足度 備 考

通 関 統 計 インプッ ト 大 蔵 省 曹
長室 ・事業部業

管 理 部 1/月 9本㌍ § A B

信 用 状 統 計 〃 〃 〃 〃 新 聞 ・月 報 B B

卸売物価指数 〃 日 銀 社長室 ・事業部営
業管理部見積

〃 経済統 計
月 報 A B

家 計 調 査 〃 総 理府統 計 局 社長室 ・事業部営
業 管 理 部

〃 刊 行 物 B B

国民所得統計 〃 経 済 企 画 庁 〃
4/年

国民 所 得
統 計 A B

産 業 連 関 表 〃 通 産 省 〃 〃 刊 行 物 A B

国 富 調 査 〃 経 済 企 画 庁 〃 5年 毎 〃
A B

労 働 力 調 査 〃 総 理 府 統計局 〃 i/月 〃
B B

株価平均指数 〃 東京証券取引所 〃 〃 月 報 A A

株価平均利廻 り 〃 〃 〃 〃 〃
A A

工作機械各種データ 〃 日本 工 作機械
工 業 会

〃 〃 刊 行 物 A B



6.お わ り に

今 回 の作 業 は,工 作 機 械 メー カー の経 営 管 理情 報 シス テムの ケー ス ・ス タデ ィであ り,こ れ を もっ

て,工 作機 械業 界 の モ デル とい うに は あ ま りに も現 在 試 行 錯誤 の過 程に あ る。 ま た業 界 の 内 に も企 業

規 模,製 品 お よび環 境 に おい て多 種 多様 で あ り,画 一的 に 論 じ得 る もの で はな い。

シス テム それ 自体,終 着駅 を もて る もの で もな い が,今 後の 企業 をと りま く,内 外 情 勢 の きび しい

変 化 に対 して は,情 報の 効 率的 活 用 を通 し,前 向 きに タ イ ミングよ く,こ とを処 し得 る体制 作 りが 焦

眉 の 急 であ り,こ の よ うな共 通 な基 盤 に基 づい て,多 くの 批判 を願 え る と共 に,共 同開 発 へ の足 が か

り と もなれ ば と思 い,あ えて取 ま とめ た次 第 で あ る。

最 後 に,こ の よ うな情 報 シス テム を完成 させ るた めに は,企 業 内 の努 力 は勿 論,企 業 外の 情 報 お よ

び 海外 情 報 につ い て,政 府 をは じめ,公 的機 関 の助 成 策に期 待す る とこ ろが 大 き く,前 途 多難 な こ と.

と思 わ れ る。

しか し,工 作 機 械業 界 と しては他 業 界 の機 械 メー カー へ の 手段 提供 の最 適化 の 意 味 か らもま す ます

コン ピュー タを軸 と した シス テ ムの研 究 を進 め ざ るをえ ない であ ろ う。

■

{・
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1 調 査 の ね ら い

7・ 年代は・情靴 社会の入・であると・・われふ る.情 靴 社会とは 「情報が巨大な髄 を生み

出す輌 力 となる未来社会」をさすも・・とされている.そ して,・ の新しい未来社会に恥 ては,生

産実務より企醐 究の方がより軽 頴 味をもつようぬ ると予想されてい る
。

日本の造船業は珊 和31年 以紺 界の王座を保持しっづけている
.し かし,ま すます加速度を加

えつっある産業構造の変革の嵐の中で,新 たな試練に直面している。

60年 代極 じ・わが国の造船業はeeの 体質を大巾に改善しっつ発展を遂げで来た
.従 来の労働

集約的な体質を・かな りの醒 まで資本集綱 ・技術集約型へ と脱皮 させて来た
.60年 代前半の

「利益なき繁栄」から・60年 代後半は 「利益ある繁栄」へと移。て来た.と は,そ の_つ の表われ

であると云えよう・戦後・ 昧 の造船業は・地上でブ・ッ蝉 位に船体髄 を組立てるブ。ッ耀 造

方式を始めとし・パイプやバ・レブをあらかじめ地上組立の段階で附 ける先行麟
,パ レ。 トの利用

による醐 作業の合理化拍 動熔接・NCの 採用な撒 ・の新しい技術をとり入れて,省 力化,工 期
短縮,コ ス トダウンを実現して来た。

しかし・今後は・のような鮪 技術の改善ナごけでは問題の解決は騰 である構 えられ始め
て劫,

受注から設計そして生産工程までの全てを含め全体を・・テムとしてとらえ給 理化が必要と云われ

始めている。

この新しい未来社会に対応して行 くためには,造 船業はその産業構造自身を変革して行くことが必

要であろう・変化の激しい時代には・変化に対し柔軟 対咄 来なければならない.。 のた航 は,
造船業の経営そのものに大きな変換が必要であろう.し たが。て,経 営情轍 ステムも新し噺 点力、

ら根本的な見直しが必要である。

本語 は・一応上記の観点から噸 解決の糸・を探求する・とを目的として行
。た.新 し、、社会で

は・緬 とか研究 とかが も・と這 要な役割をも・て来るものと考えられるので
,造 船業吐 けるプ

ラニング情報の本質を明らかにすることを一応の目標 とした
。

以下第2章 で韻 業の鵠 を分析 し・第3章 で戦略計画としての長期緬 を,第4靴 拭 て戦術

計画としての中'繊 細 を締 し・第5章 でまとめとしてプ・・ング繍 を主体 とした縮 情報。

ステムの意義の検討を行 うこととした
。



2 造 船 業 の 特 質

造船業は,賃 金の上昇と需要の拡大とい う企業成立の基盤に直接関連した企業環境の変化に直面し

て,は じめて近代的な経営の必要性を意識しっっある。

この必要性を明確にするために,産 業構造上の特質と経営の特質を分析することにした。

●

2.1産 業 構 造 上 の 特 質

造船 業 は,現 在 多 品種少 量 生 産 の典 型 的 な産 業 構造 を有 してい る。 その特 質は 大 き く分 類 す る と次

の3つ に 集 約 され る。

{1)労 働 集 約 型 産業

造 船 業 は,本 質 的 には鋼 材 を 切断 し,加 工 し,熔 接 して,組 立 て る現場 作 業 を中心 とし た産業 で あ

る。 そ して,そ の対 象が 巨大 で あ りか っ重 量 が 重い こ とが大 きな 特徴 で あ る。 した が って,化 学 プ ラ

ン トや軽 量 同型 の もの を大 量 に加 工処 理 す る とい ういわ ゆ るマ ス プ ロ形 態 の産業 とは 違 って,労 働力

に対 す る依 存度 は 極 めて大 きい。

労 働 集約 型 産 業で あ るこ とは,こ れ まで わ が国 が 欧 米 に比 べ良 質 の 労働 力 が相 対 的 に安 く入手 出 来

る と云 う点 で利 点 とな ってお り,こ れが 国 際競 争 力 を強 め た一 つ の柱 をな してい た とい え る。 しか し・

最 近で は 賃 金 の上 昇 は著 し く高 くな って お り,ま た良 質 の 労働 力 も社 会 構造 の 変化 に伴 ない 困難 さを

増 しっ っ あ る。

欧州 と日本の賃金比較表(45年 度)

国 名 平 均 月 収

日 本(ボ ー ナス 含む) 114,000円

オ ラ ン ダ 102,000円

イギ リ ス 87,000円

西 ド イ ツ 81,000円

イ タ リア 62,000円

■

この問題の解決は,今 日造船業が直面しているもっとも大きくかっ重要な課題である。このための

具体策として

① 人間尊重のマネジメント

② 省力装置の開発

③ 工場の専用化

④ 節労設計の採用

一78一
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な どを・ 着 々と実施 しっ っ あ る。 つ ま り,技 術 集 約 型 ・資本 集 約型 へ の 移行 が重 要 な 課題 とな りっ つ

あ る。

(2}個 別受 注生 産

造 船 業 の取 引単 位は ・.従 来原 則 として一 隻 単 位の 個 別契約 で あ り,一 件 あ た りの金 額が 大 型船 で は

数10億 円～ 百数10億 円 単位 の大 口 で あ る こ とが 特徴 で あ る。 発 注者 の側 で も,かE・・る大 型 投 資 を

行 な う以 上 レデ ィメ ー ドで は な くオ ーダ メー ドを希 望す る こ とが 当然 で あ る と考 え られ て きた
。 個別

受 注生 産が 取 引 の 基本パ タ ー ン を成 して い た。 したが って,一 隻 ご とに注 文主 の 希 望 に 応 じて 設 計 を

し,船 を造 る とい う こ とが 当然 の こ とと して行 な われ て来 た
。 経 営 情報 の面 で も,財 務 計算 をベ ー ス

とした個別原価計算が主流をなし,船 別の垂直性が経営管理の中でも重要な役割を占めている
。

しか し・個 別受 注生 産 のパ タ ー ンは,産 業近 代 化 の公 理 と も云 え る標 準化 ・専門 化に よ る合理 化 を

阻 む もっ と も大 きな艦 路で あ る。 航空 機 工業 では
,そ の一 機 当 りの価 格が 船 舶 と匹 敵 す る程 度 の 巨額

な もの で あ りなが ら・デ ィ・一 ド方式 に よ る・ ッ ト生 産 を行 な
。て ・・るこ とは,造 船 業 の一 つの体 質

改善 の 目標 とすべ きで あ る と考 え られ る。

これは ・単 に建 造業 者 と しての 造 船業 の メ リソ トの み を追求 す るだけ の もの で ない こ とは
,こ れ ま

で あ ま り考 え られ てい な いが 重 要 な ポ イン トで あ る。

船 を単 に一 隻 として の有 効 性 で 評価 す る こ とよ り,海 上輸送 シス テ ム の一 つ の要 素 と して認 識す る

こ とが これか らは 必 要で あ る。 かSる 見地 か らみ た場 合

① 品質 が 保 証 され る。 デザ インの フ ィー ド ・バ ックに よ り安全性 が 向 上 す る
。

② 実 質 的 な稼 動率 が 向上 す る。 メ インテ ナ ンス ・サ ー ビスが 良 くな る。

等,船 主 サ イ 『か らみ て も航 空 機 型へ の 移 行は メ リッ トが 多い と考 え られ る
。

さらに船 舶 の建 造 から・その運 航 までの全体 を一 つ の システム として 把 え
,そ の最 適 化 を 計 るこ とは,単

な る造船 業 の体 質 改善 の 問題 を超 え た 日本 の 経済 社 会 の発 展 の重 要 な 課題 であ る と も云 え よ う
。

(3)総 合 組 立産 業

造 船 業が 総 合組 立 産 業 で あ る と云 われ て い るこ とは
,二 つ の意 味 を もっ てい る。

そ の一 つは・ 関 連 工業 か ら数百 種 の外 注 部品 を集 め
,船 と云 う機 能 を もった シス テ ム を作 り上げ る

ことで あ る。 この た めに は ・ これ らの部 品 を如何 に 効率 よ く組 立 て て 行 くか と云 うこ とが 生産 活 動 上

の最重 点 事項 とな る。 外 注 部 品 を生 産 工程 に 遅延 な く円 滑 に供 給 す るこ とが 重 要 な課 題 とな る
。大 多

数 の 綿 は国 連 工 業 か ら造 船所 へ 納入 され る.し たが ・て,船 舶 の 建造 計 画 を主 体 と した関連 業界

を含 めた 部品 の物 流 シス テ ムの 実現 は 塙 靴 社会 吐 け る飾 業 界 の一 つの宿 題 で あ ろ う
.こ の問

題 は,先 節 で述べ た航 空 機 型へ の体 質 の 変換 と密接 な 関連 が あ る
。

他 の一 つ は・ 組立 方 法 自体 の 問題 で あ る。 自動 車 工 業 におい ては
,コ ンベ ヤー ・ラ インの 上 を部 品

が 流れ,そ の流 れ に従 って組 立 工 程 が進 ん で 行 く
。 これ に対 し,造 船 業 では 組立 場 あ るいは 船 台 の上

でぽ くかつ臥 鮒 象物が静止され驚 りそ・へ多数の燗 が工敵 応じ入れ替り立ち勘 とり
っ

い て 作業 す る方 式 を とって い る
。 したが って,直 接 工 の労 働 時間 の30～50%は 場所 移 動 な どの非

生 産 的な 動 きに 消 費 され てお り,労 働 率 を低下 させ てい る
。 最 近 では,米 国 担 姻 欧 をは じめ と
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し 日本 に おい て も コンベ ヤー方 式 の採用 が 自動 化 の採 用 と ともに 実現 しつ っあ る。 い わ ゆ る コ ンス ト

ラクジ ョン.タ イプか ら プロ ダ ク シ ョン ・タ イプへ の変換 が始 ま って い る。 この た めに は・ 巨額 な投

資が 必要 とな る。 これ は,造 船 業 の 資本 集約 型 へ の移 行 を意 味 す る もので あ る。

2.2経 営 上 の 特 質

現 在 の造 船 業 の経 営は,い わ ゆ る科 学 的方 法 に よ る経 営情 報 を活 用 した もので は な い。 その理 由 を

分 析 して み よ う。

第一 の 理 由は,特 定顧 客 を対 象 とす るこ とで あ る。 一 隻 あた りの 契 約金 額が 巨額で あ り,個 別 注 文

生 産 であ るので,顧 客 動 向な どよ りは 特定 顧 客 の確保 が 重要 な意 味 を もってい た。 実 際の 営業活 動 で

は,い わ ゆ るオ ー ソ ドックス な 意 味で の 需要 予測 とか マ ーケ ッテ ィ ング とか の科 学 的 な方 法は ・ あ ま

り大 きな意 味 を持 ち得 なか った。 む しろ早 耳 情 報 とか個 人 的 な信 頼 とか ∫重 要 な役 割 りを もって い た。

第 二 の理 由 は,経 営 の 実体 把握 が 容易 で あ る こ とで あ る。 利益 を確 保す るため には

`

① 船 価 を有 利 に決 め る

② 船 台 の 回転 率 をあげ る

③ 生 産 の規 模 を拡大 す る

と云 った単 純 な こ とを,確 実 に 実 施す れ ば よか った。 細 かい コス トを把 握 す る必要 性 は 労働 集約 型 の

形態 を と る限 り殆 ん どな か っ た。 コス トは,材 料 の主 要 な もの と工 費 を マ ク ロに 把握 す るこ とで充 分

で あ った 。

第 三の 理 由は,造 船 業 は 国家 政策 と密 着 な関連 を もって い るこ とで あ る。 現 実に 国 内船 は,計 画造

船 と呼 ば れ る国家 の財政 資金 で 行 な われ,輸 出船 も日本輸 出 入銀 行 の 融 資政 策 の授 け を か りて その シ
　

エ アー を拡大 して 行 った。 真 の意 味 の経 営 に 必要 な情 報 とは 政策 に 関連 す る情 報で あ った と も云 えよ

う。

以 上の よ うな経 営上 の 特質 は,意 外 と も思 われ よ うが 個 人顧 客 を対 象 とす る理 髪 業 と対比 す る こ と

に よ って よ り具 体 的 に理 解 出 来 るで あろ う。

D
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お 客 の 回 転

待 合席,指 名 制

お な じ み

徒 弟 制

髪 形 の 流 行

化 粧 品

パ ー マネ ン ト

地域 マー ケ ッ ト

少 し訓 練 す れ ば 出来 る

(造 船 業 と理髪 業 との対 比)
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臼

o

需要の増大に対処するための設備投資の増加および労働集約型からの脱皮のための対応策としての

省力化投資の増加とい う二つの必要性か畷 近にな。て近代的な経営の必要性力・認識 れつっある
。

2.3経 営 情 報 シ ステ ム の 特 質

わが国の造船業は・その生い立ちにおいて海軍の庇護をうけて成長して来た
。このため造船業の原

価計算は・元来いわゆる瀬 式原価計算に依・たものとな。ている.っ まり,正 確に。ス トを晒 す

ること順 光の重点藤 かれ・か・・た・ス トに一定の利益を加算して価格を算出する方法が経営情

報の中心 となる計数制度の麟 をなしている.・ の方式は,先 に述べ罐 難 造上なら微 経営上の

特質 とあいまって現在で もなお殆んどすべての会社で主流をなしている
。

しかし現状では・コス トに利益を加算して契約をしてくれる顧客はいない
。 したがって,_定 のマ

ーケットプライスで契約し
・その中で企業 として利益を生み出し,そ れと併行して体質の改善を計っ

て行かなければならない状況にある。か～る意味からも経営情報システムの変革は非常に重要な課題

と云える。

具体的に云えば,合 理化のための実体計画すなわち,

① 設計の変更(節 労設計の採用)

② 層省力設備の実施

③ 生産工程の最適化

などの諸味 が実働 の計画段階で充分に検討され,そ の成果が予測出来るような計数制度でなけれ

ばならない・か泊 見地からみると,従 来の正確な配賦を主体とした原価計算制度はその有効性 と精

度のバランスを根本的に検討を要する段階に来ている。

必要とされる経営情報システムの要件は次の通りであると考えられる
。

① 総合的な計画立案が可能な環境をつくること

② 企業目標が明確に示される環境をつくること

③ 会社を生 き甲斐のある環境とすること

④ 有効な情報がタイムリーに得 られる環境を作ること

労働集約型産業から撤 し・資糠 約型 技 術集約型へ と変革をとげて行くためには近代的な経営

が必要とな・て来る・・れ剛 処するためには,上 記の要件を敵 する新しい経営情報・。テムの完

成が欠くべか らざる条件となるものと思われる。

◆
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3.長 期 プ ラ ン ニ ン グ 情 報

3.1長 期 経 営計 画 の概 要

3.1.1造 船 業 に お け る長 期経 営 計画

GENERALSTAFF

社 長 常 務 会

取 締 役会

一 般 管 理 部 門一 一

一 船 舶 事 業 部

一 化 工 機 事 業 部

一 産 業 機 械 事 業 部

一 橋 梁 鉄 構 事 業 部

一 原 動 機 事 業 部

上 空 偉 業 部

図 一(1)組 織 図

図1は,日 本 の造船 会 社 の一 般的 な組 織 の 一例 で あ る。 こ こに 見 られ る よ うに,多 くは,事 業 部制

(準 事 業 部制,事 業 本 部 制)を とってお り,単 に,船 舶 の建 造,修 理 を行 な ってい るのみ な らず,そ

の比 重 に 差 が有 るが,化 学 プ ラ ン ト類,橋 梁,各 種 ク レー ン,船 用,陸 用 のエ ンジ ン・ 車 輌・ 航 空機

等 の生 産 を行 っ てい る総 合重 工業 メー カ ーで あ る。

さ らに は,海 洋開 発,公 害 防止 プ ロジ ェ ク ト,住 宅 産業 等 の シ ステ ム産 業 を も指 向 してい るのが 現

状 で あ る。

この よ うな広 範 囲に わ た る製 品 を取 扱 う企 業 に とって の 戦略 的長 期 計画 は,プ ロ ダク ト・ ミックス,

戦 略的 製 品 の決 定 が 最 も重要 な機能 で あ るρ これ を外 部情 報 の面 か ら見 る と,産 業 全 体 にわ た る情 報

(特 に技 術 開 発に 関 係 す る情 報)が 要求 され て くる。

本 調 査で は,造 船 業 として の性 格 を 強調 するために.図 一(Dの 船 舶事 業部 にお け る長期経 営計 画 を中

心 として進 め る こ とに す る。 こ こで は 全社 的 プ ロダ ク ト ・ ミッ クス の一環 と して・ 長期 経 営 計画 上 の
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●

■

頃

売上 高,利 益,使 用 資金,付 加 価値 等 の大 枠 の 目標は 与 え られ てい る
。

,船舶 事 業 部 にお・け る主 要 業 務 は,商 船 の新造 ・修 繕 ・改 造,艦 艇 ・その他(バ ー ジ,海 洋 機 器,水

中翼 船,ホ ーバ ー ク ラフ ト等)の 建 造 で あ る。

造 船 業 の経 営 に とって 重 要 な もの は,次 の2点 で あ ろ う
。

第 一は ・ 長 期 的 な市 場 の動 向の 予測 と,そ れ に 対応 した生 産体 制 に関 す る戦 略 的計 画 で あ り
,第 二

は ・先 物 受 注生 産(現 在・ 日本 の 造船 業が 営 業活 動 してい るの は
,納 期 が現 在 よ り3～4年 先 の もの

で あ る)と い う性格 よ り,受 注 決 定 を中心 と した戦 術 的決 定で あ る
。(図 一② 参照)

巳 期経営緬

一
■

短期経営計画

↓

営 業 活 動

引 合

基本計画,見 積

↓

受 注,SPEC決 定

↓

基 本 設 計

詳 細 設 計

生 産 設 計

一

『

↓

建 造 一

1
引 渡 し

(経 営 目標 ・戦 略的)

(実 行 計 画 ・戦 術的)

(受 注 戦術)

プ ラ ン ニ ン グ ・シ ス テ ム

オ ペ レ ー シ ョ ナル ・シ ス テ ム

図 一② プ ラ ン ニ ン グ ・ シ ス テ ム とオ ペ レ ー シ ョ ナ ル ・シ ス テ ム

本章では・第一のような性格を持・脹 鵬 営計醐 ついて,必 要な外編 報を中心として説明す

る。

造 船 業は,前 章 で述 べ た よ うに 典 型 的な 個別 受 注型 の 産業 と して,市 場指 向型 の産 業(量 産型,装

置型 産業)と 比 較 して,長 期 の 経 営 計画 が立 てに くい 面 を持 ってい る
。

船 舶は 同 じ輸送 用機 器 で あ る 自動 車,航 空機 と比 較 して,運 搬 す る積荷 の 種類 の バ ラエ テ ィー,航

行 す る航 路のTPOの 複 雑 さ,船 主 ,乗 組 員 の風 俗,習 慣 の違 い に よ り仕 様,船 型等 が 多種 多様 であ

る。 一 部の 例外 を除 い て 全 て仕様 が 異 な ってお り,各 オ ー ダー毎 に 基本 計 画,見 積 り,仕 様 ・船 価 ・

支払 条件 の 決定,設 計,建 造,引 渡 し とい うステ ッ プをふ まな くて は な らない
。 この よ うな 性格 か ら,
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顧 客 の 動 きに左 右 され る性格 が 強 く,長 期 の 見 通 し,目 標 が たて に くい 。 その た め に・ 過 去 にお い て

は 海運会 社 の動 向,計 画 造 船等 に関 係 して政府 ・官 庁 の動 きに追 随 して いれ ば よい とい う傾 向が 有 っ

た こ とは 前 に述べ た と う りで あ る。 従 って 必要 と され る外 部情 報 の種類 は 限 られ て い た。

しか し,現 在 の 日本造 船 業 は,社 会 的 ・技 術 的,経 済 的 な変 曲点 に達 し てい る こ と,輸 送 シス テ ム

の変革 が 要求 され てい る こ と,標 準船 等 を 中心 とした大 量 建造 の方 向 が指 向 され てい る こ とな どの理

由 よ り,長 期経 営 計画 の 重要 性,そ の 前提 と して外 部情 報の 収集,蓄 積,分 析の 必 要性 が 増大 して き

てい る。

3.1.2長 期経 営 計 画策 定 の プ ロセ ス

長 期 経 営計 画 は 「企 業 の長 期 の将 来 の た め に経 営 の 基本 目標 を設 定 し,こ の 基 本 目標 の達成 の ため

の経 営方 針 の決 定,ま た それ 等 を 実行 す るた め に企 業全 体 として の 資源(人,金,設 備)の 配 分 につ

い て の計 画」 で あ る と云 われ て い る。

ま た別 の言 葉 で言 え ば 「長期 経 営 計 画 は外 的 変 化 に対 応す るた めの計 画」 と も言 え る。

まず 計画 策 定 の 前提 と して,基 礎 的 な 一般 環 境 の動 向調 査,造 船市 場 の将来 に っい て の量 的 ・質 的

調査 として需 給 予 測 ・技術 予 測,お ・よ び造 船企 業 として特 に 関係 の深 い労 働 力 ・政 策 ・関連 産業 の動

向調 査 を行 な う。

これ に よ り,企 業環 境 の動 向,自 社 の経 営 上 の 修正 または 強化 すべ き面 の方 向を 知 るこ とがで き る。

以 上の 調査 結 果 を考 慮 して 戦 略要 因 の決 定 ・最 期経 営計 画の重 点 目標 の決 定が 行 なわ れ る。 この ス

テ ッ プで 最 も重 要 な インプ ッ トは 「トップ ・マ ネ ジ メ ン ト」 の経営 ポ リシーで あ る。 長 期経 営 計 画は

「トップ の経 営方 針 の具 体 的 表現 」 で あ り,こ れが なけれ ば 計画 の作 成 目標,代 替 案 の評 価 がで きな

い む

つ ぎに 以上 の調 査結 果○ 重 点 目標 を も とに して長 期生 産計 画 が作 られ る。 これは 主 に,プ ロ ダク ト

・ミックス と将 来 の建 造量 に よ り表 わ され る。 この工事 量 を もとに して 必要 な 要 員,設 備,資 金 の大

略が 試 算 され,必 要 に応 じて代 替 案 が 作成 され る。 同時 に,関 連造 船 所,技 術 提 携,必 要 な技 術 開発

に っい て の 基本 方針 も示 され る。

最 後 に,資 源(人,設 備,資 金)の 配 分 と長期 計 画方 針 との ナ ェッ クに よ り総合 計 画 ・目標 が決 定

され る。

但 し,こ の策 定の ステップ は.現 実 に は,必 ず し も図 一{3)Oよ うに連 続 的 に作 成 され る もの で はな い。
り
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3.1.3長 期 経 営計 画 と外 部 情 報

長 期経 営 計 画 に 必要 な情 報は 将 来 の企 業 を め ぐ る環 境 の予 測の ため の情 報で あ る。

それ は 企 業の 一 般 的 な環 境 の動 向及 び特 に造 船 企 業 に影 響 を与 え る要 因 の調査 で あ る(図4参 照)

まず_般 的 な動 向 調 査 として は,政 治 ・経 済 の動 向(世 界,日 本)・ 社会 環 境 の動 向・ 技 術 革 新の

動 向等 の調 査 で あ りその 主 た る項 目は 次 の通 りで あ る。

(1)政 治 ・経 済 の動 向(世 界)

・世 界経 済の 見通 し

・主 要 国 の経 済 情 勢 ・経 済政 策

・世 界 貿 易 の動 向

・主 要国 の 産業 構造 の 変化

・政 治 ・経 済 に 関す る主 な る国 際会 議 ・条 約 の 内容

・主 要 資 源 の開 発状 況 ・輸送 動 向

② 政治 ・経済 の動 向(日 本)

・日本経 済 の 見通 し

・日本 の 産業 構造 の変 化

・日本 政府 の経 済 政策( .経済成 長,財 政 投 融 資,金 融政 策)

・生 産財 の 物価 の動 向

・エ ネルギ ーの需 給 動 向

(3)日 本 の 社会 環 境 の動 向

・労働 市 場 の動 向(労 働 人 口 ・需 要 と供 給 ・賃 金 の 動 向)

・社会 問題(公 害 問題 ・価 値 観 ・生 活 意識)

(4)技 術 革 新 の動 向

・素 材 関 係

・工 作技 術

・動 力 ・エ ネル ギ ー源

.エ レク トロ ニ クス(コ ン ピュー タのハ ー ド ・ソ フ ト技 術 を含 む)

・管理技術 .

・技術予測

以上の総括的な調査の次に特に造船業に関係の深い要因にっいて分析の必要が有る。

まず第イ は嘩 関係のある海蝿 送にっ・・ての量的 ・質的な動向の瀧 である・・これにつ"て は・

需要 ・供給予測,技 術予測で説明する。

第二は,将 来の造船業の最も大きな制綬 因である労働 の嘔 と齢 の動向である・第3次 産業

への労働力の移動,賃 金の急上昇にともない造船業はどうなるであろうかの問題である。

第三には,造 船業は設備許可 輸銀 ・開鋤 ・融資の枠の醜 ・現在最 も大きな関心を持ナこれてい る

為替.一 トの問酷 政策に影警される面が非常に大き・・.この面にっいての動向の把握樋 要である・
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第 四 は 同業 他社 の動 向で あ る。

以 上の 調査 は広 範 囲に わ た り専 門 的 問題 も含 む ので 基礎 情 報 の収集 の問 題 もあ り・一 企 業 の 限 られ

た調 査 ス タ ッフでは 独 自の解 析 ・研 究 が難 しい 。 そ の ため各 関係 機 関 の レポ ー ト等 の 加 工 され た情 報

の収 集 ・整理 が大 きな 比 重を 占め る。

世 界 の 政治 ・経済 の 動 向は,国 連 関係,EEC,OECD等 の刊 行 物,又 は 各 国 政府 の発 表 等 よ り

情 報を得 てい る。 日本 の 政治 ・経 済 ・社会 の動 向に っい て は,政 府 の 白書 等 の刊 行 物,各 官 庁 の審 議

機 関の 答 申 ・報告,銀 行 の 調 査 部の レポ ー ト,そ の他 関係 刊行 物 等 に よ る。

技術 情 報 にっい て は各 分 野 の専 門誌,学 会 論 又,新 聞等 よ り得 て い る。 特 に 必要 なテ ー マに つい て

は 専 門 の調 査機 関に依 頼す る こ と もあ る。

一 般 的環境 情 報 の充足 度 は,傾 向 を と らえ る ことに っい ては,現 代 日本 の 「情 報 化時 代」 に ふ さわ

し く量 的に は 問題 ない 。 む しろ多 くの情 報 の適 格 な整理,取 捨 選択 等 に 問題 が あ る。

造船 業 に特 に 関係 の あ る要 因の 調 査 に 必要 な 情報 に っい て は充 分 で ない。 特 に 政 策動 向に 関係 す る

情 報 に つい ては難 しい 問題 が あ る。

し

3.2長 期 経 営 計 画 の 現 状

現 実 に行 な われ てい る長 期経 営 計 画 は 図 一 〔3}に示 す よ うな もので あ り次章 の 中期 計 画 と形態 は似

て い るが,こ れは 長期 の予 測 に も とつ く生 産 体 制 に っい ての 計画 で あ る。

3.2.1新 造船 需 要 予 測

需 給予 測 は長 期経 営 計 画 の大 前 提で あ る事 は言 うまで もない が,船 舶 の需 要予 測は 極 め て広範 囲 な

要 因が 複雑 に作 用 してお り多 くの問 題 を持 ってい る。

船 舶 需要 予測 の難 し さは,第 一 に,広 範 囲 な 世界 経済 の動 きに 関係 して くる事,第 二 に は,経 済 的

要 因 以外 の政 治 ・社会 的要 因 の 影響 が 非 常 に大 きい 事 で あ る。 過 去 の造 船 ブー ム の要 因 とな った もの

を考 えてみ る と,朝 鮮動 乱,ス ウ ェズ 運 河 の閉 鎖,パ イプラ イ ンの 破壊,産 油 国 の石 油 輸出 制 限,エ

ネル ギ ー源 の石 炭 よ り石 油へ の転換,寒 波 に よる 穀物 ・石油 需 要 の増大 等 が有 り,こ れ等 の 現 象 を予

測 に定 量 的に取 り入 れ るこ とは 非常 に 難 しい 問題 で あ る♂

このた めに予 測 に あ た って は,出 来 るだ け広範 な情 報 の収 集,分 析 と定 性 的判 断 が 加 え られ なけ れ

ば な らず 単 に計量 モデ ル の作成 の みで は不 充 分 で あ る。

船 舶 の需 要は,基 本 的 には 海上 貿易 量 に 依存 す る もので あ り,長 い レ ンジで 見 た場 合 そ の傾 向 は つ

か み得 る もので あ るか ら,前 記 の よ うな難 点 の存 在 は 需要 予測 の重要 性 を少 な くす る もの で は ない。

需要 モ デ ルの研 究 は,内 外 の海 運 会 社,造 船 会社,造 船 工 業会,関 係 官 庁,調 査 機 関等 で 行 なわ れ

てい るが 多 くは 行政 的 ・産業 論 的 レベ ル の もので あ り直 接経 営 計画 に 利 用で きない 面が あ る。

需 要予 測 の種 類 を分 類 す る と新造 船 全体 に っい て の船穂,船 型別 予 測 と特 定 の船 穂,船 型 に っ い て

の予 測(例 えば修繕 ド ックの 需要 予 測,コ ンテ ナ船,LNG船,100万 トン ・タ ンカ ーの予 測)が

あ る。 後者 は 修繕 ド ックの 新 設,特 定 の船 台 ・ド ックの 改造 に 際 して行 なわれ るが,こ こで は長 期経

営計画 上,一 般 に 必要 とす る 前者 に つい て 情 報 との 関係 で説 明す る。

'
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新 造船 の需 要予 測 の一 般 的 プ ロセ スは 次 の通 りであ る
。
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世界経済の成長の予測

■

海上荷動量

輸送距離の予測

比較
航路別の積上げ一

11

必要船腹量の予測

1
政治的 ・経 済的 ・技 術的要因

による修正 競 合 シ ス テ ム
■

●

冒

手持工事量 NET必 要船腹量 現在船腹量 代替量予測

1 上 1
`

必要建造量予測 関 係 情 報

1い
船穂 ・船型別への展 開



(1)海 上荷 動 量の 予 測

世 界 の国民 総 生 産 の半 分 以 上 を占 め るOECD加 盟 国 の 国民 総 生 産 と石 油 海 上鋤 量・ ドラ イ'

カー ゴ海上 嚇 量,バ ル ク ・カ ーゴ 海上 荷動 量 とは極 め て大 きな相 関 関 係が ある こ とカミ知 られて い

るむ

したが って,将 来 の海 上 荷 動量 はS.T=f(G)で 推定 され る(S.T;各 種海 上荷 動 量,G

、OECD加 盟国 のGNP予 測 値).こ こで 問題 とな る のはGNPの 予 測 値 で あ る・ この予 測 はU

NCTAD等 の 国際 機 関,経 済 研 究 機関 等で 試算 され てL・る・ これ 等 を参 考 に しっっ過 去何 年 間 か

の 平均 伸 び率 等 を検 討 して 決定 す る.こ の場 合 上 限値,下 限値 を も うけて予 測 す るこ と もあ る・

まt、必 要 疏 じてOECD・GNPに よ る・ ク ・予 測 と同 時 に主 要航 路 別 喘 動量 の検 討 を 行 な

い,積 み上 げ る方 式 も併 用す る。

(2レ 必要船 腹 量 の 予測

必要船腹量は基本的に離 上嚇 量砿 存するがその他呼 均魅 距離 鯉 の大型化効果・平

均勧 端 役効率の麟 も締 しなくてはならな・・.大靴 効果品 役解 の向上等の影響を要因

別に予測する事は味 な・・.舗 購 上荷動量,ま たはそれに平均輸送距縦 乗じ了・ものより必要

船腹量を算出し,最 近数年の両者の変化率を考慮して必要が有れば補正する。

それ以外にもタ。カーの場合は,・ ・.ズ 馴 の醐 の髄 パ イプ… の影響・CTS願

アラスか 繭 アジア油田の開発による輸送醒 の変化を考えなくてはならな・'・またバノレク'キ

。リ。,一 般貨物na・・っ・・てぱ 用船(・RE/・ ・L・ ・RE/BULK/OIL等)・ コンテ

ナー船,RO/RO,LASH船 の影響も都 なくてはならなL・が将来の予測碇 量的にとらえら

れるような型での麟 がな・・.把握できる範囲での最近噸 向溌 表されて・・る緬 等より一部修

正 す る程 度 に とどめ てい る。

(3)必 要 建造 量 の 算 出

必建 造 量Dは 次 の よ うに して融 す る.D-V-V,-V・+A(V・ 必難 醒 ・V・ ・現 在 の

船腹量,V1;発 注量,A;代 替船腹量)

代替量の予測は最近の船種別船令別の推移より代替船腹量を推定する。

以上の。テ。プによりタ・カー バ・レク・キ・リ・・一般貨物船にっいての緯 鑓 が計算され

た.。 れをいくっかのメソシ.で 船型呂噸 関す るがこれは捕 嘩 い ・噸 である・各年の酬

別轍 比の変化溌 注されている船舶の轍,技 術的鴫 航路の離 等を請 して船型別噸 関

する。最後に他の見通し等 との比較,検 討により決定す る。

(4)情 報に関する問題点

船舶の需要予測にお・ける必要外部情報の問題点は次の2つ である。

第_は,非 瓢 グ。一バルな統計麟 が要求され るがそのカバーする範囲源 鞄 ・統計上のメ

。シ。,船 駆 分の違・・槻 られる・とである・例えば調 駆 っいては昧 の統計の多くは 「年

度」であり掴 は 「暦年」である.纐 量の単位 として 「総 ト・」による統計と「醒 トン」によ

るものとがある.現 在はその統一のために過去の船についての両者の関係式を作り換算しており・

●
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■

o

ルールの関係 もあり誤差発生の一つの原因ともなる
。さらに,船 種区分にっいては分類の統計によ

る差,予 測したい区分との違いがある。

第二は・外生変数として・政治上の問題 技術予測等に関係するものである
。情報としても適格なものは

少 く,か っ定性的情報であ り定量的には把握できない
。

昨45年 オランダのハーグで行なわれた 「造船 と縫 に関する中,長 期予測の国際シンポジウ
ム」で発表され了・贈 燗 題点及び将来の方向を示唆していると思われ

るのでいくつか抜き出して

みる(日 本海事産業研究所 赤羽氏によるものを要約)

① 参加甜 違 ・の予測結果がそれぞれ相当太き聞 いているため間 係産業がその醐 緬 に

厳敵 折 り込む・とは臓 である・とを知・た.・ れを硫 あらしめるためにその仮説,方 法論

について各種調査機関,専 門家間の協力による検討が必要である。

② 予測作業の基礎 として現在すでに利用され得る基礎的統計にっいてさえ知 られていない ものが

ある。 これ等はすべての関係者により共同利用されるように整備の必要がある
。

③ 国連・'OECDを はじめ・政府間離 及び国聯 関は,こ れまでに行なわれている海上貿易に

関する統計的,分 析的作業を更に追跡,推 進すべ きである。

④ 海運関係統計資料の形式 と内容の標準化が必要である。

3.2.2供 給力予測

将来の新造船の供給を予測するには次の2つ の疏 っいて考える必要がある
。

第一は現有設散 よる将来の建造能九 第二は新規設嚇 動による供給力増加分である
.第_に っ

v'ては・ 躰 大手及びAWESの 大型 ・
・クを保有する会社に注目する.過 去の実績及び1～2 .5年

雌 噸 々の統計又噸 工及び・N・RDERの 識 を・ンt・
a－ 夕・・いれ解析する。とにより傾向を

つかめる・将来については・過去の船台回転率の傾向を補 すれば船舶の醗 能力は大 きな設搬 資

がなければそう大巾に変るものでないから5年 程先にっいては予測可能である
。

それ以外の国については世 界の供給力に大 きな潴 を与えないので過去の傾向の延長で推定す
る。

この第一の面に関しては外部情報はほぼ充足 している
。

第二の新規設徹 っいてはぼ 鮪 へ許可申請したもの以外は殆んど不明である
.そ れ以那 つ、、

ては業界紙,工 業界の上層部の会合等の情報より大略を推定してい る
。

外国の大手造船会社にっいては・酬 新 誌,働 駐韻,出 張者,AWESと のC。NTACT

COMMITTEE等 の情報を参考にして推定する。

この情轍 ついては充分ではないが,情 報の情質上これ以上の ものは望めない。

3.2.3.船 舶の未来像

前記の繧 予測糧 的面の予測であるのた対して・れ噸 的 ・繍 的予測であ り
,次 のような囎

に対して検討を行なう。 .。

(1}船 型の大型化の可能性

(2)船 体型式

(3)荷 役方法

一91一



(4}船 改 材 料'

(5)推 進 機関

(6)オ ー トメ ー シ ョン

σ)輸 送 シス テ ム

18)生 産体 制

必要 な情 報 は,社 内 の研 究 レポ ー ト,造 船及 び関 係 学会 の論文 ・ 専 門紙・ 研 究 機 関 の報 告 等 で あ る。

この 場合,情 報 源 として造 船,海 運,舶 用機 械 に か ぎ らず 広い分 野 に 求 め る必 要が あ る。 例 えば・ 輸

送 シス テム につ い ては 海 上輸送 の み な らず 陸上,航 空 機 輸送 の技術 も関連 して く る。生 産体 制 に っい

て も従来 の船 舶 建造 シ ステ ム に とらわれ ず 量産 型 産 業 の生 産 ・管理 シス テ ム の動 き も知 る必 要が あ る。

技 術的 情 報が 中 心 とな るが,経 済 ・社会 ・政治 面 か らの 検討 も不 可 欠で あ る。

この種 の情 報 の充 足度 は 充 分 では ない。

3.2.4総 合 計画 作 成

ここにおい て必 要 な情 報は,前 章 まで に 行 な っ た外 部情 報 の分 析 結果 と社 内の生 産に 関 す る情 報 の

蓄 積で あ る。

(1)長 期 計画 方針 の決 定e

これは計 画 作成 上 の指 針 とすべ き もので,シ ェ ア ・建 造量 目標,建 造 船 穂 と工場 の専 門 化体 制,

その 他経 営上 の重 点 目標 で あ る。

長 期 計画 方針 の 決 定に 先 立 って 自社 の経 営 体質,生 産 実績,人 員,設 備 能 力等 の 現状 分 析 と同業

他 社 との比 較 に よ り自社の 長 所 ・短 所 の把 握 を してお くこ とが 必要 で あ る。

① シ ェ ア ・建 造 量 目標

将来 の生 産規 模 を決 定 す る要 因 は,日 本経 済 の成 長率,造 船市 場 の成 長 率 と共 に業 界 に お け る

シ ェアで あ る。 これは 将 来 に わ た って少 な くと も現 在 の地 位 を確 保 し て成 長す る こ とが 基礎 とな

ってい る。 この数 字 の決 定 は 高度 なPOLICYMAKINGで あ り,同 業他 社 の 動 向,自 社

の シェ アの推 移 を考 慮 して,ト ッ プの ポ リシー を もとに して決 定 され る。

こ こに お い て必 要 な情 報 は,需 給 の動 向 と 同業他 社 の動 向で あ る。 これ 等は 前の 基礎 調 査,需

給予 測 の結 果 に よ り充足 され る。

② 建 造 船 穂 と工 場専 門化体 制

① にお い て総 枠 が決 定 され,次 は その プ ロ ダ ク ト ・ミッ クスで あ る。

船 舶市 場 の 動 向 の分 析(需 要予 測,船 舶 の未 来 像)に よ り,ど の よ うな船 穂 ・船 型 の 需要 が 増

大 す るか,在 来 船は どの よ うに な るか判 明 してい る。

それ等 を も とに して将 来建 造 し よ う とい う船 穂 ・船 型 の傾 向 と自社 の 各 工場 の船 台 ・ ドックの

長 さ,巾,岸 壁 の水深,組 立 工場 の能 力,ク レー ン能 力,特 殊 塗 装 の設 備 と建 造 実 績WORK-

MANSHIPを 考慮 して,ど の 工 場で どの よ うな船 穂 ・船 型 を建造 す るか決 定 す る。

現 在,一 番大 き な問題 は 船型 の 大 型 化動 向で あ る。3万 ～5万 ～10万 ～20万 ～30万 トン

と急速 に大 型 化 した タ ンカ ーは,ど れ位 まで大 型 化 され るか の推 定 は難 しい 。 これ は た だ ちに設
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備の拡張,ま たは新設に直接的関係がある。

③ 経営上の重点項目

前に述べた現状分析より現在の自社の弱点,将 来の環境の変化に対 して弱点となるであろう項

目について目標達成のためにどのような点を補強すべきかを明らかにする
。(例 えば,目 標管理,

MIC計 画)

② 長期生産計画

長期計画方針を各工場別に具体的に展開を行なう。この計画試算の段階では自社の能力にっいて

の制約は余り考慮せずには 敵 より与えられ違 造量
,プ ・ダクト・ミ。クス縦 い工場別,年

度別に大まかな線表,ま たは,何 型何隻,平 均月間鋼材処理重量を算定する。同時に,目 標達成の

ために新規設備投資の必要性の検討も行ない必要有ればいくっかの代替案も用意する
。

ここで必要とされる情報はすべて内部情報である。

(3}長 期設備計画 ・要員計画

生産計画の工事量を達成するための必要資源の計画を行う.生 産緬 で示 されたもの頗 標計画

とも言 うべき性格の もので・労働九 設徹 よる翰 け又蹴 整が行なわれなくてはならない
。

① 要員計画

必要人員の算定は生産計画で出された工事量をもとにしてまず総時間数の計算を行う
。

在来船にっいては実績の蓄積より鋼材 トン当 り作業時間を合理化傾向を考慮して算出する
。初

めて建造する船舶については工場の担当者等の協力により見積る。このようにして計算された作

業時殿 り平均出勤率・労働時間の短編 を考慮して必要人員の大枠を出す
.現 在の人員数,社

外工の問題・将来の労働人・の伸び等との比軟 よりその数字が現実的なものか検討する
。

造船業は体質の転換が行なわれてきているが本質的には労働集約産業でありこの人間による制

約は最大の要因である。

ここで必要な情報は将来造船業で雇入れ可能な労働人口である
。このような情報は不足 してお

順 近の伸び率 と労働人・の増加率の減少傾向を比較して大体の傾向を推定している程度である
。

② 設備計画

これには次の3っ のパターンがある。

θ 鉢 的能力(ド ・クのサイズ)を 変えずに消化工輯 増大,省 力化のための設轍 資,例 え

ばNC・ コンビ。ユータ等の自動化機械の導入,ク レーンの能力増大,コ ンベアーの新設,特 殊

塗装工場の建設。

(イ)既 存工場を新しい需麺 向(肥 ま大型化)に 対処するた眺 船台 ・・。クの拡張。

(ウ)新 しい,ま たは大量需要に対応のために新規工場建設。

これらはいずれ も需要の動向,自 社の能力と工場・現場部門よりの要求
,資 金面の比較により規模,

建設時期が決定される。この決定の必要な情報は基礎調査,需 要予測等の結果である。

③ 研究開発計画

需要の動向・船舶の未来像の鮒 より自社の技術格差を減すような醗 プ・ジ
。ク トの概略を
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計 画 す る。 この 基本 的方 向 の決 定 に各 技術 担 当者へ の ア ンケ ー トの型 で1種 の デル フ ァ イ法 的調

査 を行 な う こ と もあ る。

3.2.5総 合 調整 ・計 画 の決 定

以上 に よ り各 計 画 の第1次 案 が 作 られ た。 次 に こ れ を総 合 的に 調 整 ・オ ー ソ ラ イズ す る必 要 が有 る。

総 合 的に 調整 す る手段 として財 務 ベ ース に換 算 して与 え られ た制 約条 件 と比 較 して必 要 あれ ば生 産

計画 の修 正 を行 い 最終 案 が作 られ る。

(D売 上高.

最 も問題 に な るのが船 価 の予測 で あ りこれは 需 給 の バ ランス,市 場 の動 向,イ ン フ レーシ ョンの

関 係 上容 易 で は ない 。 これ に関 係 し た情 報 は殆 ん ど ない が 過去 の コス ト,プ ラ イス の動 向,営 業担

当者 のsound.ingよ り大 体 の傾 向 を推測 す る以 外 ない 。

(2}人 件 費

造 船 業 の将 来に と って最 大の圧 迫要 因 とな る可 能 性 の大 きい もの で予 測 には 注意 を要 す る。 社 内

工,社 外工 に っい て人 件費 の伸 び を推 定 し て算 出す る。

造船 業 の人 件費 は年20%前 後で 上 昇 してい るが これ が将 来 ど うな るかの 予測 は 難 しい。

造 船 業 の賃 上 げ 傾 向,他 産業 との格 差,物 価 の 動 向 を考 慮 して 伸 び率 を推 定す る。 情 報の 充足 度

に つい ては過 去 の 実 績 の統 計 にっ い ては 充分 で あ るが予 測 に 関 して は不 足で あ る。

(3)設 備 投 資 費

詳 細 な設 備 計画 が 作 られ てい ない 段 階で あ るか ら積 上 げ て見 積 るこ とは で きない。 過 去 の 同種 の

設 備 投 資実 績(自 社,他 社)等 に コス ト上昇 の傾 向 を 見込 ん で推 定す る。 これ に 関す る外部 製 品 の

価 格動 向 に つい て の情 報 は不 足 してい る。

(4)研 究開 発 費

売 上 に対 す る比率 で そ の総 枠 が示 され る。

これ 等 の デ ー タを ベ ー スに して 財務 ベ ー ス に換 算 し,売 上 高,営 業利益,付 加 価値 額,1人 当 り売

上 高,必 要 資金 量 等 が 計算 され る。 これ を最初 与 え られ た目 標 とチ ェ ック し充 分 で なけ れ ば生 産 計画

以降 に っい て 代 管案 を 作 り検 討 を行 な う。

この よ うに して決 定 され た ものは 全 社 的 に調 整 され た 後オ ー ソ ラ イズ され る。

この総 合 計画 の 最終 の形 態 としては 次 の よ うな項 目 に っい て定 性 的 ・定量 的に 目標 が与 え られ る。

・生 産 規 模 の 目標 と して売 上 高,利 益 の成 長 率

・将 来建 造 すべ き船 穂,船 型,各 工場 の専 門化 体 制。 これ に 必 要 な設備 投 資,研 究 開発 の重 点項 目

・合理 化 目標 として 生 産 性

・その 他経 営 管 理方 針

3.2.6長 期 プ ラン ニ ング 情報 の問 題 点 お よ び種 穎

本 章 にて 説 明 した外 部 情報 にっい て ま とめ る と次の3種 類 で あ る。

{1)企 業経 営に おい て必 要 な 資源 の 制約 条件 の 変 化 の方 向(人 ・資金 ・資材)

(2}製 品 市 場 ・技 術 開 発 の方 向(需 要 ・技 術 予測)'
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(3)政 策 の 方向(財 政,通 貨 ,安 全,公 害)

す なわ ち長 期計 画で 必 要 とされ るのは 予 測 情 報で あ る。 次に その予 測 情 報 を加 工 程度 よ り分 類 す る

と,

① 官 庁 ・関 係研 究機 関 の 予 測結 果 の利用'

② 自社 で予測 を行 な うた め の 基礎 情 報

通 常は この2種 を併 用 して い る。

① に つい ての 多 くは 行 政 ・産 業 論 レベ ルで の 予測 であ り経 営計 画 に その まま使 用 で きない 面 を持
っ

て い る。

② に つ い ては過 去 の造 船 統 計 は 比較 的整 備 され てい るが それ 等は 官 庁
,工 業 会,船 級 協 会等 で集 計,

加 工 され た統 計情 報 で あ り,そ の分 類 等 で 予 測に不 適当 な場 合 に別 の 型 に集 計 す るこ とはで きない
。

現 在・ 日本 造船 工業 会 ・ 船舶 輸出 組 合 か ら造 船 に関 係す る統 計 資 料が 出 され てい る
。 これ を 更 に進

めて 集計 の 基礎 とな っ た原始 情 報 の フ ァ イ リング を行 ない
,目 的 に 応 じ た型 で情 報 の 集 計で きる よ う

な システ ムが 望 まれ る。

表 一(1)一 般環 境 調 査 に必 要な 外 部情 報

＼

`,

情 報 の 種 類 情報形態 情 報 源 充足度
`

備 考

政 治 ・経 済の 動

向(世 界)

「

世界経済の見通し 文 書 国連,OECD .B

経済情勢 ・経済政策 各 国 政府 ・新 聞 B

世 界 貿 易 文 書 ・資料 国 連,OECD B

資源 の 開 発 ・消 費 〃 〃 B

国 際会 議 ・条 約 文 書 新 聞 社 B

政 治 ・経 済 の動

向(日 本)

日本経済の見通し 文 書 政府 ・銀 行 B

産 業 構 造 〃 官公庁,刊 行物 A

経 済 政 策 〃 政 府 A

金 融 状 況 〃 大 蔵 省,日 銀 B

生 産 財 物 価 文書 ・資料 日 銀 P

エ ネ ル ギ ー需 給 〃 通産省,各 工業会
グ

B

社会環境の動向

(日 本)

労 働 力 調 査 〃 総理府,労 働省 B

賃 金 調 査 〃 日経連,生 産 性本 部 A

社 会 問 題 〃- 新 聞 ・刊 行 物 B

技術革新の動向 文 書 各学会誌

各専門紙

新聞 ・刊行物

B

経営革新の動向 〃 〃 B

1
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表 一(2)現 状 分 析 に必 要 な外 部情 報

情 報 の 種 類 情報形態 情 報 源 充足度 備 考

他社経営分析 主要企業経営分析

有価証券報告書

資 料

〃

日銀 ・経 済研 究所 B 船 舶 部 門の み取

り出 せ ない。

他社能力 従業員数 資 料 造 工,運 輸 省 A 全 体 的

ス テ ー ジ別

各年 度

計 画,改 造 中の

もの

〃 口 述 情報交換 A

〃 出勤率 文 書 ・口述 業 界 誌 B

〃 定着率 情報交換 B

ドック ・ク レー ン能 力 資 料 運 輸 省 A

〃 〃 業 界 誌 B

工場 レ イ アウ ト 資 料 造工,業 界誌

見学報告

A

生産実績 竣 工 ・進 水量 資 料 運輸省,造 工,

業 界誌

A

月間鋼材処理量 文 書 ・口述 情報交換

業界誌

B

その他 線 表 資 料 情報交換 ・業界誌 B

今

各社受注高 〃 運 輸 省 ・輸 組 B

業界誌

技 術 力 資 料 情報交換・各社校報 B

表 一(3)船 舶 の需 要 ・供 給 ・技術 ・予 測 に 必要 な外 部情 報

情 報 の 種 類 情報形態 情 報 源 充足度 備 考

造船統計 起 工 ・進 水 ・竣 工 量 資 料 ロ イ ド他 A 原単 位 として総

トン数 と重量 ト

ン数,船 穂 区分

等 が ま ち まち

手持工事量 〃 〃 A

船腹量構成 〃 〃 A

解 体 量 〃 〃 A

喪 失 量 〃 〃 A

受注状況 〃 業界誌,専 門誌 B

建造状況 〃 運輸省,業 界誌 A

経済の見通し OECE国 民総生産 資 料 国 連,OECD B

鉱工業生産指数 " , 〃 B

海上貿易動向 各種海上荷動量 〃 専門誌,調査機関 B

平均輸送距離 〃 〃 B

主要貨物運送状況 文 書 〃 A

タ ン カ ー 輸 送 状 況

バ ル ク ・キ ャ リ ア

コ ン テ ナ ー

〃 〃

A

運賃実績 〃 調査機関 A
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■

θ

べ

'

情 報 の 種 類 情報形態 情 報 源 充足度 備 考

石油輸送 輸 送 ル ー ト ・量 資 料 国 連,Maj・r・il
TB

計画 が よ くわか

らな い

油田開発状況

生産及び消費状況

〃

〃

新 聞 〃

国 連,Maj・r・il

B

B

製品の需給 〃 〃 業界 B

パ イプ ラ イン輸送

実 績 及 び計 画

〃 各国政府,業 界 C

ス ウ ェズ 運河 再開

の影 響

文 書 〃 C

産油国動向 文 書 新聞社 C

鉄鋼業関係
.

粗鋼生産量見通 し 文 書 通産省

鉄 連

B 政治 的性 格 が 入

ってい る。

`

石炭 ・鉄鉱石輸送

需要

文 書 〃

、
B

天然ガス 供給計画
1

〃 政 府 B

外国造船所動

向

大型工場の設備 文 書 外国業界誌

駐在員,軸 組

A

建造実績 資 料 〃 B

生産計画 文 書 〃 B

経営状況 〃 〃 B

各国政府助成策

そ の 他 開銀,輸 銀融資計

画

文 書 政 府 B

国内船建造計画 〃 海運会社

運輸省

B

需給モデル研究 〃 調査機関

刊行物

B

船舶技術情報

.

学会論文

研究 ・調査機関

報告

刊行物

B
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表 一(4)計 画 作成 に必要 な外 部 情 報

情 報 の 種 類 情報形態 情 報 源 充足度 備 考

船 価 船価の動向 文 書 業 界 誌 B

材料 コ ス ト 主 要 資料 コス トの

動 向

資 料 日銀 ・関 係 工 業会,

社 内

B 必要 対 策 を と らえ ら

れ たい 場 合が あ る。

〃 の 予 測 C

労働事情 労働需給動向

賃金動向

資 料

〃

労働省,職 安
直

日経連,日 本生産性

本部

B

B

◆

、

てワ
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A

4.短 期 プ ラ ン ニ ン グ 情 報

4.1短 期 プ ラ ン ニ ン グ ・ シ ン テ ム の 概 要

第3章 に て説 明 した長 期 プ ランニ ング ・システ ムが 戦 略的 ・予 測 的 ・長 期 目標 的性 格 を持 つの に対

して,短 期 プ ラ ンニ ング ・シ ステ ム は 戦術 的 ・実 行計 画的 性格 を持 ってい る。(図 一② 参 照)

短 期 プ ランニ ン グ ・シ ス テ ム と して,造 船 業 で は現 在次 の よ うな諸 計画 を通 常実 施 してい る
。

(1)期 間 単 位 の経 営 計画 、

・中期 経 営計 画(広 義 の短期 計画)… …3～4年 先 を カバ ー

・短 期 〃(狭 義 の短 期 計画)… …半 期～1年 先 をカバ ー

(2)プ ロ ジェ ク ト単 位 の 受 注 戦術

ロ イ ド統 計 に よ る と 日本 造 船 業 は1970年12月 末 現 在で 約2
,700万 総 トンの手持 工事 量 を

持 ってい る。1970年 の 進 水 量 が約1,050万 総 トンで あ る事 か ら3年 分 近い 工事量 を持 って い

る わけで,現 在 受 注活 動 して い るのは3～4年 先の納 期 の もの で あ る。

す な わ ち,3～4年 先 の コス ト(材 料 費,人 件 費 等),主 期,為 替 ・金 融事 情 を推 定 して マー ケ

ッ ト・プ ラ イス との考 慮 に よ り船 価 等 の契 約条 件 を決 定 しな くては な らな い。

ここに造 船 業 にお け る短 期 プ ランニ ング ・シ ステ ムの特 殊 性,受 注 戦術 の重 要 性 が有 る。

日本及 び世 界 の造 船 業 界 の過 去 をふ りか え って みて も,経 営危 機 を もた ら した ものは この 先 物受

注 にお け る船 価見 積 の失 敗 に よ る ものが 多 い。

この よ うな危 険 に 対 して,現 在 西欧 の多 くの造 船所 は エ ス カ レー シ ョン ・ク ローズ に よ る船 価 の

ス ラ イ ド条項 をつ け て契 約 を行 な って い る。 これは あ る意味 で 経 営権 の 放 棄 と も言 え る
。 日本 造船

業 はFixedPriceで 受 注 を 行な ってお り,そ れ だ け受 注 条 件の 決 定 が 重要 な 意味 を持 ってい

る。

極 端 な表 現 に よれ ば,造 船 業 にお け るコス トの コン トロ ール可 能 範 囲は 見積 ～ 設 計段 階で 数億 円 ,

現場 工 程で 数千 万 円 の単 位 と言 わ れ てい る よ うに 時点 が 後に な るに したが い コ ン トロール の範 囲は

せば まっ て く る。

この よ うな理 由か ら数 年 後 の 経 営成 果 の大 半は この受 注時 点 で 決 っ て し ま う。

図 一(5)oc示 すように船 舶 の 先物 受 注 とい う性 格 よ り,半 期～1年 を範 囲 とす る狭 義 の短 期 計画 は造

船 業 では 総合 予 算 ・年 度 予算 と呼 ばれ,こ れ は 計画 とい う性格 が 少 ない。

実体 は短 期 の 設備 予 算 ・部 門費 予 算 の枠 を与 え,利 益 計 画 の フ ォロー ・決 算 対 策が 中心 とな って

い る。 情 報 の面 か ら見 る と内 部情 報 の更 新 ・見直 しの役 割 しか もってい ない
。

'中 期 計 画(前 のよ うな意 味で は 広義 の短期 計画で あ る)は 線 表 を中心 とした受 注 ・生 産 計画
,人

員 計 画,設 備 計画 が中 心 とな る。
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長 期 プ ラ ンニ ング ・シ ス テ ム

短 期 プ ラン ニ ング ・シ ス テ ム

1

一 〉,一
@一 一一一一一一一「 言

,!//1

短期鋼 言 合予算・年畔 ・

ド ≧/1
〆// ≒

㊨
(現 在)

図一⑤ 各 種 計 画 の 関 係

中 期 計画 は長 期 計画 で示 され た企 業 の 広域 最適 航 路 上に おい て狭域 航 路 を設 定 す る もの と言 え る。

すな わ ち,中 期 計 画 は受 注 戦 略及 び長 期 計画 の具 体 的 展 開で あ る。

したが って必 要 とされ る情 報 は 図 一(8)のようであり,項 目 として は長 期 プ ランニ ング情 報 と重 複す

る ものが 多い が その メ ッ シ ュ,ピ ッナ が よ り細か くな ってい る。

同業 ・関連

産業動向

海運 市 場

情報、

造船市場

情報

長期計画

情報

現 場 よ りの

Needs

計画実施

活 動状況

ミf

図一⑥ 中 期 計 画 と 情 報

造 船 業 に と って重 要 な意 味 を持 つ 「受 注 戦術」 の内 容は 船 穂 ・船 主 の選 択,船 価 ・納 期 ・支 払 条

件 ・仕 様 の決 定 で あ る。 船 主 ・船 穂 ・工 期 に っい ては,複 数 の顧 客 か らの異 な る船 に つい ての 引合

を,自 社 の複 数の 工場 ま たは 複 数 の船 台 で ど う建 造 した ら,利 益 ・操業 度 ・工場 の能 力 特 性'技 術
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航
算

運
採

発注戦術

(顧 客)

基本
設計

(仕 様)

見 積

(コ ス ト,
工 期)

受注戦術

(造 船所)

競合相手
動向

要
向

需
動

先
向

客
勤

境

向

環

動

し

注

理
力

受

処
能

図一(7)受 注 戦 術 の 過 程

4

注)一 般 に は一隻 の船 にっ き複数造船所への引合か行 なわれ るが本図では

一顧 客対一造船所の関係 を示 した
。

■

蓄 積 ・対 船 主 サ ー ビス 上最 も好 ま しい か を考 え る プロ ダク ト・ ミックス 的処 理 が 必 要 とされ
,こ れ

は 線表 計 画 で 考慮 され てい る。

各 船 毎 の 船価 ・納期 ・仕様 等 の 決 定は オ ペ レー シ ョナル ・シス テ ム と も言 え るが ,こ れが 企 業 経

営 に大 きな 影響 を与 え る意 思 決 定 で あ る こ とか らプ ラ ンニ ン グ ・シス テ ムの 一環 とみ な してい く
。
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図9は 受注戦術のサイクルを示すが,こ こに見られるように躰 設計が大きな位置をしめている・

基本設計の結果が仕様 ・船価 醐 とな。て嘩 酪 への応答とな・て返・て・・くので・その繊

度からも所要棚 上からも・の段階樋 要である.了・だし基本設計麟 は内罐 生的なものが多く・

ここに必要な外部情報としては同図に示したようなものが有る。

またこの基本設計結果は対外(顧 客)的 に重要なばか りでなく,対 内的にも図10に みられるよ

う畷 段工程におけ・設計醐 ・生産緬 ・禾IJ益管理 哺 蹄 醗 の灘 情報とな・点でも頸 で

あ る。

以 上述べ た よ う臆 味か ら短 期 プ ランニ ング情 報 として は 受注 戦 術 を中 心 として・ 以下 瞳 本 設

計及 び プラ イス ・コス トの 問題 に しぼ って詳 し く検 討 す るこ とに す る。

◆

φ

目標

売上,利益
操 業度

件
価

条
船

場

向

市

勤

先

向

客

勤

料
量

材
予

数
量

工
予

購買 線 表

計画 計画
メーかう

原
価
管
理

購
買
管
理

期

積

工

見

生
産
計
画

設
計
展
開

境

向

原

動

卜

●

図 一(8)受 注 戦 術 に お け る基 本 設計
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4.2受 注 戦 術 に お け る基 本 設計

4.2.1基 本 設 計 へ の要 求 と 合理 化 へ の方 向

図 一蜘 に示 した よ うに 基本 設 計 の位 置 す る と ころに よ り必然 的 に 基本 設 計 は繰 り返 し とパ ラ メ トリ

ック処 理 が 行 なわ れ るこ とに な る。 その 目・的 には 顧 客 の要 求 の変 更 に対 応 して の設 計 変 更,運 航条 件

や船 の主 要 目 ・主 要 配 置 ・船 体 形 状 な どに関 す る最 適 化,基 本 設 計 の各分 野(要 目配 置形 状 ・船 殻 ・

船装 ・機電 装)の 設計 の 進 展 に伴 な う設計修 正(各 分 野 の綜 合 化 を含 め),さ らには 生 産 技術 面 の 検

討結 果 に伴 な う設 計修 正 な ど種 々の ものが あ る。 い ずれ に して も引合 期間 中 の短 時間 に多 量 の検 討 ・

計算 ・製 図等 の情 報処 理 作業 を行 な わね ば な らず,そ の合理 化が 重 要 とな る。 したが って時 間 的制 約

や 資料 の 入 手 お くれ な どか ら基本 設 計が 必ず し も充分 詳 細に詰 め られ ぬ場 合 もあ り,結 果 と して仕 様

の記述 と予 量 の精 度 が不 足 す る事 が有 る。

これ が さ らに 単 価 と工期 の予 測 の 推 定精 度 と相 乗 して最 終 的 な コ ス ト・納 期 の予測 を違 わ せ るこ と

に もな り兼 ね ない。 故 に 基本 設 計 の合 理 化は 単 に迅 速処 理 だ けで な く何 とか して設 計 した仕様 や予量

の 精 度 向 上 を限 られ た情 報 か ら生 み 出 す方 法 の探 求 お よぴ その た めに 必要 な情 報 の把 握 に も向け ら

れ ね ばな らない。

以上 を ま とめ る と基本 設 計(こ 〉では 受 注決 定 までに なされ る諸 計 画 ・設計 作 業 を総 称 す る)合 理

化 のス テ ップ と しては,現 在必 ず し も確 定 され て い ない。 基本設 計 情 報 の あ るべ き姿(種 類 ・内 容 ・

精 度)を 種 々 の面 か ら設 定 し,そ の情 報 を確 定 す るために 必要 な 外 部 ・内部 情報 の 集 め方 とそ の処

理方 法 を検 討す るこ とに な ろ う。 こ ～で 種 々の 面 とは 船主 に とって 発 注決 定 に 必要 最少 限 の情 報は何

か・ の ほか に造 船所 側 と して コス ト予 測 の 精 度 を保 証 し建造 工 程 を大 き く狂 わせ ぬ た めに 確 定 して

お くべ き必要 最 少 限 の情 報 とい う見 方 もす る こ とで あ る。 その際,設 計 各分 野 のみ な らず 購 買 ・生産

技 術な どの 見地 か ら もバ ランス の とれ た検 討 を す る必 要が あ る。

つ ぎに 基本 設 計 の処 理 方 法 の合 理 化 に っい て触 れ る と二 つの 方 向が 考 え られ る
。 一 つは 現状 ベ ー ス

で 設計 の処 理 能力 を高 め る方 向で あ り,具 体策 としては 設計 の ス ピー ドア ッ プで あ りそれ を支 え る資

材 の単 価予 測 や標 準 工 数 ・建 造 船 の 設計 情 報 や運 航 実績,設 計 ・工 作 ・建 造 諸 基 準等 々の バ ックデー

タの 整 備で あ る。 また 設 計の ス ヒ。一 ドァ ップや信頼 度 向 上 のた めの 部品 ・部 材 の標 準 化 ・モ ジ ュール

化 も考 え るべ きで あ る。

最初 の 設 計 ス ヒ。一 ドア ップの 手段 としては 人 間 と計 算機 の 能力 を綜 合 した"Man-Machinenシ

ス テ ム,お よ び さ きに のべ たモ ジ ュ ール 化 を活 用 し た編 集 設計 シス テム な どが 有 効で あ る
。 またバ ッ

クデ ー タの整 備 と活 用 に関 しては デ ータ ・ベ ー スの 確立 を基 としそ の上 に,検 索 システ ム,設 計 ・建

造実 績 の集 積 ・分 析 ・伝達 シス テ ムな ど の手段 を考 え る こ とが 必要 とな る。 標 準化 ・モ ジ ュール 化に

つい ては 単 に企 業 内の 努 力 に と ど ま らず 関連 メ ー カー,造 船所 間,対 船 級 協 会,対 船主 等 々外 部 との

協 業 も重 要 な鍵 となろ う。

もう一 つ の 方向 は 基 本設 計 の大 半 を受 注 戦術 のサ イクル か ら外 して し まい ,オ フ ラ イン的 な開 発設

計 として あ らか じめ 基本 的 な 部分 を多 角 的に 検 討す るよ うにす るこ とで あ る。 これ は 航 空機 型 へ の指
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向で あ り,前 提 と して 同型 船 化 ・標 準船 化 が 必要 とな ろ う。 造 船 業で どの程 度 の量 産化 が 可能 かは船

穂 に よ り充分 検討 を要 す るが 今 後 考 え るべ き一 つ の形態 で は あろ う。 その場 合 は 必要 な外 部情 報 と し

て船 の運 航 採 算 ・海運 需 要 ・技 術 予 測 な どの 情 報 の比重 が よ り高 ま るで あ ろ う。

4.2.2.基 本 設 計 用 の外 部情 報

以 上簡単 に 考 察 して来 た受 注 戦術 の 中 の 基本 設計 に 必 要 な情 報 を区分 す れ ば 図 一(7)の丸 印 のようにな

り,す で に4.1で 挙 げ た もの が殆 どで あ る。

この うち特 に 基本 設 計 に関 係 の深 い もの を と り上げ てみ る と次の ご と くで あ ろ う。

ω 顧客 要求(外 部情 報)

基本 設 計 ス ター トの た め の イン プ ッ ト情 報 で あ り種 々 な定 量 ・定 性 的情 報 で あ る。 主 な る もの は

引合船 の要 求仕様(船 級 ・長 さ ・載 貨 重 量 ・速 力 ・吃水 な どに 始 ま り場 合に よ っては 細 か く規 定 し

た船 主仕 様 や プ ラク テ ィス まで),建 造 条 件(建 造 工場 な ど),就 航 々 路 や運 航 条件(広 く言 えば

輸送 シス テ ム計画仕 様),納 期,船 価 と支 払 条件,等 々が あ る。

これ らは 引 合 時に あ るい は そ の 後の打 合せ を通 じて 顧 客 よ り提 示 され る。

(2}環 境動 向(外 部情 報)

一 番 大 きい ものが4・3で 述べ られ る コス トと工期 の予測 で あ り,対 象 別 に 見 る と労働 力 と材 料

及 び購 入 品(加 工外 注 を 含む)で あ る。

その ほか に 当面 の引 合 に 関す る政府 ・金 融 機 関方 針 が あ る。 また顧 客 よ り提 示 され ない 場合,引

合 に関係 す る航路 港 湾事 情(そ の許 容船 舶 の大 き さ,労 働 力 を含 む荷 役処 理 能 力 ・ 陸 上輸 送 との結

合,航 路 の可 航船 舶大 き さ と気象 ・海 象 な ど の現状 と予 測)も 大 きな環境 情 報 として 把握 され ねば

な らぬ。 これ に は一 般の 公 共 機 関 出版 資料 の他 に,関 係 当局 の 計画 の 調査 な ど も必 要 な こ とが あ る。

(3)受 注処 理 能 力(内 部情 報)

広義 に 見 れ ばそ の 引合 船 を建 造 す る場 合 の技 術 的可 能 性(例 えば特 殊熔 接 な ど),船 台 ・工場 の

設備 面 の可能 性,工 期 的可 能 性(造 船 所 の 内作が 主 対象 で あ り,購 入 品や加 工 外 注 の入 手 工期 は環

境条 件 として 考 え る。),各 工場 の工 数 の 山積(ピ ー クの吸 収可 能性),予 測 コス ト,等 々に わた

る。

これ らは大 体 に おい て オペ レー シ ョナル な(実 績)情 報の 蓄積 整 理 され た もの とな る。

以上 の ほかは 主 と して 受 注判 断 に 際 して 利 用 され る情 報で あ るが,そ の 内 容に よ っては 提 案す る仕

様 ・船 価 ・納期 に影 響す るこ とがあ るの で あげ て お く。

(4)市 場動 向(外 部 情 報)

長期 計 画で も使 用 され る情 報 で あ るが特 に 当面 の 引合船 に 関連 す る短 期 の 需要 の動 向,成 約状 況

(船 穂 ・隻数 ・航路 ・船 主 ・荷 主 ・船 価 ・支 払 条 件 な ど),船 価 ・コス ト動 向 な ど も問題 とされ よ

う。 た だ し これ らは入 手難 易度 や 定型 化 の 程度 な どすべ て随 意 的で あ りcasebycaseに 必要

な情 報が 変 化 す る と見 るべ きで あ る。

⑤ 客先 動 向(外 部情 報)

引合 先 の建 造 経歴(船 穂 ・船 型 ・荷 主 ・航路 ・契 約 条件 等 々),仕 様 等 に 関 す る要 求履 歴(プ ラ
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クティス)・ 縫 状況槻 模 ・市場)
・計醐 容と程度 ③ 求仕齢 変わり得 るものか否か) ,等

々。定量的情報が多いが必ずしも定型的でない
。

㈲ 競合者動向(外 部情報)

引合横 合にな・たとき噸 錦 手の情報 も参離 なりうる
.例 えば手紅 事星流 主との関係,

引合への積馳 又噸 順 当する受注腿 能加 どである
.・ れ綻 量縮 報が多いが非定型的

であ り入手 も難しい。

以上をまとめると受注輪 嘩 本設誠 顔 酬 部情蹴 趨 的・定醐 情報が混在するが必ずし

も多量'定 醐 でなく・ ・a・eby…e喘 主 ・ブ・一・一・荷主 ・等。の関係者から断片的

に入手した情報を適切な綜合判断を加えて使用するということになろう
。

4.3プ ライ ス ・コス ト分 析 用 情 報

これまで・難 訓 が・造船靴 於て・如何に聾 であるか述べてきたが
,こ こでは,受 注鮪 を

立案す るため唖 要なもの・すなわち外罐 報としての 「プ… ㈱ 」(船 価の_ケ
。,.プ,

イス情報)と 滝 醐 内の熔 融 を主とする 「・ス ト情報」と
の2つ について分疏 討を行う。

4.3.1プ ライスに関する情報

プライスについては・簡靴 言 うと経済(海 上賜 ・エれ ギー需要)・ 戦争.造 醐 の供給能力

'政 鰐 の需給のバラ・ス要因と罐
の2次 元・トリ。ク・により綻 され、.。 の関係を図示した

ものが図11で ある・すなわち海 上嚇 量は
,船 蠕 動 結びつき,搬 霰 は,m存 船腹 と.れ

の不足をまかなうものとしての新造船とにお て消化される魂 上嚇 量は船齢 要
を通 じて既卵

膜量との関係で海上顯 喧 響を与える・ま・・一 方で海 上運散 噺 剛 鞭 を刺激するとい う

幽 をも・ている・髄 船需要と鎚 能力とのバランスに・
。て,新 造船醐 酪 、・決ま、.更 障

細岡 析してみると海 上嚇 量に も・その容積,題 と運搬臓 等が腰 であり,搬 量としては,
係船中の もの・鰯 中のもの海 撒 よる敵 船

,… 。プ化される解体船舶等の考齢 必要であ

る・また新造船醐 価格は沖 古船改 造船の市場価撤 も鞠 される
。

海上蹟 の躍 は・駐 の髄 醗 臆 欲を刺激し,引 合の増加をもたらす.建 造能力とのバラ。

スから噺 造船醐 醜 の上昇を引 きお・す・とが多い
.プ … の・。・・一,、 。,は 蜘 調

を折 り込んだぽ 航鱒 を通じて海 上瀕 により
,押 さえられる,と 云 う、とができる。

方 需給による融'影 響はないが・船舶の製品臨 及び生産硫 の鞠 による影響 もあ、程

度 　 ケ・ト'プ ラ・・に影響があ・・射 的には潴 の例としては,魍 の光臨 専用船等の経

酬 の醗 であり・後者の例・しては熔 接ブ・
ック建甑 等の顕 職 による。ス,.ダ,。 等

がある・こ僻 の硫 鞠 は運 賃・ス・の引下げを通・て噺 たな船艦 要
を呼び起 したとも云え

る。

一方・醐 縫 計酬 おいては揃 章で述べ・・ように
,プ … は商舗 噺 的なものではない。

長期調 では㈲ 送腰 の変化・それにもとつく需要 ・供給の量的 ・質的な予測が腰 であ。た。
したがって・蜘 計敵 おいては濡 要 ・供給の関係から製品構成を考え・事樋 要

で,_ケ 。,
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経済活動

海上荷動量

海上運賃

海運市場

新造船需要

廻

船

業

建造能力

既存船腹量

合計船腹

(量,構 成)

新造船成

約量 船価

技術革新

図 一(9)市 場 価 格成 立の メ カニズ ム
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・プ ラ イス の 問題 の予 測 よ りむ しろ
,合 理 化 に よ る将 来 の建 造 コス トの 面 の予 測の 方 が よ り重 要 で あ

る。

現 実 に船 価 は,需 給 を主 体 とす る要 因に よ って,激 し く動 い てい る。 海 上運 賃は,サ ー ビス価 格 の

中で ・ 他 に その 例 を 見 ない程 ・ 激 し く変動 し
,そ の影 響 を受 け る新 造船 の市 場 価格 も,か な り大 き く

動 くこ とは,事 実 で あ る。 長 期 的 か っ マク ロな観 点 よ りす る と
,海 上運 賃 の変 動 は,新 造船 の発 注 に

大 きな相 関 を持 ち,新 造船 発 注量 は ,船 価に大 きな相 関 を持 っ てい る と言 え る。

海 上運 賃 の変 動 要 因 として は,第 一 の要 因 としては 世界 経 済 の 変動 に よ る輸送 需 要 の 変動 が あ る
。

第二 の要 因 として は・ 国 際紛 争 等 の政 治 的 な もの が あげ られ る
。 第 三 の要 因 と して は供 給 と需要 の週

期の ア ンバ ラ ンスが あ げ られ よ う。

一 方別 の 見方 か らす る と
・ 市 場価 格 に影 響 を与 え る要 因 とし て:国 家 政 策 の 面か らの もの も大 きい 。

通 常,海 運 国 は,そ の国 策上 の見 地 か ら,建 造 能 力 を維持 す るため
,造 船 業 の 育成 に 努 め て来 た ケ ー

スが 多 い。 不 況 期 には ,国 策 と して これ を救 済 し,ベ ー ス価 格 の 維持 に大 きな 役割 を果 したケ ー スは

多い 。 ま た・ 戦后 の我 国 の よ うに,国 家 再建 の 基幹 産 業 として の造船 業 を 育成 した ケ_ス もあ る
。 経

済 の 発 展に 寄与 せ しめ ・ 日本 海運 を復 興 させ,邦 船積 取 比率 の 向上 を通 じて
,国 際収 支 を改 善 す るた

めに,海 運助 成 策 が 強 力 に打 ち出 され た こ とは
,造 船 業 の幾 多 の 技術 革新 を導 き,そ の結 果 は造 船 業

の急 速 な 発 展 を もた ら し'今 日世 界経 済 に ,大 きな影 響 力 を振 う糸 口を作 った もの と言 え よ う。

これ らの海 運,造 船 助成 政 策 は,現 在 で も世界 各 国 に おい て
,大 な り小 な り行 な わ れて お り,特 に

輸 出金 融等 軸金 利 面 に於 け る政 策は,直 接 ,船 価 に 大 き な影 響 を与 え てい る。

② 市 場 価格 決 定 の 要 因

これ まで 述べ た こ とを,も う一 度整 理 す ると
,新 造 船 の市場 価 格 決定 の 要 因 として,次 の ものが

考 え られ る。

**

*

*

*

*

*

ラ

　

　

ラ

　

ラ

　

　

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

***ケ)

***コ)

***サ)

*シ)

**ス)

海上荷動量

海上運賃

船腹需要量

稼動船腹量

係 船 量

解体船腹量

改造 〃

中古船売買価格

新造船引合量

〃 発注量,(進 水量,竣 工量)

建造能力

技術革新(新 船種,新 船型,生 産技術)

経済政策(海 運助成,造 船助成,税 利,輸 出助成,金 利政策,貿 易政策)

***を 市 場 価 格 に 第1次 的 に影 響 を与 え ると考 え られ る もの で あ り
,第2次 的 因子 として考 え

一107一



られ る もの に**を,第3次 的 因子 と して*印 の もの を っけ てい る。

(3)必 要 情 報 に っい て

以 上述べ て き た説 明に もとつ い て必要 とされ る情 報は 表 一⑤ に示 す。

こ こにお い ては,長 期 プ ランニ ング情 報 と同 種 の もの も多 くあ るが,こ こで は 営業 活 動 等 を通 じ

て,船 主 ・荷 主 関係及 び ブ ロー カー よ りの情 報 が重 要 な役 割 を しめ る。

4.3.2コ ス ト情 報

ω 船 舶 の コス ト構成

船舶 の コス トの構成 は,企 業 に よって,若 干 の 差異 は あ る と思 うが,概 ね,図 一働 で あ る。

一 般 管理 費 の 考 え方 には,狭 義 の もの と広 義 の ものの二 つが あ る。 こ こで は 販 売 間 接費 等 の 営業

費,及 び普 通 では 営 業 外費 用 としそ 取扱 わ れ て い る金 融費 用,す なわ ち支 払 利息 租 税 公 課及 び株式

を建造 コス トに 算入 す るい わ ゆ るフル ・コ ス ト主 義 の立 場 を とった。

受 注 時 の見積 コス トとしては,フ ル ・コス トで 考 えた方 が,情 報 シス テ ム として は合 理 性 が あ る

と考 えた。 ま た一 方,人 手不 足 が ネ ック とな る もの と予 想 され るの で,貴 重 な マ ン'パ ワーの 有 効

活用 が 受 注戦 術 の一 つ の キ イポ イ ン トとす る必 要 が あ る。

マ ン ・パ ワーす なわ ち設計 の人員 とか,あ るい は 現場 の 直接 作業 人 員は,造 船業 の短 期 経営 情 報

シス テ ム の基本 とな る性格 を もってい る。

●

●

'

工 費

」

製 造 原 価 材 料 費

経 費

フ

ル

コ

ス

ト

用 役 費

巳 売醐
販売手数料

、

販売運送費

一般管 理費 本 社 費 用

販売間接費

営業外費用 支 払 利 息

租 税 公 課

配 当 金

図 一(10}コ ス ト見積 り構成 図
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企業 が生 産に 必要 とす る リソー ス,す な わ ち
,設 備,資 金,設 計人 員,直 接 作業 人員 等の 中,現

在 最 もネ ック とな る ものが マ ンパ ワー で あ る。 この ため マ ンパ ワー をベ ース と して
,利 益 を予 測 す

るよ うな 計数 制度 が,シ ミュ レ ィシ ョンを行 う上で 必要 で あ る
。

次 に,.建 造 コス トの主 要 な 部分 を占 め る製造 原価 に っい て分 析 して み よ う。 製 造 原 価 の 内容 を図

13に 示 す。

コス トを構成する要素別に・その特徴及びこれらの予測に必要な情報を以下調査する。

(2}コ ス ト要 素 に影 響 を与 え る要 因

① 工 数

製造 部門 の直接 工数 は,そ の 工場 の生 産 性,或 は 能 率 に よ って,決 ま って来 る。 これ に影 響 す

る ものは,管 理 水 準,作 業 員 の技 術 水 準,モ ラル,規 律,設 備 の優劣(生 産 設 備及 び環 境 設備),

等 があ る。

これ に関連 す る情 報 として,定 量 的 よ り定 性 的な ものが 重要 で技術 情 報 では
,工 作 技 術,設 備

技 術,管 理技 術 情 報 設 備 関連 機 器 情報 ,特 許 情 報 他 社 情報,等 々が重 要な 役 割 を しめ る もの

と考 え られ る。

② 工 費 レー ト

工費 レー トは・ 製造 部門 の部 内費 用
,工 場 管 理 部門 の費 用 を生 産時 間比 率 等で 配布 され た もの

の和 をそ の部 門 の直接 生 産 時 間で 除 した単 位 コス トをい う
。 したが って工 費 レ ー トに 影 響 を及 ぼ

す 因 子 としては・ 直接 生 産時 間,製 造 部門 の 部 門費,工 場 管理 部門 の部 門 費 の3つ に な る。

部 門費 の 主 な 項 目につ い て のべ る と次 の通 りで あ る。 これ らの費 目の影 響 に つ い て検 討 す る

事 に す る。

図 一ω 製 造 原 価 の 構 成
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㈱ 間接材料費

。れについては,材 料の値上りが問題である。従・て卸売 物 価の動向・が問題になり・更

に細か這 うと潴 接のキ。ブタイヤー線とか,ガ ス空気ホースとかその部門鮪 の材料の価

格動向が,影 響を持つ。

(イ)人 件 費

人件費は,部 門費中最大のウェイトを占める。現在の造船業では部門費の約80%を 人件費

がしめるのが普通である。

これに影響する要因としては,社 会一般の,賃 金水準,同 業他社の賃金水準,学 歴格差,年

令格差,敷 格差労賑 給関係が考えちれる.等 … のためには飴 統計・又労働醐 の動

向,締 界の状勢,景 気動向,生 離 統計伯 力綱 鹸 析・従業則 人当りの売上高一 本と

海外との賃金比較,労 働時間短縮等の情報が先を予測するために必要である。

(ウ)経 費

経費には謹 ・雑多なものが,含 まれてお り,一 廓 論ずるわけには・'かない・以下個々の

項 目について説明する。

⑤ 減価償却費

大 きな設備は,造 船業では後で述べ るが,用 役費として配賦を考えるのが普通である・こ

。で考えられるものは,燗 の代離 しての設撒 資噛 するものである・現実に萌 出割

増償却,特 別償却,齪 資産嚇 醗 税制によ・て数値が変る・ま齪 率償却をとるカ〉淀

額償却をとるか等の財務政策によっても大きく変動する。これは,設 備代替のシミュレイシ

ョンを考える場合,非 常に都合が悪い。

⑤ 外注費

外注関係費用の取扱いは,会 榔 よ。て大 きな相違がある・搬 的に言・て・外注費には・

構内請鑓 用,小 組立,パ イプの力・工外注の如 き・外注加頂 ・メッキ酸洗"・ シ・ット'

ブラス トの外注,或 は設計外注の如 き端 役外注費が含まれる・ただし・経費の加工外注費

には,資 材部門から発注される単位部品の加工外注品は含まれない。

外注費は,経 費の加工外注の場合摘 智慮 償支給される胎 が多いので・殆んどが・人

件費と見てよい費目である.頬 的には関連 ・一・一の詮 水準・或はその上昇轄 カミ問題

となる。中小企業統計その他の情報を,必 要とする。

㊤ 賃借料,修 繕費

一般の物価水準が,直 接影響する。修繕料には,人 件費が大きな比重をしめる。

③ 租税公課

これは税制そのものである。税制の今后の動向が問題 となる。

③ 材料費

コス トの主要な部分をしめる鋼材は受注時に先物価格をFixし て経営の安定をはかっている。

したが。て実際には,Fi。 出来ないもののmaas変動すなわses物 パ イプとかノ"ルブ等が物価予測
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の 重要 な ポ イ ン トとな る。

これに つい ては,卸 売物 価 の動 向,建 設 物価 も参 考 とな るが
,唯 注 意 すべ きは,舶 用機 器 は,

陸上 機 器 の価 格 動 向 とは,異 る動 きをす るので,通 常,卸 売物 価指 数 等は,そ の ま ま役 に 立 た な

い 。 舶 用機 器の統 計が 必 要 とな る。 購 入品 に っい ては
,そ の素材 構成 に於 て,特 に銅 関 連 材料 の

場 合,素 材 の 価 格 動 向に も,注 意 を払 う必 要 が あ る。

④ 直接 経 費

一 般 部 門費 の中 に も表 われ る経 費 に っい ては
,全 く同様 で あ るか ら,触 れ ず,特 殊 の もの のみ

に つい て 述べ る6

θ 建造 保 険料

保険 会 社 協 定 の利率 に よ ってい るが,こ れ は勿 論,事 故統 計,或 は 支 払い 実 績 に よ って影 響

を受 け る。

(イ)検 査 料

船 舶 の 安 全 を保 証 し,保 険料 を決 め るた めに 船級 協会 の 資格 を得 るた めの費 用 で あ る
。 最 近

の動 きを見 てい る と,人 件費 に 比 例 してい る もの と思 われ る
。'

⑤ 用 役 費

造 船所 特 有 の原 価項 目で あ る。外 部組織 を利用 して もよい 。 あ る種 の機能 サー ビス を社 内組 織

で行 う場合,一 種 の コス ト ・セ ン ター と して,そ の費 用 を配 布 す るこ とを 目的 と し決 め られ てい

る。 従 って ・ 償 却 費・ 修繕 費 が大 きな比 例 を しめ,同 時 に人 件費 もまた大 きな比 率 を 占 め てい る。

(3)そ の 他 の要 因 ¶

前 章で ・ 船 の コス トの費 目毎 に,影 響 を与 え る要 因 を,一 般 的 に論 じたが ,こ の他 に現 実 に は 個

別 受 注生 産 で あ るの で 工 数 材料 費 に大 きな影 響 を及 ぼす 要 因 が あ る
。

この問 題は,実 際 の造 船所 の受 注 戦術 で重 要 な 役割 を もってい るの で 以下説 明す る
。

① 船 の種 類 お よび グ レー ド

船体 構造 に お い て,鋼 材 重量 が 同 じで も,こ み入 った 構造 で あれ ば,工 数 は 増加 す る。蟻 装 に

つ い て も,付 け る品物 の数 は 同 じで も,複 雑 な装 置 で あれ ば,手 間が か か る。 工作 の グ レー ドが

全 く同様 で も過大 な 仕 上げ 要領 とか 精 度が 要求 され ～ば,工 数は 増加 す る。 検査 に っい て も同様

で,検 査 の密 度 を あげ れ ば,コ ス トは 上 昇す る。 こ の影 響度 は,想 像 され るよ り遙 かに大 きい 。

従 って 受 注時 に は,船 主 の 一般 に要 求 す るグ レー ドの レベル に 関す る情 報 とか 検 査官 の 検査 方 法

等 に 関 す る情 報 が 重要 で あ る。

② 工場 の 規 模,特 質 に よ る コス ト

造船 工 場 は,一 般 に,そ の工 場の 規模,お よび 特徴(こ れ には従 業 の技 術 の熟練 度 に よ る向 き
,

不 向 き等),に よ る コス トの 差 が認 め られ る。 これ は,一 つ には設 備 に もよ る と思 われ るが
,工

場 の敷 地,或 は 配 置 の影 響 もあ り,同 じ ブロ ッ クを流 して組 立 て るに も
,そ の 工場 に 合 っ た,船

の種 類,大 き さ等 と云 う ものが あ る。 自社 の設 備計 画 に マ ッチ した 最 も得意 な 船 を とるこ とは非

常 ほ 要 な こ とで あ る・ 鑓 的 に効 果 を把 握で き るよ うに す る 。とが 必要 で あ る
。
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4.3.3諸 情 報 リス ト

以 上 述べ て来 た新 造船 の プ ライスお よび コ ス トに 関連 す る情 報 にっ い て,ま とめて 見 る と,

次 の 表㈲,(6)と な る。

表 一(5)新 造船 市 場 価 格 関 連情 報

情報の種類 情報の形態
頻 度

情 報 源 利用部門 重要度 充足度

1.船 腹 情 報

a稼 動船腹量
出 版 物

定 期

ロ イ ド,F&Egar,

J.Jacobs

企画,営 業 A A

b係 船 量 〃 英国海運会議所 〃 B B

c解 体船 腹 〃 ロ イ ド,J.Jacobs等 〃 B B

d改 造 船 腹 〃 同 上 〃 B B

2.造 船 生 産 量

a受 注統計
出 版 物

定 期
業界 誌(日 本,外 国)

企画,営 業

管 理
A B

b進 水 〃 〃

ロ イ ド,運 輸 省

そ の他 業 界紙
."

B A

c竣 工 〃 〃

ロ イ ド,運 輸省

閲 雇驚 喜J㎞s
〃 A A

3.造 船 能力

a船 台設備
資 料

不 定 期
運輸省,業 界紙

企画,営 業

管 理
A B

b各 社設備計画

,

新聞,雑 誌

不 定 期

新 聞,雑 誌
〃 A B

4.計 画 造船

a計 画造船統計
資 料

定 期
運輸省

企画,管 理

営 業
A A

b将 来計画 〃 〃 A A

5.荷 動 き情 報

`

海上荷動量統計
出 版 物 醗 臨 是・蹴

OECD統 計

企 画,管 理

営 業
A B
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情報の種類 情報の形態 情 報 源 利用部門 重要度 充足度

a荷 物別分析用情報

a資 源情報 出 版 物定
期

各種 業 界団 体,新 聞,
業界 紙,研 究所

企画,管 理
営 業

A B

b購 入元情報
.〃 新 聞,雑 誌 〃 B C

c荷 動き統計 〃
国 連,OECD,USA,

磧 山 局,F&Egar,BI)・

業 界 紙

〃 A B

d航 路港湾事情 〃

及 び ダ イ レ ク ト リー

ダ イ レ ク ト リー

新 聞,雑 誌

〃 A C

e輸 入統計 〃
国 連,OECD,通 産省業

界紙 〃 A B

f生 産情報 〃 同 上 〃 A B

7特 殊船情報

a専 用船情報
技術資料
新聞,雑 誌

技 術 資料,新
聞,雑 誌

企画,管 理
営 業 A A

bコ ンテ ナ船情 報 〃 〃 〃
A A

cバ ー ジ船 情 報 〃 〃 〃
A B

8.運 賃情 報 電 文
海運統計

企画,管 理
営 業

A A
、

9.港 湾 航路 情 報

aス エ ズ運 河 情 報 通 報
新聞,雑 誌

新 聞,雑 誌 企 画,管 理
営 業

A B

bパ ナ マ 〃 〃 〃 ・ 〃 〃 A B
c港 湾情報 〃

〃 A C
1α 海運業界情報

・

a国 内 〃 〃 新 聞,雑 誌 新聞,雑 誌
船 主

企 画
営 業

A A

b海 外 〃 〃 〃 〃
A B

11.造 船業 界情 報

a受 注船価情報 新聞,雑 誌 新聞,雑 誌
業界紙

企画,管 理
営 業 竺

C

b造 工各部会情報 レポ ー ト 造 工 〃
A B

12.引 合情 報

aAgent引 合 〃 電 文
新 聞

商者,同 業者
業界紙 営 業 A B

b船 主Neg・ 情 報 新聞その他 船主,同 業者
業界紙

〃 A B

13.政 策 情 報

a輸 出振興策 文書
新聞,雑 誌

通産 省,輸 銀,新 聞,
業界 紙

企 画
営 業

A A
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情報の種類 情報の形態 情 報 源 利用部門 重要度 充足度

b海 運造船助成策 文 書

新聞,雑 誌

運 輸省,開 銀

新 聞,業 界 紙

企 画

営 業
A A

c外 国造船海運政

策

新 聞,雑 誌

レポ ー ト

運 輸 省,造 工

新 聞,雑 誌

〃 A B

14.経 済 情 報

a外 国貨弊情報 新 聞,雑 誌 新 聞,雑 誌
企 画,管 理

経 理,営 業

B B

b円 切 上げ 〃 〃 銀 行,造 工
〃 A B

c税 利情報
通 達

新聞,雑 誌

大 蔵 省
'新 聞

,雑 誌

〃 A A

表 一(6)新 造 船 コス ト関連 情 報

情報の種類
情報の形態

頻 度
情 報 源 利用部門 重要度 充足度

1.製 品開 発情 報

a標 準船情報
各種技術資料

新聞,雑 誌

技術資料

新聞,雑 誌
設 計 B A

b専 用 船 〃 〃 〃 〃 B A

cコ ンテ ナ船情 報
〃 〃 〃 B A

dバ ー ジ船 情 報
'

〃 〃 〃 B A

eそ の他特殊船 〃 〃 〃 S B

2製 品関轟 報

a港 湾航路情報
文 書

新聞,雑 誌

運河管理会社

新聞,雑 誌
設 計 B B

bル ー ル"

サ ー キ ュレ ー ション

ル ー ル ・プ ツク
船級協会 〃 A A

c運 輸 省規 制 〃
出 版 物

通 達
運 輸 省 〃 A A

dB.O・T・ 〃

出 版 物

通 達
B.0.T. 〃 A A

eIMCO〃 通 報
IMCO委 員会

運 輸 省
〃 A A

fそ の他安全規制
出 版 物

通 達

各種 公 共機 関

(日 本,外 国)

〃 B A

膓
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情報の種類 情報の形態

頻 度 情 報 源 利用部門 重要度 充足度

gそ の他諸規制
出 版 物

通 達

各 種公 共 機 関

(日 本,外 国)
設 計 B B

3.生 産技 術 情 報

a生 産技術情報 学会 論 文,新 聞,

雑 誌,カ タログ

産業界一般 現 業
B A

b設 備生産性〃 新 聞,雑 誌

カ タ ログ

新 聞,雑 誌

メ ー カ ー,商 社
〃 B A

c管 理技 術 〃
新 聞,雑 誌

学 会誌,出 版 物

産 業界 一 般 能率 協 会

そ の他 コ ンサ ル タ ン ト

現 業

管 理
R A

4.関 連 工 業 情 報
.

a機 器 開発 〃
学 会 論文,特 許,

新 聞,雑 誌,カ タログ
産業界一般

設 計

資 材
C B

b関 連工業統計〃 出 版 物

定 期

通産省,運 輸省

関連工業会
〃 C B

5.技 術 提携 情 報 各種技術資料
科学技術庁

工業技術院
企 画

設 計
C A

6.造 船 業界 情 報

a造 工各委員会 レ ポ ー ト 造 工
現業,設 計

管理
B A

b他 社情報 新 聞,雑 誌

その 他
同業社 〃 B A

c経 営指標 有価証券報告書

出版物

同業各社

日 銀
管 理 A B

7.海 外情 報

aAWES情 報 造 工 レポ ー ト AWES
現 業

管 理
B B

b海 外造船所 〃 新 聞,雑 誌

レポ ー ト

新聞,雑 誌

海外造船所
〃 B B

8.原 価 情 報

,

完成船原価実績 経理資料 社 内 社内各部門 A A

9.原 価 要 素 別 情報

a長 期 レ ー ト 長 期 レー ト表
,

社 内 管 理

見 積
A A

b部 門費実績 経理資料 〃 社内各部門 A A

c工 管費 〃 〃v 〃 〃 A A
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情報の種類
情報の形態
頻 度 情 報 源 利用部門 重要度 充足度

d営 業費実績 経理資料 社 内 社内各部門 A A

e鋼 材価格
新 聞,雑 誌
そ の他

商 社,メ ー カ ー
管理,見 積
資材

A B

f主 材 コス ト 経理資料 社 内 管理,見 積 A A

9一 般材 料 費
発 注 実績
カ タ ロ グ,そ の他

社 内

商 社,メ ー カ ー

管理,見 積

資材
A B

h経 費 経 理 資料,そ の他
社 内
新 聞,業 者

管 理,見 積 A' A

i外 注 費 経理 資料,そ の他
〃

管理,見 積

資材
A B

j用 役 費
経理資料
各種料金表

〃 管理,見 積 A A

10保 険情報

a建 造保険
料 金 表
不 定 期

保険会社
営業,見 積
管理

A A

b輸 出 〃 〃 輸出保険組合
〃 A A

11.受 注 条 件情 報

a支 払条件情報
契約実績
新聞,雑 誌

社 内,同 業者,

新 聞,雑 誌 業 界紙

営業
管理

A A

bそ の 他 〃 〃 〃 C A

12.経 済 情 報

a賃 金統計 資 料 労働省 人事,管 理 B A

b鉄 鋼業情報
'

新 聞,雑 誌
その 他

新 聞,雑 誌

商 社,メ ー カ ー
資材,管 理 A B

c卸 売物価 統計表 定期 日銀
〃 B A

d建 設 〃
出 版 物定 期 建設物価調査会 〃 B A

e消 費者物価 統 計 表 総理府 人 事,管 理 C A

f中 小企業統計 統 計 、表
中小企業庁
中小企業金融公庫

資材,管 理 C B

9金 融情勢 新 聞,雑 誌,そ の他
日銀,都 市 銀 行

新 聞,雑 誌
営 業,管 理 A A

13.政 策情 報

a税 制
通 達
不 定 期

大蔵省
企画
管理

A A

・ 鰹 蹴 新 聞,雑 誌
大蔵省
通産省

企画,管 理
営業

A A

14.労 働情 報
統 計 表

定 期
労働省,総 理府

企画,管 理
人事

B A
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5.ま と め

こ れ まで わが国 の造船 業 の経 営 情 報 シ ステ ムは ,正 確 に か 〉った コス トを配 賦 す る こ とが その 基本

原理 とな っ てい た。'

産 業 構造 変 革 の波 に影 響 され,労 働 集 約 型産 業 か らの脱 皮 が 重大 な 課題 とな りっつ あ る現 在 の造 船

業 に とって,漸 く近代 経 営 の 重要 性 が 認 識 され始 めてお り,こ れ まで の もの と違 った,事 前 計画 を主

体 と した経 営情 報 シ ステ ム の必 要 性 が ク ローズ ア ップ され っ っあ る。

造船 業 に おい て,真 に有 効 な経 営情 報 とは何 で あ ろ うか。 この 問題 を解 明 す るた めに は,造 船 業 の

経 営の 本質 を明 らか に し,そ の 目的 とす る と ころをは っ き りと させ るこ とが 必 要 で あ る
。

前節 まで に述 べ た造 船 業 の特 質 か ら考 え る と,真 の意 味で の企 業 として の 経営 活 動 は
,長 期 的 な視

野 に立 って 新技 術 の開 発 に よっ て新 しい 価値 を創造 して行 く攻撃 的 な経 営 と
,短 期 的 な課 題 と して生

産 の合理 化 に よ りコ ス ト・セ ー ビン グを実 現 す る と言 う防 衛 的な 経営 の 二 つ の面 か ら成 り立
って い る

こ とが 明 らか とな る。 図 一⑰ に造 船 業 の経 営 活動 の パ ター ン を示 す
。

か 〉る観 点 か ら考 えれ ば,従 来 の 海軍 式 を主 体 とす る経営 情 報 シス テ ムか ら早 急 に脱 皮 す る こ との

必要 性 が痛 感 され る。 他 産 業 の模 倣 を して,財 務 ベ ース の モデ ル を使用 し,5年 か ら10年 先 の 計画

を長 期 計画,3年 先 まで を中期 計画,次 年 度 の計 画 を短 期 計 画 と称 す る もの は
,形 式は と もか くその

有 効 性 は ま こ とに 疑 しい ものが あ る。

造船 業に お け る経 営 の プ ラニ ング の特 質 か ら考 え る と,造 船 業 の経 営情 報 シス テ ムは 長期 計 画.中

期 計画 ・短 期 計 画 の定 義 そ の もの を 変 更す る必要 性が あ るこ とを提 唱 す る
。

(iiiiD
品纐

＼
攻撃的経営 (憂i⊃利益

8
船価

防一 ⊂ ～雛
生産合理化

図一働 造船業における経営活動
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す なわ ち,長 期計 画 とは 「5年 先～10年 先 の将 来の 企業 の 姿 を つ かみ,現 在 の事業 を どの方 向 に

発 展 させ て行 くか,そ の成 長 力 の源 は何 にす るか」 を決 め る もので な けれ ば な らない。 造 船 業 にお い

ては 新 しい技 術 革 新 を行 な い,輸 送 をシ ス テム化 し また生 産 その もの を シス テ ム化 し て行 く等技 術 の

方 向を 決 め る こ とに その 本質 が あ る。 したが って,定 性 的 な情 報が 非 常 に重 要 な 意 味 を もち・ 定量 的

な 情報 の有 効 性は 殆 ん どな い 。

中期 計画 は,数 年 先 に 実施 す る構 造 計 画 の 具 体 策 で な け れ ば な ら な い 。 具 体 的 に は ・

設 備 投 資 ・労 働 力 の確 保等 の意 思 決 定の 効 果 が3年 程 度 先 に 明 らか に な る もの を対象 とすべ きで あ る・

ここで も定 性的 な情 報 が よ り重 要で あ り,定 量 的 な情報 もマ ク ロ な もの しか 役立 たな い。

最 後に短 期 計画 は,も っ と も ドラステ ィッ クな 定義 の変 更 を 必要 とす る。 す な わ ち,例 え4年 先,

5年 先であ。ても今鞭 受注する船の利益計画は・本質的に考えると受注時点で剛 価およびその仕

様 が決 って しま うの で,短 期 計画 として取 扱 う必 要性 が あ る。 この面 で もっ と も大 切 な こ とは,中 期

計画 との連 動 で あ ろ う。

図 一〇3)1■,新しい経 営 計 画 の 区分 を示 す。

経 営 情 報 シス テ ムす な わ ち 「MIS」 に は種 々な定 義が あ る。 しか し造 船 業 に おい ては,も っ と も

シ ン プル に 「経 営者 が 欲 す る資料 を必要 に応 じ と り出せ る もの,ま た 前提 条件 を変 えて結 果が 予測 で

き る もの」 とす るのが 最善 で あ る と考 え られ る。

そ して,ま つ 第 一 に必 要 な ものは 定量 的 な情 報 の有 効性 か ら考 え,受 注 計 画 を主 体 とした内 部情 報

に 関す る もの,す な わ ち 伝統 的 な 経理 の 常 識 を超 え た新 しい 技 法 を導 入 した もので あ る と考 え られ る。

それ は,次 の条件 を満足 させ る もので な けれ ばな らない。

{1)長 期 の 期間 に 渡 る責 任 の範 囲 の 明確 化が 必要 で あ る。

〔2)技 術 革 新,設 計 変 更 等 の効 果 が測 定 で きる もので な け れば な らない 。

(3)諸 計画 間 に矛 盾 の ない綜 合 的 な計画 立 案が 可 能で な け れ ば な らな い。

(4)連 続量 で の管理 よ り も個 数 に よ る管理 が可 能 とな るよ う管理 の メジ ャー をで きる限 り単純 化

・直接 化 しなけ れ ば な らない 。

⑤ 設 計 シス テ ム と密 接 な関連 を もっ もの で なけ れば な らない 。

い わゆ る経 営 管理 は

(1)計 画 をっ くる こ と

(2)コ ン トロー ル をす る こ と

の二 つの機 能 か ら成 り立 っ てい る。 前章 で 必要 性 を とい た経 営 情 報 シス テ ムは,コ ン ピュー タの発 展

と りわけ大 容 量記 憶 フ ァ イル の 実用 化 と人 間 と機械 との対 話 方 式 の 実現 等 の技 術 革新 の成 果を と り入

れ る こ とに よ り始 めて 可 能 とな る もの と考 え られ る。

っ ま り,計 画 値 を 記憶 させ,実 績 値 を フィ ー ドバ ック させ,問 合 せ 方 式で リアル タ イム処 理 を行 な

うこ とに よ り始 めて 問 題 の 解決 が 計 れ るの で あ る。

ダ イナ ミックに 変化 を つづ け る,企 業 の明 日を どの よ うな数 値 で と らえれ ば良 い か と言 うこ とは非

常 に 困難 な課題 で あ る。 定性 的 な情 報の 重要 性 を考 え併 せ る と,定 量 的 な情 報 を 取扱 う コン ピュー タ
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・シス テ ムの 限 界 は 明確 に把 握

して お く必 要 が あ ろ う。 変化 の

激 しい 時 代 に 固 定 し た ものは な

い こ とを念頭 にお けば,造 船 業

の経 営情 報 シ ス テム は,成 果 の

分 析 や 結 果 の予 測 が フ レキ シブ

ルに で き る柔軟 で 発展 性 の あ る

もの と して作 られ な けれ ば な ら

ない 。

か 〉る意 味か ら考 え る とこれ

か らの システム開 発 は,従 来 と違

った 角度 か ら取組 ま な けれ ば な

らな くな る。事 務能 率 の 向 上の

・スペ ッシ
ャ リス トで あ る事務 管

理屋 とか,特 殊 な コ ン ピ ュー タ

用 語 の専 問家 で あ るシ ス テム屋

と称す る人達 だ け では 問 題 は解

決 出 来 ない 。

シス テ ム開 発は ライ ン業 務 の

代 替で あ る との認 識 の も とに,

コ ン ビ。テ ンスの あ る人 を参 加 さ

せ る
.ことが 必 要 で あ る。

コ ン ビテ ンス とは

① 未 知 の環 境 の 中 で 自 ら

の 目標 を決 め る能 力

② この 目標 が本 人 の価値

感 と一致 してい る現 象

③

④

を指 す。

短期計画

受注/生 産

中期計画

体質改善

長期計画

R&D

未

来

予

測

ラ イ ン部 門

ス タ ッ フ部F

開発部門

図一⑬ 新しい経営計画区分'

その目標への到達の方法を自分で決められる能力

自分 自身で目標を調整して前進出来る能力

新 しい技 術 の 発 達は,新 しい シス テ ムの可 能 性 を 実現 の もの とす る
。激 動 の70年 代 の シ ステ ム 開

発 は,未 知 の環 境 へ の挑 戦 と言 う本質 的 に 困難 な 問題 に立 脚 してい る問題 で あ る
。 新 しい コ ンセ プ ト

を作れ る人が 必要 とな る もの と予 想 され る。
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1 調 査 の ね ら い

1.1情 報 化 時 代 に お け る 輸 送 産 業 の 位 置 づ け

現 代 の よ うな機 能 的 な社 会経 済 の 時 代 に な って くると
,従 来 の よ うに単 に物 を生産 す る こ とだ けが

経 醗 展 の中心 であ ・た り・ 起 動 力 とな ・ てい 塒 代 とは異 な
。て,情 報 の創 造 性,拡 大 性鋼 離

とい っ た ものが経 済 社 会 発展 の ため の起 動 力 とな
っ て く る。 〈 図 一1参 照〉

情 報 化社 会 で は・ 生産 とい う面 にお い て は売 れ る見 込 み の あ る,販 売 し う る商 品 を創 造 しな けれ ば

な らな い し・ マ ーケ テ ィン グの面 で は この商 品 の ため に顧 客 を創 造 し
,か つ開 発 す る こと が最 も必 要

な役割 とな る。 此 の 両者 を結 ん でい る ものが 物 的流 通 で あ る とい え よ う
。

商品 が 多 くの人 び とに よ り広 く知 られ る と同時 に
,顧 客 が その商品 を欲 し い と思 う と きに,欲 しい

と思 う場所 へ・迅 速 に安 全 に 運ん で,顧 客 が抵 抗 な く支払 うこ との で き る価 格 で 提供 し,生 産 者 も流

通 業 者 も と もに利 益 を あげ るこ とが 必要 で あ る。

此 の た めに は,生 産 者 か ら顧 客 で あ る消 費者 ま での商 品 の 流れ を合 理 的
,体 系 的 に組 み たて て,物

的流 通 の シ・ テム をつ くるこ とが殻 とな る.物 的 流通 シス テムが マーケ テ,ン グ ・サ宇 トの灘 と

して,ま た,残 され た コス ト ・リダ ク シ ョ ンの余 地 として の認識 が な され は じめ て い るか らであ る
。

す な紘 多 くの蝶 に と・ て 「鵬 の鮪 」 は,今 後 は,嚇 ・・ テ・の 鯉,い わゆ 、流通 費用

の 引 下げ にあ る。

そ こで 流通業 者 は,多 く く商 品 を生産 す る製 造 業者 の要請 に こた え るた めに
,包 装,保 管,積 み込

み・ 輸送 ・ 途中 積 み 換 え・配 達 開 装 とい うい くつ か の過 程 を合 理的 に
,迅 速,安 全 に処 理 す るこ と

が必要 で あ る。

此 の様 に・ 物 的流 通 とは禰 の個 別 機 能領 域 給 ん でい るが
,こ れ らの個 別領 域 を個 。独 立 的 給

理 化 をは か って も・ 物 的流 通 の効靴 は達 成 され な い
.・ れ等 を綜合 しナ・物 的流 通 ・。テ ムの確 立 が

志 向 され な けれ ばな らな い。

醐 流 瀧 理 とは・施 設 ネ ・ ト・一 クの 間 の素 材 の ・ ・一 を醒 す る新 しい企 業科 学 で あ る と言わ

れ てい る・ これ は生 産 に酸 関 係 あ る もの を除 い て
,移 動 中 のすべ ての素 材 とすべ ての 保 管鍛 が

含 まれ るので あ る。'

と くに・ 物的 流 通の 主要 端 成 を なす もの{ま
,輸 送 と保 管 の二 つ の領 域 が 中心 とな る.此 の二 つの

主要な領域 と・その醐 嵯 素の管理がなければ,・ の物的流通機能の総合的管理は不可能である。

此 れ ま で・ 物的 流通 の シ ステ ム化 に は ま だ ほ ど遠 い もの があ る とい われ て きた が
,そ の 困 難 中 に

も,海 上 輸 送 を中 心 とした新 し い複 合 輸送 ,シ ス テ ム輸 送 が生 まれつ つ あ る。 、

多 くの企 業 に と ・て・ 嚇 とは製 造 と販 殻 の間 にあ る未 開 地 であ る と指 摘 す るの は当然 で
,と く

に輸 送 を利 用者 側 か らみ た場 合 は,高 速,安 全,大 量,定 期 的 で,安 い運 賃の 輸 送 を望 むこ とは あた

りま えで あ ・て・ まず・ 輸 送業 者 の提 供 す るさ まざ まな輸 送経 路 を選 択 す る こ とが大 切 で あ る
.こ れ
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が次第 に,よ りい っそ う高度 な 形 の輸送 方 法 を求 め るこ とにな る筈 であ る
。

この ため・ 輸 送業 者 の側 で は・ 輸送 す る対 象貨 物 の そ れぞ れ の性質 に応 じて
,生 産 か ら消費 に至 る

まで の包 装 保管 ・荷 役・輸送 の おの おの の,活 動 を有 機 的 にうまく組 み 合わ せ た
,い わ ゆ るベ ル ト.コ ン

ベ ア式 の輸送 シ ステ ム をつ くって利 用 者 に応 え るこ とが 必 要 とな る
。

海上 輸 送 の分野 に お いて も,石 油,石 炭,鉄 鉱 石,穀 物 な どのバ ル ク貨 物 部 門 で は,め ざ ま しい重

化学 工靴 の 発展1・そ ・て・10万 トン,20万 トン,最 近 で は50万 トンとい 。た超大 型専 用 船 の

登場 が み られ・ 港 湾 か ら陸 上 の生産 設 備 の 自動化
,機 械 化 と相 ま って,一 貫輸 送 シス テム と しての太

いパ イプ ・ラ インの完 成 に 向か って着 々 と進 み は じめ てい る
。

また・ 搬 雑貨 類 の 輸 送 にお い て も,ア 刈 力の シー ラン ド社 が海 上 ・ン テナ輸 送 シ ステ ム な る

もの をつ くって対 処 し たため・ 世 界 の海 運業 界 を は じめ として多 くの輸送 業 界 に一 大 波乱 をま き起 こ

す に至 った。

コ ンテ ナ輸 送 は輸 送 革 命 の先 兵 と もい われ るだ け に
,内 外 の輸 送 業界 に大 きな 影響 を与 えは じめ て

お り,遅 れ ばせ な が ら物 的流 通 部門 も
,よ り効 率 的 な シス テ ムを求 め てい よい よ新 移 動 シ ステ ム へ と

胎動 をは じめ た ので あ る。

此 の敵 して・輸 送業 界 とい え ど も,今 後 は生 産 業 と同 じよ うに技 術進 歩 の テ ンポカ・舗 に加 速 化

され て ゆ く必然 性 が生 まれ て きた。

そ こで1970年 代 に おい て輸送 業界 が真 に発展 して い くため に は
,ソ フ ト ・テ クノロ ジー の開 発

が最 も重 要 な問 題 とな っ て くる。

した が って・ これ か らは・ それ ぞれ の輸 送機 関 や企 業 自体 が
,そ の 体質 や環 境 に応 じた独 自の 構想

を具体 的 に描 き出 し てい くべ きで あ り
,独 自の技 術,独 自のサ ー ビスな どに よ るセ ール ス ・ポ イ ン ト

をつ くりだ して こそ噸 客 であ る荷 主 に対 して
,よ りよ いサ ー ビス を提 供 す る こ とにな る.此 の研 究,

開 発が な くして は,輸 送 業 界 は他 産業 の従 属的 な性格 をお びて しま うで あ ろ う
。

ソ フ ト ・テ クノ ロ ジーの開 発 は無 限 に あ るはず で
,コ ンテ ナ輸送 シ ステ ム もそ の代 表 的 な もの の一

つ とい え る。 ま た・ ソ フ ト ・テ クノ ロジー の開 発の 主役 を演 ず るの は
,お そ らく コ ンピュ_タ.シ ス

テム を中 心 と した情 報産 業 であ ろ うとい う ことは疑 い もない事 実 とな りつ ～あ る
。

此 の ため世 界 中 の主要 禰 送 業者 をは じめ と して商 社 始 め た流通 業者 障 るまで カ・
,情 報活

動 か らな る最 適 の物 的 流 通 の トー タ ル ・システ ムであ る複 合 輸送 シス テ ム とい う ソ フ ト・テ ク ノロジ

ー の開 発 に の りだ し は じめ たの で あ る
。

今 後 の海 運業 に 劫 る麟 醐 お よ び市場 醐 を行 な う際 の 繍 醐 につい て考 えてみ る と
,複 合

輸 送 シス テム確 立 の ナ・め に は・ 総 合的 な繍 醐 が必 要 で あ り渤 率 的 鵠 報 処 理方 法の 確 立が 働

て重 要 な課題 とな って くる。

1.2調 査 対 象

情 報化 社会 へ む か っ ての我 国海運 業 界 の現 状 は,国 際競 争 が集 貨競 争 の時代 を経 て,高 速,大 型 化

の技 術 競争 時 代 に移 り,今 や経 営 シス テ ム競 争 の 時代 に はい った とい うべ きで あ る
。
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当面 す る最畑 題 として の ・ ンテ ナ輸 送 が,経 営 シス テム の競 争 で あ り・ ア ・ リカ並 び に ヨー ロッ

パの,ン テ 嚇 送 オ ペ レ一 夕 ヴ ・レー プカ・,す でに 本格 的大 型 ・ ンピ ・一 タ醗 注 して明 年 後半 か ら

の本格 的稼 動 を狙 。 てい るの も,以 上 の よ う腰 因か らであ る・ ・ ンテナ輸 送 禰 送 鞠 の 先兵 とい

われ るの は,従 来 の 物的 流通 醐(包 装,荷 役,輸 送,囎,そ の 他)蹄 報 流通 活 動 樋 信・ 伝 達

コ ン ピュー タ)が 加 わ り,物 と情報 の 流 れ の一 体 化 に よ って,新 しい輸 送方 式 の開 発 へ とむか ってい

るカバらであ るむ し

また,技 繊 争 か ら経 営静 へ移 行 す る とい う こ とは,そ の必 要 とす る情 報 が・技 触 点 の もの・

あ るい は社 内重 点 の ものか ら,政 治,経 済,社 会,科 学技 術,市 場 な どすべ て の 分野 に拡 が って,且

つ そ の情 報 が総合 化,複 合 化 され て,企 業 活動 に必要 な もの と して付加 価 値 を与 え られね ば な らない

こ とを意 味 し てい るので あ る。

したが。て,此 の情醐 多の時代・… か・・対応し,瀕 な情鞭 選択し・翻 し・耐 の創造に結

びつ け るべ きか,こ れ が業 界 の直面 して い る大 き な命題 で あ る。

特}、海 運鱗 は,国 の 内外 の外 部環 境{・即 応 した経 営働 腰 求す る もの で あ り・ その ため に は外

部情 報 を充 分活 用 で きる情 報 処理 の仕組 が必 要 で あ る。

。れ は,ト 。プ をは じめ として管 理者 層 の それ ぞれ が,企 業 活動 をお ・な う場 合・ それ を ど うい う

方 向 に も。て い ぐか とい うと きに,企 業 内 部 の麟 は も とよ り,外 部 の情 報 力絶 対 的 に必 要 に な ・て

く る。 た とえば,景 気 動 向 や消 費動 向 が ど うな ってい るか,一 般貿 易事情 が ど うな ってい るか,と い

う多 数 の必 要 な情 報 を参考 に需 要予 測 を行 な って設備 投 資計 画 配船 計 画,集 貨対 策 その他 の対 策に

利 用 す る。

此 の プラ ンニ ン グの前提 とな る外 部 情報 の大 部分 は,政 府機 関や その 関連 機 関が 持 って お り,民 間

が そ の情報,デ ー タを早 く 舳 鞭 用 出来 るよ う鯖 報 セ ンター 畷 立 し・ 適 当 な形 で提 供 で き る様

にす るのがNIS(ナ シ ョナル ・イ ンフ ォメー シ ョン ・シ ステム)で あ る。

それ ぞれ の官 庁や 関 係醐 が,・ ン ピ_タ ・システ ム を活 用 し・ よ 情 報 を鯉 し・ よ り情 報 の

入手 解 くして,夫 ・の 関係 す る業 界,企 業 醐}・ 寄 与 す る ・とが・業 界・ 鱗 が 国願 事 幽 ち得

るた めの大 きな要素 とな るわけ で あ る。

現 在 の 昧 の状 況 は,N・S体 制 の確 立 に向 ・・は じめ てお り,そ れ と併 行 して企 業 内部}C}5'L'て も・

企 業 内情 報 セ ンター の確 立 が重要 とな っ て きた。

複舗 送の励 の櫟 醐 は灘 多岐・・わた・て醐 されており・現在の段階で・まその麟 システ

ム姻 で表現する。とは祠 能であるが,そ の実現化にむかってい嚇 運業にと・てパ ・ともニー

ズの高いものは,将 来の需要動向である。

前述し蜘 く,す べての計画の基本となる需要予測のナ・めの麟 確保の現状 と問題点を解明してい

くことは,企 業として今後ますます力を注ぐべ き分野であろう。

企業における緬 は,そ れぞれが重要であ り湘 互賄 髄 な関連がある如 く・』それに対する情報

提供システムも,プ ランニング情報,オ ペレーシ。ナル情靴 夫々が明確}・区別されてい るものでは

ない。
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なお,企 業 内 に お け る情 報処 理 に対 す るそれ ぞれ の シス テムの全 部 を述 べ るこ とは紙 面 が許 さない

ので,そ の 代表 的 な事 項 につ い て経 営情 報 の ケ ー ス ・,スタデ ィを行 な っ た。

す な わ ち,プ ラン ニ ング情 報 につ い て は,長 期 収支 計 画 を,オ ペ レー シ ョナル情 報 では 物 的流 通 管

理 の い くつか の 例 を対 象 と して調 査 を行 い,そ の情 報処 理 に対 す る コン ピュー タ の活 用概 況 を記 す こ

とに した。 ,'

最 後 に,本 稿 はあ くまで海 運 をベース と して,複 合 輸送 シス テム形 成 を目 標 とし た考 え方 を ま とめ

た もの であ る。

●
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2企 業経営 のために必要 とされ る情報 とその利用

2.1概 要

ロ イ ド船 腹 統 計 に よれ ば,1970年 の 日本 船 腹保 有 量 は2,700万 総 トンで 世界 第二 位 とな り,

首 位 リベ リアとの差 は629万 総 トン,し か も船 齢5年 以 内 の新 鋭船 の保 有 量 で は第 一位 で あ る。最

近 の船 腹増 加 の 勢 い か らみれ ば,日 本 は極 め て近 い将来,質 量 と もに世 界 の 首 位 とな るで あろ う。

また,日 本郵 船,大 阪 商船 ・三 井船 舶 な どの会社 は,そ の船 腹 規 模 あ るいはそ の 経営航 路規 模 にお

い て は,世 界の 大 海 運会 社 の 規模 に匹 敵 す る とい うよ りも,こ れ を遙 か に上 回 る大 規 模に 達 してい る。

そ れ に もか か わ らず,海 運 の 国際 収支 は大 幅 な赤 字 を出 し て お り,わ が 国の輸 出 入貿易 での 日本船

の 種取 比率 が依然 低い こ とに よ るか らで,こ れ は船腹 が不 足 し てい るこ と に起 因す る。 この た め,船

腹 の保 有 量 を貿易 の拡 大 以 上 に大 きな 率 で増 加 させ て い くこ とが 必 要 とな る。

した が って,今 後の 問 題 として,わ が 国 の海 運企 業 は,大 量 の船 腹の 増 強 に よ る企 業 の硬 直 化 を防

ぎ,経 営の 効率 を高 め るた めに は どの よ うな経 営組 織 を と るべ きか に 存 し てい る とい え よ う。

海 運企 業 の 経営 形態 もコ ン テナ船 の 出現 や,タ ンカー,専 用 船の 巨大 化 に伴 って集約,巨 大 化しつ

つ ある一 方,こ れ ま で海 上輸 送 の み を担 当 して きた海 運 業 が,今 後 は 総合 輸 送業 に拡大 す る ことの必

要 性 にせ ま られ て い る。 ・

これ は,戦 後産業 構 造 の 多角 化 複 雑化 に よ って特 定産 業 と企 業 との分 離 傾向 が 次第 に増 大 して,

複 合企 業 体,企 業 集 団 がみ られ る如 く,企 業 は特定 産 業 の れい属 的 地 位か ら脱 却 し,産 業 の 上に立 つ

独 自の 地 位 を確 保 す る こ とを意味 す るわけ で あ る。

そ こ で国家 政 策 的 には,海 運政 策 が 総合 輸送 政 策の 一 環 と して採 り上 げな け れ ばな らない こ とを意

味 す る。 ま た,従 来 の 海運 政策 が,企 業 救 済 あ るい は企 業体 力 強 化 の た めの助 成策 であ った もの か ら,

今後 は 国際競 争 力 強化 の た めの 施策 に重 点 を移 行す る と共に,企 業体 力 の充実 化 に伴 って経 営の 自主

性 を発 揮 させ る方 向が 採 られ て い る。

一方
,わ が 国の 貿易 構 造 と急 速 な 経済 成 長 は,貿 易 物資 の 輸 送需 要 を驚 異 的 に増 大 させ て お り,大

量 の船腹 の 整 備,海 陸一 貫 輸送 体 制 の整 備,そ の 他の 分野 にお い て も海運 企業 は,そ の要請 に こた え

てい っ そ うの企 業 努 力 を重 ね て,世 界 の輸 送 市場 に さ らに広 く進 出す るこ とが強 く望 まれ てい る。

情 報 化社会 にお け る海運 企業 を中 心 と した 「複 合輸送 業 者」 の 役 割 りと して は,つ ぎの よ うな もの

があ げ られ る。

(1)荷 主の需 要 動 向 を迅 速 に 収集,分 析 して 輸 出入 商 品 の販 売 価格 と,数 量 に見 合 った最 適 な 物 的流

通 シス テム を確 立 し,流 通経 路 の 効率 化 をはか る。

特 に わ が国 の貿 易構 造 か らみて,輸 出の振 興 に 役立 つ もの でなけ れ ば な らな い。

(2)物 流体 系 を把握,整 備す るこ とに よ って,重 要 な産 業物 資 で あ る鉄 鋼,石 油,石 炭 等 の原 材料 の

輸 入 を,安 全 かつ 低 廉 な運 賃 で安 定 した輸送 をお こな い,国 民 経 済 的な 要請 に こた える体 制 を と ら
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な けれ ば な らな い。

(3)物 流 機構 を整 備 し,包 装,保 管,荷 役,輸 送,配 達,開 装 な どを 産業界 との 関連 にお いて オ ペ レ

ー ショ ンな らびに コン トロー ル を行な う
。

(4)経 済 の大 量 消 費社 会へ の移 行 と,消 費者 選 好 の多 様化 に伴 って,商 品 を低廉 な運 賃 で 供給 で きる'

新 し い型 の船 舶 を建 造 す る と共 に,そ の輸 送 体系 を確 立 す る。

此 の た め,複 合 輸送 業 者 は 複雑 に変 化 す る環 境 の中 で,的 確 な 情 報の把 握 と効 果 的 な情 報 処理 に

基 づ く経 営 管理 の必 要 に迫 られ て い る。

効率 的 な経 営 管 理 の た めに は,

1

2

3

4

5

必要な外部情報の組織的な入手

内部情報の累積 と分析,評 価

内部情報と外部情報の総合化と情報の再生産

情報の効率的な利用

内部情報の外部への組織的な供給

のす べ ての 要素 が 満足 され な けれ ばな らな い。

複合 輸送 の た めの情 報処 理 シス テム は,長 期 収支 計 画や コ ンテ ナ輸送 計 画に み られ るよ うな 経 営 計

画 に必 要な情 報形 成 の た めの プ ランニ ング シス テ ム と,集 貨 活 動,船 舶運 航活 動な どの 業 務作 業 の た

めの オペ レー シ ョ ナル シス テムの2つ の シス テ ム によ って構 成 され る。

後述 す る 「オ ペ レー シ ョナル 情 報」 の物 資別 輸 送 シ ステ ム は,外 部 情 報の組 織 的な 入 手 と,内 部 情

報の外 部へ の組 織 的 な 供給 とい う,情 報提 供 システ ム をベ ース と した情 報 交流 の ネ ッ トワー ク を基 礎

と して成 立 し てお り,異 種 企 業 間 におけ る系 列 化 グル ー プ化
,さ らには,シ ス テム化 と い う垂 直 的

な方 向 での 体 制強 化策 であ る とい えよ う。 す な わ ち,共 存 共栄 の 思想 であ り,関 連 企業 が 合理 的 に,

互 い に無 駄 をカバ ー し て結 び合 い,新 しい時 代の 繁栄 へ とむか って行 く もの で あ る。 また,当 面の 外

資 企業 との競 争 対 策 の ひ とっ であ る と もいえ る。

仔

2.2情 報 の 収集

1.2に も述 べ た如 く,情 報化社 会 へ むか っ ての 輸 送業 界 の現 状 は
,技 術 競争,集 貨 競争 の時 代 か ら

ま さに経 営 シス テ ム競争 の時 代 に はい って きた た めに,そ の 必要 と す る情 報が,集 貨(営 業)重 点の

もの,技 術 重点 の もの,あ るい は社内 重点の ものか ら,政 治,経 済, .社会,科 学技 術,市 場 な どすべ

ての分 野 に拡 が って,且 つ その情 報 が総 合 化 複 合 化 され た もの を次 第 に要 求 す るよ うに な った
。

した が って,必 要 とす る情 報 に焦 点 をあて て み る と,ま ず次 の2種 類の ものが あ る。

一 内 部情 報 一

企 業 内 部 で発 生す る営業,在 庫,技 術,財 務,船 舶 の運 航 関係 な どの 基礎 的 な デー タ と
,各 種

の情 報 を加 工 した デー タ であ る。

一 外 部情 報 一

企業 外 部 か ら収 集 した各 種 の情 報 で,官 公庁 な どの 政府 機 関 で作 成 され た統 計資 料 や
,各 種 団
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体,諸 機関から発生する情報および業界,他 企業から入手するデータ情報である。

以下これ らについて情報の内容,そ の他について掘 り下げてみることとす る。

2.2.1企 業内情報

(1)企 業内部の各部門から作成され る各種の統計,デ ータ

① 営業(集 貨)情 報

② 船舶運航情報

③ 在庫情報

④ 財務情報

⑤ 労務情報

② 経営データ

① 需要情報

② 供給情報

③ 計画情報

④ 戦略的情報

(3)技 術データ

① 船舶建造技術情報

② 船舶運航技術情報

③ 技術開発情報

2.2.2国 内 情 報

一 企業外部から入手した国内情報 一

(1)一 般貿易情報

① 輸出入見通し'

輸出入予想総数量

輸出入予想金額

② 主要輸出入商品

輸出入実績

相手国別数量,金 額

各種指数

③ 生産現況見通し

主要製造工業業種別生産量

④ 外資導入制度

基本的政策

投資保証

⑤ 港湾事情

⑥ 関税制度
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⑦ 輸出入手続

⑧ 税 制

⑨ 貿易関係団体及び会社

(2)一 般経済情報

① 景気動向

過去の推移 と現況

将来の見通し

② 国際収支

国際収支表

外貨準備

為替相場

③ 産業構造

国内総生産における産業別生産指数

製造工業業種別付加価値構成比

④ 消費動向

耐久消費財普及状況

⑤ 物 価

物価水準

主要商品価格

主要サービス料金'

⑥ 国家予算

歳入歳出

財政方針

(3)企 業経営と環境

① 主要企業の平均財務比率

② 主要金融機関

③ 資金調達事情

④ 労働事情

(4)業 種別事情

① 設備投資

② 輸出額

③ 輸入額

④ 主要業界団体

⑤ 新製品,新 技術

⑥ 企業の新設,合 併状況
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⑦ 財務内容

㈲ 関係諸機関

① 官 庁

② 経済団体

③ 労働組合

④ 重要人物の経歴

⑤ 主要新聞,雑 誌

⑥ 国民生活環境

① 住宅事情

② 主要サービス料金

③ 福祉厚生

④ 教 育

⑤ 家 計

(7)業 界並びに関連業界

① 主要企業

② 技術動向

⑧ 国家政策

海運業の場合,国 家政策は企業の経営計画に最も大 きな影響を与えるものである。

かっての定期船経営時代から引続いて海運の持つ国家的性格,特 にわが国の場合は,国 際収支の維

持改善とい う目的のために補助政策は大きな条件 となる。

国家より集約政策という条件によって財政資金と利子補給が与えられ,こ れによって低利資金を使

用し淀 騨 汐 ンカー,馴 船・その他の船腹の増強に努めてきた・

したがって。国家政策の うち,海 運政策を中心とする動向は最 も重要である。

2.2.3国 際情報

一 企業外部から入手した国際情報 一

(D－ 般経済事情

① 経済成長率

② 工業生産高

菜種別付加価値構成比

③ 貿易額

④ 生産指数

⑤ 国家予算

⑥ 国際収支

⑦ 景気動向

⑧ 人口及び国民総生産

一130一

し

s



、

俗

⑨ 国民所得

② 一般貿易事情

① 主要輸出入商品およびその対象国

② 輸出入見通し

③ 主要貿易関係団体 ・会社

④ 輸出入手続

⑤ 貿易金融事情

⑥ 輸入制限

措置の内容と運動の実態

(3)行 政機関その他関係機関

① 経済官庁

② 経済団体

③ 労働組合

④ 主要新聞,雑 誌

(4)企 業経営と環境'

① 外資導入制度

② 主要企業の平均財務比率

③ 税 制

④ 労働事情

⑤ 輸送,港 湾事情

(5)業 種別事業(関 連業界)

① 生産現況と見通し

② 設備投資

③ 輸出入額

④ 主要企業

⑤ 関連主要企業の平均財務比率

⑥ 新技術

(6)国 民生活環境

① 主要耐久消費財普及状況

② 主要商品小売価格

③ 教 育

④ 住宅事情

⑤ 生活慣習(祝 祭日,営 業時間)

2.2.4外 部情報の入手

企業活動に利用され る外蔀情報の種類は多種多様であ り,且 つ情報量が多いのでその選択には充分
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の配慮が必要である。

基礎的な情報の収集は,次 のような関係先か ら入手される。

(1)国 内情報

① 官公庁および関係諸団体(政 府関係)、

② 専門調査機関

③ 各種業界の諸団体(民 間)

④ 学術機関の調査

⑤ 業 界

⑥ 金融機関

⑦ 各企業

(2)国 際情報

① 政府機関および関係諸機関

② 民間調査機関

③ 専門調査機関

④ 学術研究機関

⑤ 国連および共同体

⑥ 地域国家間

⑦ 民間の刊行物

国内および海外の出版物,資 料

⑧ 支店,駐 在民 出張鳥 現地法人

⑨ 海外取引先

2.2.5情 報提供システム

企業で収集しなければならない基礎的な情報は,前 述した如く企業内,国 内,国 際情報の3つ に分

類することができる。しかし,こ の様な多量の細密な情報を網羅的に収集し,デ ータとして蓄積する

ことは極めて困難であるので,次 のような考え方で情報の収集処理 と整備体系を確立しなければなら

ない。

1.情 報の組織的収集

2.情 報の分析と評価

3.情 報の蓄積とファイリング

4.情 報の加工(複 合化 総合化)と 再生産

5.情 報の効率的な利用

したがって,情 報の供給源となりうる諸機関が所有する情報の実態 を調査し・企業 として必要な情

報需要と,情 報提供システムの2つ を総合することによって効率的な情報サー ビス ・システムの確立

をはかることにある。

情報需要にっいては,
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① 情 報 を利用 す る目的 が何 で あ るか

② 必要 度 の 高い ものの チ ェ ック と選 出

・③ 情報 更 新 の望 ま しい頻 度

④ 対 象地 域 の選 択

⑤ 情 報の緊 急 度

の5つ を中 心 と してukる 。

また,そ の ほか

1.情 報 サー ビス に対 す る迅 速 さ
,内 容 の精 緻 さ,内 容 の広 さ

2.コ ン ピュー タの 利用

3.情 報 入 手の た めの コ ス トの問題

.な どに つ いて も考 え る必 要 が あ る。

この情xee供 シス テ ムの デー タ離 離 ・ ・一 は,<図 一2>の 如 き もの であ る。

図 一 ②

蓄.積

フ ァイル ・組 み合 せ

(資 料 室,コ ン ピ ュータ,各 部 門)

デ ー タ ・サ ー キ ュ レ ー シ ョ ン

情 報 の 検 索,照 合

企業 内 情 報提供 シス テム のデ ー タ情 報整備 フ ロー
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㈲ ・一 泊 融 業 ・して情報需要の噸 の最も高 ・・且つ ・・プか ら・ワー障 るまでの各階

層において利用される情報の具体例 として,「 海運市況」情報を添付した。

しナ、が。て,。 の内容は,海 域 剰 ・おける樋 の計画や業礎 石のために・プランニング情

報 オペ.一 ・。ナル情報として醜 間接的}・使用されるように・すで哺 報が分析'評 価さ

れて適当な形にファイ リングされた ものが多い。

海運市況(情 報)

① ・世界船腹量推移

② 主要国船腹量推移

③ 世界発注済(建 造)船 腹量推移

④ 運賃 用船料指数(月 別).

⑤ 主要航路運賃成約動向

⑥ 成約状況(世 界自由市場)

ア)乾 貸船,定 期用船成約量年別推移

イ)乾 貨船,定 期用船成約量月別推移

ウ)日 本向け乾貸船成約量

⇒ 同上,総 成約量中のシェアの推移

オ)タ ンカー・シングル航海用船成約量推移(年 別,月 別)

カ)タ ンカー連続航海用船成約量推移(年 別,月 別)

'キ)タ ノカー定期用船成約量推移(年 別,月 別)

ク)日 本向けタンカー成約量

ケ)同 上,総 成約量中のシェアの推移

コ)四 半期末現在定期用船中タンカー船腹量見通し

⑦ 主要撤荷の海上荷動量
、

⑧ 日本の鉄鋼生産,出 荷量推移

⑨ 日本の輸入鉄鋼原料(輸 入,消 費,在 庫量推移)

⑩ 石油荷動動向

ア)世 界地域間石油海上荷動量

イ)西 ヨーロッパの石油輸入量

ウ)ア メリカの石油輸入量

⑪ 兼用船就航状況(月 別)

⑫ 標準船舶の船価推移

⑬ ポンド油公示価格推移.
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2.3プ ラ ン ニ ン グ 情 報

2.3.1需 要 予測

(1)概 要

経 営 情 報 の中 で,需 要 予 測 に関 す る情 報 は最 も重要 な 部分 を占 めてお り
,需 要予 測 自体 も世界 各

国 の経 済 成長 に伴 って,各 種 貨 物 の海 上 荷動 量 を中心 と して複雑 多岐 に わ た ってい る。

海 運企 業 におけ る経 営 計画 と需要 予測 との 関 係 につ い ての フロー は,'次 の 「長 期 収支 計 画」 の中

で 記載 す るこ と ～して,こ こで は船腹 需要 と海運 市 況 の見通 し にっい て述 べ てみ る こ とにす る
。

特 に長 期 収支 計 画 では,

① 船 腹需 要

② 船 腹 供給

③ 海 上輸 送 コス ト動 向

④ 海運 市 況 の見通 し

が 計 画の た めの 前提 とな る。'

需 要 予測 の た め に必 要 と され る情 報 は次 の通 りで あ る。

① 船 腹需 要

の 世界 貿 易量

(イ)主 要 貨物 の 海上 荷 動量

◎)世 界船 腹 需 要 に占 め る日本 シェ ア

② 海運 市況 φ見通 し ㎡

⑦ 世界 経 済,貿 易 見通 し

(イ)不 定 期 船 市況

⑰ タン カー 市況

(2)船 腹需 要

① 世 界貿 易 量

1970年 度 の 世界 貿 易量 の 増 加 率 は,金 額 で み る と対 前 年比12～13パ ー セ ン ト増 と米 国

の経 済不 振,日 本,西 欧 の後 半 の鈍 化 に もかか わ らず大 きな 伸 び を示 してい る。

これ を数量 でみ るた めに は,OECDレ ポー ト,国 連 統 計等 の海 外 よ りの 外部 情報 に依 る もの

で,こ れ らの 情 報 には工 業 製 品 の輸 出量 指 数 も必 要 で
,こ れ によ り輸 出量 全 体 の伸 び と工業 製 品

.の 伸 び率 をみ るわけ であ る。 この こ とか ら先 進 国 の経 済 成長の 伸 びの 傾向 を分 析 す る と共 に
,世

界 貿 易 に お け る一 次産 品 が 前年 に引続 い て 好調 で あ るが,ま た は不 振 とな っア三か を見 る。 そ の他,

地域 別の輸 出量 指数 に よ り,世 界 貿 易量 の 状況 を詳 し く分析 ・解 明す る。

② 主要 貨 物 の海 上荷 動 量 ・ ・

主 要貨物 の 世界 海 上荷 動 量 の推 移 を知 るこ とは極 めて 重要 で,欧 州,ア ジ ア,北 米 ア フ リカ,

南 米 の諸地 域 の世 界全 体 に対 す る積 揚荷 の シエ ァ と,輸 送 量全 体 の増加 率,そ れ らに対 す る乾貨
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物 ・。カー貨物の比率 増臓 また硫 鉄鉱石 穀物:・石油などの主要朋 の海 端 動量

について海外よりの迅速,的 確な情報が必要である。

現在は,国 連統計月報が主として用いられている。

ゲ)石 炭

石炭の海上荷動量は,主 要輸入地域別にみることが重要である。それ らを中心 として'

・世界的な鉄鋼業の好況を反映した石炭の荷動量の増大傾向

・石炭在庫の払底問題

・世界の石炭の地域別荷動量の推移

・世界の石炭海上荷動量の増加寄与率

……等々の情報が必要とされる。

海外からはファンレイ統計,国 内からは鉄連統計の情報が用いられることが多い。

ω 鉄鉱石

鋭 石の縦 樋 量は,。 。ン・イ統計,鉄 連統計などの酬 の情報により主要醐 地域の

荷動量,世 界の鉄鉱石地域別海上荷動量の推移などを見ている。・

鉄鉱石の輸送は1960年 には世界全体で1億 屯であ・たが・1969年 には2倍 強の2億

1377万n・ ・も達して….し たが・て・年別の昧 のシェア・EECの シェア・輸送 トン

マイルでの前年比に対する荷動量の伸び等が最 も必要な情報となる。

⑰ 穀 物 』

穀物の荷動量は,FAO穀 物研究部会の統計やその他の情報により,

.小 麦 大麦 。一ズ,ラ 侯,オ ー ト難 の各地域に趨 る鞭 鵬 産量・

米国農務省,英 連邦事務局の情報による

・各地域間の荷動量の把握

ファンレイ統計その他より作成される

・地域別海上荷動量の推移

その他畜産,養 鶏の発展による飼料用穀物の需要の増大傾向,穀 物の輸送 トン 。マイルにおけ

る前年比に対する荷動量の比率等々の情報が必要 とされる。

とくに穀物の荷動きについては洛 士也の生顔 調 料用穀物需 輸入国の作柄の状況など

の情報入手が必要 となる。

⇔ 石 油

1970年 の世界の原油生産量は23億3,400万 屯と前年比9.4パ ーセントの伸びを示し

てい る。 この 伸 び率 は1960年 代 の平均 増加 率 約7パ ー セ ン トよ りみ る と高い。

特 にOPEC諸 国の 生 産量 は11億 屯 と世界 生 産 量 の47パ ー セ ン トを 占め,生 産 量 の 大部

分 を国 内消 費 に使 わ れ る米 国,ソ 連 を除 くとその シェ ア は76パ ー セン トと,世 界 の石 油供 給

動 向の鍵 を 握 る地 位 を 占 めて い る。

原 油 生産 量 は地 域別,対 前年 増減率,構 成此 等 につ い ては ペ トロー リアム プレス サー ビスな
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どよ り,ま た 主要 地 域 の 石油 輸 出入 量は地 域 別
,原 油 ・製 品 別 増 減率 な どにつ い ては ベ トロ

ー リア ム プ レスサ ー ビス
,石 油連 盟統 計 に よ って把 握 す る。

その ほか

。西 欧,日 本 な どの 国 別,供 給源 別原 油輸 入 量

。米 国
,西 欧 日本 に お け る石 油 製品 別需 要,販 売 量 残津 重 油 在庫 量

り
……などの情報が必要であ る。 ・"

特に需要予測のために必要とされる情報は,石 油の海上荷動量の推移であり,日 本と西欧の'

輸入量は.10年 間にそれぞれ平均22.3パ ーセント,12.8パ ーセン ト増 と大 きな伸びを示

しているところに注目しなければならない。

その他 リビア産油制限,タ ップライン停止に伴なう船腹需要の変化なども需要予測のため

の1つ のポイントとなる。

③ 世界船腹需要に占ある日本のシェア

海運市況の特色のひとつとして,近 年,日 本の船腹需要が大 きな影響を及ぼしており,世 界の馳

船腹需要に占める日本のシエァについての推移を十分に分析する必要がある
。

θ 世界貿易額中のシエァ'

世界貿易額と日本および主要国のシェアの推移についての情報は,IMF国 際金融統計な一ど ・

から入手する。 令

θ 世界海上荷動最中のシェア

世界全体の中に占める日本 米国 リビア,オ ランタニ 西独 イタ リアなどお船積
,陸 揚別

の推移とシェアは国連統計月報による。

(ウ)主要品目別船腹需要のシェア

D乾 貨物海上荷動量と日本のシェ ア

iDタ ンカー貨物海上荷動量 と日本のシェア

世界全体については 国連統計月報 日本揚については海事産業研究所よ りの情報に

よる乙.

iii)鉄鋼原料糖上荷動量と日本のシエァ

ファィレイ統計,BP統 計等がよく利用される。

jv)日 本向け不定期成約量および総成約量の シエァ ー

シングル航海,連 続航海別に分析した情報が必要であ る
。

(3)海 運 市況の見通し

① 世界経済 貿易見通し

世界締 脱 しにつ・'て1…ECD ・N・ESRな どによ硝 界の主要国の頬 経輪 長率

を中敵 した経済見通し・米国にお・ナる鉱 喋 生産撒 需要輌 景気振興策などの鰍 締

政策 欧州鍋 の鉱工業 産指数・金融引締め策 国際岐 等・の経済動輪 関する繍 などを

中心として分析する必要がある。

また'堺 貿朋 通しについては・・ECDの 予想による米国の景気輌 商 品の齢 九 国
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瓢 支,躍 賜 策 西欧諸国の繍 成長 ・EdD諸 国の賜 の鯨 景気動向等々'''"広範

囲 な情 報収集 が 必要 であ る。

それ らの 必要 とす る情 報 の種 類 に つ い て は,「2.2の 情 報 の収 集」 の 中 に記 載 して あ る。

② ・不 定期 船 市 況

σ)運 賃 市況 の推 移

需 要 予測 の 中 で,不 定期 船 運 賃 の推 移 を知 るこ とは 重要な こ とで,ウ エ ス テイ ン フ ォーム の

醐 難 指 数 と,ハ ン プ トン・一 ズ/日 本 の 石炭,ガ ル フ/日 本 の穀物 ガ・レフ/西 欧の穀 物

の3つ の主 要航 路 を中 心 に情 報 を迅 速 に収 集 す る必要 が あ る。

6)成 約 量の推 移

鉄鉱 石 石炭 穀 物 を中 心 と した成 約 状 況の 情 報 入手 が必 要 で,特 に

i)日 本 向 け石 炭

iD日 本 向 け鉄 鉱石

iii)日 本 向 け穀 物

iv)西 欧向 け 穀物

の4っ が重 要 な指 標 とな る。

(ウ)定 期 用 船料 市 況の推 移

定 期用 船料 市況 に つい ては,

i)土 ガー,。 。レ ス ター,ウ ・ス テ ・ング・ ・一 ム等 よ りの月 別 平均 用 船料 の推移 淀 期 用

船月 間成 約 量 の推 移

ii)英 国海運 会 議 所 発表 の四 半期 別 定 期用 船料 指 数 の船 型別 ウエ イ ト

(成 約件 数 によ る ウエ イ ト)

等 の情 報 を中 心 として推 移 をみ てい る。

ω 日本の鉄 鋼 業 の動 向'.

不定 雛 運 飾 況 に最 も大 きな影 響 を お よ`まし てい る もの に 日本 の鉄 臓 殊 に そ の原料 需

要 の動 向が あ る。

1970年 は年 初 か らの原 料 炭 の大 量 成約 によっ て運 賃 は大 巾に 上昇 し,ま た,11月 の 粗

鋼 灘 に伴 。て 韻 が 下降 線 を ナ・どる など,世 界 の不 定 酬 市 況 は終 始 ・ 躰 の 鉄鋼 業 が支 配

した と云 って も過 言 で は な い。

したがって,今 後の海運市況を見る上で,日 本の鉄鋼業の動向は極めて重要な要因をなすも

の とみ られ るので,下 記項 目の情 鞭 中 心}・わが 国鉄鋼 業 の 動向 に 注意 しな け れ{まな らな い・

D粗 鋼 生産 量 ・

ii)普 通 鉄 鋼材 需 給

jjl)主 要成 品価 格の 推 移

[V)輸 入 鉄鋼 原 料 在 庫量 と在 庫率

V)鉄 鋼 原料 輸 入量(鉄 鉱 石,原 料炭)
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VDそ の他

③ タ ンカー 市 況

σ)要 因

タ ンカ ー 市況 は,さ ま ざまの 経 済 的,政 治 的要 因
,長 期 的,一 時 的要因 な どが 複 雑 に 絡み あ

い,重 な り合 った結 果 生 じ る もの であ る。

殊 に世 界 経済 の インフ レ傾 向 の激 化 世 界 の石 油の生 産 と消 費 を め ぐる情 勢 な ど
,下 記事 項

を中心 に,直 接 的 に タ ンカ ー船 腹需 要 に影 響 を及ぼ して い る。

D世 界 の石 油 需要 の動 向.

lD石 油 生産 をめ ぐる産油 国 と国際 石 油 会社 の 関係 とそ の動 向

iiD中 東戦争 の状 況 と見通 し

iv)世 界 的 イン フ レの 激 化 動向

た とえば,1970年9月 の リビア にお け る原油 価格 引上 げ に端 を発 したOPEC/国 際石

油 会社 間の い わゆ る"石 油 戦 争"に よ って,最 も大 き な衝 撃 を受 け るの は,国 際 石 油 会社 自身

よ りも,大 産 油資 本 を もた な い消 費 国 で あ り,最 大石 油輸 入 国 であ るわ が国が あ る
。

したが って・ 海運 企業 と しては,量 的 に は最 大 の顧 客の 座 を占 めて い る石 油 産業 の 動 向は
,

多 大 の注 目 を払 う必 要が あ り,今 後 は,石 油 需 要の 動 向
,新 資 源地 の開発 等 に 伴 う石 油貿 易 パ

ター ン の変 化な ど,石 油 問題 の情 報 の収 集 に関 し ては最大 の努 力 を払 うべ きで あ ろ う
。

ω タ ン カー 市況の推 移

タ ン カー 市況 は,成 約 動 向,運 賃推 移 の 情 報 を中 心 に みて い る。 殊 に,寒 波 とか,異 常 渇水

の た めの 石油 需 要 に影 響 きれ る こ とが 多 く
,下 記 の如 き情 報の 入 手が 必要 とな る。

i)主 要 航 路の タン カー 運賃 推 移

iD主 要 航路 の成 約 推移

iiD定 期 用船料 の推 移'

ゆ)成 約 量 の推 移

成 約 量 に つい て は,

Dシ ングル航 海用 船 の 月別成 約 量 の推 移

iD連 続航 海用 船 の 月別 成 約 量 の推 移
l

iii)定 期 用 船 の月 別成 約 量 の推 移

jv)四 半期末 現 在 の定 期 用 船中 の タ ンカー 船 腹量 の推 移

.v)メ ジ・一 オ イ ル別 用船 成 約 量

… …等 々の情 報が 中 心 とな る
。

2.3.2長 期収 支 計画

(1)概 要

当社 にお い て は,運 航 す る船舶 の 運航 形 態 対象 貨 物
,お よび輸 送形 態等 によ り,

① 定 期 船
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9

コンテナ船部門

在来定期船部門

② 不定期船

一般不定期船部門

専門船部門

の各部門にわたる経営を行なっているが,何 れの部門においても船舶その他関連施設に投下した多

額の資本を早期に回収し,収 益の向上を図 り,投 下資本の回転率を高めることを目的としている。

この面に沿って,各 部門毎に長期にわたる諸計画が立案 され,最 終的にこれらが統合,修 正 され

て,長 期収支計画となり,企 業活動の基本方針となる。

長期収支計画は,前 述の需要予測をベースとして,

① 船腹供給計画1

新造船計画,用 船計画

② 配船計画

③ 資金計画,

④ 集荷計画

⑤ 運航管理計画

⑥ 要員計画

等の諸計画を骨子として構成されており,そ の相互関係は,<図 一3>に 示す通りであるが,こ れ

ら諸計画立案過程においては,国 内情報 国際情報が,企 業外部,企 業内部より広く収集され利用

されている。

なお,本 稿においては,こ れらの中から船腹供給計画 配船計画 運航管理計画,要 員計画の四

計画を採り上げ,こ れ らに関する情報について調査を行なった。

② 船腹供給計画

国際経済化の進展,労 働力不足の激化 産業の流動的高度化,社 会的要請の多様化 情報化社会

への移行等による,経 済,社 会,産 業各方面における構造的変革は近年著しいものがあるが,海 上

輸送の面に於いても,定 期船部門においては,コ ンテナ輸送の出現,不 定期船部門においても,専

用船化の進展,イ ンダス トリアルキ ャリアの発達と,そ の構造変化は更に進みつつある。

本計画においては,こ のよ うな海上輸送面における構造変化に対処できる体制を確立するために,

需要予測の結果をベースに,輸 送形態の変化を予測し,運 航船舶の増大および,整 備を策定し,こ

らに もとついて新造船および関連諸設備,お よび機器に関する建造計画 あるいは用船計画を策定

する。 ・

その立案過程における主要な作業 としては,<図 一4>に 示す如 く,

① 適正運航規模の策定.

② 新造船計画

③ 用船計画
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情 報 提 供 シ ス テ ム

船 腹

需 給 計 画

新 造 船

計 画

算

算

採

計
用 船 計 画'

船 舶 運 航

管 理(計 画)

船

画

配)

計

醐て

船価

計算

運賃収入

予想

仏

資 金 計 画

減 価 償 却

償 還 計 画

航 海 損 益

金 利

減 価 償 却

運 航 費

荷 物 費

港 費

燃 料 費

運航雑費

貸 船 料

運 航 損 益

償 還 計 画

償 却 後 損 益

償 還 後 損 益

亀

船 費

船 員 費
要 員 計 画

配 乗 管 理

修 繕 費

船用品費

保 険 料

その他

修 繕 管 理

資材 管 理

店 費 要 員 計 画,

物 件 管 理

配 当

賞 与
内 部

留 保 税 金

O印 部門計画

図 一(3)長 期 収 支 計 画,財 務 フ ロー
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の3段 階に分類 され る。

▼

り

図 一(4)

① 運航規模の決定

需要予測の結果をもとにして,世 界市場あ るいは日本を中心とする市場のそれぞれの輸送分野
こ

における貨物の地域別荷動き,物 資別荷動 きを予測し,輸 送形態の変化の度合を見通すことによ

り,各 分野における所要船腹量を予測する。

運航規模の立案においては,各 部門におけるこれらの予測をもとに,当 社の業界における市場

占拠率,競 合同業他社の動向,国 家施策等総合的見地より,各 部門バランスのとれた運航規模を

策定する。
'

定期船部門においては』 新航路の開設,既 存航路の改善,投 入船腹の量および質の改善,ま た

不定期船部門においても,適 正船腹の投入等を検討すると共に,こ れらを実現するに要する新

設備(醜 聞 連臓 機器)の 投入時期,設 備内容の腰 ・ま搬 備の保有形態搬 討し・ 当

社におけ、る証 搬 醐 模との爬 ・おいて澱 鍛 麟 象の腰 決定を行なし'・以下の作業の

基本方針とする。,

この作業に於いて必要とされる情報は,前 述した船腹需要予測のほかに,

ぴ)船 腹供給情報

(i)世 界船腹量'"

ロイ ド統計その他によると,1970年 央現在の世界商船船腹量は3億3,884万D/W

である。この船隊構成をタンカー,貨 物船,鉱 石バルクキ ャリア,兼 用船の順に分析する必

要がある。

⑩ 船種別竣工,解 体,発 注動向

タンカー

・竣工,解 体 喪失量に関する情報

♪

φ
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1

・大型 タ ンカー予定 納 期 別 発注 済船 腹量 に 関 す る情 報 一 .・

バ ル クキ ャ リア(含 ,兼 用 船)'、

"竣 工
・ 解 体,喪 失量 に 関す る情 報}

・予定 納 期 別発 注済 船 腹量 に 関 す る情 報 ・1tt

・船型 別船 腹 量 に関 す る情 報
、・

一般'乾貸 船

乾 貸船 の解 体,喪 失量 に関 す る情報

兼 用船 就 航 状況

一 般運 賃 市況動 向 と,一 般 不定 期 船 市況 お よ び タン カー 市況 に影響 す る船 腹 の動 向 と し

て,グ レ ン ・タン カー,兼 用 船 とい った石 油 と散 荷 の コン ビネー シ ョ ン ・キ ャ リジと
,係

船船 腹 量 があ る。

しか し,係 船 量 に つい て は,近 年 それ らの船 の多 くが 老令 船 で あ るため,船 腹 需給 に 及

ぼ す影響 は著 し く低 下し てい る。

したが って,5万D/W以 上 の兼 用船 にっ い ての就 航 状況 を調 べ るこ とが 必要 で,ヤ コ

ブな どの 外部 情 報 を分析 し,石 油 と乾貨 物 の船 積 実積 比率 を知 るこ とが必要 であ る。

④ 輸 送情 報

・輸 送技 術,関 連 業 界,道 路 鉄 道

σ)港 湾情 報 ・

・港 湾 設 備 荷 役設 備
,労 働状 況,自 然状 況(気 象,'海 象)

←)業 界 情 報

・海運 同盟
,競 合 他社(航 空 輸送,同 業 他 社)

㈲ 政 府施策

σ)法 制

㈲ 技 術情 報

・運航 技 術
,造 船技 術

等 であ り,何 れ も外部情 報が主 体 に な ってい る。 一

近時,特 に必 要度 を増 し てい る情報 は,輸 送 形 態 の変 化 に関連 す る情 報で
,定 期船 部 門 にお け

る,コ ンテナ化 に関 して は,需 要家 の 要望,ま た,そ れ を実 現 す るた め に コ ン テナヤー ドの 効 率

的運営 に関 す る技 術 的 な情 報,陸 上輸送 体 制 に関 す る情 報 輸送 機 器の 開 発状 況等 があ り,専 用

船 にお いて も,大 型化 に伴 う航路 情 報 気 象情 報,港 湾情 報 入 渠情 報 等が あ る。

② 新造 船 お よ び関 連 施 設,機 器建 造計 画

この段 階に お け る最初 の 作業 は,前 段 階 にお い て設 備投資 の 対象 に な った船 舶 お よ び関連 施 設
,

機 器の 具体 的な 建造 計 画 を立案 す るこ とで あ る。

すな わ ち,新 設備 の稼 動開 始 時期,建 造 工 程,建 造船舶 の 仕様(船 型 速 力
,貨 物 設 備 運 航

設 備 安全設 備,要 員),関 連施 設 お よ び機 器 の仕 様(規 模,内 容)等 の決 定お よホ資 金計 画等
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の詳細な検討を行なう。

この時点で必要な情報は,

6r)造 船情報

・船価動向 船台情報 技術情報 労働事情

ω 造船関連工業情報

・技術情報 価格情報

砂)航 路情報

・気象情報 海象情報

旬 港湾情報

・港湾設備,荷 役設備,労 働状況

㈲ 技術情報

・造船技術,運 航技術に関する新技術の開発状況

等であり,こ れらは主として外部情報である。

近時,船 舶の運航面においても,人 件費の上昇,要 員の不足,あ るいは技術の進歩,安 全性の

要求等に伴って,自 動化が進み,合 理化 省力化の方向にある。 コンピュータ搭載船も姿を出し

始めているが,こ れら技術革新に関する情報は本計画立案時に大きなウエイ トを占めてきている。

次に行なわれる作業 は建造船腹に関する採算性のチェックを行なうことであ り,建 造船腹を航

路単位,あ るいは一隻単位にブレークダウンして,関 連諸設備,機 器等を含めて,採 算諸元を投

入し採算計算を行ない,そ の投資効果の測定を行ない㌧妥当性がチェックされる。

この時点での必要な情報としては,

ケ)資 金調達面に関する情報

(イ)採算諸元に関する情報

等であるが,こ れ らは主として内部情報が主体で既存船の実績をベースに,物 価動向等を折りこ

んで利用される。

③ 用船計画

設備投資計画が立案決定されると,既 存船を含めて各年次における当社所有の設備状況が明 ら

かになると共に,設 定された運航規模を達成するために不足する船腹量 もあきらかになる。

この不足船腹は他社所有の船腹の借入という形で補う坑 この方策を立案計画することが本計

画であ る。

本作業は長期配船計画と一体の関係を有し,い かに最適な船腹をいかなる期間,い かなる形態

で用船するかを世界市場における動向を見極わめ,基 本方針を決定す る。

この作業に必要な情報は,

の 配船計画

自)世 界船腹動向.・

(ウ)用船料市況見通し

等である。
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亭

需 要 予 測

荷動き予測
船腹需要予測

新設備計画

の策定

世界船腹
動向

図 一⑤ 設 備 投 資 計 画 フ ロ ー
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② 配船計画

配船計画は設定され運 航規模担 体化させ る・とであり洛 航路洛 船舶について長期のスケ

ジューリングを計画するとともに,こ のスケジュールにしたがって運航する船舶個々の収支計算を

行ない,こ れを総合して,各 年次における収支状況を把握す、るのを目的とす る。

本計画立案過程は,

① 基本スケジュールの立案 一 ・

② 収支計算,採 算性のチェック

③ 配船計画の決定

の三段階に分けられる○

① 基本スケジュールの立案

この作業は定期船部門が主体になって行なわれる。

定期船部門においては,ス ケジ。一・レの疏 さ,航 離 間の短縮 酷 地 酬 数・敬 いの

酪 等が離 家に対するサー ビ・の要因であるとともに境 争船との論 難 であり・一方船舶

においては,麟 時鵬 短縮し,稼 動率を上昇させる・とが飾 ・ス トを低減 させ採雛 を向上

させ る大きな要因である。 ・

本段階における牒 は,・ れ らの要因を検討し,硫 賄 耀 緻 投 入する船舶の船型・隻

数,嚇 醐 配船間隔お・び配船時醗 ・決定しぼ 融 船隊を偏 して各般それぞれの具体

的な就航々路,就 航時期等を決定する。

この過程で必要な情報は,

ウう 船腹情報

既存船腹,新 造船計画,用 船計画

(イ)荷動情報

各航路における輸送貨物の量 種類,荷 姿等

わ)港 湾情報

設備,自 然状況,荷 役能率 労働事情,関 連法規等

⇔ 航路情報

気象条件,海 象条件等

㈲ 商慣習

相手先,国 別商慣習

鈎)競 争情報 海運同盟動向

不定雛 部門においては,専 用船の如 く連続臓 または長期輸送契紬 もとづし'て縦 の航

路 の輸 送 に従 事 す る もの にっ い て は,船 舶 建造 時 に あ らか じ め航 海 スケ ジ ュー ル は決 定 され て し

ま うの で,こ の 段 階で は大 きな ウエ イ トを もた な い。

しか し,一 般 不 定期 船,お よ び無 保 証 の専 用船,兼 用船等 自由 市場 にお け る輸 送 に従 事す るも

のにつ い ては,客 航 海毎 の運航 採算 を有 利 にす る貨 物,航 路 を選 択 す る必 要 が あ り,こ の 段 階に
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お い て対 象船 腹 の需 給予 測 作業 をペ ース に,各 般 それ ぞれの 配船 スケ ジ ュー ル を立案 す る
。

② 収 支 計算

基 本 スケ ジ ュー ル が立案 され る と,各 船 舶 にっ い て の各航 海にお け る運 賃 収入 お よ び運 航 に 要

す る費 用 との バ ラ ンス が算 出 で き る こ とに な り,ま た船舶 建 造 コ ス ト,船 舶 経 費等 の 採算諸 元 を

加 味 して 航海 収支 が 算定 され る。

これ を全運 航船 舶 につ い て各 年度 別 に積 み上 げ,そ の収支 状 況 を各 部門 総 合的 に検 討 し
,妥 当

性 を チ ェッ クして スケ ジ ュー ルの 修正 調 整 を 行 な う。

この作 業 で用 い られ る情 報 は何 れ も内部情 報 であ り,他 計 画策 定 時 に収 集 され,社 内 的 に加工

され た もの であ る。'

③ 配船 計 画の 決定

上記 の過 程 を経 て,配 船 計 画の大綱 が立 案 され ,さ らに関連 諸 計 画 との摺 合 せ 調整 が な され て

最 終 的な 配船 計 画が 決定 され る。

本 計 画 は,特 に用 船 計 画 と密 接 な関 係 を有 す る とと もに,こ の決 定 は既 存 す る不 経済 船 の処 分

計 画(売 船 計 画 貸 船計 画,改 造 計画)立 案の た めの重要 な情報 とな る。'

(3)運 航 管理 計 画

近年,海 上 輸 送 コ ス トは爆発 的 と も言 え る高 騰 を示 して い るが,そ の 原 因 は今 や世界 を蔽 う イン

フ レに よ る賃金 物価 上昇 の影 響 と,貿 易 の大 巾な 伸長 に も とぜ く船 腹需 要 超過 傾向 に起 因す ると

ころが 大 きい。

コス トの 上 昇 は,そ の 多 くが 容 易に 収束 す る こ とが 困難 な性 質 を もっだ けに
,こ れ らに対 す る予

測 分析 は最 も重要 な 課題 であ る。

した が って,運 航 管 理 計 画 を行 な う上 で,ま ず 輸送 コス トの主 な もの の 動向 を把 握 す る こ とが先

決 であ る。

① 船 価

海上 輸 送 コス トの中 で最 も大 きな要 素 を占 め る造 船船 価に 関 す る情 報 は
,最 も必 要 な もの であ

る。 ・,

フェ アプ レイ誌 発 表 の標 準 船 船価 推 移 をベ ー ス として
,納 期 別 タンカ ー船 価動 向 西 欧 日本

の造 船 所の 経営 状 況,造 船 需 要 に 関 す る各 種の 情報 を収 集 し
,船 価 に関 す る動 向 を分 析 す る。

船 価 の上 昇が 海 上輸 送 コス トに お よぼ す影 響 は非 常に大 であ るた め
,こ れ らに対 す る情報 の 整

備 は必 要不 可 欠 な ものであ る といえ よ う。

② 船 舶 保 険料

船価 の上 昇 に よ る保 険料 の ア ップ と,保 険料 自体 の 上昇 な ど近年 ます ます保 険料 引 上 げ の 気運

にな りつ つ あ る。'…

特 に大型 船 の コス トに占 め る保 険料 の割 合 は著 し く増大 してお り
,こ れ らに対 す る各 種 の情 報

分 析 は 重要 で あ る。

1
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採 算 計 算
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改 造
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図 一(6) 配 船 計 画 フ ロ

ー148－

A

`



③ 船 員 費

一般産業界と同様に
,コ スト・インフレの影響により船員費の上昇が続いてお り,こ れ らの対

策として労務情報は広範囲に収集す る必要がある。

④ 修 繕 費

修繕費も賃金上昇による要因と,船 腹の増大に対する造船所の修繕能力の相対的不足により上

昇しているので,世 界各地に於ける造船所の修繕体制に関する情報の収集は必要である。

⑤ 燃 料 費

船舶運航経費の中で大きな割合を占める燃料費は,海 上輸送コス トに重大な影響を及ぼすので,

ポンド油公示価格の推移を中心として,世 界各地の燃料油事情に関する情報を集めて,そ の補給

方法にっいての対策を決定する必要がある。

最近の石油戦争による原油価格の引上げ動向は最 も注意すべきものであ る。

⑥ そ の 他 、

そのほか港湾諸経費,船 用品費,潤 滑油費,店 費等にっいてのコス ト動向に対する情報を収集

する必要がある。

運航管理計画はこれ ら主要コス トの動向を把握した上で行なわれる。

(4)要 員計画

当社における社員構成は,海 上社員(船 舶に乗り組んで直接船舶の運航に携る社員)と 陸上社員

(事 務,技 術系社員)と から成 り立っている。

本調査においては・陸上社員に比し,構 成人員も多 く,ま た海上労働という特殊性をもつ海上社

員を対象として調査を行なった。

要員計画は,普 通設備投資計画 配船計画等を基礎に行なわれるが,海 上労働の特殊性によ り,

法律による規制を受ける面も多 く,ま た海上社員で構成する労働組合が,国 内同業全社にわたる産

業別組合 として組織 さ札 しか もユニオンショップ制をとってい るために,こ れによる制約 もかな

りうけている。'

要員計画立案過程における作業は,

船舶一隻当り要員の決定

当社社員の乗組船舶の決定

運航要員数および予備員数の決定

(必 要要員数の決定)

退職者予測

要員計画",

採用計画

の各段階に分けられる。

① 船舶一隻当り要員数の決定

一隻の船舶乗韻 は
・それぞれ鵜 内容の異る多数の臓 により繊 されてお り綱 種によ

。
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ては国家的な資格を取得しなければならないものもあり洛 樋 により必要な人員も・酬 嚇

類,性 能等により異なる。

。の牒 においては,船 舶をそれぞれの・・クに領 して洛 顧 員にもとずき頭 数搬 定

する。

これに必要な情報は

ア)法 制

一隻の法定職員数,操 舵者数

イ)技 術動向

省力化,合 理化に通 る機器の開発

ウ)他 社動向

日本船,外 国船要員

工)労 働組合動向

休暇,賃 金,航 路環境

t)人 件費

等であり,外 罐 報が主体であるが,・ れ らより今後の予測桁 なう・とは蜘 こ騰 である・

② 当社社 員の乗組船舶の決定

設搬 資調 酬 計略 より当社の醐 規模・・おける・自社船について当社の頚 力綱 す

るのか,ま たは系列会社の要員で運航するのかを決定する作業があ り,

フう 当社要員計画

イ)系 列会社要員計画

ウ)船 員配乗政策

等が主要な情報であ る。

③ 必要要員数の決定

(1)および(,)の結果 馴 要員が決ると労馴 合輌 法鵬 により必野 噸 数を求めて泌

要乗組員数 を決定す る。

④ 退職者数の予測

各臓 各麟 令別の退縮 数・退職原因・分析・・労瀦 晒 料にするとともに今後の

退職傾向の予測を行なう。

なお,本 ぱ に当・ては内部情報のみな・‥ 業他社お・び他脚 動向も参考繍 として

必要 で あ る。
　

⑤ 要員計画

以上の作業を総合し,こ れに昇進等の要因を加 えて要員計画は決定される。

また,こ れに伴って採用計画,教 育訓練計画,配 転計画等が立案 される。

⑥ 採用計画

要員計画にもとずいて採用員数は決定される.罐 によ・ては凄 育幽 が限定され・卒類
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⑨

《

数が限 られるので長期要員計画にもとずいた採用計画が必要 となる。

他産 業

動向

系列会社

動向

退 職 者

予 測

配船計画

運航規 模

配乗計画

予測

運 航要員

予測

予備員 数

予測

一隻当 り

乗組員予測

図 一(7) 要 員 計 画 フ ロ ご
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② 集 貨 管 理

－BookingContro1-

一 般産業 の 販 売 シス テム を作 成 す る場 合,買 手 と売 手の 間 の コ ミュニ ケ ー ショ ン を根 本的 に変

革 して しま うよ うな情報 の 利用 技 術 を開 発 す るこ とは理想 であ る。 その1っ の 方法 と して,予 測

シス テム と注 文処 理 シ ステ ム を組 合せ て使 用す る こ とが あ る。

つ ま り買 手 であ る卸 業者 か らの 注 文 を,売 手 であ る製 造業 者 が コン ピ ュー タ上 にお い て予 測す

ること によ っ て,卸 業 者 に対 し て適 切 な在 庫 を維持 す る うえ で の情 報 を与 え,同 時 に 注文処 理 の

サ イク ル を完 了 して し ま うとい う方 法 であ る。

また,販 売 計 画の 設定,受 注 受 注の処 理 倉 入れ,お よび 倉 出 し,販 売 記 録 を一連 の情 報 シ

ステ ム と して捉 え た販 売 シス テムの 確立 は営 業 政策 上 重要 な きめ手 と な る。

た とえば,テ レタ イ プ,デ ー タ通 信 によ る注文処 理 シ ス テ ムは,製 品 を全 国的 に多 数 の倉 庫に

在 庫 し てい て,っ ね に顧 客 か らの 注 文 を処理 して い る。 また 注 文処 理 の ほか に,メ ッセ ー ジの交

換,在 庫品 の 自動発 注,在 庫 品 の科 学 的管 理 の機能 を備 えて いれ ば,販 売員 は国 内の どこに いて

も,特 定 の品 が どこの倉 庫 に 在庫 して い るか を,こ の シス テムに照 合 し,即 座 に その 情報 を得 る

こ とが で きる とい う もの であ る。

日本郵船 にお け る ブ ッキ ング ・コ ン トロー ル 。シス テム は,集 貨 の 段 階か ら コン トロー ル して

い く方 法 で あ る。 ブ ッキ ン グ(集 貨)に 関す るい ろ いろ な情 報 を,毎 日,各 ブ ッ ク 店(支 店,

代 理店)の 端 末 機 か らデー タ通 信 シス テ ム を利用 して,本 店 の 中央 コ ン ピ ュー タに集 稿 分 析 し

て,即 時 に 必要 な形 の情 報 に ま とめあ げ,本 店,ブ ック店,タ ー ミナ ル等 の 必要 な と ころへ 配布

(ア ウ ト ・プ ッ ト)す る シス テ ムであ る。

そ の 目的は,各 ブ ッ ク店 の ブッキ ン グ予 測 ブ ッキ ン グ状況 に応 じて,コ ン テ ナ,ト レー ラー

等の各 種 機器 の 適正 配置 や,そ の有 効利 用 をはか ると同 時に,コ ンテ ナ ・ヤー ド,フ レー ト・ス

テー シ ョン(荷 積 みお よ び荷 さば き所)の 作 業 計 画 のた めの 情 報 を作 成 す る。,

また,各 ブ ック店 の 船 積み の た めの割 当 スペー スの把 握 が で き る。 これ らは,現 業 活動 におけ

る ゴワー ・ク ラスの 判断 資 料 とな る。.

本 シ ステ ムの最 終 的 な 目標 とし ては,コ ン テ ナ荷物 を集貨 し た時点 で情 報 を 当該 ブ ック店 の 端

殺 置 にか け ると,オ ・ ラ・・ に よ り本 店 の ・ンtOz－ 夕か ら自働 ・rOテ ナ番9・ 引渡 し先

ヤー ドおけ るコ ン テ ナの配 置,本 船 内 への 横付 け位 置 な どの算 出 を可 能 に す る こ とで あ る。

この考 え方 は,ル ー チン ワー ク処 理 にお け る ロワー ・ク ラスの定 型 的 意 思決 定 の オー トメー シ

ョ ン化 で あ る。 この た めに は,コ ン ピュー タ以 前 にお い て なお多 くの 問題 が 解 決 され ね ばな らな

い.即 ち,ブ 。キ ン グ内 容 の正 確 な 把 握 と迅速 化,後 述 の イ ンベ ン トリー コ ン 巨 一 ・レとの 連

結,内 陸 輸送 面 の 整備 等,従 来 の海 運業 界 のや り方 とは異 っ た全 く新 しい コン テナ輸 送情報 シス

テ ムの確 立 が 先決 で あ り,店 内体 制 を近 代 的 な組 織 に変 え て いか な けれ ば な らな い。
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㈱ 集貨 予 測 情報

－BookingProspect－

この情 報 は,コ ンテ ナの適 正配 置 を行 な うた めの もの で あ り,こ れに よ っ て必 要 とされ る コ

ン テナ個数 と宕 その 種類 を早期 に把握 す るこ とが で き る。

ω 集 貨情 報

－BookingNote －

各店 の集 貨担 当者 か らの,コ ンテ ナ『の手 配,コ ン テナ の引 渡先 割当 ス ペ ースの 状態,貨 物

の内 容 に関 す る詳 細 な情 報 であ る。

σ)集 貨 明細 情報

－BookingI Ｌist－

当 日集貨 され た 貨物 にっ いて の情 報で,こ の 情報 は,コ ン テナ ・ヤー ド,フ レー ト・ス テー

シ ョンに対 す る荷 受け指 示 お よ び。 コンテ ナ ・ヤー ドに対 す る コン テナの 引渡 し許 可指 示 の た

めの情 報 であ る。

←)集 貨 要 約 情 報

－BookingSummary－

集貨 明細 情報 を,積 込 み船舶 お よ び,積 地別 に 分析 す る情報 で,こ れ に よ って コン テナ ・ヤ

ー ド
・ フ

.レー ト.ス テー シ ・ンは貨物 の コン テ ナへ の 積 込 み や,ヤ ー 柄 での コ ンテナ の配 置

移 動等 の オ ペ レー シ ョ ン計 画が行 な われ,そ の情 報が イン ベ ン トリー ・コ ン トロー ルの た めの

情 報源 とな る。

駐)貨 物 割当 て情 報

－BookingContainerSu㎜arア ー

集貨 明細情 報に よ って得 られ る貨 物 に対 す る コンテ ナの 個数 を,集 貨地 船 積地,揚 地別 に

集 計 し た もの で,各 支 店 は この 情報 に基 づ き割 当て コン テナの数 の 調整 を行 な う。

③ 在庫 管理

－InventoryControl －

船舶 運航 の基 本的 な 原則 は,船 舶 に対 して投 下 した 巨額 の資本 を早 期 に回収 す るた め,い かに

効率 的 に船 舶 を運航 し,投 下資 本の 回収 率 を高 め るか とい うこ とであ る。 コ ンテナ輸 送 に おい て

も,こ の原 則 は全 く同 じであ るが,在 来船 と比 較 して,イ ンベ ン トリー ・コン トロー ル とい う特

別 の 呼称 を もつ 在庫 管 理業 務 が 必要 とな った。

これ は,従 来 に比 し,① 投資 の規 模 が きわ めて大 きい こ と,② コンテ ナの運 用 の範 囲が,海 上

か ら陸 上 へ と拡 った こ と,③ コ ン テナの製 作期 間 が短 か く,需 要 に対 す る供 給 の弾 力 性 が著 し く

高 ま り,突 発的 な コ ンテ ナの需要 に も対 応 で きる,な ど特 性が あ り,こ れ らの特 性 を最大限 に活

用 し て,コ ンテ ナの 不 稼 動期 間 の最 小 化 をはか り,コ ン テナ輸送 に 必要 な機 器 の個数,台 数 の 最

小化 す る こ とにょ り,収 益 の 向上 を 目的 とす る もの であ る。 し たが っ て,在 庫 品 の 自動 発注 を含

ん だ注文 処 理 シス テ ムに連 結 され る機能が 要求 され る もの で,コ ンテ ナ輸 送 シス テムの中 で最 も
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集貨予測情報

各 ブック店
本店セ ンター ぽ 業部)

■

本 店セ ンター(営 業 部)

集 貨,情 報

各 ブ ック店

各 コ ン テ ナ ・タ ー ミ ナ ル

図 一⑨ 集 貨 管 理 の情 報 の 流れ 図 `

重要 も情 報 管理 シス テ ムで あ る。

この在庫 管理 は,そ の 対 象機 器 であ るコ ンテ ナ やそ の他 の機 器が,現 在 ど こに あ るか とい う移

動 状 況 を常 に把 握 して い るこ とが 必要 であ り,こ れ らの情 報 を利用 して,需 要 の変 化 に 対 し,供

給 を円 滑 に調 整 し,コ ンテ ナの動 きを動 的 に促 進す るこ とであ る。

まず,現 在 コ ンテ ナや その他 の 機 器 が ど こ に ど うい う状 態 にあ るか とい う こ とを,常 時 中 央

で 把握 し て,前 記 の集 貨 情報 と付 き合 わせ て,荷 送人 に対 して迅 速 に サー ビスす る もの であ る。

即 ち,コ ンテ ナの 移動 情 報 が確 実 に 把握 で きな い と,あ る ところで は コ ン テナが 遊 休 し,他 の と

ころ では コン テナが不 足 して,荷 物 が送 れな い とい う事態が 発生 し,コ ン テナ輸 送 の 採算 上 悪影
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'

響 を及 ぼす こ とにな る。

また・ こ の コ ンテ ナに は顧 が 多 い ので
,雑 貨 用,冷 願 物用,特 殊 貨物 用 な ど魂 類BYの 移

動情 報 を把 握 しない と意 味 がな い。

した が ・て魂 日済 ・ン テ ナ ・ター ・カ レ洛 支店 な どか らデー タ 鮪 シ・ テ ムを介 し て
,

コ ンテ ナの 移 動繍 ・利 用 麟 を
・ その 発 虻 とに 中央(本 店)の ・ン ピ 。一 タに送 り込 む.即

ち・ コン テナが'・ ン テナ ・ター ミナ・レな どか ら搬出
,搬 入 執 るた びに 。ン テ ナ管理 者 と。 ン

テ 運 搬者 との 間 に と りか わす 機器 受 端 報
,・ ン テ ナ船 か ら・ ンテ ナ ・ヤー ドに陸 揚 げ され た

時 に 発生 す る・ン テ ナ醐 げ 繍 ・ あ る・・は船 積作 業 完了 観 その 翻 のた め に発 行す る纐

確 認情 報 な どを中 央 の コ ン ヒ。ユー タに送 る。 コン テ ナには 一貫 番号 がっ け てあ り
,そ れが そのまま

キー'コ ー 暗 号 に な ・ てい るので
・ ・ ン ・.一 夕 は,直 ちに翻 状 況 蝶 計 し,_簸 を 作成

し洛 コン テナ'タ ー ミナ・レ洛 支 店 へ ・ ・一 ド ・バ
。 クし てい る.こ れ らの'情轍 よ り沖 央

お よび各 コ ン テナ ・ター ミナル は
,在 庫 数 量の 管理 を スムー ズに 行な っ て い る。

また・ コン テナ船 の醐 スケ ジ・一ル の遅 れ な どに よ り
,在 麟 量 の 計 画が 狂 。た とき端 要

の 猷 な どに よ り確 量 の不 足 を きた した と きな どには
,・ ンテ ナ端 り入れ て舗 をしの い だ

り・ その需要 が醐 的 で あ る場合 な どに・ま噺 た に ・ン テナ を製作 した りす る情 酬 同 齢 処 理

され る。

必 歎 応 じ洛 ター ・ナ・レにあ る全 ての ・ン テナの 明細 書 を賊 し渓 際 の 確 と
つ きあわせ

を行 な・たり睦 搬 の 日数 が あ る鋼 酬 え てい る・ ンテナ の鴫 表 を作 成 して
,そ の追 厳 行

な った り・ 働 状 態 に棚 徹 ・ ン テナの一覧 裁 作 成 して
,当 該 ・ン テ ナの移 動 状 況を チ..

クした りして,在 庫数 量 の正 確 さ をきし てい る
。

甑 これ らの舗 を も とに して・ 鮪 し てい る・ ンテナ の 台帳措 入 ・ンテ ナ_簸
,返 却

コン テナー餓 な どを作成 し勤 務 ・鯉 醐 に使用 した り
,・ ンテ 滞 留時 間 実擬,。 ンテ

ナ動作時間実織 ・ンテナ船積実織 などを作成し
,・ ンテナ鋤 率課 算の算出などに観

した りしてい る。

'ン テ ナはNfifiな もの で あ り(1個70万 円 一280万 円)
,数 万 厭 枕 る ・ン テナの 利用

状 況の 把握 と・ その 配 置 は・ ・ ンテ珊 送 の採 緬 力・らみ て
,勧 て 実要 嫡 題 であ り,い ず れ,

コ ンテ ナ供給 計画 を 目的 とす る麟 シ ステ ム と需 要量 およ びそ
の形態 変 化 を予 測 す る シス テム を

確 立 し調 類 別鋤 域 別 嬬 野 測 に基 づ ・・た ・ンテ ナ醐 発 注
,回 送,醐 配齢 も。ン ピ.

一 夕に よって処 理 され るであ ろ う
。

在 庫 管理の 情 報 の種 類

の 移動 ・利用 に 関す る情報

(D機 器 受渡 し情報

、 コンテ 糟 理 者(タ ー ミナ・レ・六 ・一 ・一)と ・ ン テ婿 搬 間 の機 器類 の 受 渡 しを証
し,責 任 の所 在 を明確 化 す る情 報、,
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(ii)コ ン テナ船積 確 認情 報

ター ミナ ル ・オ ペ レー ター が コン テ ナ船 へ 横付 計 画書 を作 成 し,船 積作 業 完了 後 コ ンテナ

船 と ター ミナル ・オ ペ レ・一 夕ー 両者 が確 認 す る船積 情報 。

㈹ コンテ ナ陸揚 確 認 情報

。 ンテナ.,一,ナ ル 瞳 揚 げ 恒 時,・ ンテ ナ船 とター ・ナル ・が ・一 ・一 両者 が 確

認する陸揚げ情報。

④ 在麟 量調整に関する情報'

(Dコ ンテナ製作情報

頴 の駄 あるいは新しい・ンテナ繊 の醗 などによ噺 ・に・ンテナを製作する情

報。

(1i)コ ンテナ借入 ・返却情報

願 の変化などによ り,確 量が醐 の緬 より狂の生じ塒 ・ンテナ錯 り入れナこり

す る情 報。

⑩ コ ンテナ消 失情 報

。れ は識 的 に在 雌 を罐 す る もので}まな く,全 楓 盗 難 紛 失な どに よ り使用不能

な った とい う情 報。

一 コ ンピ ュー タ処 理 に よ り作 成 され る情報 一

θ 機器 類 の現 在状 態把 握 に 必要 な 情報

(D地 域 別 コ ンテナ集 計表

(li)地 域別 コ ンテ ナ明 細表

OiD船 積 コ ンテナ集 計 表

{V)船 積 コンテ ナ明 細表

(〉)全 コ ンテナ 明細 表

旬 機 器類 の移 動状 況 ・追跡 に必 要 な情 報

(i)コ ンテ ナ移 動 状 況 チ ェッ ク表

(ii)コ ン テナ移動 状 況 一 覧 表.

㈲ 機 器類 の 財務 に関 す る情 報

(D社 有 コン テナ台 帳
'

(ii)借 入 コン テ ナー覧 表

⑭ 返却 コン テナー 覧表

㈲ 機 器類 の稼動 率 に 関す る情 報 『 ・

(i)地 域 別 コン テナ滞 留 時 間 実 績表

(ii)地 域 別 コ ンテ ナ移 動 時間 実 績表

⑩ コンテ ナ船 積 実績 表
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移動 ・状態の変化に関す る情報

本 店

〈
①

③
一
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テ
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1'

.■
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コンテナ ー
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34機 器受渡証
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認魯

①
船積確認書

コ ン ピ ュ ー タ ー

一
消失報

・返却報告書

新造報告書

各]ン テ ナ ・ター ミ.ナ ル,各 支店
コンテナ移動

コ 明細表

・地域 別

コンテナ集 計表

外 国 側

移動 ・状態の変化に関す る情報

2 陸揚確認
書

①
船積確認書

在庫数量調整 に関す る情報

消失報告書

入 ・返却報告書

新造報告書

①
コ

ン

テ
ナ

船

②

各コンテナ・ター ミナ山 各支 店,各 代 理店

全コンテナ職

コンテナ明細表

船積コンテナ集計表

表

コンテナ集計表

現状把握に必要な情報

コンテナ移動一覧表

コンテナ移動噸

遜 況_覧表

移動 ・追跡に必要な情報

在 庫 管 理 の 情 報.の 流 れ 図

入コンテナー敷

社有コンテナ台帳

財務に関す る情報

ンテナ船積実 表

コ'

コンテナ滞留難 破

稼動 ・採算に関する情報

図 一⑩



④ 荷物輸 送 管理

－FreightControl－

コン テ ナ輸送 は,コ ンテ ナ とい う一種 の箱 を使用 し て輸 送 す るこ とか ら,そ れ に伴 う特 有の情

報 が 必要 で あ,り,当 然 コ ンテナ輸 送 に適 応 した方 法 で処 理 され な けれ ばな らない 。

現 在の 国際 コ ンテ ナ輸 送 にお い ては,船 会社 が コンテナ輸 送 を リー ドす る立場 に あ り,き わめ

て 重要 な任 務 を担 ってい る。 す な わ ち,船 会社 は,コ ンテ ナを準 備 し,前 も っ て 出貨情 報 を 的

確 に把 握 し,コ ンテナ を各 タ ー ミナル に配 置 し,船 積予 約 を受 けつ け・ ター ミナル'オ ペ レー タ

ー な どを 自己 の手足 と して,荷 送 人 に種 々 のサ ー ビス を提 供 してい る。 コ ンテ ナ輸 送 が 円 滑に 営

まれ るよ うに 研究 醗 されナ、の が,フ レー ト・・ ン ト・一 ・レと呼 ばれ る荷 物輸 送 管理 情報 処 理 シ

ス テムで あ る。

一般 産業 におけ る販売 管 理情 報 シス テ ムは,注 文 処 理 シス テム を包含 す る と同時 にす べ ての レ

ベル の 管理 者 に対 して,十 分 に体 系 づ け られ た最 新 の各種 販 売 デー タ と,そ の分 析結 果 を迅 速 に

提 供 す る こ とが で きる。

荷 物 輸送 管 理 も同様 に,輸 出入 され る コ ンテ ナ荷物 の 流れ を中 心 とした情 報 の処理 に あ る。 碇

泊 時間 の きわめ て短 かい とい うコン テ ナ船 の特 徴 か ら,書 類 の作 成,情 報 の処 理 に は,コ ン ピュ

ー タが 十 分 に活用 され てお り,情 報の 流れ の主 要 部 分 には,必 ず コ ン ピ ュー タを通 過 す るよ うに

な って い る点が 注 目 され る。

注 文 を とった貨物,い わ ゆ る船 積 予約 を した貨 物 が,荷 送 人か ら コンテ ナ ・ター ミナルに 搬入

され て きて か ら,受 荷 主 であ る相 手先 に届 くま での,荷 物 の 運送 と管理 に必 要 な関 係書 類 を作成

し,情 報 を処 理 す る もの で,運 賃 明 細書,積 荷 目録 荷 渡指 図書 など多数 の 書類 が一 貫 処理 シス

テム で,コ ン ピュー タに よ って作 成 され る。

この た め,各 コ ンテナ ・ター ミナル,各 支 店 か らデー タ通信 シス テム を介 して,倉 受証,コ ン

テナ内積 付 表 な どの情 報 を中 央 の コン ピ ュー タ に送 り込 む。 ただ ちに コン ピ ュー タは必 要 書類 を

自動的 に作 成 し,本 店 お よび各 コ ンテ ナ ・ター ミナル,各 支 店,相 手先の 外地 へ 送付 す る。 緊 急

を要 す る書類 は す べて オ ンライ ン によ って,各 コ ンテナ ・タ ー ミナル ・各支 店 へ 直接 ア ウ ト ・プ

ッ ト(配 布)し てい る。

ま た,こ の 関係 書 類作 成 後 は,コ ノ ピュ一 夕内部 で営業 関係 ファイル,経 理 関 係 フ ァイルに 変

換 され て,営 業 面,経 理 面な どの企 業 内情 報 が 自動 的 に処理 され る。 す な わち,倉 受証 な どの 情

報 のた だ_度 の イ ンプ 。 トに よ り決 算処 理 に至 るま での60余 種 の必要 書 類 が・ コ ン ビ ・一 タに

よ って 次 々 と作 成 され,必 要 部 門へ 配 布 され てい る。

以上 の 如 く,荷 物 輸送 管理 の 特徴 は,現 場 部門 よ り決 算処 理 に至 る書類 の流 れ の オー トメー シ

ョン化 であ り,コ ン テナ荷 物 輸送 に関 す る書類 の作 成 後 は 自動的 に,後 述 す る輸送 管 理 情 報 シス

テ ムに組 み込 まれ て,一 貫 処 理 シス テム を形成 す る ことにな り,そ の結 果 多 角 的 に分 析 され た

各 種 の情 報 が,迅 速 に,各 レベ ルの 管 理者 の手 もとに届 け られ る。
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の 荷 物 輸送 管理 の情 報 の種 類

(D倉 受証

－DockReceipt－

荷 送人 が 各船 会社 の規 定 の フ ォー ム を使 用 して作成 し,貨 物 搬入 と同 時 にコ ンテ ナ ・ター

ミナルへ 提 出 す る情 報。

(の コン テ ナ内積付 表'

-ContainerLoadPlan －

荷 送 人 が貨物 を コン テ ナ に詰 込ん だ場 合 に作 成 し,コ ン テナ1個C"と の貨物 の 明細 を表 示

した情報 であ り,コ ン テ ナ輸 送 の ご と く,コ ン テナ単 位 で輸 送 が 行な われ る場合 ,と くに 必

要な 情報 であ る。

一 コン ピ ュー タ処 理 に よ り作 成 され る情報 一

θ 主 とし て対 官 庁 ・荷 主 関係 情 報

(i)積 荷 目録

㈲ 積 荷 明細 書

佃)コ ンテ ナ移動 明細 書

(jv)動 ・植 物 貨物 検疫 明細 書

(V)貨 物 到着 通知書

(VO揚 荷明細 書

㊤)主 として コンテ ナ ・ター ミナル関 係情 報

(j)荷 渡指 図 書

ω)船 積 コ ン テナー覧 表

⇔ その他 の企 業 内情 報

(i)運 賃 明細 目録

(iり 運 賃 集 言懐

⑭ 特 別 品 目運 賃 明細書

㈹ 船積 コ ン テナ集 計 表

⑤ コ ンテナ ・ヤー ド管 理 コ ンテ ナ船 運 航管 理

コンテ ナ船 自体 の運 航方 式 は,在 来 船 の それ とほぼ同 じであ り,ま た,コ ンテ ナ船 の運 航 を

荷主 の立 場 か らみ る と,定 期 船 会社 の 総合 的 信頼 性,ス ケ ジュー ル の正 確 さ,航 海 時 間の短 縮

寄 港地,荷 扱 いの良 否,ク レー ム処 理 な どの サー ビス は全 く同 一 の条 件 と な る
。 結 局,海 陸 の

接 点 であ る コン テナ ・ヤー ドの効 率 的運 営,コ ンテ ナ船 の荷 役能 率
,お よび コ ンテ ナ船 と接 続

す る両端 の 陸上輸 送 機 関 との 結 合 の便 否 が,コ ン テナ輸 送業 者 間 の 争点 とな る。

この面 の 効率的運 営 を行 な うの が ヤー ド管理 であ り,運 航 管理 であ る。
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各 コ ン テ ナ ・ タ ー ミナ ル,各 支 店

主として対官庁 ・荷主関係情報

図 一⑪

主 として コ ンテ ナ ・ター ミナ ル

関係情 報

荷 物 輸 送 管 理 の 情 報 の 流 れ 図
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コ ンテ ナ ・ヤ ー ド管 理

内陸 各 地 か ら列車 や 自動 車 で コ ンテナ ・ヤー ドに搬 入 され て くるコ ン テナや,ゴ ンテ ナ船 か

ら陸揚 げ され る コ ンテ ナ,す な わ ち,輸 出 入 され るコ ン テナ を,ヤ ー ド内で滞留 させ な い よ う,

その流 れ の 合理 化 を はか る もの であ る。 これは現 在 倉庫 で行 な われ てい る荷 物 の出 し入 れ の 自

動 管理 の方 法 と 同様 な考 え方 で,ヤ ー ド内 に専 用 の 小型 コン ピュー タ を設 置 して,何 千 とい う

コン テ ナ を計 画的,規 則 的 に,迅 速 に処 理 す る システ ムで あ る。

コンテ ナ ・ヤー ド管理 のオ ペ レー ショナル情 報

の 計 画班

(D船 積 確 認 情 報

㈹ 揚地 変 更 コン テナ情 報

㈹ 緊 急 配送 コ ンテナ情 報

(IV)動 ・植検 対象 コン テ ナ情 報

(V)陸 揚 計 画書r

(V}作 業 順序 表

(帥 ブ ッキ ン グ ・ リス ト,そ の他の 情 報

(V「ti前港 まで の 種付 状 況 情報

0>0搬 入 コン テナ の 配置 一覧 表
、

(X)危 険 物 明細 書

(xD船 舶 復原 力 計算 書

ω 事 務処 理 班

(D貨 物 搬 入 届

㈹ 貨 物 搬 出許 可

佃)仮 陸 揚 コ ンテ ナ ・ リス ト

(iv)仮 陸 揚 コ ンテ ナの追 跡

(V)対 税 関 月末 在庫 調 査報告

(vD輸 出 入 貨物 の統 計

剛 コ ン テナ台 帳'

帥 コン テ ナ貸 出連 絡票

σ〉◇ 損 傷 コン テナ ・リス ト

(X)コ ンテ ナ搬 出入 日誌

コンテ ナ船運 航 管 理

コン テナ 船 で は,多 くの 種 類 の コ ンテ ナを,揚 地港 の 順序 を考 えな が ら
,ど の位 置 に横 付 け

るか とい うこ と も大 切 な問 題 で あ る。

コン テナ船 は碇 泊期 間が 短 か いの で,コ ンテ ナ の積 替 え作 業 は極 めて難 かしく,荷 役 効率 の 面

か ら も,ど うして も,最 初 か らコ ンテ ナ船 の重 心 を計算 し 復原 力 を充 分確 保 し てい る と確認 し

一1
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てか ら,そ れ に した が っ て積 み揚 げ を行 な う必要 が 出て くる。 こ うした 重心 計算 に もコ ン.ピュ

一 夕は利用 され る。. .,

コン テナ船 運航 管理 のオ ペ レ ー シ ョナル情 報'、

(D運 航状 態 に 関す る情報

(ii)荷 役 に関 す る情 報

(m:]ン テ ナ船主 要 寸 法

(iv)船 積 計 画 ・確 認書 、1

(V)重 心 ・復原 力 計算 書.'t.,

(vD内 外港 湾状 況 に関 す る情 報,,

㈹ 海 象 ・気象 状 況 に関 す る情 報

(3)鉄 鋼 一貫 輸送

戦 後,日 本 の鉄鋼 業 は,高 度経 済 成 長 政 策 に もとず く重化 学 工業 化へ の{足進 によ り,多 量 の 鉄鋼

材 の需 要 に対 応 す るた め,設 備投 資の 増 大 を図 って きた。

特 に主原 料 た る鉄鉱 石,石 炭な どの大 部 分 を海外 に依存 しな けれ ばな らぬ た めに,輸 入 原料 の 海

上運賃低減を目的として大型鉱石専用船の大量建造や,長 期用船による船腹確保などが活発に行な

わ れ今 日に至 って い る。.『

大 型 の新 鋭 製 鉄所 はすべ て臨海 に建 設 さ れ,輸 入原料 の陸 揚 げ,鉄 鋼 製品 の 輸出 面に も大 い に有

利 性 を発 揮 し,次 第 に世 界 に おけ る鉄 鋼 供 給基 地 化の 様 相 を呈 して きてい る。

また,急 増 した 国内 需要 に対 応 す るた め,鉄 鋼 メー カー の物 的 流通近 代化対 策 は,そ の 大部 分 を

海 上 輸送 に依 存 してい る た め に,海 運 と港 湾 に 重点 が おか れ る こ とにな って きた。.

日本鉄 鋼連 盟 の実 績 統計 に よれ ば,鉄 鋼 生 産 量の 約70パ ーセ ン トは国内 需要 向け であ るが,そ

れ らは更に日本の機械産業によって船舶,自 動車,電 気製品などに姿を変えて国際市場へ と輸出さ

れ る。 ・ ・

国 内市場 にお け る鋼 材 の地 域別 の 受 注量 は,全 体 の 受注量 に占 め る割合 い でみ れ ば,大 阪23.3

パ ー セン ト,東 京17.2パ ー セ ン ト,続 い て愛 知,神 奈 川,千 葉, ,兵 庫,広 島,福 岡 の順 とな って

お り,こ の8地 区 で国 内需 要 の80パ ー セ ン トを占 めてい る。 この 国内需 要 の輸 送 面 にお いて 船舶

に よ る輸 送 量 は90.2パ ーセ ン トとな ってい る。,

国 内の 流通経 路 は複 雑 多岐 に わた って お り,

1)需 要 者 の持 ち込 み渡 し.

2)商 社 倉庫,営 業 倉 庫渡 し

3)鉄 鋼 メー カーの 流通加 工基 地 渡 し

な どが あ り,こ の中 で商社 が 流通部 門 で 果 たす 役割 が 次第 に大 き くな りつっ あ る。 しか し,こ れ ま

で 一 貫 した体 系的 な ま とま りがな く,物 流 シス テム の確 立は末 だ しの 感が あ つた が・ そ の 困難 な中

に も,海 上輸 送 を 中心 とした 新 しい シス テ ム輸送 が生 まれ よ うと してい る。
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① 物流システムの確立

製造業者にとっても,す べて営業の基礎が需要の情報であるのと同様に,'輸送業者たとっても,

輸送需要の把握が重要な問題となる.需 要の早期把握とこれにもとつく輸送計画がなされなけれ

ばならない。

特にわが国の締 綱 の起動力ともなる鉄鋼原料の輸入量と,製 品の国内輸送量と輸出量は数

年後には膨大な量に達するものと考えられるので,こ の輸出入貨物の輸送需要に対応した物的流

通 シ ス テ ム を 確 立 す る必 要 が あ る。 三't'".:

鉄 鋼業 にお け る コンピ ュー タの 利用 は,製 造 過程 の 自動 制 御,原 料 お よ び製 品の 在庫 管理 か ら,

次 第に営 業所,本 社,倉 庫,工 場 を結 ぶ総 合 的 な情 報 シス テムへ と発 展 しつ つ あ る
。

また,大 量 の鉄 鉱 石 を能率 よ く輸 送 す るため
,既 に大型鉱 石専 用 船が 数多 く建 造 さ れ効率 的に

運航 され てい る。 そ こで次 に は,港 外 か 製 鉄 所 に近 い と ころ に大 規模 な 鉄鉱 石 備 蓄 所 をつ く り
,

そ こ と工 場 とを直結 した ベル ト・コ ンベ ア式 の 輸送 の 流 れが必要 とな る
。

ロ

次 に 出来 あが った 製 品 も,単 に工 場 か ら消 費 地 に発送 す るだけ で は
,各 工 場 ご とに 別 個 の輸送

手段が必要となるので当然,効 率漉 くなる.し たが。て,大 都市や工業鵬 の消費地}と近いと

ころ に各 工場,各 製鉄 会社 の共 同の 流 通 ス トック ・ター ミナルをっ くり
,同 様 に輸 送 会 社 も共 同

で,配 船,配 車 の総 合 輸 送 プー ル ・セ ン ター をっ くっ て
,一 括 輸送 を引 き受け て流通 コ ス トの 引

下 げ をはか る こ とが よ り効 率 的 であ る。 さ らに は,製 品 をプール して,各 社 が 相互 に融 通 を行 な

った りすれ ば,ま す ます効率 は よ くな る。

回⇒

原
料
輸
入

・海
上
輸
送

(
外
航

)

〔=⇒ 物の流れ

回/

図 一⑫ 鉄 鋼 一貫 輸送 シス テム の概 要

」
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<図 一12>は,シ ステ ムの 個 々の 要素 よ り も機 能の 全体的 活動 を中心 と した 一 つ の例 であ る
。

この場 合,輸 送 の節約 に重点 をお いて,輸 送費 を 引 き下げ るひ とっの 主要 な方 法 とし て
,出 荷 を

大 口に 吉 とめ る ことに注 意が 向 け られ る。 しか し,こ の よ うな考 え方 は,出 荷 予定 を遅 延 させ,

且 つ 在庫 水準 に逆 効果 を与 え る ものであ る。 すな わ ち,運 賃 の引 下 げ以 上に 在庫 費用 の増 大 を斉

らして,流 通 費用 総額 が増 え る結 果 とな る。

また,製 品倉 庫,ス トッ ク ・ター ミナル を何 ケ所 に置 くか の問題 が あ る。 そ れ等 が数 多 く設 置

さ れ れ ば,顧 客 サ ー ビス は高 ま るが,逆 に 在庫 コス トの負 担 は増大 す る。

情 報 は無 駄 な輸 送 を少 くす る力 を もってい るが,情 報 の 流れを複 雑 に して い けば情 報 コ ス トは

加 速 度 的 に上 昇 し てい く。

そ こで,そ れ ぞれ の対 象貨 物 の流 れ に対 して,情 報 システ ムの あ り方 も総 合 的 に き め られ ね ば

な らない。

この 考 え方 は,物 の 流れ と情 報の 流れ を一 体 化 させ るこ とによ って,生 産 管理 と物 的流 通 管理

の システ ム を合 理的 に結 びつ け,海 外 か らの原 材 料 輸送 か ら鉄鋼 製品 が需要 者 に 渡 る までの 一貫

輸送 シス テム で あ る とい えよ う。

このよ うに需 要 予 測 と在庫 管理 と生産 工程 を 一貫 して結 ぶ 「情 報 輸送 システ ム」 の 確立 は
,ひ

と り輸送業 者,製 造 業者 のみ で はな く,流 通 部 門へ の 進 出 をはか ろ うとす る総合 商 社が
,シ ス テ

ム ・オー ガナ イザー と しての役 割 を 果た すべ く着 々 と計 画 を進 めば じめ てい る
。

② 必要 と され る情 報

近 年 需 要 者 側の 生産計 画の コン ピュー タ化 に 伴 う納 期 の確 実 化が きび し く要 求 され るに した

がい,需 要者 の 必要 とす る鋼材 をいか に迅 速
,確 実 に納 入 す るか とい う輸 送 面の合 理 化 を推 進 す

る必要 性 が強 くでて きてい る。

この た め,コ ン ピュー タの高 度 な利用 技 術 の活 用 によ り
,日 常の オ ペ レー シ ョナル 情 報 の伝 達

手 段 とし てComputer七 〇COmputerに よ る企業 間情 報 シス テ ムの開 発が 必 須 の 条件 と

な りつ つ あ る。'

これ はく 図 一12>の 如 く,物 流面 を担 当す る船 社 が
,鉄 鋼 メー カー の 工場の コン ピ ュー タ と

結 び合 う輸 送 管理 コ ノ ビュー タ を設置 して,効 率 的 な一 貫 輸送方 式 を確 立 しよ うとい う試 み であ

る。

このシステムのために必要となる情報は,

(ガ 需要情報

品種別生産高

需要部門別生産高

鉄鋼品種別,産 業部門別出荷高

鉄鋼品種別,地 域別受注高

鉄鋼品種別,在 庫高

生産設備能力
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作業実績

④ 出荷情報

月次出荷計画

週次受払計画

日次実行計画

出荷指示書

出荷変更書

積荷予定表

積込指示書

検 査 表

σ)輸 送情報

船舶動静

配船状況,本 船入出港記録

運 賃

航路事情

輸送経路,距 離

岸壁荷役設備

荷役稼動状況(横 付け)

輸送技術.

本船スペース ・

天候状況

輸送コスト.

地域別流動表

輸送実績

←)そ の 他

包装情報

労務情報

設備人員に関する情報

成品倉庫に関する情報

荷揃状況

付・・…・

従来,運 輸関連事業は製造業に比べて,労 働集約的色彩が強 く・総支出に占める人件費の割

合は外航海運を除き,他 はすべて高かった。道路輸送の如きは40～60パ ーセン トと極めて

高く,労 働分配率もまた高くなっている。

逆に外航海運は,企 業の特性から,労 働の資本装備率はきわめて高 く'船 舶の自動化 大型
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化 の進 行 に よ って その 傾 向が ます ます 強 ま ってい るため
,そ の効 率 的活用 は,物 流 シ ステ ムの

中 にお いて最 も重要 な存 在 とな ってい る。

した が って,近 年 鉄 鋼 製品 の 国内輸 送 を受持 つ 内航 海運 は
,プ ッシ ャー ・バ ー ジ,フ ェ リー

な どの 専用 船 化 とい う画期 的 な輸 送手 段の 採用 に よ り物 流 シス テ ムの中 で 重要 な きめ手 とな り

つ つあ る。 ま た・ 配船 情 報 セ ンター を確立 して,各 社 の船 舶 を プー ル し,船 舶 動静 情 報 の迅速

な 輸 によ り・船 腹 の調整 ・ 船舶 の効 率禾・J用,S動 酬 システ ム な どを行 な うこ とによ り,鉄
'鋼 輸送

シス テ ムの 中 にお い て最 も中心 的 な存在 とな り得 る もの で あ ろ う
。

内航 海 運の 情報 システ ム の整 備 は,物 的 流通 管理 面にお け る最 も重要 な 課題 のひ とつで あ る。'

2.4.2輸 送 管理 情 報

(1)概 要'

運航 す る船腹 の 増大,専 用船 の大型 化パ コンテ ナ輸 送の登 場
,運 賃 同盟 の質 的変 化 な ど……企業

の組 織 の 拡大 化 と共 に その構 造 変 化 が進 ん で くる と
,ま す ます業 務 の全 体 を把 握 す るこ とが 難か し

くな って くる。

し たが ・て・ 企 業 内 諏 おい て は塙 報 が 適 切 に伝達 され湘 互 の鵬 が矛 盾 な く関 係 し合 い遂

行 され て・所 定 の とこ ろに必 要 な 繍 が 必歎 時}・鰭 され
,且 つ それ ぞれ の職 務 関 す る指 導 と,

それ ぞれの レベ ル に おけ るオ ペ レー シ ョナル な意思 決 定
,計 画遂行 が 合 理的 に行 なわ れ る こ とが 重

要 とな る。

当社 の 場合 は,企 業 内 の現業 活動 を中心 とす る内 部情 報 を基 と して
,輸 送 管 理の た めの 基礎 的 資

料 とな る ところの航 海 収支 採算 シス テ ムが確立 し てい る。<図 一14><図 一15>参 照

更 に世 界 の七 洋 に わた って運 航 す る船舶 の各 種 の 情報 と
,企 業 外部 よ りの 輸送 活動 の た めの 諸 情

報 を総合 化 す る複 合輸送 管理 シス デ ムの確 立 に むか っ て進 ん で い る
。〈 図 一16>参 照

しか し・ 本 章 で は海 運企業 に お け る輸送 管理 の た めに必要 とされ る情 報 につ い ての概 要 の み を述

べ るこ とに した。

② 航 海収 支 採算 表'

① 利 用 目的

営業 活動 の 実態 を部門 別(定 期 船,不 定期 船,専 用船,タ ンカー,コ ンテ ナ船)あ るい は航 路

別にデー婿 雛 分析し・その状況を迅速,的 磁 把握して収支要因の追及権 易,す る.ま た,

短期の採算予想,各 種の計画のための重要な基礎的資料となる。

② 内 容

その内容は次の如きものである。

注……

の 運航費

一 船舶を運航することにより直接生ずる経費一

荷物質

船内荷役費 艀賃・起酷 使用料,蜘 醐 作業料等々
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各部門操業に
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デ ー タ情 報

⑳

⑳

労 務,人 事
デー タ情報

財 務 に 関 す る
デ ー タ 情 報.

諸 経 費 の 分 析

(コ 『ス ト分 析)

航海収支 採算
実績表

会社

各 門

@
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運航管理

部 門 ・

理
門

経
部

経理 ・

営業部門

収入に関 する

データ情報
支 出に関す る
デー タ情報

⑳
(あ ・

図 一⑮ 収支 採 算 の デー タ情 報 の 流 れ



1

声

や
N
ー

情
報
供
給

姫 鱒⑳

複 合 輸 送 管 理 シ ス テ ム

(経 営情 報 システ ム)

T－ 一 ー ー 一「
Il

`
一 －T-一 一'

1
`

一 一 一 「

　
t

「一一 ー一一 一 丁
11
11

11

1
}

も

了

1
{
{

情
報
供
給

基 本 シ ス テ ム

サ ブ ・シ ステ ム

ピ;勤
莞

サ ブ ・システム

〔船舶 運航管理 〕

含,技 術 管理

連 携

システム

(財 務管 理)

連携 システ ム

(人誘 務)

↑

タの船舶へ の

運航 自動 化計画

` 蘂(㊥

コ ン テ ナ輸 送

シ ス

コ ン ピ ュ ー タ

船舶動静プ ログ ラ ム

開 発'

予 測

シス テ ム

デ ー タ ・

バ ン ク

■ 情 報

フ ァイ ル

図 －G6} 複 合 輸送 管 理 シス テ ムの 概 要

シ ス テ ム

' か ▲



■

■

4

、

み

・611̀

1

～
「

「l

I

`

ー

ー

ー

【

1

1

ー̀

ー
I

l

:̀

1

ー
`

)

〔「

`
`
.

`

1

ー|

|ー

1

I

Ì
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高積

和難敵駆荷

算実

当引

計費切符

金弁物荷

質料燃

L/K

費港

費河運

費難航運

計費航運純

益損航運純

ωB/C

質店航運

費連関ナ分コ

計費航迎総

益損航運

②B/C

計費船純.※

質店用足

費

利店船繰設

)補利(

計費船田

料船賃

料船借

額髪

計費経舶船
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額却償通普
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膨
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費

運

航
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益

船

舶
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益

●
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荷物弁金

貨物の損傷,不 足,抜 荷等の船主の負担損金

港湾経費

通常は港費といっており,屯 税,灯 台料,水 先料,岸 壁の使用料等々・…・・にかかる経

費である。

運河料

燃料油費

運航雑費

船舶電話料,本 船発信の無線,電 報料等々

(イ)船 費

一 運航の有無にかかわ らず船舶の維持上必要な経費 一

船員費

乗組員,予 備員の給与,食 糧代等々

修繕費

船舶保険料

船用品費

潤滑油費

設備金利

σ)店 費

一 陸上社員の給与等の人件費,文 房具,交 際費,広 告費等々一

この店費を運航のために生ずると見倣す運航店費 船員の配乗などにより生ず ると見倣す

定用店費,本 船を所有することにより生ずると見倣される裸店費,そ の他店費の4つ にわけ

られて,そ れぞれ業務比率に依って運航全船舶に負担させている。

(3)輸 送管理

① 保船管理情報

船舶は近来ますます大型化,多 種多様化の傾向にあり,船 用機関も連続高出力を要求されてい

る。一方粗悪燃料油の使用,振 動の増大,海 水による腐蝕等に起因する故障が屡々発生している。

従来,事 故を未然に防止し,稼 働率を高め安全な運航を行なうため,熟 練した乗組員による船

内整 備 と陸上修理業者の手による修繕施行が保船業務の基本的態勢であった。

しかるに定員合理化等船内就労態勢の変化 一方大手造船所修繕部門は,労 働力不足,労 働組

合の規制強化等により,強 行スケジュール,高 能率等厳しい作業条件を強い られ.る沖修理を主体

とした修繕作業には体質的に不向になって来ている。

まtこ,最近は新造船部門が高収益なるため労務,施 設面に於いて修繕船部門が圧迫あれており,

その結果,下 請に対する依存度 も高 くなり,就 航船の増加 と共に大手造船所に於ける修理は質量

共楽観を許されず,工 事を造船所に一任す る事は期待できない状態にな りつつある。
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これ らの内外の状況により,稼 働率向上と高度の整備による安全運航のため独自の陸上整備態

勢等の保船管理の近代的システム化の必要性が高まってきた。

このため,船 舶か らの航海撮要 日誌(ア ブ ・ログ)並 に船舶操業関係報告書等の,船 舶運航に

関する諸情報を基にして,航 海中並に碇泊中の船舶の動向,船 体機関の状況を分析し,技 術的,

営業的に運航管理実態を把握し,計 画整備規準の作成,部 品消費実績の追跡,造 船所対策,コ ス

ト管理,追 跡調査結果のフィード ・バ ッ ク等の資料 を作成し運航および保船管理に役立たせて

いる。

σ)船 内作業情報

各種機器の状態の把握(合 理的な修繕計画),新 造船ならびに自動化のための基礎資料,荷

物費,燃 料費,修 繕費,船 用品費等各種経費との相互関連性の把握を目的とする。

船内修繕報告

作業報告

積荷状況報告

θ 船舶動静情報

各船舶のポジションの変化 貨物の積揚重,コ ンディションの変化等をできるだけ早 く把握

することにより的確なるコスト管理,オ ペレーションの合理化 集貨方針の策定等が可能にな

り,ま たそれ等の情報の活用により予想収支採算,長 期配船計画等の基礎資料となる。

必要とする情報項目は,

入出港報告

補油量,残 油量;残 水量報告

危険品種取の有無

配船区分報告(レ ギュラー,臨 時,増 配等の区分)

'積 揚屯数報告

稼働,不 稼働報告

σ)造 船所情報

船舶法により4年 に1回 の定期検査,2年 に1回 の中間検査,そ の他,小 修理および海難等

による船体,機 関等の破損修理のために造船所が使用される。

船舶のスケジュール上,最 も適当な時期に経済的に有利な造船所を選択する必要があり,そ

の情報として,

造船所の船台状況情報

工期,工 事費の見積書・・…'等

ω 技術情報

現在の目ざましい科学技術の進歩に対応し,乗 組員の技術向上のために必要な情報である。

船舶の航法に関する資料

船舶の推進機関の資料
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自動化船のための各種科学機器資料

船舶の運航によって得られた各種分析資料

㈲ 船用品在庫管理情報

円潰な船舶運航活動を行な うため,保 船業務上の見地からと修繕費節減の一環として総合的

に機器予備品を管理し,購 買在庫管理両面の精密化,購 入消費の実態の適確なる把握,購 入指

標計画 計画的消費と規制 本船の管理意識の昂揚,予 算実績の対比 経費推移予測の容易化,

在庫数の把握と死蔵化防止等,予 備品各種に対して適正数量の算出,確 保,供 給を中心 として

合理的な運営管理を目的とする。

必要とする主な情報は,"

品目別消費報告

需要形態報告

供給業者の見積書

重要予備品移動報告書

●

¶

納品書

1.経 年 変 化 表

2.'頻 度 表

3.発 注,受 取 日数 表

4.互 換 性 を持 た す 把握

5.財 産 管理 表

予備品 予備品 重要予備品
注文書 リスト 調査書

本店

海務部

工務部

図 一間 重要 予 備 品 管理 体制
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船舶 動 静 情 報
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各船別
燃料油
統計表

　 1

俗船舷 酬
一

評 価 資 料
一

纏 燃料齪 ノ

海務部管理資料
'

一ー一 『一報 告 ・統 計 資 料

,

__報 告 ・統計資料

図一〇9
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一

分析資料　 一

海務部管理資料

分析資料

営業部,ラ イン燃 料 油 に 関 す る 管 理 体 系

参 考 資 料
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㈲ 燃料油・潤滑油の分析情報

主機出力と燃料との関係,低 質油(油 種)が 機関および人員におよぼす影響鹿 荷物(運 賃)

と補油量の吃水を主とした相関比較におけ る使用油種と補油地の関係 馬力当りの経済性等の

把握を目的として,

燃料油使用成績報告(品 質,性 状)

分析試験報告

作業報告

主機出力調査報告

消費量金額報告

補油実績報告

等の情報を利用し,燃 料油の管理体系が確立している。

② 営業(集 貨)情 報

営業活動のために必要とされる情報で,主 として集貨関係を中心に収集される。すなわら,国

内外の荷主と見倣 される企業より,発生する貨物の動向の把握が重要である。そのほか荷主に対し

て広 く輸送サービスを行なうために用船確保の必要があり,そ れ らに必要な情報も収集 しなけれ

ばならない。

ケ)荷 動きに関する情報

主要撤荷の海上荷動量

乾貨物の海上荷動量

輸出入貨物の品目別分析資料

石油の荷動動向

鉄鋼市況,原 料需要の動向

ω 顧客(荷 主)に 関する情報

輸出入貨物の荷主別分析資料

取扱荷主の品目別実績

航路別輸出入品目の動向'

企業情況 .'、

競争船集貨動向

σ)用 船に関する情報

外部情報

用船料市況,用 船料指数

船腹量の現状と推移

係船量の推移

世界造船動向,進 水船腹量

不定期船市況

一180一



●

'

`

■

タンカー市況

企業内情報としては,`

貸借船料統計

貸借船実績表

自社船,用 船の形態別一覧表

自社運航船舶の動静表

自社運航船舶の稼動明細表

⇔ 運賃に関する情報

運賃指数

用船料指数

主要航路運賃成約動向

同盟運賃

外国為替相場

企業内情報として

運賃要約表

品目別,仕 向地別,航 路別の運賃統計

運賃入金分析資料

運航経費分析資料

㈲ 港湾関係情報

・海陸複合輸送などによる輸送手段の変化に伴って,輸 送基礎施設の活動が重要となる。輸送

が大量化 迅速化 規則化するにともない,貨 物の流れ調 整することが大切となり,輸 送機

関同士の連結のため・すなわち・船舶と自動車や鑓 をっなぐために,貨 物の齢 換えや_時

的に保管する港湾設備が必要 となる。

したがって,そ の経路 積み揚げ荷を行なう場合の設備
,労 働力確保に関する状況,荷 役時

間等々が効率的な港湾活動 を行なうための重要な要素 となる。

そのため,こ れ らの活動に必要な情報に対して,正 確さと迅速さの要求がますます高まって

いる。

必要 とする情報は,

海上保安庁関係港湾資料

運輸省港湾局関係資料

港湾設備状況

荷役業界に関する資料

倉庫関連企業に関す る資料

給油,修 繕関係設備状況

港湾労働力に関する資料

、
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通関統計

企業内情報としては,

荷物費分析資料

滞船時間,料 金に関する資料

積揚貨物実績統計

その他各種資料

② 人事,労 務に関する情報

θ 要員の配置

海運企業が他産業と大きく異なる点は,そ の職場が船舶 という移動体であるというところに

特徴がある。このためその移動経路,社 員の適応性,家 庭環境等に特に考慮がはらわれる。

必要な情報は主に企業内情報であり,

船舶動静表

就労状況,就 労形態の分析資料

異動報告書

人員構成

社員の経歴

考課表…・・…・等々である。

ピ)労 働需給関係

労働力の供給に関しては,船 員という鰍 技能腰 求されるので・その供給源}まある醸 限

定される。

船員教育関係資料(含 教育施設)

船員需給に関する資料,1

労働力人口統計

雇用指数

関連企業の労働事情

◎)賃 金に関す る情報

船員の賃金が輸送 コストに及ぼす影響は大であり,そ れらに対する情報の収集は重要である。

必要 とする情報は,

各産業 との賃金対比に関する資料

各国の船員賃金に関する資料

僚社の船員賃金に関する資料

関連企業の労務賃金

海上労働組合関係資料

企業内情報としては,自 社船員の

労働時間統計
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各種給与体系の分析表

作業状況表

福利厚生関係資料……等々である。

2.5経 営 情 報確保 の 体系

2.5.1情 報の種類

「情報の収集」の項で述べた如 く,情 報の分類は内部情報と外部情報とに大別される。内部情報は

企業内情報として,す でに各項で充分に述べっ くされているので,こ こであらためて一覧表は作 らな

いo

外 部情 報 は国 内情 報 と国際 情 報 に分 け られ る。 国際情 報 は,海 外の諸 機 関 か ら直接入 手 され る もの

の他 に,い った ん 国 内の諸 機 関 を経由 して入 手 され る情 報 を も含 め る もの とす る
。

輸送 業 は業種 と して特 有 な性格 を有 し てお る関 係 か ら,プ ラ ンニ ン グな らびに オ ペ レー シ ョナル な

計 画 に際 して情 報 を活 用 す る場 合,そ の ソー スは比 較的 同種 の 情報 が 利用 され る。 したが っ て,各 種

計 画 に それ ぞれ 必要 な 情報 を リス トす る場 合 は,重 複 され た ものが 多 くな るた め一括表 と して作成 し

た。

特 に,「 海運 市況 情報 」 は 重要 な 計画 には 屡 々多 く用 い られ,共 通 な情 報 とな る。

「海 運 市況 情報 」 の 内容 は次 の如 き もの であ る。

海運 市況 情報

① 世 界船腹 量 推 移

σう 総 トン ・ベ ー ス

出所!ロ イ ド船 腹 統 計

内容:年 別

タ ンカー,バ ル クキ ャ リア,そ の他 船腹

α)重 量 トン ・ベー ス

出 所:タ ンカー は ヤ コ ブ統 計

・ ◆ 残 りは フ ァン レー統 計

内容:半 年 別

タ ンカー,バ ル クキ ャ リア,兼 用船,一 般貨物 船

② 主 要 国船 腹 量推 移

出 所:ロ イ ド船腹 統 計".

内 容:年 別

隻数,船 腹 量

③ 世界 発 注済(建 造)船 腹 量推 移

出所:フ ェ ア プレー

内容:年4同
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乾 貸 船,コ ン テ ナ船,バ ル ク キ ャ リ ア,兼 用 船,汐 ン カ ー

注:AFP電 によ る場合 もあ る

④ 運 賃,用 船料 指 数 ≒1・i1

出所:ノ ル ウ ェイ ジ ャン ・シ ッビ ング ・ニ ュー ズ

英 国海運 会議 所

内 容:月 別

不 定期 船 運賃,タ ンカ.一運賃,定 期 用 船料

⑤ 主要航 路 運 賃成 約動 向,

出所:各 種 機 関

内容:月 別 一'.・

穀物,石 炭 鉄鉱 石,ス ク ラ ッ・プ,原 油

地 域:ガ ル フ/西 欧(穀 物)

"北 米 太平洋岸/日 本(穀 物)

ガ ル フ/日 本(穀 物)

ハ ンプ トン ロー ズ/日 本(石 炭)

豪州 東岸/日 本(石 炭)

豪 州 西 炭/日 本(鉄 鉱 石)

ノーザ ン レ ンジ/日 本(ス ク ラップ)

ペ ル シ ャ湾/英 欧(原 油)

ペ ル シ ャ湾/日 本(原 油)

⑥ 成 約 状況(世 界 自由 市場)

θ 乾貨船 航 海 用船,定 期用船 成 約 量 年 別推移

が ㌦ －

it

、

わ'.

資 料:W,,tinf・rm.・DryCarg・WeeklyM・ ・k・tS・ ・vice

内 容:連 続 航 海,シ ン グ ル 航 海 別

石 炭 穀 物,ス ク ラ ッ プ,鉱 石,砂 糖 肥 料 化 学 品,木 材,そ の 他

成 約 件 数,成 約 量

ピ)乾 貨 船 航 海 用 船,定 期 用 船 成 約 量 月 別 推 移

資 料:W,,ti・'f'・ ・mD・yC・rg・WeeklyM・ ・k・tSe「vice

内 容:連 続 航 海,シ ン グ ル 航 海 別'一'

石 炭,穀 物,ス ク ラ ッ プ,鉱 石,砂 糖,肥 料,化 学 品 〆 そ の 他

成 約 件 数,成 約 量 才 、

注:定 期 用 船 は ト リッ プ 契 約,期 間 契 約 別 に わ け る。'

◎)日 本 向け 乾 貸 船 航 海 用 船 成 約 量 ∵ ∵'・:く ∵

資料:WestinformDryCargoWeekly:Ma・rketSe・rvice

内 容:連 続 航 海,シ ン グ ル航 海 別.±
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「

年 別 ・㌦..・ 出

石 炭,穀 物 ス ク ラ ッ プ,鉱 石,砂 糖, .肥 料 バ 化 学 品 〆 そ の 他

⇔ 同 上,総 成 約 最 中 の シ エ ァの 推 移 ＼ ,一 一 、,,∵ ∵ ゴ ….

㈲ タ ン カ ー シ ン グル 獅 用 船 成 纏 鵬 ・∴_・ ..㍉:

年 別;、, ,

資 料:ウ エ ス テ ィ ン ・ ・ 一 ム,マ ン ス リー,タ ン カ ー ,ブ レ テ ィ ン.

内 容:ダ ー テ ィ 油,ク リー ン油 別 ,.…,、

地 域 ・北 ア 刈 カ ー ペ ・レシ ・ 湾,カ リブ,ガ ・レフ ・ カ リ ㍗ ・に ア,そ の 他

ヨ ー ロ ッパ ～!xOル シ ャ 湾 カ リブ
,ガ ル 不 ・1カ リ フ ォ ル ニ ア,そ の 他

極 東 ～ ペ ル シ ャ 湾 カ リ ブ,ガ ル フ ・ カ リフ ォ ル ニ ア,そ の 他

そ の 他 ～ ペ ル シ ャ 湾 カ リ ブ,ガ ル フ ・カ リ フ ォル ニ ア
,そ の 他

月 別;!・.・

資 料:年 別 と 同 じ
,)

内 容:年 別 と同 じ

地域:年 別 と同 じ

φ)タ ンカー 連続航 海用 船 成約 量推 移

年 別;

資料:マ リタ イ ム 。 リサ ー チ

内容:ダ ー テ ィ油,ク リー ン油合 計

成 約 船舶 隻 数,延 輸 送量'・

地域:ペ ル シャ湾/欧 州,日 本 そ の他 .' .`

カ リブ ・ガ ル フ積,地 中海,そ の他 積

月別;

資料:年 別 と同 じ

内容:ダ ー テ ・油 ・ ク リー ン油
。

合 計

延 輸 送 量 の み

地 域:年 別 と同 じ 、、,

㈲ タン カー定 期用 船 成 約 量推 移

年 別;

資料:マ リ タイ ム ・リサー チ

内容:用 船期 間,隻 数

月 別;資 料 内容 と も年 別 と同 じ . 、 ・

ψ)日 本向 け タ ンカー 成約 量

資料:マ リタ イ ム ・リサー チ
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内容:年 別

シングル航海,連 続航海別

θ 同 上・総成績 中のシェアの推移

(コ)四 半期 末現 在 定 期用 船 中 タ ン カー船腹 量 見通 し

資料:マ リタ イ ム ・リサー チ

内容:成 約 分

期 中返 船 量 期 中用 船 開始 量

⑦ 主要撤 荷 の海 上荷 動 量

出所:フ ァンレー 統 計

内容:年 別

輸送 トン マイル

'鉄 鉱 石
,穀 物,石 炭 ボ ー キサ イ ト ・アル ミナ,燐 鉱石

⑧ 日本 の鉄 鋼 生産,出 荷 量 推移

資料:鉄 鋼 統 計月 報

内容:月 別

銑鉄 生産 量 粗 鋼 生 産 量,普 通鋼 圧延鋼 材の 生 産 量,出 荷 量 輸 出 量,在 庫量

⑨ 日本 の輸 入 鉄鋼 原料

輸入,消 費,在 庫 量推 移

資料:鉄 鋼 統 計 時 報

内容:月 別

輸 入鉄 鉱 石,輸 入原 料 尻 在 庫率

⑩ 石 油荷動 動 向

θ 世界 地域 間石 油 海 上 荷動 量

出 所:BP統 計 ・

内容:年 別

世 界 計,西 欧 輸入,日 本輸 入

θ 西 欧の石 油輸 入 量

出所:ペ トロー リア ム ・プ レス ・サー ビス

内容:年2回

原 油,製 油

σ)米 国の石油 輸 入量

出所:ペ トロー リ ァ ム ・プ レス ・サー ビス

内容:年 別

原 油,製 油

一186一
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⑪ 兼 用船 就 航状 況

資 料:各 種 機 関

内容:月 別

石 油/乾 貨 物

構成比

⑫ 標準 船 舶 の船 価 推移

出 所:フ ェ アプ レー

内容:年2回

貨 物船(13/11,000D/W)

バ ル クキ ャ リア(25
,000D//W)

⑬ ポ ン ド油 公示価 格推 移

,出 所:ペ トロー リァム ・プ レス ・サ ー ビス

内容:月 別'

L/丁 当 り重 油

ARA,星 港

8

●
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国 内情 報の 種 類,必 要 度,充 足度,利 用 部門 等ID－ 覧 表

情'報 の 種 類 必要度 充足度 利用部門及び階層 情 報 源 備 考

一般貿易情報 輸出入見通し

輸出入信用状接受高統計 AC 営業 ・調 査Mid-Low 日銀,大 蔵省 1/月

輸出認証統計 AB 〃 〃

一

通 産 省 〃

'

輸入承認統計 AB 〃 〃 〃 〃

世界 貿 易 量 、 AA "TOP-LOW 日銀 通産省 〃

貿易数量指数 AA 〃 〃

'
大 蔵 省 〃

貿易価格指数 AA 〃 〃 〃 〃

貿易実績統計 AA 〃 〃 〃 〃

市場別輸出入動向 AA 〃 〃 大蔵省,経 済企画庁 〃

経済貿易見通し AB 〃 〃 "
,各 銀 行 1/月,1～4/年

'

一般経済貿易事情 AB 〃 〃 新 聞,雑 誌 随 時

主要輸出入商品

輸出入通関統計 AA 営 業Mid-1、ow 大 蔵 省 1/月,磁 気テ ー プ

主要商品輸出入統計 AA 〃 〃 〃 〃

商品別分類

相手先 ・商品別分類

商品 ・相手先別分類

生産現況見通し'

主要物資生産(統 計) AA 言周 査Mid-Low 通 産 省 1/月

主要原料需給見通し(各 種資料) AB 企 画 ・営業 〃 新聞,雑 誌,各 機 関 随 時

q

'
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情 報 の 種 類 必要度 充足度 利用部門および階層
、

情 報 源 備 ン 考

鉱工業生産統計 AB 企 画 ・調 査Mid-Low 通 産 省 1/年

鋼材品種別生産統計 BA 営業 ・調査 〃 鉄連,鋼 材倶楽部 〃

鋼材品種別出荷統計
・

BB 〃 〃 〃 〃

地域別鋼材生産統計 BB 〃 〃 通 産 省 〃

国内鉄鋼需給見通し AB 〃 〃
政府,鉄 連

外資導入制度

外資導入認可状況 BA 経理 ・調査Mid-Low 大 蔵 省 1/月
'

金融証券市場に関する情報

新たな資金調達関係 AC 経 理 ＴOP-Low 新 聞,雑 誌 随 時

金融市場市中金利関係 AC 経 理 ＴOP-L・w 新 聞,雑 誌 随 時

一般経済情報 景気動向

経済見通し AB 営 業 ・調 査 丁・P-L・W 政府,各 銀行 各機翼 1/月,1/年

、 景気動向指数 AA 〃 〃 経済企画庁 〃

日本銀行勘定 BA "Mid-Low 日 銀 〃

全国銀行主要勘定 BA 〃 〃 〃 〃

日銀券発行高および指数 BA 〃 〃 〃 〃

日銀券貸出残高 BA 〃 〃 〃 〃

資金循環勘定 BA 〃 〃 〃 〃

通貨流通高 BA 〃 〃 〃 〃

資金需給実績 BA 〃 〃 〃 " 、

産業資金供給(増 減)状 況 BA 〃'〃 〃 〃

一産業設備資金新規供給状況 βA 〃,・ 〃 〃 〃

,`
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情 報 の 種 類
'

必要度 充足度 利用部門および階層 情 報 源 備 考

各種金利水準 BA 営業 ・調 査Mid～Low 日 銀 1/月

コール 市場 資 金 BA 〃 〃 〃 〃

関連主要経済指数 AA 〃 〃 経済企画庁 〃

整理倒産件数 CB 〃 〃 〃 冴

国際収支

国際収支表(IMF方 式) AA 営業 ・調 査 ＴOP-Low

●

大蔵省 日銀,通産省 1/月

外資準備高統計 AA "Mid-Low 大蔵省 〃

外国為替公認銀行の AA 経理 ・調査 〃 日 銀 〃
◇

対外短期資産負債残高

外国為替相場 AA 〃 〃 〃 〃

外資および外国為替関係 BA "TOP-Low 新聞 雑誌 随 時

産業構造

鉱工業各業種別生産指数 AB 調 査Mid-Low 通産省 1/月

生産業者出荷指数 AB 〃 〃 〃 〃
'

生産者製品在酷 数 AB 〃 〃 〃 〃

販売業者製品在庫指数 AB 〃 〃 〃 〃

原材料在庫指数 AB 〃 〃 〃 〃

生産者製品在庫率指数 AB 〃 〃 〃 〃

販売業者製品在庫率指数 AB 〃 〃
.

〃 〃

原材料在庫率指数 AB 〃 〃 〃 〃

.

生産能力指数 AB 〃 〃 〃 〃

,

稼動率指数 BB 〃 〃 〃 〃

`
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情 報 の 種 類 必要度 充足度 利用部門および階層 情 報 源一 備 考

関連産業付加価値構成 BB 調 査Mid-Low 日 銀 1/月

製造業主要財務指標 BB 〃 〃 〃 〃

付加価値構成比 BB 〃 〃 〃 〃

企業間信用 BB 〃 〃 〃 〃

損益分岐点 B'B 〃 〃 〃 〃

国家予算

国家財政統計 AA 調 査TOP-L・w 大 蔵省,日 銀 1/年 ・

地方財政統計 AA 〃 〃 〃 〃

財政資金対民間収支 AA 〃 〃 日 銀 1/月

租税および印紙収入実績 BA
.

"Mid-Low 大蔵省 〃

国債 ・借入金等の債務 BA 〃 〃 〃 〃

消費動向

消費者動向予測調査 CA 調 査Mid-Low 経済企画庁 4/年

消費水準 cA 〃 〃 総理府,農 林省 1/月

● 国民所得統計 BB 〃 〃 日銀,経 済企 画庁 〃

消費者信用供与状況 CA 〃 〃 〃 〃

消費関連指標 B'A 〃 〃 日 銀 〃

物 価

卸売り物価指数 BA 調 査 ＴOP-Low 日 銀 1/月

消費者物価指数 BA 〃 〃 総理府 〃

東京小売 り物価指数 CA 〃 〃
東京商工会議所 〃

工業製品生産者物価指数 BA 〃 〃 日 銀 〃
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情 報 の 種 類 必要度 充足度 利用部門および階層 情 報 源 備 考

製造業部門別物価指数 BA 調 査Mid-Low 日 銀 1/月

輸出入物価指数 BA 〃 〃 〃 〃

料金指数 cA
〃 〃 〃 〃

業界な らびに 主要企業
関連企業情報

同業他社一般動向 AB 調 査 ・営 業 丁・P-L・w 各新聞,雑 誌社 随 時

有価証券報告書" AA "Mid-Low 各船社(6中 核体) 2/年

,

各社営業報告 AA 〃 〃 各船社(大手10社) 〃

各社船舶建造計画 AB 〃 〃 業界団体,社 内 随 時

企業経営統計 AB "TOP-Low 大蔵省 1～4/年

投資統計 BB "Mid-Low 経済企画庁 1/年

技術動向
.

新聞,雑 誌類の調査 AB 海 務 ・工 務Mid-Low 新 聞,雑 誌 随 時

造船各社技術報告
AB 〃 〃 造船各社 〃

船社各社技術報告
AB 〃 〃 各般社 〃

港湾各社技術報告
AB 〃 〃 港湾各社 〃

●

●
'

● ■
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国 際 情 報 の種 類,必 要度,充 足 度,利 用部 門等 の 一 覧 表

情 報 の 種 類 必要度 充足度 利用部門および階層 情 報 源

世界経済, 各国経済,貿 易政策 AB 営業 ・調 査TOP-L・w

〆

国連,各 国政 府,

貿易見通し
各国国民総生産 AB 〃 〃 OECD,NIESR,

各国経済成長率 AB 〃 〃 IMF,EEC,

世界貿易指数 AA 〃 〃 政 府,大 蔵省,

各国鉱工業生産指数 AB 〃 〃 外 務省,通 産 省,

各国農業生産指数 AB 〃 〃 運輸省,経 済企画宇

各国主要原料生産高 AB "Mid-Low 日銀,各 銀 行,世 界

各国主要製品生産高 AB 〃 〃 経済 情 報 サー ビス,

各国卸売物価指数 BB 調 査" 世界経済調査会,

各国消費者物価指数 BB 〃 〃 世 界貿 易 セ ンタ ー,
戸

世界主要商品相場 BB 〃 〃 日本経済団体連合会,

主要国株価指数 BB 〃 〃 日本鉄鋼輸出組合,

主要国通貨供給高 BB 〃 〃 日本鉄鋼連盟,

主要国中央銀行公定歩合 AA 営業 ・調 査Top-Low 日本貿易振興会,

主要国市中金利 AA 〃 〃 三菱経済研究所,

.

各国国際収支 AA 〃 〃 その他の各機関

各国国家予算 AA 〃 〃 新聞,雑 誌 社内
＼

各国国民所得 BB " .Mid-Low'
A

各国失業率 BB 調 査"

各国産業構造変化 BB 営業 ・調査 ＴOP-Low
A
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情 報 の 種 類

海 運 市 況

船 腹 需 給

不定期船市況

運賃市況推移

成約量の推移

用船料市況推移

鉄鋼業動向

タンカー市況

タンカー市況推移

成約量の推移

石油生産高

石油産業動向

世界石油消費量

船腹需要

世界貿易量

各国海運政策

海運補助金

船腹拡充計画

造船保護政策

主要貨物海上荷動量

石 炭

鉄鉱石

穀 物

石 油

◆

必要度 充足度

A

A

、A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

B

B

A

A

A

A

A

A

A

A

利用部門および階層

営 業 ・調 査Mid-Low

〃 〃

〃 〃

〃 〃

営 業 ・調 査Mid-Low

〃 〃

〃 〃

,'〃

〃 〃

営 業 ・調 査 丁・p-L・w

営 業 ・調 査 ＴOP-LOW

〃 〃

〃 〃

営 業 ・調 査Mid-Low

〃 〃

〃 〃

営 業 ・企 画"

調 査

情 報 源 備 考

各 国政 府,国 連,

EEC,0]i】CD,

英 国 海運 会 議所,

大 蔵省,外 務 省,

運 輸省,通 産 省,

鉄 連,石 連

新聞,雑 誌,

社 内

各 国政府,国 連,

OECD,IME,.

FAO,

運輸 省,通 産省,

鉄連,石 連,

輸 入食 糧 協 議会,

日本 造 船 工業 会,

各銀 行,新 聞,

雑 誌 社 内

主 な 新 聞,雑 誌 関 係

NorwegianshiPPing

News,

WestinformService,

MaritimeResearch,

Fearnley&EgerSt

EggarForrester,

LIoydsそ の 他

主な新聞,雑 誌関係

Th。Fi。 。n,i。1Tim。,l

Fearnley&Egers,

WestinformService,

JohnI.Jacobs,

Fairpla)r,

Maritime

Engineering/ノLo9,

EggarForrester,

ReuterReport,

Llo.ydsそ の 他
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情 報 の 種 類

輸送 コス ト

動 向

雑 貨

地域別荷動量

平均輸送距離推移

各国船種別建造動向

各国経済,貿 易政策

船腹供給

世界船腹量

船腹供給構造動向

コンテナ船

自動車専用船

鉱/油 兼用船

その他特殊船

船腹動向

タンカー

バルクキャリア

ー般貨物船

その他専用船

各国海運政策

船 価

燃料価格

運賃同盟

運賃協定

必要度 充足度

A

A

A

A

.A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

B

A

A

A

A

B

A

A

.
A

A

A

A

A

A

利用部門および階層

W㎞+

"

皿
画企

査
業
講

堂

㎝PTo

画企
杏

葉
調

営

画企
査

コ

　

業
調

営

〃

画

.

企

査

業

調

営

〃

〃

〃

査
移

調
海

.

業
画

営
企

〃

、

〃

T・P'
.L・w

Mid-Low

〃

〃

〃

情 報 源

Mid-Low

〃

〃

〃

TOP-Low

〃

頑 一王・w・

、'皿b恒L・w..L.

各 国 政府,OECD,

国連,運 輸 省,

通 産省,鉄 連,石 連,

新聞,雑 誌,社 内

運 輸 省,通 産 省,

日銀,外 務 省,

,全 日海,II、O,

新 聞,雑 誌,社 内

備 考

主 な 新 聞,雑 誌 関 係

JohnI.Jacobsg

Fairplay,

Fearnley&Eger8,

Maritime

Engineering/ZO9,

LIoyds,そ の 他
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情 報 の 種 類

輸 送 事 情

輸送協定

技術革新

港湾事情

航路事情

海員組合

船員賃金

各国通貨事情

航路事情

海 図

海 象

航行権

港湾事情

港湾政策

港湾法

港湾施設

港湾運送

港湾労働

内陸輸送事情

鉄道輸送

自動車輸送

河川輸送

通 運

●

必要度 充足度

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

A

B

B

B

A

A

A

A

B

B

B

B

B

B

B

A

A

B

B

利用部門および階層

営業 ・調査
企画・港務
海務 ・工務
企 画

港務 ・営業企
画

海 務

海務 ・営業
労 務
〃 〃

営 業 ・調 査

海 務

〃

"

海務 ・営業企
画

〃

〃

〃

〃

画企
業

　

ぴ

業
事

営

〃

〃

Top-Low

Mid-Low

σ

●

〃

〃

〃

Mid-Low

〃

〃

Mid--Low

〃

〃

"

〃

Mid-Low

〃

"

"

情 報 源

各 国政 府,

関 係 機 関,運 輸 省,

建 設省,通 産省,

海 上 保安 庁,

社 船 報告,

外地 支 店 報 告,

新 後,雑 誌,社 内

備 考



●

情 報 の 種 類 必要度 充足度 利用部門および階層 情 報 源 備 考

道路整備状況

国際標準規格

AB

AA

営董 ㍗M・d-L・w

営業 ・工 務"

情 報収 集 の た め に利 用 され る主 な資 料 ・刊行 物 の 一 覧 表

ー

　
・●

や

ー

名 称 発 行 所 形 態 頻 度 国内,外 の別

官 庁 関 係 日本統計月報 総理府 統計局 刊 行 物 1/月 国 内

日本統計年鑑 〃 〃 〃 1/年 〃

物価統計月報(小 売価格資料編) 〃 〃 〃 1/月 〃

"(消 費者物価指数編) 〃 〃 〃 〃 〃

海外経済月報 経済企画庁 〃 "国 際

経済企画 〃 〃 〃 〃 〃

日本経済指標 〃 〃 〃 "国 内

経済月報 〃 〃 〃 〃 国内/国 際

運輸と経済 運 輸 省 .
〃 〃

内航船舶運送統計月報 〃 〃 1/月 国 内

運輸統計季報 〃 一 〃 4/年 国内/国 際

運輸調査月報 〃 〃 1/月 〃

日本貿易月報 大 蔵 省 〃 〃 〃

調査月報 〃 〃 〃 〃

通関統計 〃 〃 〃 〃

〃



ー

】

O

◎◎
ー

名 称 発 行 所 形 態 頻 度 国 内,外 の 別

通商調査月報 通 産 省 刊 行 物 1/月 国内/国 際

貿易統計月報 〃 〃 〃 〃

経済動向月報 〃 〃 〃 ■

鉄鋼統計月報 〃 〃 〃 〃

石油統計月報 〃 〃 〃 〃

銀 行 関 係 調査月報 日本興業銀行 刊 行 物 1/月 国内/国 際

〃 第一銀行 調査部 〃 〃 〃

〃 日本長期信用銀行 調査部 〃 〃 〃

、

国帰収支統計月報 日本銀行 外国局 〃 〃 〃

調査月報 〃 統 計 局 〃 〃 〃

外国経済統計季報 "調 査 局 〃 4/年 〃

日本経済を中心とする国際比較統計 "統 計局 〃 1/年 〃

調査月報 協和銀行 〃 〃 〃

輸銀情報 日本輸出入銀行 〃 6/年 〃

調査時報 東海銀行 〃 1/月 〃

東京銀行月報 、 東 京 銀 行..、.
〃 〃 〃

経済月報 三 和銀 行1 〃 〃 〃

調査月報 日本開発銀行 〃 〃 〃

経 済 メ モ, 日本開 発銀 行 調査 部 一 … ・ 一 '.〃. .〃 〃

経済調査 大和銀行 調査部 〃 〃 〃

経済月報 住友銀行 〃 〃 〃

■
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名 称 発 行 所 形 態 頻 度 国内,外 の別

団体,機 関等

・

海外生活情報 国民生活研究所 刊 行 物 4/年 国 際
の刊行物

機械工業海外情報 機械振興協会 〃 1/月 〃^》

世界経済
、

世界経済調査会 〃 〃
一`∬

WORLDTRADERS 世界貿易セジタご
'

〃 2/年 〃'

エ ネ ル ギ ー ・ ダ イ ジ ェ ス ト 日本エネルギー経済研究所
'

〃 2/週 国内/国 際

石油の開発 石油開発公団 〃 1/月 〃
「

海外鉄鋼情報 日本鉄鋼輸出組合 〃 1/週 国 際

米国鉄鋼市況速報
:

〃^ 〃 〃 〃 、

紡績月報 日本紡績協会 〃

、
1/月 国内/国 際

羊毛事情 日本羊毛紡績会 〃 〃 〃

労働と経営 日本労働協会 〃 〃 〃

雑貨と貿易 日本輸 出雑 貨 セ ン ター 〃 6/年 〃

日化協月報 日本化学工業協会
「

〃 1/月
-
W〃

日経連 タ イム ス 日本経営者団体連合会 〃 1/週 〃

経済(D資料 〃 〃 1/月 〃

日本経済研究センター会報 日本経済研究センター 〃 2/月 〃

世界穀物週報 輸入食糧協議会 " 1/週 〃

●
経済の進路 三菱経済研究所

、

〃 1/月 〃

コ ン テ ナ リゼ ー シ ョ ン 日本海上」ンテナ協会 〃 6/年 〃

,

DOORTODOOR 〃 〃 2/月 〃

、

》, THEOECDOBSERVER
`「

日本経済調査協議会
A

〃

一
2/年

'

国 際

〆 馳、'i▲ 「〉.、 〆
貿易統計月報

--一 一4 aA
世界経済情報サービス 冠

「、 、 ・ ・^べ ∨sぺ` ぺ.・ 吉'r

〃 「'
イ

'

1/月 国 内/国 際 ぷ

t
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名 称 発 行 所 形 態 頻 度 国内,外 の別

団体,機 関等 海外市場 日本貿易振興会 刊 行 物 1/月 国 際
の刊行物

海外市場白書 〃 β 1/年 〃

港 湾 日本港湾協会 " 1/月 国内/国 際
●

港湾荷役 港湾荷役機械化協会 " 〃 〃

貿易と関税 日本関税協会 〃 〃 〃

石油資料月報 石油連盟 ■ 〃 〃

石油産業論 〃 " 不定期 〃

海外造船事情 日本造船工業 会 σ 1/月 国 際

造船界 〃 " 〃 国内/国 際

経済の資料 日本鉄鋼連盟 " " 〃

月刊 鉄鋼統計時報 〃 " 〃 〃

鉄鋼統計月報 〃 " 〃 〃

海外鉄鋼統計月報 〃 " 4/年 国 際

外航海運会社経営分析 目本船主協会 " " 国内/国 際

海運統計要覧 〃 " 〃

海運労働情報 〃 " 〃

船協月報 〃 " 〃

国際問題 日本国際問題研究所 ' 1/月 国 際

国民経済 国民経済研究協会 " 4/年 国内/国 際

海外産業分析 〃 " 〃 国 際

外国海事情報 海事産業研究所 " 3/月
一

〃

海事産業研究所報 〃 〃 1/月 国内/国 際

■ '
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名 称 発 行 所 形 態 頻 度 国内,外 の別

団体,機 関等 海 運 日本海運集会所 刊'行 物 1/月 国内/国 際
の刊行物

日本船舶明細書 〃 " 〃 国 内

海運業者要覧 〃 〃 国内/国 際

海運造 船 セ ミナー 海運造船研究所 7 1/月 〃

経済と外交 経済外交研究会 ρ 〃 〃

調査月報 全 日本海員組合 〃 〃 〃

有価証券報告書による会社分析 栗田政治経済研究所 " 国 内

海運会社の経営実相 海運経済研究会 " 〃

ト ラ ン ス ポ ー ト 交通統計研究所 " 1/月 "

東洋海事評論 東洋海事経済研究所 〃 1/週 国内/国 際

輸送展望 日通総合研究所 " 〃

海運研究所報 海事研究所 〃 6/年 〃

ICC月 報 国際商業会議所 " 1/月 〃

一般刊行物 産経新聞 産経新聞社 新 聞 1/日 国内/国 際

日本経済新聞 日本経済新聞社 ■ 〃 〃

読売新聞 読売新聞社 〃 〃 〃

毎日新聞 毎日新聞社 σ 〃 〃

朝日新聞 朝日新聞社 " 〃 〃

JAPANTIMES THEJAPANTIMESLTD " 躍 〃

日本工業新聞 日本工業新聞社 ● 〃 〃

日刊工業新聞 日刊工業新聞社 、
.

■ 〃 〃

日刊海事通信 日刊海事通信社 θ 〃 〃

∨
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名 称
'

、

発 、'行 所 形 態 頻 度 国 内,外 の別

一般刊行物 日本海事新聞
`「

日本海藝新聞社 新 聞 1/日 国内/国 際

MARITIMEDAILYNEWS NARITIMEDAILYNEWS社 〃 〃 〃

DAILY"THEKAIJI"
… 二 二 ∵;.・ ど

日刊海事通信社" 〃 〃 〃

SHIPP工NGANDTRADENEWS 東京 ニ ュー ス通 信社 〃 〃 〃

DAILYSHIPPING& THEKAIJIPRESS
勇

〃 〃 〃

SHIPBUILDINGGAZETTE 〃 〃 〃

日刊鉄鋼新聞
ll'…鉄鋼新聞社

〃 〃 〃

通商弘報
・ ∫ づ

日本貿易振興会
ご」'

〃 〃

〆

、}

〃

DAILYJAPANSHIPPING
rr`,『

海事経済新聞社 〃 〃 〃

NEWS `
、

〃

日経 流通新聞
1

日本経済新聞社 〃 1/週 〃

海運特報 日本海運集会所" 〃

'

13/週 s〃

日本 コ ンテ ナー新 聞 日本 コ ンテナー 新 聞社 〃 1/週 〃

機械工業新聞 繊 工業新離 〃 3/週 〃

・

国際海 運 文
1

国際海運新聞社' 刊 行 物 1/週 〃

航洋特報 航海通信社 〃 2/月 〃

THECURRENT 潮 流 社 雑 誌 〃 〃

,卜

SHIPPINGJOURNAL(日 本 語) KKシ ッ ビ ン グ ・ジ ャ ー ナ ル 社 刊 行 物 i/月 ∬

海 運 タイ ムス 海運 タ イ ムス社 〃 3/月 〃 ト

流通経済 流通経済時報社 〃 〃 〃

中外海事新報 中外海事新報社
i: 〃

"ガ 1/週 〃'

、 「'・ 、 「

新造船工事予定表
'9

日刊海誠 信社 .i∴ 『'
」-〃

4/年 〃:
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名 称 発 行 所 形 態 頻 度 国 内,外 の 別

一般刊行物 THECONTAINERAGE
'

コ ン テ ナ ー エ イ ジ社 刊 行 物 1/月 国内/国 際

PETROLEUMPRESSSERVICE 石油論評社 雑 誌 〃 〃

(日 本語)

実業の世界 実業の世界社 〃
〃

〃

東洋経済 東洋経済新報社 〃 1/週 〃

週 刊 ダイ ヤモ ン ド ダ イ ヤモ ン ド社 〃 〃 〃

エ コ ノ ミス ト 毎日新聞社 〃 〃 〃

ALL投 資 東洋経済新報社 〃 2/月 〃

港湾特報 内外通信社 刊 行 物 1/週 〃

港 湾 ニ ュー ス 日本海事新聞社 〃 〃

世界港湾事情 航路報告書 海事新聞社 〃 〃

〃 航 路 別 特輯 シ 〃 〃 〃

世界週報 時事通信社 雑 誌 1/週 〃

、

週刊財経詳報 財経詳報社 刊 行 物 〃 〃

油槽船,専 用船速報 海事世界新社 〃 1/日 〃

日刊海運造船速報 海事プレス社 〃 卓 〃 〃

日刊航空速報 ジ ャ パ ン ・エ ー ボ ン社 〃 〃 〃
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名 称 …・ 発 行 所 形 態. 頻 度 国 内,外 の 別

,
,

ABCShippingGuide Thoma8Skinner&Co.,Ltd 雑 誌 1/月 外

CommodityTTadeStatistics UnitedNa.tion8
-

F

刊 行 物 〃 〃

ContainerizationInternatiOIla1 NationalMagazineCo・ 〃

CodeofFederalRegulaCion U.S.GovernmentPrintingOffice 刊 行 物 1/年 〃

CornTradeNews Broomhall/s 新 聞 1/週 〃

Fairplay FairplayPublicationsLtd 雑 誌 〃 〃

FinancialTimes TheFinancialTime8 新 聞 1/日 〃

FreightMaエketReport EggarForrestorLtd 〃 1/週 〃

Hansa.
qtH

.ansa"Schroedter&Co. 雑 誌 2/月 〃

.

IMFBalanceofPaymentYearBook
「

IMF 刊 行 物 1/月 〃'

IntenationalFinancialStatistics UnitedNations 〃 〃 〃

JoumalMarChandiseDeLaMaTjne 雑 誌 1/週 〃

JournalofCommerce TheJournalofCommerce

-

新 聞 1/日 〃

Lloyd!8Regi8terofShipPing 1」10yd/8 雑 誌 1/月 〃

LloydlsShipPingIndex
.刀

.

〃 1/週
9

〃

MaritimeEngineering/Lo9 MaritimeEngineering/Lo9 〃 1/月 〃

.

MaritirmeRe8earchWeekly MaritimeResearchInc. 新 聞 1/週 〃

1

Newsletter

MonthlyBulletineof UnitedNations 刊 行 物 1/月 〃

AgricultualEconomics

9L
Mont.h1アBulletineofStatisti.cs

,

UnitedNation8 〃 、 〃 〃

Moodア ノsTransportation .Moody'81nve8torsService 新 聞 2/週 〃
「.

s..' ▼
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名 称
一

発 行 所 形 態 頻 度 国内,外 の別

NorwegianShippingNews

.

NorwegianShippingNew8 雑 誌 1/月. 外

PacifficShipper
「

PacifficShipPerInc. 〃 〃 〃

PanamaCanalReview OfficialPanamaCanalPuhlication 〃 4/年 〃

」

ShipPingStatistics&Econo皿ics H。P・DrewryLtd 〃

ShippingWorldandShipbuilder BennByother .Ltd』. 雑 誌
L

1/月 〃

ShippingDigest ShipPingDige8tInc. 〃

F

Shipping&Forwarder Shipping&ForwarderInc. 雑 誌 1/月
.〃

TheEcOnomist TheEconomistNew8paperLtd 〃 1/週 〃

Westinfom]ShippingR'eport・Service WestinformService 〃 6/.年 〃

We8tinformMonthlyReport
「

〃

.

〃 1/月 〃

We8tinformWeeklyReport 〃

-

〃 1/週
「

〃

WorldBulkCarriers Fearnley&Eger8Char.teringCo.,Ltd 刊 行 物 1/年 〃

、

.



2.5.2情 報 確保 の現状 と問 題 点

現 状 に おけ る情 報 確保 の基 本 的 問題 とな る と ころは,

1.供 給 され る各 種 の情 報 形 態 が,企 業 の 目的 に そ った分 析方 法 とは結 びつ きに くい 。 また,企 .

業が 使 い易 い形 に ま と められ て い る ものが 少 な い。

2.そ れ ぞれ の 官庁,機 関,団 体 等 が 同 一対 象 を扱 いな が らも,そ の 分類 方 法 が異 った りしてい

て,情 報 レベ ルの考 え方 が 統 一 され て い ない。

3.個 別 情 報が 多 い。 これ は各 種 情 報機 関 の 間に 結 びつ けが な い た めであ る。

4.情 報 の ほ とん どが 刊行物,資 料 等 の 形 で提供 され てい るの で,企 業 にお い て は,そ れ ら情 報

を加工,複 合 化 す る必 要が あ るた め,相 当な努 力 と時 間 をっい や して お り,著 し く情 報処 理 の

効率 を低 下 させて い る。 した が って,政 府関 係機 関よ り まず'磁 気 テー プな どによ る情 報供給

の 実現 が望 まれ る。

5.企 業 とし て は,そ れ ぞれの 目的 にそ 〔 て,ど ん な情 報 を対象 に 収 集す るか,情 報 を何 のた め

に使用 す るか とい うこ とが は っ きり しない ことが多 い。

したが って,外 部か ら情 報 を収 集す るに 際 して,短 期,中 期,長 期 の 計 画 を立案 し,こ れ に

必 要 な情報 を体系 的に順 を追 って 収集 整備 し,こ れ を活 用 して い く シス テ ム を開 発 してい かな ・

けれ ばな らな い。:

と くに,情 報 その もの の継 続 性,情 報 の網 羅 性,情 報の選 民 主 題 の専 門 性 とい った ところ

の研 究 が不 足 し てい る。1

ω 内部 情報

企業 内 情 報 は,業 務 運営 に必 要 不 可欠 の資 料 が要 求 され る関 係上,そ の 必 要度 も高 く,必 要 な も

の の大 部分 は充 足 され て い る とい え る。 した が って,情 報 は十 分蓄積 してお り,且 つ整 理 が行 きと

どい てい る。

② 外 部情 報

外 部情 報 の確保 の現 状 は,企 業 と して は,情 報 の質 お よ び量 に お い て逐 次 体制 を整 えつ つ あ るが,

未 だ満足 す べ き段 階 と は言 えな い,す なわ ち,蓄 積 はあ るが,組 織 的 な整理 が不 十分 とい う現 状 で

あ る。

ま た,外 部 情報 は,長 期 収 支 計 画 の 如 き計 画に 際 しては,膨 大 な情報 量 が 必要 と きれ るし,そ れ

を利 用 す る場 合,直 接 利用 で きる もの もあ るが,そ の大 半 は 「海運 市況 」 情報 の如 く何 らか に加 工,

修 正 また は複合 化 して い る もの が 多 い。

情 報 の加 工 には,相 当 な 知識 と努 力を要 す る もの で,当 社 に おい て は独 立 し た調査 担 当部 門(調

査 室)が あ って,専 門 的 に そ れ ら業 務 に取 りくん でい る。

① 国内情報

情 報 の 入手 に おい て は,幾 分の 制約 が あ るが比 較 的容 易に 入手 で き る もの が多 い。

国内情 報で 必要 度 が 高 い に もかか わ らず 充 足度 が十分 でな い もの に,業 界 情報 す なわ ち同業 他

社動 向があ る。 経 営 計 画 に おい て は,競 争 会社の 行 動 に対 す る予 測 が 重大 な決 定 要因 のひ とっ と
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なる。 相 手の 戦 略,企 業 動向 をどれ だけ 知 ってい るか
,そ の 情 報 によ っ て目 的の 達成 度 も当然 変

わ って く るか らであ る。

公 刊 され て い る刊行 物,`有 価 証券 報 告 書,航 路 同盟 に関 す る統 計 な どを収 集 してい るが ,得 ら

れ る情報 の ほとん どは,公 表 してい る範 囲に 限 られ,十 分 に満 足 を得 る ことは 不可能 ぞ あ る
。

また・主要醒 業界の動輪 っいても,暴 きれている資料操 として・:るので,業 界'願 と

大 差 な い 。 ・'『'

6「)政 府 関 係

(D政 府関係機関よ り略 報は,搬 的に・知 情報であるが,rw内 櫟 と飴 イヒし鞭 用

し てい る現 状 に お い ては・ プ ラ ンニ ン グ情 報 として は大 体満 足 されて い るとい え よ'う
。,

しかし洛 種の統計潰 料の発表樋 く・tAe・ 一・・ナル繍 としてφ使用に1杯 扮

で あ る 。 こ'・,・'

また,現 在公表されている諸統計;白 書などは必ずしも企業が使用し易いまうにまとめら

れてはいないし,企 業は更に細部の情報を必要 としているため,大 蔵省の通関統計の如 く磁

気テープで肇 入手できうる情報は・繰 ・・と・ては励 て醐 である.確 は,'との種の

供 給 方 法 の 強 化 が 望 ま れ る。 ㍉ ・念∵,'

したが ・て・ デー タ ・・一 ドの 鮮 化 と相 模 ・て
,磁 気 テー プ,か 一 ドな ど朱 識 媒 体 に

対 す る記 録方 法,情 報 交 換用 符 号 の表 現 方法 の 標準 化 を
,政 府 な らび に民 間が協 力 し合 っ て

早 急 に推 進 す べ き時期 で あ る とい え よ う。

(ii)次 に鋼 一対象轍 ・・なが らも,訟 庁が異ると,必 紬 に分勤 法力・異。てお り,願

に際してめ不便 さが目だっている。今後は,単 にそれぞれの官庁の行政目的にとどまらずに
'各 業界の要望を加味したNIS的 な統一された機構の確立が切に$'まれる

。

⑪ その他 公社・鋼 などか ら発行さ敵 いる情蹴 ,鋼 れ てい一るものが限 姑 ている

が,収 集 す れ ば か な り役 立 っ もの が 多 い よ うに 考 え られ る
。 ユ:

e)'業 界 団 体,各 種 機 関 そ'の他'・'∴'「

これ らのうち大部分は・加入,入 会などによ・て麟 を締 的に入手でき得るという刈
ッ

トがあるが,情 報の多 くがその業界内部だけに流通する統計が多い
。'〉 「 一

学術研究機関か ら得 られ る情報は・ そのままでは極めて有用性に乏しいし魂 査専門機関は

主に依識 醐 究によ疏 で塙 報は価値あ・ものが多いが
,特 定のれ カ、入手でき如 。

θ 出版機関1'ご

商業醐 礁 轍 加工作成しそいるものが多いため溶 易に入手できるが
,搬 的であり,

専門的に利用する場合にぼ不十分である。また,'正確度にも次 陥がある。

② 国際 情報 ・'∴ ∫'.'・,.

国 内 の関 係機 関 よ り入 手 す る場 合 は,制 約 が あ るが比 較 的容 易 に入手 可 能 な もδが多 い
。 しか

'し
,海 外 よ り直 接 入手 す る 国際 情報 は,収 集が 他 の情 報 の入手 状 況 に比 べ て困 難で あ る

。

と くに,主 要 国 以外 の情報 は,体 系 的に 集 め るこ とに大 きな困 難 が乏 も'ない,'各 社 が それ ぞれ
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に実 施 して い る現 状 では 効率 的 で はな く,そ の コ ス トも増加 の傾 向 にあ り・ 海外 情報 収 集の た め

にNISと の密接 な る関係 にお いて 国 家的規 模 での 機関 の 設立 が 望ま れ る。 現 在 の 国際 情報 は,

ア メ リカ の情 報 に指 向 し てい るむ きが 多 く,東 南 ア ジ アや ア フ リカ,そ の他 に 関 する情 報 の収 集

が切 に必要 とされ る もの であ る。

この た め,特 殊 法 人組 織 で あ る ジェ トロ(日 本貿 易振 興 会)の 一層 の充実 化 が期 待 され る。

の 需要 度 の 高 い 情報.

海運企 業 にお いて 国際情 報 の うち最 も必要 とされ る情 報 は 次の如 き もので あ る。

一般 貿易 事情 で は,・

輸 出入 見通 し

主要 輸 出入 商 品

主 要企 業

生産現 況 見通 し

一般 経済 事情 そ の他 で は,

景 気動 向

経済成 長率

産業 構 造

国 際収 支

ω 海外 よ りの入 手状 況

(Dア メ リカ は,他 の国 に比 べ て極 めて情 報 化が進 ん でい るた め,情 報量 の豊 富 さ,迅 速 性,

正確 性 な ど質的 にみ て も,す べ ての 点 にお いて 水準 が高 い。 した が って,経 済 情 報,貿 易情

報 その他 につ い て も入 手可 能 な もの が 多 い。 と くに刊 行物 な どは利用 目的 にそ って各 種 の形

に揃 え られ て い る。 また,マ イ ク ロフ ィル ムの 形 を とつた情報 が 多 く,こ れ に よ る入手 方式

をし ば しば採用 して い る。

商 務省 を はじ め と して経 済 関係 官 庁 よ りの情 報 は,多 くの活 用 の対象 とな る うえ,海 運 企

業 と して最 も必 要 な 貿易 統 計 も完備 され てお り,そ れ等 の利用 価 値 は大 きい。

(ii)西 ヨー ロッパ は,従 来 は情報 の多 くが 国単 位 の もので あ る うえに,発 表 伝 達 の 方法 が 閉

鎖的 で あ っ た。

しか し,最 近 は,EEC,OECDな どの地 域 統 合機 関,多 国 間機 構の共 同体 の確立 な ど

にょ り,そ の情 報 基 盤 が ととのってきて いる。貿易 統 計 に つい て は,未 だ部 分的 に欠 落 され て い

る場 合が あ り,た とえば,商 品 に よって は生 産統 計や 輸 出統 計 にっ いて 一方 が不足 してい る

と き,そ れぞ れ の 統 計か ら逆 に欠 落 され て い る部 分 を推 定 す る こ とが あ る。

情 報量 の豊 富 さ,正 確 性,迅 速 性 そ の他 に おい て は,英 国,フ ランス,西 独 オ ランダ な

どが 水準 が 高 い。

と く.に英 国 は,他 国 に比 し て貿易 関 係 の 統 計・ 資料 が整 備 されて お り・ 利用 頻 度 の 高い 情

報 が多 くよ く利用 され る。

一208一

■

ノ



4

■

⑩ 輔 ア ジ アは・ まだ 櫟 収集 対 象 とし ては その水準 は 低 く
,情 報の 伝 送 もお そい.ま たそ

れ ぞれ の事情 に お い て 国別 に著 し く不 均 衡で あ る。

したが って,情 報 源 の大 部 分 は政 府 関係 機関 に よ る もの で
,民 間機 関 は ほとん ど皆無 の状

態 とい ってよ か ろ う。 情 報量 の少 な い こ と以外 に
,正 確 性 を欠 き新鮮 さに も乏 しい。

⇔)入 手先

国際 情報 の主 要 な る入 手 先 は,'

D国 内の 刊 行 物

ii)海 外 支店,駐 在員

の 両 者が最 も多 く,次 に 。

iji)海 外 の刊 行 物

jv)国 内 の外 部 機 関

な どの デ ー タ,資 料 がよ く利用 され る。

V)海 外 の取 引先

vi)海 外 の諸 機 関

か らの 情 報入 手 は,上 記の4者 に比 べ て比較 的少 ない。

そ の ほか,企 業 よ り直接,海 外 の対 象 地域 に調 査 員 を派 遣 し て情 報 を収 集す る場 合が しば し

ば あ る。

以 上 を総 括 し て,今 後 の情 報 処 理 の体 制 と しては,対 象業 務 の性格 上,企 業 内部 の体 制 を強 化 し

な が ら,外 部 機関へ の 積極 的依 存 を高 め る方 向 が良 策 と考 え られ る。

〆
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3.情 報 収集処理 組織 とEDPの 役割

EDP関 係 ス タ ッ フは,情 報 に つ い ての コス トは解 明す る ことが 出来 るが,み ず か ら作 成 してい る

情 報 の価 値 が どれ だ けあ るか は わか らない 。反 対 に,経 営者 は,情 報 につ い て の価値 判断 は出 来 るが・

しか しそれ が どれだ け その情 報 を作 るの に コス トがかsる か は知 らない。 した が って,経 営者 とED

P関 係 ス タ ッフの間 に は効率 的 に結 ばれ る体 制 が必要 で,企 業 内情 報 セ ンター と企 業 外 部に お け る

NIS(ナ シ ョナル ・イ ンフ ォrメー シ ョン ・シ ステム)の 確 立 が 問題 解決 の1つ の ポ イ ン ト.とな る。

■

t

3.1企 業 内情 報 セ ン ター

近年,コ ンテナ船,専 用船の増強,運 賃同盟の質的変化等タ,海 運企業の構造変化は更に窄みつつ

あり,今 後は多大の問題を抱 えながら,当 社の経営規模 も飛躍的に増大し・?っある。 、

此の様な企業環境の変化と複雑化に対処するためには,企 業経営を益々近代化してい く必要がある。

すなわち,こ の複雑な変動の中で,現 在及び将来の企業のチャンスとリスクを適確に予測し・最善の

族 獣 靖 繰 の醜 綻 を宿 案 めの第一酬 として・膨大化レてい く様嫁 データ繍 の中

か ら企 業経 営 に役 立っ 情 報 を,正 確,迅 速 且 っ経 済 的 に把 握 し得 る必 要 性 があ る。 .,'

二 方,,ルTチ ン7ー ク処理 シ ステ 令の確 立 に よ り組 織及 び事 務 セ ステ ムの簡 素化 ど合理 化 を行 ない・

よ り質 の高 い仕 事 を行 な う と共 に, .ハン ドリ ング作 業 な どの オー トメー シ ョ ン化 をはか りなが ら・ 人

件 費の節 減 は勿 論,生 産性 の飛 躍 的 向 上 をはか り,経 済性 と合理 性 の徹 底 的 な追 求 を行 な って ・ 激烈

な国際競 争 に打 勝 たね ばな らな い。

此等 の 条件 を可 能 たす るよ う,人,コ ン ピュ ー タ,端 末装 置,通 信 回線 を媒 体 として情 報 を その 発

生 地点 か ら即 時収 集 し,必 要 とす る時に 必要 とす る人 に伝 達 し,且 つ 企業 の情 報体 系 を 一元 化 す る必

要 が あ る。

情 報 の豊富 な現 代,大 切 な こ とは管理 者 の時 間で あ り,注 意 力で あ る。 それ に は,必 要 に して正 し

い情 報 を提供 す るこ とにあ る。

特 に トップの た めに は,情 報 を高 度 に 分析 し,エ キス だけ を蓄積 す るこ とが必 要 で,今 後 は どこに

なに があ り,ど うす れ ば手 に入 るか を知 る ことが情 報 収集 の主 眼 とな る。

3.1.1通 信 シ ステ ム の 活用

(1)デ ー タ通 信

企 業 内 情報 センターの コン トロール 機能 の よ り効 率 的 な進 展 のため に は,デ ー タ通 信 シス テムが重

要 となっ て くる。

す なわ ち,迅 速 なデ ー タ処 理,タ イム リーな情 報 提供 の 必要 性 は,社 会 の高 度 化 が進 むほ ど・ そ

の要 求 が増 加 して くる。 その た め高 度 な管 理技 法が 必要 とな り,デ ー タ通 信 シス テム が脚 光 を浴 び

るよ うにな る。

ノ
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此 れ は コ ンテ ナ継 ・・ テム の例 に み られ る如 く
,外 部 デー タ,外 部 繍 利 用 の機 会 の猷 、、よ

っ て・ よ り大 きな 広い シス テ ムを構成 す る よ うにな り
,世 界 の 特戸 口か ら戸 口 まで ・の 一貫 輸送 方

式 は・ 慣 デ ー'一夕処 理 方式 を形 成 させ る有機 的 な鰭 課 す もの とな る
.輸 送 業界SCIo・L・ても1970

年 代 は,デ ー タ通信 システ ム と コ ンビ。ユ一 夕機能 の結 び合 い に よって
,大 規模 な組 織 の編成 が可能

とな って き てい る。

此 の 方 向 は慨 に 前述 してい る様 に
,製 造 業 と商 社,継 会社 との間 に お け る製 禰 送源 欄

輸 送 に関 す るネ ・ ト・一 クの形成 や,製 造 業 と商 社,代 理店澗 屋 との 間 の製 品 の販 売 に関 す るネ

ッ トワー ク・航 空会 社 と旅 行 あ っせ ん業 との間 の 航 空券 予約 に関 す るもの等 々__数 多 くの シス テ

ムの登 場 が予 想 され
・ 今後 の企 業 の効率 的活 動 の 要素 とな るばか りでな く

,企 業 の将 来 を決 す る重

大 な問 題 に発 展 す るこ とは疑 い もない こ とで あ る
。

・ 此 れ は共 存共 栄 の思 想 で あ り補 力 な関 連 企業 が 合理 的 に
,お 互 いに 鰍 を… ゴ て結 び疏

新 しい 時代 の繁 栄へ とむ か って行 く もの で あ る
。

次 に・ 此 れ らの機 能 を締 し,立 体 的 利用 の 段 階 にな ると,デ,ス プ ・イ鑓 の活 用 力× き 揃

面 に でて く る。

(2)デ ィス プレ イ装i置

情報処理のリア・レタイム化と並んで重要燗 駄 ・ン・・一夕の・/・ のための端末編 であ

る・これは使用者畷 も飽 の少ない点力・ら
,イ ・ク・・ア呵 能嫡 顯 目をテーブルにし,デ

ィスプレイ装置を通じて・人間とコンビ。ユ一夕が直接会話する方式が最 も有望である。
当社では昭和46年1月 より・営業部門・・デ・スプ・・装置織 置して摘 主よりの照会㍊ ,

運航全搬 の醐 状況の把握など剛 用し,嚇 ザ ビ・の銚 効鞠 な運航調 の作成等に応

肌 ている・此のシステ・のね らいは,い つれ将来,騨/荷 主間の臨 回線利用による。ンピユ
ータの活用により

・効率的情 報交換 システムの確立を目標としている。
また・営業部門におけるデ・スプ・イ鑓 の踊 は

,判 断業務のための有力嫉 め手となるオペ
レーショナル情報の提供にある

。

〈 図 一20日 本 郵船 の コ ン ピュー タ ・シス テ ム〉 参 照
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3..1.2コ ー ド ・帳 票類 の標 準 化

(D概 要
.-t-∴

情 報 ピス テ ムの 基本 的 構造e-
.は'各 企業 内 で経営 計 画,'取 引 活 動,1生 産 管理,物 流 管 理,購 買管

理・ 金 融'財 務 管理 な どの各 部門 につ い て,そ れ ぞ れ 企業性格 に合 った独 自の効 率 的 な サ ブ ・シス

テ ムがつ くちれ痴 これ らが プ ランニ ン グ情報 シス テム とオ ペ レ「 シ ョナル 情 報 システ ム
.として シス

テム化 され,さ らに結 合 され て トー タル ・シス テ ム化 が はか られ
、る。 ・ ・、

特 に・ 流 通活 動 の シス テ ム化 に は,多 数 の 企業 の:1ト7・タル ・シス テム が 統一 的 に結 ばれ て大 規 模

な シス テムが 構成 され ね ば な らな い。 ・ 、
　 ロ

,す な わ ち・商 品管 理 を 中心 と して,取 引先 企 業 や同 業 企業 と.の間の 情 報 交換,商 品 企画 や事 業企

画のための外部情報の受入れ等々……他の企業との間の情報交換,企 業活動の効率化のためのNI

S的 機 関 よ りの 情 報 の 入 手 ・交 換 が 必 要 と な る。 ・'.… 、
ハ ゴ コ ロ へ 守 髄 ロ ヒ ロ じ

具体 的 には,関 係 す る各企 業 間,業 界 と関係 官 庁 との間 に, 、,・ ㍉.

① 商 品 コー ドあ,るい は取 引 コー ドの統 一化 ・一
.… ・.:、

② 各 種 の帳 票類 の規 格 イヒ ご, ..～ .,_,.、 、

③ 商 跡 荷 姿 の規 靴 ・ ∵ ・ 、,、 一

な どを強力{こ推 進す る必要 が あ り・
.此れ らは流 通活 動 の シ ステ ム化 の た めの 必要 不 可欠 な前 提 とな

る 。
ぐ ト ヒ リ ロ ヘ ト

② デー タ ・コー ドの 標準 化

日本 の海運 業 界 と して は,複 合輸送 にお け る情報 シス テムの 確立 に は
,環 境整 備 方 策 が必 要 で あ

ると判断 して・ 此 の対 策 とし て,ま ず 「コー ド ・帳票 類 の統 一化 」 の 問 題 を手 が け は じめ てい る。.

此 れ は・ 統 合 した情 報 シス テ ムを つ く りあげ るに は,社 外 情 報 の活 用が 絶 対的 に 必 要 と され るの ・

で・ 此 の た めに は海 運業 界 だ けで は な く,関 連 業界 との コー ドの統 一化 が必 要 とな る。

した がって・ 日本 郵 船・ 大 阪 商船 ・三 井 船舶 ,川 崎汽 船,ジ ャパ ン ・ライ ン,'山 下新 日本 汽船,

昭 和海運 ・ 新 和海 運,第 一 中央 汽船,三 光 汽船,大 洋商 船 の大 手10社 が 中 心 とな っ て,コ ンテ ナ

船 ・ 在来 定 期船 ・ 不 定期 船 な どすべ て の外航 船 貨物 の 計数 処理 につ いて コー ドを統 一 す る 目的 を も

っ て・ 「海運 コー ド統 一 委 員会 」 を作 り,す で に10q数 回 も会 合 をか さね て大 い に成 果 をあ げ て

い る。,、.¶

此 の コー ド統一 にっ いて は・ 港 湾,,港 運,貿 易 な どの関連 業界 な らt,iに,運 輸省 の海運,港 湾 統

計 臓 省の通関蹄 にも・この笥　 ドカ;使用・れ・予定でありは 庁醜 賜 業界ではす

『で に一 部 は実 施 して お り
・ 又 海 外 か ら趾 の ・一 ドを採用 した い とい う問 合 せ カ・あ ・てピ そ の成果

・醐 待 され る・ ∵ い … 、.、 、 パ ∵ ㌦ 一 …

コンテナ船 業 務処 型 ζお い 千 は昭 和4・弓年9月 ～P>・;.6,全 外航船 舶 ほ は昭 和45年4月 か ら実 施 さ

れて しさる・ ・ い ,,、 ・ 、 川 、一 、

その内 容 は・ 貨 物 の種 類 ・ 数 量痴 荷ま 名 ,航 路 名,1積 み地;.揚 げ地,..海 貨取 扱業 著名・等 々 で,そ

の結 果 海運 各 社 の 業務 は,相 互 の連絡,1運 賃 プール の計 算,コ ー・ド記 入 作業 の排除 等 々:.._大 巾
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に合理 化 され るほか,コ ンテ ナの よ うな複 合輸 送貨 物 に っい て は,港 湾,通 関 業 務 な ど もか な り省

力 化 で き得 る もので あ る。

此 の海 運 コー ド統 一 委 員会 に加 入 して い る大 手,中 堅 の12社 だけ で,わ が 国外 航 海運 の貨 物 取

扱 量 の90%以 上 と.tsるの で,12社 以 外 の海 運 会社 で も近 い将 来,当 コー ドを 使用 す る ことにな

る とみ られ,2～3年 後 には わが 国海 運 業界 は,外 航 部門 に っ いて はすべ て 同 一 コー ドに よる情 報

処 理 を行 な うこ とにな る見 通 しであ る。

此 の実現 に よ り,わ が 国の 輸 出入 統 計処 理 が大 巾に合理 化 され る もの と考 え られ る。

す でに 昭和45年4月 よ り,外 航 海 運会 社 よ り毎 月運 輸省 に 報告 す る輸 送統 計 にっ い て は・ それ

ぞ れの 企業 内 のル ー チ ン ワー ク処理 よ り自動 的 に 作成 され る磁 気 テー プを,そ の まま運 輸省 に提 出

してい るし,コ ンピュ ー タ化 の進 ん で い る大手 船 会社 で は,大 蔵 省 よ り通 関統 計 を磁 気 テー プの ま

～購 入 し,外 部情 報 の分 析 に 利用 して い る。

また,現 在,流 通 部 門へ の進 出 を はか ろ うとす る総 合商社 が,物 的流通 管 理 の システ ム'オ ー ガ

ナ イザ_と しての役 割 を果 たす べ く,ま ず鉄 の流通 過程 の合理 化 の た め,大 手 総 合商 社7社 と大手

鉄鋼5社 が 「コー ド ・帳票 の 統一 委 員 会」 をっ くっ て積極 的に標 準化 を進 め て お り・ 「海運 コー ド

統 一 委 員会 」 も此れ と相 互 に密 接 に 連絡 し合 って,情 報 ネ ッ トワー ク形 成 に むか って進 んで い る。

従来 は,同 じ商 品 で も顧 客 ご とに価 格が ちが う とか,取 引 先 ご とに納 入伝票 の様 式 が異 な る とい

う状態 で は,シ ステ ム化 な どは とて も無理 で あ った が,最 近 の如 く,業 界 ぐ るみ で環 境整 備面 で の

標準化 を 図 ろ うとす る動 きが でて きて お り,究 極 的 に はNIS形 式 へ の方 向へ むか っ てい くこ とで

あ ろ う。

③ 帳票 類 の標準 化

次 に,日 本に お け る船 積 関係 書類,そ の他 の諸 フォー ム,書 式類 も統一 化 の方 向 に むか ってい る。

最 近 で は,コ ンテナ輸 送 で 最 も大 切 な コ ンテ ナ ・コ ン トロー ル ・シス テ ムの確 立 の た め・ コンテ ナ

の移 動状 況 を常 に把 握 す る必要 性 か ら,業 界6社 で,ま ず イ ンプ ッ ト ・フ ォー ムの統 一 化 が行 なわ

れ三。

と くに;全 船 舶 を統一 す る書式 に つい て は,昭 和44年11月,船 主協 会 内 に 「船 積書 類 合理 化
'
専門委員会」が設立 されて,わ が国の輸出入貨物に関する船積関係書類についての標準書式制定と・

事務処理要領の確立,わ が国関連業界との調整,国 際機関で検討 されている標準書式の研究及びわ

が国の関係書類との調整などに対 して,海 運大手8社 が中心となって鋭意検討をっづけてきた。

さらに昭和46年2月,日 本貿易会内に 「貿易関係書式標準委員会」が発足し,貿 易関連業界と
し

官庁 が一 体 とな って,貿 易 関係 書式 の標 準化,簡 素化 に取 組 む ことに な っ た。委 員 会 に は・ 日本貿

易 会,日 本 船 主協 会,日 本 商 工会 議 所,全 日本 輸 出組 合協 議 会,日 本損 害 保 険 協会・ 日本 海運 貨物

取 扱業 会 等 々の 関係 諸 団 体 と,大 蔵 省,通 産 省,運 輸省 と関係 官 庁 が参画 してお り・

① 貿易,海 運及 び関連 企業 で 使 用 され る輸 出 関係 書式 のOne-run-methodの 採用

② 輸 出 関係 書式 の標 準 化,簡 素 化 の推 進 の標 準化 事 業 を 目標 としてい る。

此 の様 に して,わ が 国 に お いて も先進 諸 外 国 と同 様に,貿 易 関連 業界 が一 体 とな って,貿 易 実務
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の能 率 向 上,無 駄 な書 類 作成 の 削減並 びに 費用 の節 減 を はか るため に,そ れ ぞれが 協 力 し合 う体 制

が 出来 あ が り,そ の活 動 が は じま ってい る。

以 上 の 如 く,輸 送 業 界 も関 係業 界 と共 に,環 境 整備 面 の 強化 と相 模 って,情 報 シ ス テ ムの確 立 に

む か って い る。

3.2プ ラ ンニ ング情 報 処理 事 例

プ ラ ンニ ング情報 シス テムは,す でに 前 述 し た如 く,経 営者 に とって最 も重 要 な情 報 源 とな る 「情

報 提供 システ ム」 を包 含 す るの で,此 の シス テ ムか ら,経 営者 を取 りか こむ各 種 の情 報,た とえ ば業

界 の動 向,国 の 経 済状 態,景 気動 向,あ るい は 国際経 済 の動 き,さ らに は世 界 の政 治 情 勢 や社 会 情 勢

の 変化,企 業 と関係 あ る技 術 開発 等 々… … 企業 内部 の情 報 よ りも更に重 要 に なっ て く る。

此 の様 な 情報 は,政 府及 び その関連 機 関 か らの 資料,刊 行 物 や新 聞,雑 誌,業 界 誌,専 門 誌 な どの

多 くの分野 か ら収集 され る。

したが っ て,此 れ らの情 報 は,プ ランニ ング情 報 シス テ ムの 確立 と相 侯 って,次 第 に 企業 内情 報 セ

ンター また は全 国情 報 ネ ッ トワー ク(NIS)に 収集 され て
,コ ンビ。ユ ー タに よ って整 理 され易 い も

の は磁 気 テ ー プな どの 記憶 装 置に 入 れ られ るで あろ うし,技 術 的,経 済 的 に コン ピュ ー タで取 り扱 え

な い情 報 や インプ ッ トの 困難 な情 報 につ い て は,そ の まま資料 室 内に フ ァイル され た り,マ イ ク ロ ラ

ィル ム化 され るで あろ う。

然 し,い ず れ近 い将 来 に お いて,多 くの情 報 は コ ンピュー タに読 め る よ うな形 に して整 理 され,マ

イ ク ロ フ ィル ム と併用 され て 「情 報 提供 システ ム」 を形 成 す るよ うにな らなけ れば な らない。'

一 経 営計 画 の情 報処 理事 例 一

(1)輸 送 合理 化 の た めの最 適配 船 計 画'

オ ペ レー シ ョナル情 報 とプ ラ ンニ ン グ情 報 の収 集 ,整 備 が 進ん で,豊 富な情 報 が蓄 積 され るよ う

に な って くると,此 の情報 を利 用 して
,統 計 手法 やOR手 法 を駆 使す るこ とに よ り各 種 の経 営計 算

の 場が 与 え られ る。 そ して,次 第 に利益 追求 の 問題 に発 展 して くる。

此 の段 階 で,経 営者 を 中心 とし た企画 ス タ ッフが将 来 の事 業 上 の進 展 の た めに各 種 の 計 画 を たて
,

企業 の 目標 に そ った形 で の情報 処 理が 行 なわ れ る。

・ 現 在 は社 会の 流れ
,業 界 の仕 事 の流 れ はよ り複雑 に,よ り多様 に,よ り高 度 に進 行 してお り,し

か もそ れ ぞれ の 流れ の中 にい る企業 は,常 に競 争原 理 の なか で 激 し く動 いて い る。 此 の 競争 のな か

で企業 の利 潤 の獲得 の た めに,方 法 を絶 え ず発 見 し続 け るに は
,人 間 の持つ 知的 創 造力 の発 揮 に よ

る新 しい方 法開 発 が必 要 に な る。

① 目 的

わが 国 を は じめ として先 進諸 国 で は,経 済活 動 の起 動力 と もな る原 油
,鉄 鋼原 料 木 材,穀 物

等 の輸 入貨 物 の輸送 量 は,め ざま しい 重 化学 工 業化 の発展 に そ って,そ の輸送 需 要 は 年 々急 増 の

傾 向 に あ る。,

此 の た め,現 在 の世界 的 な専 用船 化,大 型船 の長期 契約 的方 式 はひ とつ の 時代 の 必然 の 流 れ と
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も考 え られ る。

此れ に伴 い,海 運 企業体 に とって は,今 後 は燃料 費,人 件 費,船 舶 の建 造 費用 な どの コスト'ア

,プ と,荷 主 で あ る製 造 業 者 よ 腰 請 され る運 賃{賃下 とい う抑 えが たい 傾 向に対 して・ 「適正 利

潤 の 確保 」 の 問 題 を真剣 に 考 え る必要 に せ ま られ た。

ま ナ、,製 造 業 者 か らみ れ ば,・ ス ト競 争原 理 のな か で,製 品の価 格 を引 き下 げ るナ・め に継 費

用 の低 下 を強 く輔 す るの は当然 であ り,そ の ナ・め,新 しい 輪 方法 醗 に よ り・従 来 の 継 費

用 を合理 化 して,そ の捻 出 され た利 益 を製 造 業者 と船 会社 が共 に 分け 合 うとい う方法 であ る。

此 の利 益捻 出 の 新方 法 として,輸 送 の合理 化,す な わ ちバ ラス ト(空 船)航 海 を減 らす ため の

コ ン ビネ_シ ョン ・キ ャ リジや,そ の 他の 輸 送方 法 に 応用 出来 る情 報 シス テ ムを作成 した 。

本 計画 の 目的 は,鉄 鉱 石 と石 油,石 炭 と石 油 な どの異種 貨 物 の輸 送 を行 な え る兼 用 船 を建造 し・

有利 な市 況 の市場 に転 換 配船 す るとい う面 を もつ もの であ る。 特 に,遠 距 離 輸送 に お け る空 船 航

海 とい う浪 費 時間 を少 な くす る こ とに よ っ て,輸 送 能率 の 向上,収 益 向上 を図 るため・ 三 角・ 四

角 とい う多 角航 路 に 従 事す るとい う面 を持 ち合 わ せて い る。

したが っ て,不 定 期 船市 況 及 び タ ンカー市 況 とい う情 報 活動 を中 心 とし た・ 世 界 の各地 に わ た

る情 報 ネ ッ トワー クの 形成 が兼 用 船 建造 計 画 の大 前 提 とな る。

従来 は,石 油 の輸 送 を例 に とれ ば,ペ ル シャ湾 の石 油地 帯 か ら原 油 を積 んで 日本に 輸送 し・ 日

本 か らぺ,レシ。湾 まで は空 船 で運 航 す ると云 う2点 間 の折 返 し輸 送 であ ・た が・ 此れ 搬 鉱 石 ・

石 炭 な どの異 種 貨物 と組 み合 わせ て,3点 間,4点 間,5点 間 とい っ た多 角 的 な運航 輸 送 形態 に

よ って,そ の稼 動 率 を あ げて,極 力 空船 航 海 を少 な くし,運 賃 収入 を 増大 させ る方 式 で あ る。

何+億 円 とい う巨額 な資 本 が投 下 され て し・る船舶 が,年 に 堰 ド・クに 入渠 す るため・ その 稼

動率 が50%以 下 とい うこ とは極 めて 非能率 で あ り,此 の効 靴 を上 記 の万 法 に よ ・て うま くは

か れ ば,当 然,船 の資本 回 転率 は高 くな る。

② 必 要 と され る情 報

(ア)企 業内 情 報

営業 情 報

船 舶 運航 情 報

財 務情 報

労 務 情 報

需 要 情 報

供 給情 報

船舶 運 航 技術 情 報

(イ)国 内情 報

輸 出入 見通 し

主 要 輸出 入商 品

生産 現 況 見 通 し
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外資導入制度

景気動向

国際収支

消費動向

業界情報

関連業界情報

(ウ)国 際情報

輸出入見通し

主要輸出入商品

貿易金融事情

生産現況見通し

海運市況

主要国船腹量推移

運賃,用 船料指数

対象航路運賃成約動向

不定期船市況

タンカー市況'

主要徹荷の海上荷動量

石油荷動動向

兼用船就航状況

ポンド油公示価格推移

② 飾 石/原 油の兼用縫 造計敵 お(ナる作業行程と願 との関係

そ の ロ ジ ッ ク フ ロ ー の 概 略 は 次 の 図 一21の 通 り で あ る。
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資金計 画

専用船建造計画へ

船価見積 り

家
法

件

要
筒石

開
鉱

条

鉱石 輸送

航路 決定

関連産業動向

船 価動 向

航 路情 報

各 航 路

航海日数算定

運 賃市 況

兼用 船 の

可能性検討

船型設 定

各航路所要日数

の 算 定

配 船 スケ ジュール

シ ュミ レ ー ソ'ン

鉱 石運 賃率

設 定

採 算 算

チsvクOK

YES

当社条件提示

原 油輸 送

航 路設 定

地理的要 因

経済情 報

技 術情 報

港湾 情報

船 舶竣 工

時 期決 定

船舶 経費

運航経 費

原油運賃寧

各航路積高

条件合致

調

調 整OK

NO

.

船台情 報

1

1

ー

」
一　一

図 一⑳ 鉱油兼用船建造計画における作業過程と情報との関連
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附 ・・…・

本方 法 は,製 鉄 会社 として も最 も必要 な 合理 化対 策 の ひ とっ で あ る。

す な わ ち,わ が 国 の鉄鋼 総需 要 が従 来 の よ うな高 い テ ンポで は伸 びず に,昭 和50年 度 の粗 鋼 換 算

需 要見通 し1億3,000万 トンを メ ドとす る"緩 か な成 長 カー ブ"を た ど る と予想 さ れ ると ころか ら,

大 量輸 送 を中心 と して きた 原料 対 策 を,今 後 は 更 にキ メ細 か い方 向 に転換 しっ ～あ り,製 鉄原 料 の 効

率 的 な受 け入 れ を 図 るため に,コ ン ビ。ユー タに よ る配船 プ ロ グ ラ ミングを 実施 す る方 針 で検 討 を進 め

て い る段 階 であ る。

製 鉄 会社 として,本 計 画 に際 して特 に必 要 と され る情 報 は,

1)海 外 山元 と製 鉄所 に お け る各 港湾能 力 に 関す る情報

2)海 外 の原料 供 給 ソー ス別 に み た品質 に 関 す る情報

3)各 製 鉄 所 が必 要 とす る原 料 品質

4)輸 送 に 使用 す る船腹

5)運 賃 市況

…等 々で あ る。

今 後 は,此 れ らの デー タ情 報 を加 味 した合理 的 配船 を行 ない,採 算性 の高 い輸 送計 画 を実 行 し よ う

とい う もの で あ る。
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4.ま と め

今後 の情 報処 理体 制 の方 向 につ い て述べ れ ば,

(1)企 業 にお け る効 率 的 な経 営 管 理 体制 の確 立 の ため に は,ま ず経 営者 を はじ め として各 層 が情 報 に

対 す る価 値認 識 を高め る こ とが 先 決 であ る。

ま た,外 部 情報 の入 手 に積 極 的 に努 力 す る とと もに,内 部 情 報 を外 部 に提 供 す る体制 の確 立 が 必

要 で あ る。

② 官 庁 と民間 企 業 との 間 の情 報 交流 におい て,最 も重要 な役割 りとなる 各種産 業団 体 の情 報収 集 処

理 機能 の強 化 は,今 後 はよ り一 層期 待 され る もの で,と くに,輸 送 業界 の各種 団体 は,特 性 の あ る

情 報 提供 シ ステ ムの開 発 に,更 に 一段 と努 力 を傾 申すべ きで あ ろ う。1'

(3)NISの 確立 のた め に,ナ シ ョナル ・プ ロジ ェ ク ト的 な機 関 を 設置 し,効 率 的 な情 報 供給 シ ステ

ム の開 発 促進 が必 要 で あ る。'・

開発}ご際しては,政 府機関が中心となり,各 産業界との共同開発方式がより効果的なものと考え

られ る。

此 のNISこ そ,国 が 中 心 とな って取 り くむべ き大 きな課 題 で あ り,此 の 際 日本独 自の テー マ

を設 定 すべ きで あ る。

最 後 に要約 すれ ば,今 後 の企 業 に おい て,効 率 的 な情報 の収集 処 理体 制 は,企 業 に と って ひ とつ の

無 形 財 産 で あ り,企 業 が ダ イナ ミッ クに活 動す るに は同 時 に情 報 もよ りよ く使用 され な けれ ば な ら

な い。

した が って,情 報 の 蓄積 設 備 に対 す る投 資 は,投 資効 率 か らい って最 も重 要 な前 向 きの 要 素 とな る

であ ろ う。景 気 の 好,不 況 にか 〉わ らず,情 報 整備 に使用 す る予 算 はコ ンス タン トに使用 され るべ き

であ る。'

また如 何なる情報が螺 の生存に役立つか という・とは,企 業み轟 らカ・つ くりださな"れ ばな

らない が,国 内並 びに 国 際情 報 の収 集 に は,各 社 と も膨 大 な エ ネル ギ ー を使 ってい るの が現状 で あ る。

然 も,そ の大 半 は公 表 され た情 報 で あ るので,今 後 は,此 れ らの情 報 の収 集 につ い ては,共 同 の機 関

を通 じて行 な う ことが国 民経 済 的 見 地か らみ て も必要 で あ る。

民 間 の諸 活 動 が円滑 に発 展 し う るよ う,政 府 関 係機 関 を中 心 と して,各 業 界 の意 見 を十 分 に反 映 し

た 国家 的 規模 で の共 同 の情 報 収集 機 関 の 設立 が切 に望 まれ る もの で あ る。

最 後 に,最 近 は海 運 に特 有 な補助 政 策 も次 第 に状 況 の変 化 を起 こしは じめてい る。 す な わ ち・1970

年 代 に入 ってわが 国 の 出超 は増 大 し,外 貨獲 得 はか つ ての よ うな強 い要 請 はな くな りつ つ あ る。 また・

集 約 政 策 は本 来時 限 立法 であ って恒久 的 な もの で はな い。 此 、にお い て国 の助成 の減少 に よ って当 然・

海運 業 の 国 際的 な 自由活 動 を認 め るべ き問題 とな って発 展 して きてい る。

した が って,今 後 は よ り一 層 の広 範 囲 に し て的確 な国 際情 報 の入 手 が 必要 とな る。
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次に,戦 後の海運市場における最大の変貌は,船 型の超大型化,各 種専用船の増大と長期契約運賃

の出現である・専用船は特喘 主との間1・おいて長期契約
,・ 札 ト契約の需要の確保が最 櫨 要な

問題となる。

額 の確保という点からみれば・船舶ごとの長期契約が最 も経営鞍 定させるが
,離 船課 用船,

定酬 船・醐 用鱒 の多様式で,多 数の搬 を保有する方式欲 第商 利とな。てきて、、る。それ
にしたが・て濡 要の確保は・船舶 ‖の成約よりも引受契約を主 として行なう形式備 利な条件とな

りつつある・此のため福 野 測軸 心とし鯖 報の入手体制の鯛 ・そ動 軸 な企業醐 の基と

な る もので あ ろ う。
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